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第１部序論

1．調査の目的

近年の急速なデジタル化・ネットワーク化の進展に伴い、知的財産の保護・活用に閲す

る状況にも大きな変化が生じている。こうした時代の変革に対応すべく新たな知的財産戦

論が求められる中、椛利を適切に保謹しつつ、許作物の円滑な利用を促進するための法制

度についての検討が麓要となる。

著作物の円滑な利崩を促進する法制度を検詞するに際しては、円滑な利用を阻害する要

因を把握することが肝要となるところ、こうした阻害要因としては、［1］著作者や薪作椎

者、あるいはその所在が判明しないこと、［2］仮に判明した場合であっても利用するため

の手続が煩瑛であること、が考えられる。我が国においても、こうした阻害要因に対する

取組はなされているが、諸外国では、我が国と異なる取組もなされており、諸外国で行わ

れている最新の取組について整理し、把握しておく必要があると考える。

そこで、本調恋の目的は、こうした阻害要因に対し諸外国が行っている最新の取組を調

謙し、整理することにある。

本調査では、上記目的を踏まえ、調査項目を大きく２つに分け、調査を行った。

蕊’に､阻害要因[']と関連するものとして､諸外国における｢権利者不明著作物(Orphan

Wbzks）１」に関連する法制度の調査を実施した（本報告書第２部参照)。先行研究として、

文化庁が２００７年３月に実施した委託事業に関する報告書2が存在するところであるが、同

報告書の公表後も、２０１２年にＥＵ議会において孤児薪作物指令が可決されるなど新たな動

きが生じており、椛利者不明著作物に閥する諸外国の溌新の状況について調査を行う必要

があると考える。そこで、本調査では、上記先行研究を踏まえ、アメリカ・イギリス．フ

ランスについて権利者不明著作物をめぐる般新の状況を調査するとともに、前回調査では

対象としなかったカナダ・ドイツ・北欧諸国・韓国といった国についても最新の状況を調

査している。

第２に、阻答要因［2］と関連するものとして「デジタル薪作権取引所」について調査を

実施した（木報告撫第３部参照)。利用許総手続の願雑さを解消することを企図して、林国

１本報告書では、権利者（の所在）が不明な藩作物を指す場合、原則として「権利者不明著作物』という
呼称を用いることとする。ただし、ＥＵにおける“O]層phanWbrksDirective”については、「孤児薯作物指
令」という呼称が定論しているため、同語を用いることとする。

２文化庁委託事業『コンテンツの円滑な利用の促進に係る著作権制度に関する調充研究報告書』(三菱ＵＦＪ
リサーチ＆コンサルティング、2007年３月）

<httP:"wwwbbunkago.』p/bho“kUkenIpd此housa-kenl鞭u・pdi>H』
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平成２４年１０月～平成２５年３月

ではデジタル著作権取引所を導入し、巡用を始めている。また、イギリスにおいても同様

の構想があり、制度の具体化に向けた取組が進められている。そこで、本調査では、こう

した韓国及びイギリスにおけるデジタル著作権取引所の取組について実態等の調査を行っ

た齢

つつ論じる必要性から利用「後」に活用可能な制度に分類されているが、その他の章では、

要件の明確性から利用「前」に活川可能な制度として整理している。

(2)デジタル著作権取引所に関する調査

n．調査の概要

本調査研究の方法、柵査期間は下記の通りである。

デジタル藩作権取引所について、韓阿における検討経維や法制度、運用実態等を、イギ

リスにおける織論の状況をそれぞれ調査した。

榔国については、張群瑛氏に、稗飼薪作椛委員会に対するヒアリングを実施していただ

き、その内容も踏まえて情報通信総合研究所で執錐した。イギリスについては、今村哲也

氏に著作権ライセンス述鴬グループ（CopyrightLicensingCo･ordinationOffice）に対す

るヒアリングを実施していただき、怖報通信総合研究所と共同で執策した。

１．調査方法

(1)権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

２．調査期間

調査対象とする各国の法制度に詳しい以下の専門家に、各国における権利者不明時にお

ける著作物等の利用円滑化のための法制度に関．する調査を依頼し、各専門家の執筆した原

稿を備報通信総合研究所が編集した。

第１部序論

３．文化庁担当者

明治大学惰報コミュニケーション学部准教授今村哲也氏

同上

インフォテック法律本務所弁謹士井奈波朋子氏

筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授潮海久雄氏

北海道大学大学院助教公益社団法人著作権情報センター研修員小嶋崇弘氏

神戸大学大学院法学研究科准教授前田健氏

明治大学情報コミュニケーション学部准教授今村哲也氏

東京都市大学環境惜服学部准教授張容喚氏

ＥＵ：

イギリス：

フランス：

ドイツ：

北欧：

アメリカ：

カナダ：

韓国：

文化庁長官官房蒋作権課

同

同

同

同

同

重憲

弘美

準記

直樹

明日香

兼士

田口

山中

小坂

吉野

川内

伊藤

課長

箸作物流通推進室室長

薪作権調査官

法規係長

薪作物流通推進室企画調寄係長

法規係員

なお、本調査では、各国ごとに異なる法制度を横断的に理解するために､議集の便宜上、

各国で定められている法制度を、「利用『前』に活用可能な制度」と「利用『後』に活用可

能な制度」にそれぞれ分類し、盤理を行った。ここで、「利用『前』に活用可能な制度」と

は、何らかの方法で許諾を取得しあるいは許諾が不要であることを確定させ、利用前にそ

の適法性を確定させておく制度のことを指し、Ｉ利用『後』に活用可能な制度」とは、著作

物の利用後に裁判手続の中などで許諾が不些であったことを確認、又は事後的に適法にし

ていく方法を指している。

もつとも、上記分類は、相対的なものであるため、同様の制度であっても、執筆者によ

って、分類する箇所が異なる場合がある点は留意されたい。例えば、図祷館等の利用に関

する権利制限規定について、第６章（アメリカ）においてはフェア・ユース規定と比較し

【
９Hｊ
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度

の調査

第１章ＥＵにおける孤児著作物指令

~１．はじめに

(1)孤児著作物指令の位置づけ

①目的

ＥＵは、２０ﾕ0年に“EurOpe2020''３を発表して、今後１０年1冊の欧州における経済戦略を

明らかにしており、その戦略の実翼手段として示された７つの最重要イニシアティブの１

つは、情報化戦略としての「欧州デジタル・アジェンダ（DigitalAgendafbrEurOpe)」４で

ある5°このアジェンダでは、優先課題として、デジタル単一市場の創出を挙げている。こ

れを踏まえ､権利者不明薪作物のデジタル化と国境を越えた流通を促進するため、ＥＵでは

2012年１０月に孤児薪作物指令を成立・発効させた。今回の孤児藩作物指令は、桶利者不

明著作物に内在する著作権や関述権（zelatedrights,我が国の制度では藩作隣接権に相当

する権利を含む概念）によって保護される著作物その他の主題に関するデジタル化や流通

を促進する法的枠篭みを創設することが、このアジェンダに対する重要なアクションにな

ると位置づけられている（指令前文3)。

また、今回の孤児著作物指令は、「欧州デジタル図普館計画」を背衆に、かかる公的な任

務のために一定の公的組織が権利者不明著作物の大規摸デジタル化をどのように適法に行

っていくのかという部分が重要な解決課題になっている（同前文１参照)。同指令は、椛利

者ｆ明著作物と考えられる著作物やレコードに関する権利者不明状態の法的判断の在り方

と適法な利用者及び行為態様という具体的な問題を解決することを目的としている（同前

文３)。

なお、大量デジタル化に内在する法的問題は、椛利者不明薪作物の問題に限られない。

欧州委員会が主催する「通子図譜館に関する高度専門家会合・著作椛小婆員会（Copyright

Sub露Cup,HighLevelEmertGrouponDigitalLibraries)」が、2008年６月に提出した

3EumDe麺Commiggion言‘Eumpg2020（2012-04.05）＜http:"ec､eumpa･euﾉbu2020ﾉEndeX-Cn､htm>、

&ADigitalAgendafbrEumpe-COM（2010）２４５，
＜httpWbceumPa､euﾉinfbrmation-βocie駅digita1･agendaﾉindeX-en･htm>・
５平井智尚『ＥＵの情報通信政旗動向の整理一欧州デジタル・アジエングを中心に｣マルチメディア復興セ
ンター（2011年３月）＜httpWwww過nmc.o可p/pd"、port/mporLeutran8-20110302・X1d炉．

４

第１軍ＥＵにおける孤児著作物指令

股終報告襟である「デジタルによる保存、権利者不明薪作物及び絶版等作物に関する般終

報告」６においては、欧州デジタル図撫館計画には、デジタル資料の長期保存の問題、絶版

蜜料（OUt-ofPrint）の利用と著作権に閲寸る問題も存在することが指摘されている。商業

的絶版をめぐる問題に関しては、2011年９月２０日に、欧州委員会を調整役として、欧州

の図播館団体・出版社団体・著作者団体の１０団体・機関が、著作権保護期間内の絶版賛料

のデジタル化と利用の原則について合意しており（MemorandmpqofUnderstandin宮：

ＭＯＵ)、関係者間での自発的なランセンス合意に基づくこと等が模索されている7．孤児著

作物指令は、商業的な絶版の問題とは補完的な側係にたつが、「同指令は、いわゆる商業的

利用がされていない（out-ofcOmmerce）薪作物のような大戯デジタル化をめぐるより大き

な問題について加盟国において発展する特定の解決手段に対して影響を与えるものではな

い」ことを確認している（同前文４)。

②法的性質

今回、ＥＵは、権利者不明著作物に閲する規律を定めるに当たって、達成されるべき結果

について加盟国を拘束する「指令」（リスボン条約第288条第３段）という法的形式を用い

ている。ＥＵは、２００６年にも権利者不明著作物に関する「勧告ｊを出しているa。しかし、

この勧告という法的行為は、加盟国を何ら法的に拘束するものではない（同第２８８条第５

段)。そのため、勧告を踏まえてその内容を導入した加盟国がほとんどなかった。今回の指

令という法的形式の採用は、こうした経験も踏まえているものと考えられる。

③主な特徴

今回の椛利者不明薯作物に関する指令の主な特徴は、［1］権利者不明著作物の利用目的

と主体を限定したこと、［2］利用前の入念な調査の要件を設けたこと、［3］加盟国間にお

ける権利肴不明状態の相蕊承認を要求したこと、[4]適法に利用できる行為態嫌を限定し、

かつそれを権利の制限又は例外として位遜づけたこと、［5］権利者判明後の公正な補償金

５i2010gDigimlLibmriesHighLevelEmertGroup-Cop”ghtSubgroup,‘FmalReportonDigita1
PmBcrvation,OrPhRnWb“,andOut・ofP豆nCWbrk8’（2008.06.04）

＜htゆWbc､eumpa.⑧u/h1fbrmation-6ocic句/nctivitie8価gitaUibr唾e副doCﾉhleg/２，gpor球OpyrightﾉCQpyri
ghLBubgmup-Enul-mportと26508.clcdnl71・pdf>，

7MomomndumofUndorStandingIpeyPrinciPlGsontheDigiti8ationandMakingAvailablGor
Out･ofCommGmellbrkg（ＭＯＵ本文）：

<httpWCc､cumpa･euﾉintG｣mnLmarket/copyrightﾉaocs/bopy.sight-infもoﾉ20,0920．mou-en.pd傍．
８COmmiBsionRecommendationof24August2006onthedigitisa画nandoxqineaccessibili毎of
culturalmateq鷹iBmanddigitalPre8ervatfon2006ﾉ58”Ｃ､Ｏ瞳cialJbl工maloftheEurDpeanUnioユ2006,
（49），”､28.30
<httpWbur･１０x､oumpn・ＣｕﾉLeXUriSerWCLeXUriSe風do?uri=０J:L22006:236:002830030:ＥＮ:PDR>、

５
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ＥＵにおける権利者不明著作物の取扱いをめぐる議論は、２００５年の「欧州デジタル図書

館計画」の取組の中で発展してきたものである9．ＥＵにおける著作権分野の議論において

権利者不明著作物という言葉がよく聞かれるようになったのは、この頃からである。

権利者不明著作物の取扱いに関する最初の具体的な指針は、「欧州デジタル図書館計画」

に関して2006年８月に公表された欧州委員会から加盟国への勧告10であった。同勧告の第

6条では､利害当事者と協議しながら権利者不明著作物の利用を促進する仕組みを創設する

こと、そして、権利者不明著作物とパブリック・ドメインにある著作物のリストを作成す

ることで、文化的な素材のデジタル化とオンラインアクセスのための環境を整備すること

が示されていた'１．

同勧告の後、欧州委員会が主催する「電子図書館に関する高度専門家会合。著作権小委

員会（CopyrightSUbgroup,HighLevelE工pertGrouponDigitalLibraxies)」は、２００７

年４月に中間報告書を公表し12,2008年６月に最終報告書13を提出した。最終報告書は、

権利者不明著作物への取組の必要性を強調しつつも､ＥＵレベルでの統一的な解決策を示す

ものではなく、加盟国の国内レベルの解決策を加盟国相互で運用し、また相互に承認する

ことが必要であるとしている１．１。そのほか、権利者不明著作物の利用前に必要とされる著作

権者の身元及び／又は所在を明らかにするための調査が「入念（duediligence)」なもので

あること1５（『詳細な｣、「真筆な」などとも訳されるが、本稿では「入念」と訳する)、「作

品を利用する前に必要とされる入念な調査についての指針」を作成すべきこと16、かかる調

第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査 第１章ＥＵにおける孤児著作物指令

の支払を要求したこと、［6〕見直し条項を設けたこと、に集約できるであろう。それぞれ

の特徴については後述する。

なお、大量デジタル化のために用いられる他の権利管理のための法的枠組み（拡大集中

許諾制度など）との関係では、加盟国によるそれらの取決めに影響を与えるものではない

ことを確認している（指令第ユ条第５項、前文２４)。

査を容易にするための権利者不明著作物に関する情報を集めたデータベース構築の可能性

（具体的には、実施予定である著作者情報や権利情報に関するデータベースをネットワー

ク化したシステムを提供するARROWプロジェクト'7について取り上げていた）と、権利

処理手続及びそのための権利処理センター（RightsC1e麺anceCentre）の設立について検

討すべきこと'8､将来の権利者不明著作物化を防ぐためにコンテンツに対するデジタル識別

子の挿入を推進することｌ9などが提唱されていた。その後-2009年10月２６日にパブリッ

ク。ヒアリングも行われたが、著作物の権利情報のデータベースの創設という考え方が大方

の支持を集めたとされる2q、

(2)立法経緯

①2005年『欧州デジタル図書館計画」

②孤児著作物指令案（2011年５月）

前述したように、ＥＵは、２０１０年に『EurOpe2020」を発表して、今後１０年間の欧州に

おける経済戦略を明らかにし、その最重要イニシアティブの’つとして、情報化戦路とし

ての「欧州デジタル・アジェンダ（DigitalAgendafbrEmfope)」を示した。このアジェン

ダの優先課題には、「デジタル単一市場」の創出が掲げられており、権利者不明著作物のデ

ジタル化と国境を越えた流通を促進するための法的枠組みの創設を提案する動機付けはま

すます強くなっていった。

そうした中、欧州委員会は2011年５月２４日に全１３条からなる「孤児著作物指令案」２１

を公表した。同指令案の主要な目的は、公益の実爽を任務とした機関の電子図書館やデジ

タルアーカイブに含まれる権利者不明著作物に対して、加盟国の国境を越えた適法なアク

セスを保障する法的枠組みを創設することにあるとしている。その上で、こうした目的は、

「権利者不明著作物の状態」を加盟国の間で相互承認することで実現されることを明らか

にしている。ある著作物が『権利者不明著作物の状態ｊであることを確立するためには、

公共のアクセスが可能な図書館、教育機関、博物館、文書館、フイルム又は音声遺産の保

存機関、及び公共放送機関が、その著作物が最初に発行された加盟国において事前に入念

な調査を行うことが求められる。入念な調査によって「権利者不明著作物の状態ｊである

と承認された場合、当該著作物はＥＵ加盟国全域で権利者不明著作物とみなされることに

なる。そして、権利者不明著作物とみなされる場合、上記の諸機関が一定の目的のために

鰹
●

9欧州での議論の動向は、菱沼剛『孤児著作物問題の研究』(2011年、成文堂）33.38頁にも記述があるの
で事実関係について参照した。

１０便rwTwY,…;向”＝ｖ,‘,v,副向需ﾊ病.supra”ｔｅ３,ｐ､28-30.
111bid

l2m646・欧州デジタル図書館，著作権問題の解決に向けた提言を公表」カレントアウェアネス．Ｅ
ＮＯユ0６（2007.5.16）＜ht麺:"Ｃｕ軍ent,ndl､gojp/e646>、

13i20108Di夢tal皿brariesHighLevelE頚ertGroup-COpyrightSubgroUp,supranote6・
亜Ibid

l5Ibid、

１６１bid．

１７“AHROW”（Acce8sibIeRe軍s麺esofRightsInfmmationandOrphanWbrkstowardsEumpeana）
プロジェクトは、権利者不明著作物や絶版書を含むあらゆる薯作物の権利者や権利関係を明らかにし、そ
のための精根を提供することを目的としたもので、欧州委員会の“eContentPlu8”プログラムに基づいて
推進された事業である。現在は、後継の“ARROWP1“”プロジェクトが進められている。
１８i2010:Digital亜bra｡巴iesHighLevelExpertGro迦一copy.dghtSubgmuP,supranote6、
１９１bid、

2oEumpe8nCommission,‘PublicHGa童ｎｇｏｎＯｪPhanWbqks,（2009.10今26）．

＜httpWec･europa､eufintemal-ma工ket/bopyright/docsﾉbcpymghも~infさo/bｪPhanworlfsﾉreporb-en.pd企・
21EumpeanCommissio功PmposalfbraDirectiveoftheEuo『opeanPa11iamen…doftheCO血c刊on
certainpermittedusesoforphanworks,ＣＯＭ（2011）289通型（2011.05.24）．

７



③孤児著作物指令（成案）画（2012年１０月）
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利用する場合、許された行為（permittedacb）とするべきことを求めている。もっとも、

この段階では、どのような法的形式で許された行為とするのかについて、加盟図を拘束す

る枠組みを示してはいなかった。この点は､最終的な孤児著作物指令(成案）においては、

明確にされている。

なお、孤児著作物指令案第３条第２項では、入念な調査のために別表に示した儒報源を

参照するものとしているが、その傭報源の１つとして先に触れたARROWシステムも掲げ

られている22。

２．孤児著作物指令の内容

(1)要件

①適法利用が認められる主体

孤児耕作物指令に雄づいて、椛利者不明薪作物の一定の利用行為が許された行為（藩作

椛の例外又は制限）とされる主体は、「加盟国で般立されている｣、「公共のアクセスが可能

な図譜館、教育機関、博物館のほか、文悲館、フイルム又は音声遺産の保存機関、公共放

送機関」（以下「対象機関」という｡）である（指令第１条。前文１，９も参照)。また、上

記の主体によるあらゆる利用が適法となるのではなく、公益的な任務（pl1blic-interest

missions）に関する目的を達成するために許されるにすぎない（同第１条)。なお、公共的

任務として、具体的には、「収蔵品に含まれる籍作物及びレコードを保存し、修復し、及び

文化的ないし教育的アクセスのために提供すること｣が例示されている(同第６条第２項)。

孤児著作物指令案の提出を受け､欧州議会の法務委員会(LegalAff嵐irsCDm型Ittee)は、

同指令案の修正を内容とした法務委員会のドラフトリポートの検討を進めた｡そして､２０１２

年３月２８Ｎにおける同指令案の修正を内容としたレポートを審議の上で採用し24、欧州委

員会による指令案について、通常立法手続25にしたがって、第一読会において欧州議会が指

令案に関する意見(修正案）としての立場(position)を採択するべきことを提案した｡２０１２

年９月１３日に第一読会で審議され､同日、欧州議会の本会議で賛成531､反対11､棄権６５

で修正された指令案が採択された蕊本会議で採択された修正案27は、議会と理事会との間

の調盤がなされた修正案である。その後、2012年１０月４日に理事会がこれに同意し、そ

の後、署名を経て、2012年１０月２７日にＥＵ官報に褐戦され、同指令案は、孤児著作物指

令として発効した。

②対象となる著作物等・利用態様

(a）対象となる著作物とその範囲

孤児籍作物指令が対象としている藩作物等は、［ｎ「公共のアクセスが可能な図書館、教

育槻関、博物館のほか、文誉館、フイルム又は音声遺産の保存機関」の収蔵品に含まれて

いる「書籍、ジャーナル、新聞、雑誌、又はその他の文書の形式で発行された著作物」（指

令第１条第２項(a))、［2］「公共のアクセスが可能な図鑑館、教育機関、博物館のほか、文

諜館、フイルム又は音声遺産の保存機関」の収職品に含まれている『映画又は視聴覚著作

物、及びレコード」（同第１条第２硬(b))、及び［3］「公共放送機関」が2002年１２月３１

１１（同日を含む）までに制作した「映画著作物又は視聴覚藩作物、及びレコード」であり、

かつ「自己のアーカイブに含まれているもの」（伺第１条第２項(の、前文10,11）である。

これらの薪作物等は、著作権又は関連権によって保謹されていること、かつ、加盟国にお

いて最初に発行されたか、発行がない場合には、加盟同で最初に放送されたものであるこ

とが繋件とされる（同第１条第２頭第２文、前文12)。

単体として取り扱われる写翼やその他の面倣は含まれていない。ただし、これらも後述

する指令第１条鋪４項に咳当する場合には椛利者不明薪作物となりうる。また、単体の写

典や画像の問題については、見直し条項における今後の検荊牒題となっている（指令第ユ０

条)。加えて、公共放送機関が自己のアーカイブにある権利者不明状態にある映画著作物、

視聴覚的藩作物及びレコードをこの指令に膳づいて適法利用できるのは、自ら制作した場

２２１bid．

｡３Ｄimctive2012ﾉ28IEUoftheEumpe”Ｐａ]1iamenb”doftheCouncjUof250ctober2012oncer趣in

pcrmittedu8esofomh”woxkBIbxtwithEEAxelevance,ＯＪＬ２９９蝉27.10,2012,”､5-12,
24EUmpeanPadiament,201ﾕﾉ0186（COD），Ａ/7-0055ﾉ2012

<http:"wwwbeuropan,Gumpa.Gu/bei1IpopUpsﾉBda,do?id=21279&]=Gn>・・
２５共同決定手続の詳細については、矢部明宏「ＥＵにおける参加民主主義の進展一ＥＵ市民発案に関する
規則＝ｊ外国の立法２４９号（2011年）３５頁参照．
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<htmWwwwouroparl・europa､eu/sides/getDoc,do?PubRG傍-"EP"rEXmLf-“:+P7.mA-2012.0349f･ｏ４ＤＯＣ＋
]nmLf1.ＶO肥Ｎ＞，
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

合だけであり、利用許諾契約に基づいて利用許諾を得たにすぎない場合は含んでいない(同

前文11)。

外国の著作物等についてであるが、加盟国で第一発行されるか、妓初に放送されたこと

が必要であるため、外国で最初に発行されたようなケースでは、外国と加盟国で同時発行

された薪作物でなければ、指令の対象にはならないことになろう。もっとも、（加盟国であ

るかどうかを問わず）発行又は放送されたことがない薯作物やレコードであっても、権利

者の同意に基づいて上記の諸機関において一般にアクセス可能な状態であった場合には、

権利者が第６条における利用行為に反対をしないと合理的に考えられることを条件として、

指令の対象となる椛利者不明著作物となり得る（同第１条第３項）とする規定がある。こ

の規定との関係では、加盟国以外の国民による末発行の著作物も、同指令の権利者不明蕪

作物として取り扱われる可能性もあるだろう。例えば、未発行の書簡を権利者（日本人）

の同意を得て文書館が展示していたが、後に権利者不明状態になってしまった場合を考え

てみよう。この場合、ベルヌ条約上は、未発行の著作物であるため著作者の国籍がある日

本が本国の著作物となる。この場合、権利者としては、私的な書簡であるがゆえに文審館

での展示は同意していたとはいえようが、デジタル化してインターネットで公衆が利用可

能な状態にすることについてまで反対をしないと合理的に考えられるかどうかは、一律に

は判断し難いように思われる。なお、加盟国は指令第１条第３項の適用について、上記の

諸機関に２０１４年１０月２９日以前に寄託された著作物とレコードに制限することができる

（同頑)。

孤児著作物指令は、指令第１条第２項及び第３項の対象物（著作物及びレコード）の中

に、組み入れられ（embedded)、取り入れられ（inco噸orated)、あるいは、その不可欠な

一部分を柵成している、著作物その他の保護の主題にも対しても適用される（指令第１条

第４域)。これは、そうした一部分について全体の著作物と一括して取り扱うという意味で

はなく、これらの一部分としての著作物その他の保護主題に対しても権利の所在について

入念な柵査が必要であることを意味する（同前文１３参照)。これでは何のメリットもない

ようにもみえるが、他方で、これらの一部分については、本体の薪作物について入念な調

査をするべき加盟国（例えば、書籍であれば第一発行国とされる加盟国）において、入念

な洲蕊をすればよいとされている（同前文１５参照)。これにより多少なりともこれらの部

分について権利者不明状態を認定する上での労力が軽減されるのであろう。

(b）権利者不明著作物の定義

孤児薪作物指令では、「ある箸帆作物又はレコードは、当該著作物又はレコードのいずれの

権利者も明らかでない場合、又は権利者のうち１名以上が明らかであったとしても、その

いずれもが、第３条にしたがって、当該権利者らに関する入念な調査が行われたにもかか

わらず所在が確認されない場合で、権利者不明著作物として登録された場合、権利者不明
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著作物と考えるものとする」としている（指令第２条第１項)。なお、当該著作物又はレコ

ードのいずれの椛利者も明らかでない場合とは、所定の権利者不明著作物の著作権及び関

連権のいずれもが不明であることを意味している（同第１条第２項第２文、前文3)。

権利者不明状態を認定するための要件として、入念な調査と権利者不明著作物としての

登録が必要とされているが、この登録は､ＯＨＩＭ(O鐙cefbr甘詞Tmonizationinthelnternal

Market‐欧州共同体商標意匠庁)が管理するものとされている(同第3条第６頃､前文ﾕ6)。

同指令の対象とする著作物やレコードには、著作権及び関連権の双方に関して、複数の

権利者が存在する場合も当然に想定される。複数の権利者の一部が不明又は所在が確認で

きない状態である場合、その者について入念な調査と権利者不明著作物としての遜録を経

ることにより、その他の判明している権利者が自己の権利について上記の諸機関に授権を

している（autho】jzed）ことを条件として、一定の行為について､適法に利用することがで

きる（同第２条第２項、前文１７).、

(c）対象となる利用態様

第１条で示された図書館等の対象擬関が権利者不明著作物を利用する場合に許される行

為は､［1]備報社会指令28第３条の意味における『公衆に対して利用可能とする｣行為と(指

令第６条第１項(a))、及び［2］情報社会指令第２条の意味における「複製する」行為であ

り、「デジタル化、利用可能化、索引作業、目録作成、保存又は修復を目的」として行われ

るもの（同第６条第１項(b)）である。また、これらの行為は、対象機関が公益的な任務を

達成するためにのみ認められるにすぎず、具体的には「収職品に含まれる著作物及びレコ

ードを保存し、修復し、及び文化的ないし教育的アクセスのための提供する」といった場

合に限定される（同第６条第２項)。

なお、箭報社会指令第２条の「複製権」と第３条の『公衆に対して利用可能とする椛利」

は、籍作者、実淡家、レコード製作者、映画製作者、放送機関が一定の対象について有す

るそれらの権利を含んでいる。すなわち、孤児著作物指令が、一定の場合に複製椛等につ

いて権利の例外又は制限を認めるということは、所定の権利者不明蒋作物について、特作

権のみならず関連権としての複製権等についても、権利の例外又は制限を認めることにな

る。このことは、権利者不明著作物が著作権及び関連権のいずれの権利者もが不明である

著作物を指していることからも（同前文３参照)、当然の帰結である。

また、修正レポートを作成した議員が特に強調していることであるが、権利者不明薯作

物をデジタル化して公衆に利用可能とするためのコストを補うという制限された目的にお

zaDixEctive2001ﾉ29ﾉECoftheEuropeanPajiamentandoftheCouncilor22May200ユｏｎｔｈｅ
誼
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滞化制度の洲恋

いて、対象機関が権利者不明籍作物の利用の過程で収益を生じることを許容している（同

第６条第２唖)。

孤児著作物指令は、加盟国はこれらの行為を許された行為とする上で、椛利の「例外又

は制限」を設けるもの（providefbxanexceptionorlimitation）としている。つまり、権

利者不明著作物の適法利用について、例外又は制限のアプローチを採用したことを明確に

している。権利者不明著作物の利用を円滑化するための制度として、欧州委員会は、孤児

著作物指令案を公表した段階で、［1］薪作権の例外、［2］拡大染中許諾制度、［3］集中梼

理団体による権利者不明薪作物に特定した許滞の付与、［4］公的椴側による詐諾の付与、

そして［5］権利者不明著作物に関する国内的な解決手段の相互承認（つまり、権利者不明

著作物の状態を相互承認すること）を挙げていた29。そして、この段階では、［5］権利者不

明著作物の状態の相互承認を認めた上で、図需館やアーカイブ等による権利者不明薪作物

の一定の利用を許された利用（適法利用）とするべきことを保障するという提案をしてい

た。［5］のアプローチを取ることは明らかであったが、この許された利用を保陳する制度

そのものは明確ではなく、各国の制度に委ねられていた模様である。これに対して、最終

的に採択された孤児著作物指令（成案）では、［5］とともに、図諜館やアーカイブ等によ

る権利者不明著作物の一定の利用を［1］著作権の制限又は例外として位置づけるべきこと

を明確にしている‘，

③許諾の条件・申請手続

(a）入念な調査（diIiqentseaにh）

著作物やレコードが権利者不明著作物として認められるためには、これらの著作物等を

利用する前に、対象機関が、入念な調査をｒ問題となる籍作物その他の保謹される主題の

分野における適切な情報源を澗べながら、各々の著作物その他の主題に関して誠実に（ｉｎ

good錘th）行う」ことが必要となる（指令第３条、前文13)。

何が『問題となる著作物その他の保護される主題の分野における適切な惜報源ｊとして

認められるのかは、各加盟国が権利者や利用者に諮問して決定するものとしているが、少

なくとも指令のAnnexに列挙された情報源を含まなければならないとする（同第３条第２

項、前文１４)。Annexには、［1］出版された番締、［2］新聞、雑誌、ジャーナル及び定期

刊行物、［3］視覚的薪作物（写真、イラスト、デザイン、建築、そのスケッチ、及び譜蛎、

ジャーナル、新聞及び雑誌その他の著作物に含まれるこれらの視覚的群作物)、［鋤視聴覚

著作物及びレコードに分類して、参照するぺき幾つかの情報源を列挙している。

２９EUrOpeanCOmmiS甑Dn合SUnranOtC21．
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入念な細在をどこで行うかであるが、簸初に発行された加盟国がある場合当該風におい

て行い、発行がない場合、蛾初に放送された加蝋図において行うとされている（伺節３条

第３項､前文15)。映画薪作物又は視聴覚薪作物の場合において製作者が加盟国に本社又は

常居所を有している場合､その加盟国において行うものとされる（同第３条第３項第１文、

前文15)。また、前述した孤児著作物指令第１条第３項の場合(加盟国が最初に発行された

国又は放送された国でもないが、権利者の同意に基づいて伺第１条第１項の諸擬関におい

て公共的にアクセス可能な状態であったために、指令における椛利者不明薪作物の対象と

なりうる鳩合)、これらの機関が設立された加盟国において、入念な調査を行う（同第３条

第３項第２文、前文15)。

なお、以上のことは他国における情報源の鯛査を全くしなくてよいことを意味するわけ

ではない。閥述する権利者情報が、入念な調査を行うべき加盟国以外の国にあることを示

唆する諏拠がある場合、これらの他国において利用可能な情報源も調べなければならない

とされている（同第３粂第４項、前文15)。

加盟国は、対熱機関が入念な澗査に関する記録を保存することを確保しなければならな

いとし､椛限のある圏内の当局に対して提供するべき傭報として次のものを挙げている;(a）

対象機関が実施し、著作物又はレコードが権利者不明著作物と考えられるとの結論を導い

た入念な洲壷の結果、（b)指令に篭づいて対象機関が行う権利者不明等作物の利用形態、⑤

指令第５条にもとづき行われる対象椴関が使用する著作物及びレコードの権利者不明著作

物の状態に対する変更､(｡)関係する維関のコンタクト怖報｡加盟国は、これらの楕報をＥＵ

規則No386/2012に基づきＯＨＩＭが殻立及び管理する一般にアクセス可能なオンラインの

iML-のデータベース詮録する必要な手段をとらなければならない（同第３条第６項、前文

16)。この目的のために、加盟国は対象機関から受領した上記惜報を遅滞なく０，Ｍに転

送しなければならない（同第３条第６項、前文１６)‘，

(b）権利者不明状態の相互承霊

孤児箸作物指令は､加盟国間での権利者不明状態の相互承紹を要求している。すなわち、

指令第２条に基づき一の加盟国において権利者不明著作物と認められた著摘方又はレコー

ドは､すべての加盟国において権利者不明著作物とみなされる(指令第４条)。このことは、

複数の椛利者の一部が不明又は所在が確認できない状態である場合（同第２条第２項）に

も、その不明等の権利者に側するかぎり、同じように梅利者不明状態の相互承羅が縄めら

れる（同第４条)。

I階：
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(2)効果

①権利の「例外又は制限」としての適法行為

孤児著作物指令は、加盟国は、図書館等の諸機関による一定の利用行為（公衆に対して

利用可能とする行為と一定の目的による複製行為）について、許された行為として、権利

の「例外又は制限」を設けるものとしている（指令第６条、前文20)。つまり、権利者不明

著作物の適法利用について、例外又は制限のアプローチを採用したことを明確にしている。

この例外又は制限については、情報社会指令第５条に規定される制限と例外に影響を与

えるものではないこと、そして、「著作物又はその他の権利の主題となるものの通儲の利用

を妨げず、また権利者の正当な利益を不当に害しない一定の特別の場合にのみ適用しうる」

ものであることを確認している（同前文20)。

②権利者不明状態を脱した場合の効果（公正な補償金の支払）

孤児著作物指令は､加盟国は､対象機関による権利者不明著作物の一定の利用に関して、

権利の「例外又は制限」とするとしており、強制的な利用許諾や法定利用許諾が与えられ

るわけではないので、利用に関して対価を求めないことを前錐にしている。

他方で、権利者不明著作物が権利者不明状態を終了することになった場合に、対象機関

はその利用行為に関して、公正な楠償金(f白ircompensation）の支払を義務付けている（指

令第６条第５項、前文18)。この点は、欧州委員会の当初の指令案にはなかったが、ＥＵ議

会に提出された修正案で盛り込まれた。加盟国はかかる補償金の支払をどのように系統的

に行うのかを自由に決定できる（同項)。つまり、保証金の決定や支払の方法については、

加盟国に一定の裁堂がある。そして、補償金をどの程度にするのかは、ＥＵ法により課せら

れる制限の範囲内で、問題とされた権利者不明著作物を利用する機関が設立された加盟国

の法律に基づいて決定される（同項、前文１９)。

３．今後の見通し等

(1)今後の見通し

孤児著作物指令それ自体は、ＥＵ官報（O鐘cizJLJournaloftheEuropeanUmon）で発行

された２０１２年１０月２７日に効力を生じている。

他方で、同指令の適用の時期的範囲について、同指令は、加盟国の薪作権分野の立法に

より保護される第１条に言及のあるすべての著作物及びレコードに閲して、２０１４年１０月

２９日以降に適用されるものとしている（指令第８条)。なお、同指令は、２０１４年１０月２９
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日より前に行われた行為や獲得された権利に影響を与えることなく適用するべきことを確

認している（伺条)。

そして移行規定として､加盟国は2014年10月２９日までに同指令に従うために必要とな

る法律、規則、行政規定を施行すること、そして、それらの法律等はその条項を欧州委員

会に直ちに伝達することが義務付けられている（指令第９条)。

また、見直し条項ないし審査条項（RevieWclause）も設けられており、権利情報源の発

峻状況や、出版者を権利者不明著作物の一定の利用が可能な主体に含めるかどうかという

問題、あるいは権利者不明著作物の対象となりうる範囲の拡大に関する検討を求めている。

すなわち、指令は、欧州委員会に対して、権利の情報源の発展について定期的な審査を続

けること、そして、２０１５年１０月２９日までに（その後は年１回の頻度)、同指令の適用範

囲に､現在はその範囲に含まれていない鵬版者や､著作物その他の保護された主題(特に、

単体の写真やその他の画像）を盛り込む可能性について稜討した報告書を提出することを

義務付けている（同第１０条)。また、同様に、２０１５年１０月２９日までに、欧州委員会は、

欧州議会、理事会、欧州経済社会評議会（EuropeanEconomicandSocialCommittee）に

対して、デジタル図書館の発展という観点から、同指令の適用に関する報告書を提出する

ことを義務付けている（同条)。そして、必要な場合には、域内市場の機能性を確保するた

めに、同委員会は同指令の修正に関する提案を行うべきとしている（同条)。

(2)識;者等の評価

孤児籍作物指令は成立したばかりであり、有識者の論文等も出ていないが、欧州議会で

の答弁や関連するプログ、散見される権利者団体からのコメントを紹介する。

法務委員会のドラフトリポートを作成したＥＵのIjdiaJoannaGe童ngerdeOedenberg
議員（社会民主進歩同盟、ポーランド）は、『公共的な機関に法的安定性を与えることによ

り、､権利者不明著作物の利用におそれを抱かなくてすむようにするための立法である。公

共的な機関は、権利者の同意を得ずに利用可能にすることにより、訴訟に直面し、潜在的

に何百万もの支払に直面させる可能性があって、そのために非常にリスクがある。これら

の著作物はときにはある級織のすべてのコレクションの７０％にも及ぶことがあり、ただ忘

れ去られるだけという危険にさらされている」と述べている30もまた、第１読会では、膨大

な堂の薪作物源権利者不明著作物の状態にあり利用できないという状態にあるが、「文化的

遺産は著作権の牢獄にとどめ措かれるよりも、社会に仕えるべきである」とした上で、入

念な鯛食の要件や、同的による限定、権利者不明状態の相互承認、権利者が判明した場合
の補償金の支払など､修正案の内容を－通り税明しつつ､著作権を強化せずに緩和するが、

３０Ｆｉｎｄｉｎｇａｇｏｏｄｈｏｍｅｆｂｒｏｍｈｚｍｗｏｒｋｓｏnline．

<ht師WWww8eump唖.eurOpa・eu/news/enﾉheadlines/content/20120706STO48456ﾉhtmlﾉFinding･a-good・
home･fbr･omhan･work8．online>、
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すべての当撫者に利益を与えることを強調する。また、諸組織はデジタル化に伴う巨額の

費用のかかる潜在的な訴訟の可能性を避けることができるが、補侭金は、その法的安定性

を確・保する上での妥協案であること、また、一部が権利者不明状態である著作物の利用が

できることも述べている。そして、修正案における最も重要な成功が第６条第２項、つま

り、権利者不明著作物をデジタル化して公衆に利用可能とするためのコストを補うという

制限された目的において公共的な機関が権利者不明著作物の利用の過程で収益を生じるこ

とを許容していることであったことを特に強調している。そのほか、見砿し条填などにつ

いても触れられた３１．同議員がこの詣令の祇極的なメリットとして特に強鯛している点は、

法的安定性の確保‘(特に潜在的にコスト高の訴訟からの救済）と目的との関係で限定的で

はあるが権利者不明著作物の利用から一定の収益を上げることも許容している点が挙げら

れるであろう。

その他､2012年９月１３日の欧州議会での答弁を聞くと好意的評価が大部分であったが８２、

ChriBtianENGSTR6M氏（欧州緑グループ・欧州自由同蝿、スウェーデン）は同指令案

に消極的意見を述べていた。なお、同氏は、スウェーデン海賊党の識員でもある。同氏に

よると、指令案は、「一見すると有効なものになるという印象や期待を抱かせるが、実際に

は、博物館や文書館そして図譜館が許される行為についてたくさんの制限があり、そのよ

うになるとは思えない」という。また、権利者が登場した後に、補償金を支払わなければ

ならないとする点について、「このリスクは指令を事実上役に立たないものにするおそれが

ある。博物館等はもし法的安定性がなければ、我々の共通の文化的遺産のデジタル化を思

い切って行うことはしないという大きなリスクが生まれる」と批判する38。また、Eve】yn

Regner瀧員（社会民主進歩同盟、オーストリア）も、補償金をめぐる法的安定性の問題を

示唆していた認。

InstitutefbrlnfbrmationLaw（ｍＲ）のAssistantprofbssorであるLucieGuibault

氏は、同指令に関して、何百万ものコレクションを抱える文化遺産団体が各作品について

那前に入念な細恋を行わなければならないとするとデジタル化が本当に促進されるのかと

いう疑問や、権利者が判明した蟻合の補償金の支払について相互承認をした各国ごとの対

応が必要となるがその点についての配慮が指令にはないこと、著作権の問題を扱っている

わけではないＯＨＩＭが著作物やレコードに関する権利者不明著作物の調査記録やメタデー

タを適切に管理できるのかという問題などを指摘している魂

312011/0136（COD），ＣＲＥ13/09/2012-/7‘Debates（Thur8d邸１３SeptGmb唾2012-Strasbourg）

<httpWwwwbeurOparl・Guropa､eu/Bide8/getDoc.d“ubRe←WEP"IEXT悪W20120913+ITEM･007+ＤＣ
Ｃ+ＸＭＬｗＯ畑Ｎ>､

３２１bid，

３３１bid、

3.$IbkL

35LucieGuibault,ArGEuropeanorphansabouttobe世Ged?，
<ht”WkluwercopyrightbloE,comﾉ2012/09/21/are･eumpGan･ozPhan8．about･tD･beofrGedﾉ>、
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同指令に対して、出版関係者からは歓迎する意見がみられる。例えば、この問題につい

て権利者側の立場を代弁すると考えられ、ＥＵ域内の出版関連の２６の団体を束ねる「欧州

出版連盟」（FederationofEuropeanPubnshers）のディレクターであるAnneBerg‐

man･Tahon氏は、著作物を利用する前に入念な調査を行わなければならないとする要件に

ついて、権利が「無頓請な方法で（inacav8qierway)」利用されることを防ぐものである

と評価し、『この要件は、書籍をそれらがあたかも孤児であると考えて、デジタル化して利

用可能にした後で、自分たちはそれを知らなかったと考えることはできないということを

意味する」と述べている86。

４．日本法への示唆

孤児著作物指令が、権利者不明籍作物の利用について、ＥＵ加盟国間における権利者不明

状態の相互承認と、権利の制限又は例外として位椴づけたことは大きな成果であるといえ

る。しかし、他方で、主体が限定されるとともに、利用前の入念な調査の要件が設けられ、

適法に利用できる行為態様が目的という観点からも限定されており、さらに、公正な.補償

金の支払まで要求している。主体と行為態様の限定は、我が国の裁定制度よりも、権利者

不明著作物に対する制度の適用範囲を狭めるものである。もちろん、加盟国はそれぞれの

要件を緩和して立法化することも可能であろう。しかし、拡大した部分で生じた椛利者不

明状態について、他のＥＵ加盟国は相互承認の義務を負わないことになる。

今回の孤児藩作物指令が、我が国に一定の示唆を与える部分があるのだとすれば、それ

は権利者不明状態の相互承認の部分かもしれない。

まず、１つの大胆な仮定として、我が国がＥＵの権利者不明状態の相互承認のスキームに

参加するということが考えられる趣しかし、これは我が国にとって不公平な事態が生じる

結果となる｡ＥＵが権利者不明状態の相互承認と権利の制限又は例外を組み合わせたという

ことは、ひとたび権利者不明状態がある加盟国で認められた場合、公共図響館蛎の一定の

主体が特定の公的任務のために利用するには何らの手続なしで使用できるということを意

味する。これに対して我が国では現行の裁定制度を採用しているかぎり、権利者不明著作

物の利用には裁定の手続を経ることが必要となる。結果として、我が国がＥＵと同様に制

限又は例外の制度を導入しないかぎり、ＥＵで権利者不明状態が認められたものは日本で裁

定手続が必要だが、日本で権利者不明状態が認められたものはＥＵで手続無しに使えると

いう状況になり、不均衡が生じるのである。したがって、権利者不明状態の棚互承認をう

まく機能させるには､ＥＵと同様に椛利者不明著作物の利用行為に関する制限又は例外の制

度を導入しないといけないことになるが、現行の口木の裁定制度が特に不都合を生じてい

３６０sbom,Ａ１an,Eumpe8n鰹ａｄｅＨａｉｌｓＥＵＯｴphanWb血sDecision,ＢＯＯ】週３eller;]LOﾉ19/2012,Issue
5548,ｐ9．
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ない状況で､ＥＩＵの制度に合わせようというのは、それを正当化する論拠を更に必要とする

であろう。

他方で、孤児著作物指令における権利者不明状態の相互承認というアイデアから、我が

国の裁定制度に関して、相当な努力を裏付ける調査結果について、国内レベルで対世効を

承認してはどうかという示唆を得ることもできる。現在のところ、我が国の裁定制度によ

る場合、「相当な努力」を払っても権利者が兇つからなかったという訴実を援用できるのは

裁定の申請者だけである。平成２１年の著作権法改正に向けた議論の際、著作権分科会にお

いて「権利者の所在不明の場合の澗査について、一人が澗査を行った場合には、その結果

が対世的に及ぶような方錐を検討すべき」という意見はみられたが37､採用されるには至っ

ていない。この点、再考の余地があるかもしれない。もちろん、最初の申請者にとって何

らかのインセンテイブを与えなければ、澗蕊結果へのフリーライドという問題が生じ、制

度が適切に機能しないと思われる。したがって、その部分に配慮した制度設計が必要とな

るであろう。ＥＵの場合、主体及び目的と行為態様において適用範囲が極めて限定されてお

り、別途インセンテイプを用意しなくてもかまわない場合にのみ相互承認を認めている状

況にしたのだと思われる。ＥＵでは、権利者不明状態の域内における相互承認を認める前提

として、利用主体や行為態様等の要件において絞り込みが行われているという観点は、裁

定制度における調査結果の対世効を一定の範囲で露めるべきかどうかといった点を検討す

る場合には参考になるだろう。

３７文化審誰会蕃作権分科会過去の著作物等の保醗と利用に関する小委員会（第８回）譲事録・配付資料参

考資料２「１．過去の薪作物神の利用の円諦化方策について」における野口委員意見
くhttp:"www卜mext・gojP/b-menu/shingi/bunkaﾉgijh℃ku/021/07092813/001/001,ht、>ｂ
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Ｉ・権利者不明著作物の利用前に活用可能な制度

．i、はじめに

第２章イギリス

欧州委員会の盤理によると、椛利瀞不明著作物（OrphanWbrks）３８の利用を円滑化する

ための制度は、［1］著作権の例外、［2］拡大集中許諾制度（ExtendedConectiveLicer1se：

以下「ECL」という｡)、［3］集中管理団体による権利者不明著作物に特定した許諾の付与、

［4］公的嬢関による許識の付与、そして［5］権利者不明著作物に関する国内的な解決手

段の相互承認（つまり、権利者不明著作物の状態を相互承認すること）に分類される89°こ

れらは権利者不明薪作物の利用行為を適法行為とするという意味において、権利者不明著

作物の利用前に活用可能な制度であるといえる。なお、米国著作権局の提案等doのように、

［6］権利の救済の場面において、権利者不明薪作物の利用後に権利者から訴訟を起こされ

た場合に、損害賠償など権利者の救済範囲を制限するという方策も考えられるが、これは

権利者不明著作物の利用行為を違法行為と評価することを前提にするものであるから、権

利者不明著作物の利用後に活用可能な制度として位世づけられるであろう。そこで、本章Ｉ

との関係では、［1］から［5］の制度に関して検討ﾘー る。

イギリスの1988年ＣＤＰＡｊ１（以下「CDEA」という｡）には、権利者やその所在が不明で

ある場合に関して、実淡家の権利が介在する録音・録画物について権利者等が不明である

場合にのみ、［4］の制度を用愈している（CDEA第190条)。著作権に関しては、同様の制

度はない。なお、イギリスにおける「著作権（copyright)」という用語の意味するところを

赫単に述べておくと、イギリスではレコードや放送など日本では著作隣接権の対象になる

ようなものも、形式的には「著作物」として分類され「著作権」が付与される（CDEA第１

条第１項)。他方で、実減に関しては、別立てで整理されている。1988年ＣDEAでは、第

１部を「著作権」とし、実菰家の権利に関しては別立てで第２部に整理されている。

記ＥＵの孤児署作物指令（DimCtive2012/28ﾉEU〉や、イギリスの法案（DEA法案（2010）、ＥＲＲ法案
（2012）は「OmhanWbrk8」という言莱そのものを用いた上で、別に定義規定を置いている。なお、権
利者不明藩僻力について強制許諾制度を定めるカナダの蒋作擢法第７７条以下では『OWNERSWHO
CANNOTBELOCATED」という表題をつけており、ＯｍｈａｎＷｂｒｋｓという用語は用いていない。
３９EurOpeanCommiBRion:Proposa1fbraDirEctiveoftheEumpesnPa1JiamentsndcfthCCouncilon
certainpermittedusesoroIPhanwozkS,ＣＯＭ〈2011）２８９１ｍa]"2011.05.24＜

httPWburIeX・eurOpa､eulLBXUziSerWLexU五s唾晩do?uri=COM:2011:0289:FIN:EN:PD窪p､2.
40Ｕ､S.CbpJrightO瞳Ｃｅ,ReportonOmhanWbxk8:AReportOftheRegi8terofCopyrightｓ（2006）
<htmWwww3copyri幽t､gov/mphan>;OmhanWbrksActof2006,Ｈ､R,5439,jLO9thCong.§５１４（2006）l
ShawnBBnaeyOｴphanWbrksActjS､2913,110thCong.§514;０噸hanWbrksActof2008限Ｈ丑.5889,
nOthCOng.§５１４（2008）．

４１copyｴightDesignandPatentActl988,c､４８[CDEAJ．
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他方で、椛利者不明藩作物の利用に閲する問題を抜本的に解決するものではないものの、

保渡期間の計猟において蒜作宥の身元が知られていない掛合に適用できる幾つかの規定も

ある。

なお、近時の著作権法改瀧のプロセスにおいて、椛利者不明著作物の利用及びＥＣＬにつ

いて各櫛の提案がなされている。詳細については後述するが、既存の制度と提案されてい

る制度のそれぞれの位悩づけについて、大まかに整理するとおおむね以下のようになる。

桶利者不明薪作物及びＥＣＬに関係する現行制座と提案されている制度の盤理

[1］籍作権の例外．

制限

[2］ＥＣＬ

[3]所管大臣から授

権された築中管理団

雄による権利者不明

著作物に閥する許諾

[4]公的機関(菱迩

椛群判所／所播大臣

塾による許諾

[5]椎利者不明状態

の相互承認

[6]侵害訴訟におけ

る救済の制限

法令。法案・その他の主要な提案

BSAＣ報告番（2006）

ＤＥＡ法案クローズ４３(2010）

／ERRクローズ6８（2012）

ＤＥＡ法案クローズ４３(2010）

ＥＲＲクローズ6８（2012）

ＢＣＣ

提案

(2009）

ＯＤＰＡ館190条（爽波家の椛利のみ）／

DEA法案クローズ4３（2010)／BCC提

案（2009）／ERRクローズ6８（2012）

伽考

ＥＵ孤児著作物指令

(2012年)･2014年1０

月２９日までに導入錐

勝

北欧諸国で採用

日本、カナダ蝉で採用

ＥＵ孤児著作物指令

（2012年)･2014年１０

月２９日までに諒入義

務

米国薪｛

(2006

乍椛局の

年）等

提案

DEA法案（2010）：DigitalEconomyAct法案：[2］＋［3］＋［4］

BCC提案（2009）：（[2］／［3]）＋［4］（[4］は集中櫛理団体がない場合だけ許諾が付

与できる）

ERR法案（2012)：Ente】:pri8eandRegulatoryRefbrm法案：［2］＋［3］＋［4］

※本稿において、ＥＲＲ法案（審議LI』）は、主として２０ﾕ2年１０月１９日に上院に送付さ

れたＨＬＢｉｌ１０４５２０１２．１３のクローズ６８を対象としている。股終案ではないため、審謙

班０
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の過凝でクローズ番号や内容の変更がなされている。例えば、2018年３月１９日のＥＲＲ

法案（HLBil10892012.13）では、同条項がクローズ79は移勤している。また、［3］と

［4］に関して、いずれが椛利者不明著作物の許諾を与える擬椴になるかは、現段階では

必ずしも明らかではない。

２．現行法制度4２

(1)実演の権利に関する強制許諾制度（CDPA第190条）

実淡の固定された録音・録画物について実演家が複製権を有する場合で、当該実淡家の

複製権の保有者の身元又は所在を合理的な調査(reaSonableinquiｪy）により確認すること

ができないときに、実演の録音・録画物の複製物を作成することを希望する者の申諦を受

けて、籍作椛審判所（CopyrightImbunal）が、複製椀の保有者に代わって複製権の行使に

ついての同意を与えることができる（CDEA第190条)。ただし、この規定が適用された事

例のうち判例集において報告されているものは、これまで１件43しかない“（砥ｐ､錐、副
〔ZFmruJ5)。

（２）権利者不明著作物の利用前に活用できるその他の制度

①1988年ＣDPA第９条(5)（著作者の身元が知られていない著作物）

合理的な調査（reasonableresearCh）によっても身元が確認できない場合、著作者の身

元が知られていない著作物として保護期間が算定される（CDEA第９条(5))。それらの保護

期間はCDEＡ第１２条及び第１３Ｂ条に定められている。この規定により利用ができるよう

になる権利者不明籍作物もあるとは思われるが、同規定は保謹期間を死亡時から起算する

制度において死亡時を確定できない著作物の保護期間を計算するための調整規定にすぎな

い。すなわち、権利者不明籍作物について権利者から利用許諾を得られないという問題を

解決する規定ではなく、保護期間の満了を擬制するための制度である曇結局のところ、同

鱈イギリスに関する前回澗査については、文化庁婆託蛎業・前掲注２．８０頁以下[今村哲也秩錐部分］参
照。この部分の肥述内容は、溌宜ぞこから引用している．

､１３判例典蝶に報侍されていない同条に基づく申鮒としてＣｈ壷Sawy“ＣＴ６３/9８（1999年１月１５日）も
ある。

･１４KGmmett,ＪＲJames＆GDavies，COpingerandSkoneJameSonCOpy｡Eight（ﾕ6thean､Ipndon：
Sweet＆Maxwe]1,2011)1729.30.第190条(1)に基づく薪作権審判所の命令のひな型について、Ｉbid.,VbL
２ａｔ380.

45Exp・SianelPedwarC噸ｍｒｕ[19931Ｅ､Ｍ,L､R､２５１については、文化庁委託事業･前掲注２．３７頁参照。
なお、『ExpJとは一方当可蝉f手続を意味する『Expartejの略である。
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

規定の下では、少なくともそれぞれ定められる起点から７０年という期間が経過したもので

なければ権利者不明著作物の利用は溜められないことになる48。

②1988年ＣDPA第４１条(2)（司書による複製一他の図霧館への複製物の提供）

ＣｍＡ第４１条は､所定の図譜館の司撫が､複製物作成の許諾権者の端前や住所を知らず、

合理的な調査を行っても確認することができなかった場合には、複製物の作成や他の図書

館への提供を認めている。BritishScufeenAd3/iSoryCouncil（BSAC）４７による報告鴇

「CopyrightandO咽hanWb1ks」（以下「BSAＣ報告譜」という。詳細は、後述参照｡）で

は、この規定により権利者不明著作物の利用が可能となるとしても、それは非常に限られ

た場合にすぎないと指摘している48ｂ

③1988年ＣDPA第57条。第66Ａ条（無名又は変名の著作物、映画の著作物に関して許さ

れる行為）

ＣDPAでは、無名又は変瀦の文芸、渡劇、音楽又は美術の薪作物の薪作権･(CDEA第５７

条)、多数の者の権利が関わる映画の著作物の著作権（第６６Ａ条）について、合理的な調査

により著作者の身元を確認することができない場合､［1]著作権が消滅していること、［2］

行為又は手はずが行われる暦年の初めから７０年以上前に著作者が死亡していたことのいず

れかを推定することが合理的な場合には、著作権の侵害とならないと定めている蝿この規

定は、無名又は変名の著作物等について、死亡時起算により猟定される著作権の保護期間

を正確に計算することができないという問題に対する調整のための規定である。BSAＣ報

告書では、これらの要件による場合、保護期間終了までの問に当該著作物の利用が認めら

れることはほとんどないこと、また、同規定は、薪作者を追跡したが明らかにすることが

できない場合について定めた規定ではないため、著作物について著作者の名前が分かって

いる場合に注適用がないことを指摘している506

４６BritishScmenAdviso可Council,‘Copy工ightandOｴphanWbrk8:APaperPreparGdfbrtheGowerB

ReviewbyfheBritiBhS唾enAdyiso可Councir（2006）ｐ､23,
<httpWwww6bsac､uk・com/E1csﾉbopmght-pxphan-work8-papeX-prepared-ﾇb】Lgower里2006.,.f>、
47TheＢ】dtiShScreenAdVi8oxyCOuncil（BSAC）は、イギリスの映像・音楽産業に携わる多様な団体の
意見をとりまとめ、その共通の考え方を政簸立案者に対して働きかけることを目的とした組織である。

４８１bid.,ｐ､24.
49著作者の身元を確認することができない場合の窓味については、ＣDEA第９条⑤（『薪作者の身元が知

られていない薪作物｣）のそれが適用される。
５０BritiShScreenAdviBoryCouncil,copy五IXhtandOrphanWbrkg,Ｐ､24.
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④著作権保護期間及び実演家の権利に関する１９９５年規則第２３条(4)及び第３３条(4)（Ｓｌ
ｌ９９５Ｎｏ,3297）

1995年規則第23条(4)及び第８3条(4)は、1995年規則により既にパブリック・ドメイン

に帰していた著作物に追加的保護期間を付与した結果として生じた復活した権利（revived

cOpyright,revivedpe]fbrmancerights）については、許諾権者の瀦前及び住所を合理的な

調査によって確認できない場合、侵害されないとしている。本規定は、既にパブリック・

ドメインに帰していた権利が復活した場合、利用許諾を得ることが困難となる場合がある

ことを考慮して設けられたものである51．BSAＣ報告番は、同規定は、薪作権の復活という

非常に特殊な場合に関して設けられたものであって、その適用範囲は限定的なものである

ことを指摘している侭

３．立法及び近時の動向

(1)前回調査の擬要

①ガワーズレピュ－（2006〕

イギリス政府がアンドリュー・ガワーズ氏（Financialmimesの前編集長）に委狂し作成

させた「GowersReviewofIntenect11alProperty」（以下「ガワーズレビュー」という｡）５２

では､権利者不明著作物について政府が採るべき具体的な対応が提言された５３.具体的には、

情報社会指令（指令2001/29ﾉＥＣ改正）の提案を行うこと、当時のイギリス特許庁（現在の

イギリス知的財産庁謎）が権利者不明著作物の「合理的な調査」についてのガイドラインを

発表すること、2008年をめどに任意の著作権登録システムすることを内容としていた。

②BSAＣ報告書（2006）一著作権例外規定の拡大の提案

ガワーズレビューは、知的財産権制度の全般について取り扱った報告襟であるが、樋利

者不明著作物の部分については、ＢSACに調査を委託し、ガワーズレビューに向けた準備

報告書が提出されており、そこでは更に具体的かつ詳細な分析と提言がなされている"･こ

５１ＫＧａ』mett,ＪＲＪａ垂es,andGDEwies,supranote“,ｐａｒａ５．１４０．
５２ＧＯＷもrsReviewofmteUectu81Emperty（2006）

<httpWWebarchive・nationalarchives・govEukﾉ十ﾉhttp:"wwwbhm･breHsu率９０Ｖ;uk/gowerS-XevieWjndexht
m＞、

５３ガワーズレピニ－の邦訳として、ガワーズ箸〔阿部浩二ほか訳〕『知的財溌にI則するガワーズーレピュー

ーGowersReviewoflntemlectualPmpe均一に閲する報告割（薪作描惜報センクー、2010年）がある。
“Inte]lectualPropertyO鐘Ｃｅ（IPO）．
５５BritishScreenAdv通o】EyCOuncil,suPranote46．
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の準伽報織M:が、前述のBSAＣ報告緋である。BSAＣ報告譜は、財務省委託によるガワー

ズレビューを補充するために、ガワーズレビューから更に外部雛閥に委蛎された２つの細

査研究のひとつである。ＢSAC報告祷は、国際条約との整合性という観点から、『蒋作権の

例外規定を拡大すること」が妥当であるという見解を採っている56。

（２）前回調査以降の動き

①デジタルブリテンレポート（2009）における権利者不明箸作物への言及5７

イギリス政府は、2009年６月２９日に、政策的な公約を実現するための施策計画文書で

ある『イギリスの未来を創る（BuildingB蓮tainosfUture)』を公表したる8。そこでは、デジ

タル・ブリテン"の推進が政府の重要施簸として位憧づけられていた。このデジタル．ブリ

テンに関して２００９年６月１６１日にデジタル・ブリテンレポート（DigitalBritainrinal

Report)６０という報告譜が公表されている。同報告響では、イギリスのデジタル化推進に関
して、イギリスのデジタル基盤における国際的競争力の強化策を述べている。

デジタル・プリテンレポートは、権利者不明著作物についても言及している61．同レポー

トによると、英国図搭館がその蔵書の40％を権利者不明著作物であると推定していること

や62､各種の諜鱗のデジタル化プロジェクトが椛利者不明著作物の問題によって妨げられて

いること指摘されるとともに63､椛利者不明譜作物の問題は古い溌綜についてだけでなく、

映像厳料の権利処理や、メクデークが削除されて公表されることの多い写典に関しても生

じていることを特に強調している"･現行法の枠組みに基づいて進められているデジタルラ

イブラリープロジェクトは、運営者の刑或責任の問題を解消することができないとし65､権

利者に対するセーフガードに配慮しつつも、権利者不明著作物の適法な利用に対応できる

法的鑑盤を設けることを提案しており、「権利者不明著作物をより効果的に対処できるフレ

ームワークを雌伽するために、政府は権利者不明著作物を処理する商業的スキームをルー

５０１bid.,ｐ､37.

57この部分の記述は、今村哲也「権刺裡下明蕃作物の利用の円滑化に向けた制度の在り方について一英国
における近時の法案からの示唆一」季刊企業と法創造28号（201ﾕ年）１６９頁より引用した。
58経緯等について、日本学術握典会ロンドン研究連絡センター｢JSPSLondon｣JS更SLondonNewslett唾
No.2１（2009年）６頁参照くh”"wwwj8pB・gojpjj･now8ﾉdataﾉkaigaiO6ﾉﾕ6~1．pdか｡
“２０１２年までに全国民へのプロードパンドアクセメを砿保し、２０１６年までに全国規模の商巡プロード
パンド網を盤伽する計画である。

6oDepartmcntfbrEu8inG88,InnowLtionandSkinB(BIS)andDepmftmentfbrCUlturG,MCdiaandSport
（ＤCMS），DigitalBritain:Finalneport（WhitePaPer;Ｃｍ７Ｇ５０‘2009）
<httpWwwwp飯cial･documents.g畔uk/document/bm76/7650/7650.pdf>、
6XDigitBlBritainFinalReport（2009）ｐｐ､115.117.
621bid.,atll5．

“Ｉbid.,ａｔ116.
6'１１bId．

“Ｉbid
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ルで定められた基盤の下で実施することを可能とする立法を提案する」と述べているc6.具

体的には､一定の要件67を満たす場合には政府からの適切な許諾を得られるようにすること

や、北欧諾国で運用されている拡大架中許諾制度の灘入の可能性について示唆している68．

ECLの導入のためには、集中管理団体に新たな権限を与えることになるため、消費者と権

利者の利益のバランスが維持されるのに必要な規定をもつ制度である必要があるとし、そ

こに盛り込むべき内容について示している曇

②thewayahead:ACopy｢ightStIategyfOrtheDigitaIAge200９（2009）における権利者不
明著作物への言及6９

知的財産庁は、デジタル・ブリテンレポートやその他の意見聴取を踏まえた上で、２００９

年10月２８日に『＠thewayahead:Acopytightstrategyfbrthedigitalage』を公表し70、

デジタル化時代の諸問題に対する政府の長期ビジョンを述べている。この中でも、権利者

不明籍作物に対する施策について言及されている。具体的には、イギリス政府は、消磯者

のために権利者不明著作物に対するｱｸｾｽを改善する手段を設けるとし､その手段とし
てＥＣＬを挙げているTL，

③DEA法案（2010）クローズ43の内容と経緯7２

(a）ＤＥＡ法案とクローズ４３

労働党政権は､2009年から２０１０年にかけてデジタルエコノミー法案(以下｢DEA法案」

という｡）を提出したが、権利者不明著作物に関する規定はそのクローズ4373に含まれてい

た（なお、イギリスでは法案の規定をクローズと呼ぶ。成立した条文と区別しやすいよう

に、以下では法案の条瑛を示すときにはクローズと表現する)。クローズ４３には、所笹大

臣が、集中符理団体に対して権利帝不明蕪作物の利用に関する利用許諾を付与できる権限

“Ｉbid、

671bid･重要な溌小限度の要件に含まれるものとして、其の樵利者に関する適切な調査を行うことと、後
に自己の著作物の発見しその利用に対する読求をする推利者へ償還するための規定を設けることを挙げて
いる。

ｃ８１ｂｉｄ,atll7．

”この部分の龍述は、今村・前描注５７．１７０頁より引用した｡
７０謹純蝉については日木学術掘興会ロンドン研究辿絡センター｢JrSPSLondon｣JSPSLondonNcwB1etter
No､2１（20〕L０年）４０頁参照。＜httpWwwwhjSp8､gojp6･news/aat3JkaigaiO6ﾉ１６L1.pd企．
71,thewByaheadgAStrate画fbrCOpyzightintheDigitalAge（2009）
<httpWWwwipo･govEuk/C･strategy･digitfnage・pdかpp､5,49-50.
72この部分の記述は、今村・前掲注５７．１７０頁より適宜修正しつつ引用した。
73DigitalEconomyBillIHIJ（2009.10）８９cl23（BroughtftomtheLords）（17.03,2010）
<ht”WWwwpublications.paｴliament・ukわa/bm200910/bmbin5/089/2010089‘pd企．クローズ43が削除さ
れる泣前の法案。
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を授与し、又は、権利者不明著作物に関する行為を許可することができる規定を設けるこ

とを前提に、拡大集中許諾スキームを導入するものとなっていた。クローズ４３は、第二読

会までは維持されていたが、２０１０年４月６日に下院（HouseofCommons）で第二読会が

開かれたときに、質疑の中で保守党等の方から写真家団体の主張や写真家のもつ利益に関

する懸念に基づく異論が強く示された"・権利者不明著作物の問題を解決する上で、特に利

害が関わるのは、権利者不明著作物になりやすい傾向のある写真の著作物に関わる、写真

家やそれに関係する団体であることが浮き彫りになったといえる。その後、委員会での審

諺を経た結果、クローズ４３を含めた幾つかの規定が削除され、あるいば修正されず修正案

75が第三読会で採決された（賛成189、反対47）７８．同法案は2010年４月８日に国王の裁

可がなされて法律となり同年６月１２日に施行された77。

(b）ＤＥＡ法案クローズ４３とＢＣＣ提案

ＤＥＡ法案のクローズ43で提案されていた制度は、イギリスのＢＣＣ（BritishCopy工ight

Councjl）７８の提案をベースにしているといわれる79もイギリスには多くの薯作権者の利益

を代表するＢＣＣという団体がある｡2009年､ＢＣＣは権利者不明薯･作物に関して､『Omhan

worksandotherorphanmatenal:BCCproposgl」と題する提案を公表した８０．この提案

の内容は』.A,LStejing教授の意見書が基礎とされている81．

ＢＣＣの提案は、［1］所管大臣が、権利の集中管理団体に対して、権利者不明著作物の許

諾権限を授権できるようにした上で、［2］特定の権利に関して権利の集中管理団体がない

場合には、著作権審判所が権利者不明著作物の利肘を許諾できるという二段階の仕組みを

採用していた。そして、いずれの場合についても、利用許諾の付与には、椛利者の身元又

は所在について合理的な調査6easonableinquiｪy)がなされることを要件としていた。

このＢＣＣの提案は、ＥＣＬと類似する方式により集中管理団体のライセンス機能を拡張

するという方策と、カナダ等における政府機関による強制許諾制度とを、イギリスの著作

権法の内部に既に存在する類似の法的形式を拡大しながら組み合わせたものとなっていた。

つまり、ＢＣＣの提案の背景には、全く新規かつ独自の法的形式を取り入れるというのでは

７４詳細は、今村・前掲注５７．１７８頁の注37参照。

75DigitalEconomyBillII五Ｊ（2009.10）５５（Common8Amendment8）
<htmWwwwPublications・parliamentduk/Pand20091MdbiUs/055/2010055.Pd企．
76HEmSgrdHCvol508colsユユ42-1143（7APr2010）
<htb9WWwWpublicatiOnspa工1iBment､ukﾉPaんm200910ﾉcmhan8rd/bmlOO40Wdebtextﾉ100407.0032.ht、
＞、

77Ｄｉ夢talEconomyAct2010,c,24.＜httpWwww‘IegiS1ation･goW止/u]”gaﾉ2010ﾉ24/contents>、
7sイギリスにおける約３０の薯作権団体が加盟する著作権協謎会である。椛利者不明著作物の法案との捌
係で大きな利害関係を持つ写真家の団体も含まれている。
７９今村・前掲注５７．１７０頁。

６０BCC,Omhanwoｴksandotheroxphanmate麺l:BCCpmposal（2009）．
８１１bid.,Ｆ､4．
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なく、1988年ＣDEAに存在する既存の規定の法的形式を活用して、受け入れやすい立法の

提案を行うという配慮があったようである。イギリスの１９８８年ＣDEAには、所管大臣が

ライセンス・スキームを認証する制度（CDEA第143条）鍵や､一定の無謀放送の有線再送

信権について権利管理同体への管理委託があるとみなす一種のECL83(第144Ａ条）と、前

述した実演の録音・録画物に関して認められている強制許諾制度（第１９０条）が存在して

いる｡．この提案の立案者は、これを組み合わせることにより、権利者不明状態にある資料

の利用許諾を与える実践的で包括的なシステムを提供することができるという見方を有し

ていた脳。つまり、これらの既存の制度に徴修正を加えることによって、集中管理団体が存

在する分野では、権利を委託していない者の利用許諾も当該集中管理団体が発行すること

ができ、所定の集中管理団体がない場合には利用許諾の付与を著作権審判所に申し立てる

という内容が提案されたのである,、

(c）クローズ４３の内容

ＢＣＣ提案は、2009年の１１月に政府に捷出されたが、政府は、所管大臣により大きな権

限を与えるかたちで、ある種の強制許諾制度と北欧型のＥＣＬの双方を取り入れた法案を

2010年１月にＤＥＡ法案として提出した。ただし、具体的な制度の内容については、規則

の制定に委ねる部分が大きく、法案段階でどのような制度運用が予定されているのか、法

案のみでは明確ではない部分も多い。この法案のクローズ４３に、ユ988年ＣDEA第116条

を権利者不明著作物に対応するために改正する提案がなされている。ＤＥＡ法案の権利者不

明著作物に関連する条項85の主な内容は次の２点であった急

(i）権利者不明著作物の利用許諾に関するスキーム

クローズ４３で改正される改正後のCDEＡ第116Ａ条はく著作権と実演家の権利に係る

権利者不明著作物の利用許諾に関する規定となり、「所管大臣は、規則にしたがって、許諾

唾この制度によると、例えば、放送の教育上の録音・録画は第３５条の下で許諾なしに利用できるが、所
管大臣により認証されたライセンス・スキームがある場合には第３５条は適用されないことになる。
８３例えば、著作物が挿入されている他のＥＥＡ加盟国からの焦諜放送等について薯作権者がその有鵠再送
信権を行使するにはライセンス擬腿を通さなければならず、管理をライセンス擬関に委託していない場合
には同一種類の権利を管理する許諾機関が権利の管理を委任されるとみなしている（第144Ａ条(1)(2)③
参照)。これ,はＥＵにおける1993年の新星及びケーブルに関する指令(ＣＯ錘cimi垂ctiveof27September
l993,OJL248ﾉ15)に基づいて導入されたものであり、後述するＥＣＬを箸fl望物のケーブル再送信に限って
認めたものといえる。

８４Ｊ.Ａ､L・Sterlin＆Orpl1anworksandotherorphanmate】式al:PmposedAmendmentgtoU・XCorW工ightl
DesignsandPatent8Actl988（2008）

<httpWWw碗qmip血org/documents/Ste麺､9-0ｴPhanWbrks・pdかp､6.
85DigitalEconomyBinlHIJ（2009．ﾕ0）８９cl23（Bmught量omtheLords）（17.03.2010）
＜http:"wwwpUblicatkmBparliament､uk6pa/cm200910/cmbi】１ｓ/089/2010089.pdf>､
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鵬関その他の者に、権利者不明薪作物に関して所在不明の薪作椛者の同意が必要となる行

為を行い､又は行うことの許諾を付与することを許可することができる｣86(CDEA節116Ａ

条(i)）としている。これは権利者不明藩作物の利用に関してある種の強制許諾を認めるも

のである。端的にいえば、所管大臣から授権された所定の許諾機関（licensingbody)、一

定の者に対して権利者不明薪作物に関する利用許諾を付与することができるようになる。

なお、「許諾機関」とは「著作権者若しくは将来の帯作権者又はこの者の代理人として、著

作権の許諾の交渉又はその付与を主たる目的又は主たる目的の１つとする協会その他の団

体であって、その目的が２人以上の薪作者の薪作物を対象とする許諾の付与を含むものを

いう」と定義されている(第116条②)｡つまり、いわゆる築中情理団体(conectivelicensing

societies）やエージェンシーのことを指している８７。また、条文上は、所笹大臣が、許諾機

関やその他の者に、権利者不明著作物に関して著作権者の同意が必要となる行為それ自体

を許可できるようにも読める。ただ、規則の内容によるところも大きいはずなので、どの

ような運用がなされる予定だったのかについて、はっきりとしたことは不明である。

クローズ43で改正される改正後の第116Ａ条は､椛利者不明輔作物の利用許諾を付与す

る権限あるいは権利者不明著作物に関する権利（oXphanrights）を集中符理団体その他の

者に付与する規定である。また、第116Ｃ条は､権利者不明藩作物と権利者不明著作物に閲

する権利について定義をしている。この定義において、薪作権等についての入念な調査

（di1igentSe錘Ch）がなされることを要求している（鋪116Ｃ条(1)(a))。第116,条は、第
116Ａ条に盤づいて設けられる規則は、当該藩作物や椛利が、所定の椛限に遮づいて雛倫さ

れた登録簿に掲栽されている場合にだけ、適用されることを定めている（当該織録簿は、

o亜hanworksregisterと名づけられている)。錐録赫への遜録は､椛限を受けた者が入念な

調査を行ったが著作権者等を発見することができなかった場合にのみ行われるとする。そ

して、第116Ａ条(4)は、所管大臣が従うべき規則には、利用料からの運鴬費用の控除、利

用料である金員を著作権者のため保持すべき期間、期間綴過後の金員の取扱いについて規

定するものとしている。なお、こうした椛限の付辱は、国際条約と本来的に抵触するわけ

ではなく、国際条約との適合性は、刑辺の状況と椛限の利用の在り方によるであろうとし

ている88。

(ii）ＥＣＬのスキーム

椛利者不明薪作物に関するある種の強制利用詐総のスキームとは別に、クローズ４３は、

いわゆるＥＣＬのスキームも用意していた。このＥＣＬのスキームは、椛利者不明薪作物以

８５ITheSecmta工yofStatemaybymgulationsprovidefbrauthoxiSingalicen8ingbodyorotherperson

todo3orto厚eantlicencestodo0act8inmlationtoanomhanWorkWhichWoUldotheq字wigerequirethe
consentofthe麺ssingcopy.dghtowneヱ１．
８７KGamett,ＪｎＪｎｍｅｓ＆GDayie8,８upmnote“,ｐ､1901．
“Ｉbid．
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外の薪作物にも適用されるものである。クローズ４３に恋づく改正後の第１ﾕ6Ｂ条は、「所瀞

大臣は、規定にしたがって、権利播理剛体に対し、当談団体又は当該団体の活動を代理す

る個人がその薯作権を保有していない籍作物について、薪作権の利用許諾を付聯する権限

を付与することができる」としている。所管大臣は、許譜団体が権利者不明著作物又は権

利の許諾権限を受けた場合の行動基準を導入することやＥＣＬの適用していくための規則を

定める権限が与えられている（第116画条、ScheduleA1)。

(iii）両スキームの関係

両スキームはどのような関係にあるのか。構成員以外の者の権利も利用許諾できるＥＣＬ

のスキームがあれば、権利者不明著作物の利用許諾の規定は不要のようにも思われるが、

両者は利用許諾の仕粗みが異なっているようである。この点について、マルチメディア大

学（マレーシア）准教授のDenniBWkK,Iq1ong氏が２０１０年にEuropeanlntenectual

Propem:tyReview(E,1.ER)に投稿した総文によると、『改正案では、最初のライセンス・ス

キームの類型に閲して「権利者不明薪作物（anorphanwork)」を単数形で、ＥＣＬのスキ

ームに関しては「著作物（works)」を複数形で言及している。このことは、権利者不明著

作物の利用許諾の申請は綱別の項口を襲礎に行わなければならず、他方で、ＥＣＬのスキー

ムに基づく利用許諾の申諦は藩作物の祁類又は著作物の利用者の菰類に関するブランケッ

トライセンス形式（包掘的利用許溌契約方式）で行うことができることを葱味している」

と述べている89。

要するに、ある椛利者不明著作物について利用許諾を受ける勘合としては、［1］所管大

臣が設ける規則にしたがって第116Ａ条によって所定の集中播理団体から権利者不明著作

物に関する権利が許諾されるか、［2]第116Ａ条によって権利者不明薪作物等の許諾権限を

与えられた集rl'管理団体が鋪116Ｂ条に燕づいて非柵成員である不明薪作者の椛利春不明

薪作物も対象として含まれる許識を例えばブランケットライセンスの形式で行うこともで

きるようになるということになるのであろう。

また、ＥＣＬは、教育機関での複製や、行政や企業の内部利用、放送番組の櫛送信など、

対象となる利用態様が限定される場合が多いので９０､その点でも両スキームの適用範囲もお

のずと異なってくるであろう。

８９Khong,DenniSWもＫ2010.The(Ab皿done｡)Om11anWbrk8ProvjiBionoftheDigitalEconomyBill・
EmOpeanIntenec如血PmpertyReview32,ｎｏ.、:560,562-663

9ｏｍＫｏｓ１豆nen．O造Son,'CollectiveMana宮ementin趣eNor世cCounbeies,.、DGervais（ed)，Conec飾巳
班anapementofCopyrightandRelatedRight8,257,265⑥heHngue:KluwerLawIntemationn1.
2006)。箸作権契約法委員会『耕作椎契約法現行ｺード』(社団法人薪作描梢報センター､2010年)19..191
頁の茨〔松田政行・平野悪稔執龍部分〕。
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

④ThePlanfO『GrOwth（2011）における権利者不明著作物への言及9１

イギリスでは、2010年５月の下院選の結果によって、１３年ぶりに政権交代がなされた。

保守党・自由民主党の新たな連立政権下において、ビジネス・イノベーション。職業技能

省は、経済成長の長期計画として「IIIhePlanfbrGroW6hj92を公表した。同計画書では、

次に述べるハーグリーヴス・レビューにおいて、ライセンスシステムの現代化と権利者不

明箸･作物に対するアクセスを可能とする提案が含まれる予定であることを示唆していた93。

⑤ハーグリーヴス・レビュー（2011），勧告４について９４

(a）ハーグリーヴス・レビュー（2011〕

連立政権誕生後、保守党のデイヴイッド‘キャメロン首相の提案をきっかけとした政府

の諮問に基づいて、カーデイフ大学のイアン・ハーグリーヴス教授が知的財産政策に関す

るレビューを作成することとなった。同レビューは２０１１年４月に公表が予定され、２０１０

年１２月１０日にコール・フォー・エヴィデンスが公表され意見募集がなされたが、最終的

には2011年５月に『DigitalOpportuniiyAReviewofT流御1e唾迦型PropertyandGrowth」

（以下『ハーグリーヴス・レビュー」という｡）と題する報告書が公表された95．その提言

の内容は多岐にわたるが、著作権との関係では、著作権ライセンス取引のための著作権取

引所の創設、権利者不明著作物とその対応のためのＥＣＬの導入、著作権の例外規定の拡大

（フォーマット・シフト、パロディ、非商業的研究、図書館等のアーカイブ作成、テキス

ト・マイニングなどに関する例外規定）及び例外規定のオーヴァーライドの禁止に関する

項目が挙げられている。

知的財産庁は、2011年８月に公表した最初の応答において、基本的にハーグリーヴス・

レビューの内容に沿った報告書を提出し96､更なる検討を進めることになった｡具体的には、

権利者不明著作物、ECL、集中管理団体の行動規範、情報社会指令の範囲内での著作権例

外規定（私的複製、非商業的研究、アーカイブとパロディの問題を含む)、知的財産庁によ

9'今村哲也『近時のイギリスにおける著作権法改革の動向からの示唆-2011年のハーグリーヴス・レビュ

ーにおける論点を中心に一」著作権研究38号（2013年・近刊）参照。
92ＨＭ班eas哩可理dDepartmentfbrBUSdneSS,IjdnovationandSkinS,皿ｅＥＺａｎ血１．Ｇｍ祁餓（2011）
<htmWbdn・ｈｍ･treasu率go晩uk/2011budget_摩owth・pd仁Ihe】geinafterTheP1anfbrGrowth】、
９３１bid.,ｐａｒａ2.225.

94この部分の記述に関しては、今村・前掛注９１から適宜引用した。

９５IPO,TheHa雫rEavesReportshowspotentialtoboosteconomy
<h海:Z/wwwもipo・gov:Uk/tibout/jp配8s/Press-工eleaseJIpress･re1ease･2011/Press･release･201105ﾕ8.hbn>、
96Ｈ班Government,皿eGb”“皿”ｔ』R”ﾜ”“わ鋤ｅＨ函9ｺ'Ｂａ”s姥唾wOfm可Z狸ZZgな”a1通”“かａｎｄ
Ｇｍｌ趣（IntenectualPrOpertyO伍Ｃｅ,2011）＜httpWwwwbipo･govmkIipresponse･fU1LPd歩．
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る著作権情報サービス97に関して､2012年３月２１日を期限としたコンサルテーションの手

続が進められた98．コンサルテーションと並行して、政府による現段階での影謬評価

（ImPactAssessment)９９も実施されており、著作権改革に関する各施策における選択肢の

影響分析を行った命

(b〕ハーグリーヴス・レビューの勧告４について

ハーグリーヴス・レビューでは、ＤＥＡ法案で却下されたＥＣＬが再度提案されている。

すなわち、政府は権利者不明著作物の利用許諾を可能とするような立法を行うべきである

とし、権利者不明著作物に関する大鍾の利用許諾を処理するための拡大集中許諾と、個々

の著作物の使用に関するクリアランスのための手続を創設するべきであるとした10q・つま

り、大愚の処理が必要とされる場面と個別に処理される場面の２つの場合に分けて、権利

者不明著作物に関する利用許諾のスキームを提案している。そして、いずれの場合にも、

同報告書が提案しているデジタル著作権取引所（詳細は、本報告書第３部第２章参照｡）に

含まれるデータベースの調査によって発見ができない場合に初めて、ある著作物が権利者

不明状態（omhan）として取り扱われるものとするべきである、としている'0]L・

ハーグリーヴス・レビューにおけるＥＣＬの提案は、以下に示すように、デジタル著作権

取引所のアイデアと強く結びついている、2。まず、デジタル著作権取引所は利用許諾の取

引費用を減少させるために設立される。権利者不明謝乍物の利用が認められる前提として、

入念な調査が必要とされるが、デジタル著作権取引所はこの調査を容易なものとする機能

を果たす。しかし、権利者不明著作物も含めて、作品が当該システムにおいて管理されな

い権利者の問題が生じる。この場合、ＥＣＬは集中処理機関に参加していない権利者につい

ても当該機関が代理する権限を有することができるようになるため、権利者が明らかにな

るまで、ライセンス斐用はデジタル著作権取引所のシステムを通して集中処理機関に支払

うという制度を採用することもできる。合理的な期間が経過した場合、ライセンス費用は

９７知的財産庁が蒋作権法の解釈について法的見解を表明する権限の付与に関する問題であり、ハーグリー
ヴス・レビューの10番目の提案に示されているｃ

９８ＨＭＧｏｖｅ]mment,ＣｂＤ虜zfjZa趣ｎｏｎＣＩ狸"なﾙオ（IntenectualPrOpertyO伍Ce,2011）
<httpWWwwもipo,govBuk/℃onsult･2011-copyright･pdf>、

99古賀豪『英国の政府提出法案の立案過程一英国内閣府の『立法の手引き』一Jレファレンス６１巻１２号
〈2011年)９１頁によると、影響評価書とは、睡策蕊更に当たっての可能な選択肢の影等の分析であり、
対処すべきリスクや問題と可能な選択肢を、何もしない場合、立法以外の措錘の場合等と比較して評価す
る」ものである。また、影響評価響の詳細については、（財）農林水産奨励会農林水産政策楕報センター
「影審評価ハンドブック及び影響評価ツールキット英国内閣府（CabinetOfEce>」政策情報レポート
Nb､129（2007年）に詳しいくhttpWWwwEmaffgo・jpﾉﾘprimafOkenkyu/ga対oﾉip6W129・pd企。
IcoHar観feave8RevieⅧＲｅｍｍｍＱｎｄ噸《m4
l01Ibid・

'０２１bid.,ｐａｒａ4.56,ｐ,39.
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の澗査

社会的、文化的な目的のために使用されたり、あるいはデジタル藩作椛取引所の巡営コス

トに充てたりすることも考えられるという。

知的財産庁は、権利者不明著作物の問題に関する最初の影靭評価において、椛利者のた

めの一定のセーフガードを設けた上で、権利者不明著作物の利用を認める立法を行うとい

う選択が望ましいとしている'03．こうした立法は、政策目的を比較的短期の時間枠で実現

し、経済的な便益を雄大化すると同時にコストを簸小化するとともに、所在不明の権利者

の利益も保護するものであるとしている'呪。そこで挙げられている政策、的は、現在存在

しているが利用できない状態にある著作物を市溺に送り込むことであるとし、権利者不明

著作物を利用したい者が畿用を政府の指定する認可を受けた団体に支払い、入念な調悲を

経ても著作権者が不明である場合、個々 の著作物について利用の許諾が与えられる。権利

者が後に現れた場合には補償金が支払われる。欧州委員会が権利者不明薯作物について提

案している指令案も整合的であると評価している。そして、これと並行して、様利処理シ

ステムとしてＥＣＬを創設するとしている'05ｂ

他方、ＥＣＬの問題についての影稗評価において、政莱目的を実現し、比較的短期の時間

枠で意図された効果を達成するには、権利処理を促進し取引饗用を減少させるため、オプ

トイン型ではなく、オプトアウト型の集中許諾を認める立法を行うという選択が望ましい

としているlosbそこで挙げられている政策目的は、ライセンス手続を捕素化することで、

権利処理を現在よりも安価で効率的なものとすることであり、意図された効果は、ライセ

ンス制度の利用者の負担-ｳー る取引幾用を減少させ、これにより、参入の障壁を繕小するこ

と、著作物に対するアクセスを改善して消費者に対する法的安定性を満めること、複雑な

取引によるコストと不便さを減少させること、及び著作物の使用に対する補償がなされて

いなかった可能性のある所在不明の権利者に対して資金を確保しておくことにより、創作

者に与えられるロイヤルテイを最大化すること、であるとされている'０７。

⑥ERR法案〈2012）クローズ6８（HLBiIl0452012-13）について

現在、英国議会では、「企業・規制改革法案」（EntexpriseandRegulatoryRefbrmB辺

2012-13：以下『ERR法案』という｡）１０sを審議している。本報告書を執筆する間にも法案

内容の修正や条項番号の変更もされているが､以下では2012年１０月１９日に上院に送付さ

れた時点のＥＲＲ法案(HLBil10452012.13)の慌報に基づいて記述することにする｡なお、

2013年３ﾉｊｌ９日時点のＥＲＲ法案（ＨＬＢｉｌ10892012.13）では、以下で言及する１０月

１０３１nte11ectualpmpe”Ｏ堕Ｃｅ,BIS10638OｴphanWorks'２０/'0ﾉ2011,ｐ,'・
皿Ibid

lo5Ibid・

Z｡sInte1,ectua1pmper毎０重Ｃｅ,BIS1054gExtendedCOnective亜cen8ing（ECL）’８'ﾉ'0ﾉ２０１'，p・'‘
Ｘｏ７１ｂｉＣＬ

１ｏＳＨＬＢｉｎＯ４５２012.13（asbroughtfromtheCommonsonl80ctober2012）．
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１９日のHLBillO452012-13におけるクローズ６８は、幾つかの修正とともにクローズ７９

に位股づけられている。

同法案には、クローズ６８において､権利者不明著作物のある種の強制許諾制度及びＥＣＬ

の導入が雄り込まれている。２０１２年１０月１７日に下院の第三読会の採決が行われ、賛成

290、反対228で通過した。２０１２年10月１８日に上院（HouseofLordS）に送られ、２０１３

年３月現在のところ、需継が行われている。

下院の第三雛会を経て、上院に送付された段階のＥＲＲ法案（HLBino452012-13）クロ

ーズ６８は次のような内容である100．クローズ６８は、蒋作権と実波家の権利に関する利用

詐諾に関する幾つかの規定と附則を１９８８年ＣDEAに挿入することを内容としている。具

体的には､1988年ＣDEA第116条の後に新しい条項を追加し､所管大臣が制定する規則に

従って、権利者不明著作物の利用許諾を行う制度と、任意ｎｏのＥＣＬを設けること零を要求

している。これは、２０１１年のハーグリーヴス・レビューと、その後のコンサルテーション

の結果を受けた知的財産庁の湾え方にしたがっている。ただし、ハーグリーヴス．レビュ

ーは、大戯の椛利処理の仕組みとしてのＥＣＬを支持するとしつつも111、勧告としては、飽

くまで椛利者不明藩作物の文脈でこれを導入することを提案していたように読めるが（勧

告４)、ＥＥＲ法案の規定をみると、権利者不明著作物の処理にその目的を限定せずにより一

般的な大堂の権利処理の仕組みとしてＥＣＬを瀬入することを予定しているようにみえる。

なお､権利者不明籍作物の個別の利用許諾とＥＣＬという２つのスキームの関係については、

基本的に前述したＤＥＡ法案のクローズ４３の泌合と類似していると考えられる。

(a）権利者不明著作物の利用許諾に関するスキーム

ビジネス・イノベーション・職業技能省による2013.年１月にアップデートされたＥＲＲ

法案のポリシーペーパーでは、権利者不明薪作物に関する提案の内容について、以下のよ

うに鋭明されている''2。

「権利者不明薪作物（oxphanwo】ks）とは、椛利肴が不明又はその所在が砿認できない

滞作樋のある著作物であり、例えば、瞥籍、映画､音楽及び写真を含むものである。現在、

権利者不明著作物は､権利者の許諾がなければ､著作権侵害のリスクなしに､複製したり、

出版したりすることができない。ハーグリーヴス・レビューは、権利者不明著作物の問題

ﾕｍＨＬＢｉｌｌＯ４５ＥＮ２０ﾕ2.13（ExplanatO可Notc8toBiU），１９/10ﾉ2012
<hthp:"www;publication8・paniamOnt・uk/paﾉbmgnbill/2012.2013ﾉ0045/bnﾉ2013045enhtm>・

'１０任意というのは、集中榛理団体がこの棒組みに参加することが任意であることを意味し、他方で、権
利者もこの枠紐みから離脱（オブ1,アウト）できることが保陳されている。
lllHargreavesRevie湖4.51．

l12DepartmentibrBu8iness,InnovationandSIdns,EntexpriseandRegulatozyRefbmLBinUPdated
PoliCyPnpo再Janua可２０１３

<htmsg"www5go晩uk/govemmentﾉupIoadBﾉ8y8temﾉUp1oadsﾉtlttaChmcnLdntaﾉＥｌ０ﾉ879281bis･13.654．ente工
pmse･and･mEulatoryorcIbrm･bin･PoliCy･pnPo可an-2018.Pdl>,Ｐ､28.
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円請化制度の調査

を「著作権の制度枠組みにおいて調整が必要な最も明らかな失敗」と説明しており、政府

は、全く利用できない著作権のある著作物が大量にあることは、誰の利益にもならないと

考える。

政府は、商業的及び非商業的利用の双方に関して、後日現れる可能性のある権利者を保

護するための入念な調査及びその他のセーフガードを取り入れることを条件に、権利者不

明著作物に利用許諾を与える制度を提案している。所定の独立した機関が、十分に商度な

基準に照らして潜在的なライセンシーが入念な調査を実施したことを確認することも含め

て、権利者不明著作物の利用許諾を与える予定である。

許諾を与える穣構は、入念な調査の対象となっている著作物及び当該機織が利用許諾を

与えている著作物の登録の管理も行う。これにより、権利者が自己の著作物が登録簿に掲

載されているかどうかを確認するために登録簿をみることで著作物が権利者と再会する可

能性を高めることになる。

ライセンシーは、著作物や利用の類型に対して適切なレートにおいて、戦前の利用料を

支払うことを求められ、これらの利用料は権利者が翼れたときに権利者に支払うために当

該許諾機構によって保管されることになる。ライセンシーは､権利者の名前が分かる場合、

権利者不明著作物を利用するときに権利者のクレジット表示をすること、そうでない場合

には、後に現れる権利者に自己の著作物の管理をどのように回復するのかを知るために、

権利者不明著作物の詳細について許諾機椎に対して提供することが求められる｣。

以下、ＥＲＲ法案（HLBillO452012-13）の条文にしたがって、その内容を確認する113．

ＥＲＲ法案のクローズ68③は､著作権の利用許諾に関する新条項を規定している。まず、

新第116Ａ条は、所管大臣に対して、所定の組織や団体を指定し、下位法令（secondary

legislation）に基づいて権利者不明著作物の利用を許諾する椛限を与える。

上述のビジネス・イノベーション・職業技能省によるポリシーペーパーからは、独立し

た機関（independentbody）を予定しているようであるが、具体的にいずれが許諾を与え

る機構となるのかは､法案そのものからは必ずしも明らかではない。この点、下院のＰｕｂ１ｉｃ

ＢｉｎＣｏｍｍ誌teeにおけるビジネス・イノベーション・技能政務次官のNormanLamb氏の

説明によると114、許諾を与える機構として指定されるのは、「独立した機関』であるとした

上で、「権利者不明著作物の利用許諾と調査の確認を行うことになる独立した機関はまだ決

定されていない。しかし、それは独立した機関になる予定であり、十分な協雛がなされる

ことになる」としている。また、「著作権審判所のような､既存の機関となる可能性もあり、

その場合には、新たな機関を設立する必要はないであろう。責任を負う独立した許諾機柵

であることが必要になるだろう」と述べている。また、調べた中では、政府が「独立した

1Ｉ３ｓｕｐｒａｎＤｔｅｌＯ９，

１１４PUblicBillCommitteel7JUIjY2012,EntemriseandRegulatoxyRefbrmB皿,col711〈１７JUly
2012）

<http:"WwwbpublicatIons､parliament.ukﾉipa/bm201213ﾉCmpublicﾉbntemjdBeﾉ120717ﾉＰｍﾉ120717s01.ht、
＞‐
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機関」と述べていることから、これをもって、集中管理団体は含まないものと整理する見

方も見られた115．他方で、関係者にヒアリングすると、基本的には集中管理団体が許諾を

与えることになり、集中管理団体がない分野では著作権審判所が許諾を与えることになる

と示唆する見方もあった。ＥＲＲクローズ６８の文言上は、集中管理団体が許諾機構となる

こともあり得るのであろう。いずれにしても、いずれが許諾機捷になるのかについては、

規則により定められる部分となると思われる。

新第116Ａ条は､更に権利者不明著作物を管理する所管大臣の規則によって定められる領

域について規定している。所管大臣は適切な犠関を指定し（当該団体自体はその著作物の

使用を求めることはできない)、当該団体は経済的な権利やモラルライツが保護されること

を条件として権利者不明著作物の利用許諾を行うとされている。

所管大臣の規則では、所定の著作物が権利者不明著作物としての資格を取得する前の段

階で、潜在的なライセンシーが入念な調査を行うことも要求するが、他方で、著作権の存

続の有無が不明でも構わないとしている。付与される利用許諾は非排他的な利用許諾であ

る。新第116Ａ条⑥には幾つかの事項が規定されており、例えば、利用許諾が存綾する間

に著作権者が現れた場合や、権利者不明著作物の登録の取扱いについて規定している昼

(b）ＥＣＬに関するスキーム

前述のビジネス・イノベーション・職業技能省によるポリシーペーパーでは、ＥＣＬのス

キームについて、以下のように説明されている''6。

「ハーグリーヴス・レビューは、利用許諾と権利クリアランスの過程の橋素化を支援す

るために、英国は、著作権のある著作物に関して拡大集中許諾（ECL）の制度を導入する

ことも提案している。現在、集中許諾は、『オプトイン・ベース」で機能している。すなわ

ち権利者は集中智理団体に参加する選択権を有しており、それにより初めて集中管理団体

は、権利者の薯作物をそれらの者のために利用許諾することができるのである。これらの

規定があることを前提に、所定の集中管理団体がＥＣＬのスキームを申請し、政府が当該ス

キームの運営によって許可された場合には、その許可の範囲内において、「オプトアウト」

ベースの利用許諾を与えることができるようになる。この場合、当該団体は、特定の分野

において、オプトアウトを選択した権利者を除く、すべての権利者のためにその役割を果

たすことになるであろう。

ＥＣＬの有利な点は、より流素化された権利クリアランス制度を作り出し、薯作物の適法

な利用を促進することにある。ハーグリーヴス・レビュー及びそれに続いて実施された政

115ConsnmorFocuB,CnsumerFocusb五efmgonthecopyrightlicenBmgclausesoftheEntem垂8eand
Regu]atO可RefbrmBin

<httpg"wwwconsumerfbcus､or9.uk/E1es/2010/10/Consumer-Focus･brie麺g･on℃opyright･licensing･cIau
8es･in･the-Entemrise･and･Regl血to可・Refbrm･Bnl･pdf>、
１１GDepartmentfbrBusine8s,Ｓｕｐｍｎｏｔｅｎ２,ｐ､29.
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府による蒋作権コンサルテーションに対して提出された証拠によると、薪作物の大きなコ
レクションの一つ一つを権利処理するために要する管理菱用は、しばしば非淵に満額とな

る。ＥＣＬは、権利者が自己の著作物の利用に対する支払を受けることを確保しつつ著作物
へのアクセスを向上させるので、市場がある著作物の利用を選ぷ場合にはこうした問題を

解決するのに役立つことになる｡

政府は、ＥＣＬはすべての状況に適合するわけではないということ（例えば、権利が面接

に利用許諾される市脇)、そして権利者の利益が保護されることを確保することの砿要性を

詔職している。そのため、以下の厳格なセーフガードがその方策にとって不可欠となる：

・ＥＣＬは、所定のセクターに対して強制することはできない。ＥＣＬの利用を申論する

かどうかを選ぷことは、（その構成員の支持を受けて行われる）集中管理団体の役割

である；

・ＥＣＬは、当咳集中管理団体が、影響を受ける可能性のある権利者を実質的に代表す

る勘合にのみ避択肢となることが可能である；

・ＥＣＬスキームの運憐を希望する所定の集中管理団体は､政府の定めるミニマム･スタ

ンダードを充足した所定の行動規範を適切に具備していなければならない；そして

・権利者は、自己に影響を及ぼすＥＣＬスキームからいつでも脱退することができなけ

‘れぱならない｡」

以下、ＥＲＲ法案（ＨＬＢ迦0452012雷13）の条文にしたがって、その内容を確認する117。

まず、新鋪116Ｂ条は、所瀞大臣が、ＥＣＬスキームの授椎に関して規則を定めることがで

きるとする。当該ＥＣＬは、椛利者の参加が自発的なものとされるスキームとなることが予

定されている（自発的なＥＣＬスキーム)。そのため、第116Ｂ条(2)から(6)では、授椛に際

して適用される制限について、権利者がＥＣＬスキームからオプトアウト（離脱）する権利

があることを明示することなどを定めている。これまでの集中許諾スキームにおいては、

集中符理団体は自己に代わって許諾をすることを団体に許可した著作椛者である総成員に

ついて代理して許諾ができるだけであった。新たな規定によると、ＥＣＬを運営することを

巾制し、授椛された集中符理団体は、授権の施囲に含まれる全ての箸作物（オプトアウト

した蒋作権者のものを除いて）の特定の利用方法について、非排他的な利用許諾を与える

ことができるようになる。

新第116Ｃ条は、第116Ａ条と第116Ｂ条に関する所管大臣の権限に関する一般条項であ

る。所智大臣は節116Ｂ条又は第116Ｃ条に基づいて利用許諾を与えるための授権を受けた

いずれの団体に対しても条件を課すことができる。また、所管大臣は、かかる授権に関す

る手数料や利用料の取扱いに関する条項や、同スキームに基づいて許諾を受けた著作物が

後になって取り消された場合の規定を制定することができるとしている。第116,条は､本

条の所符大臣の権限を行使する上で制定される規則に関する一般条項について定めている。

ll7HI』BillO45EN2012･1８（Exp1anato可NOteStoBin）ロ
19ﾉ10ﾉ2012<hthpWwwwbpubⅢcation”arliamGntdukﾉhPaﾉbiIIg/1bnlﾉ20]L2.2013/004錐､/2013045Gn.htm>‘
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所符大臣の規則は、法祢を修正する場合を除いて（この場合には肯定的決雛が必要)、臓会

の否定的決議がなければ承認となり、制定できる１１８ｂ

附則２１の第２部では、実演家の権利に関する部分について、1988年ＣDEAに附則２Ａ

に対する修正を定めている。基本的には、実演家の権利についても、クローズ６８に規定さ

れた著作権の許諾に適用される権利に関するものと同等の条項を殻けている｡附則2Ａのパ

ラグラフ１の後に挿入される新パラグラフ1Ａは､｢権利者不明薪作物｣の利用許諾を含み、

附則２Ａの新1Ｂは、自発的なＥＣＬスキームについて、新ｌＣ及び新１，は「椛利者不明

薪作物」と自発的なＥＣＬスキームの双方について規定している。

EER法案 クローズ６９ 著作権及び実演家の権利の許諾

(2012年10月１９日時点のＥＲＲ法案（HLBillO452012-13）

(1)1998年著作権意匠及び特許法を以下の通り修正する。

(2)＜構賂＞

(3)第１i6条の後に以下を入れる。

「権利者不明著作物の許諾と拡大集中許諾」

第116Ａ条権利者不明著作物の許諾に関して制定する権限

(1)所符大臣は、規則に基づき権利者不明薪作物としての資格を有する藩作物に間する

許諾の付与に関して、規則により制定することができる。

(2)規則では、

（a)許諾を付与する権限を与えられた所定の者又は所定の部類の者を明示し、又は

（b)許諾を付与する権限を与えられた所定の者又は所定の部類の者を明示するために

規則において指定される者について、規定することができる。

③規則では椛利者不明箸‘作物としての資格を有する薪作物に関して、その薪作椛の所

有者が規則に盤づいて行った入念な測交の後も判明しないことを典件として制定しな

ければならない。

(4)規則では、所在不明の権利者の同意が必饗となる著作権により制限される行為のい

ずれかを行い、又は行うことを許可する許諾の付与について制定することができる。

（5ｳ規則では、いずれの許諾も、次の通りに制定しなければならない。

（鋤所在不明の樵利者により付与されたのと同様の効果を有すること

（b)排他的権利を与えるものではないこと

（c)款諾を付与することを許可された所定の者に対しては与えられないとすること

(6)規則では、たとえ著作権が当該薪作物に存続しているかどうかが不明である場合で

ｕ８英国における委任立法の否定的決諺と肯定的決離については、岡久腿『英阿2006年立法及び脱制に閥
する改革法」外国の立法233号（2007年）１６頁参照。
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も、所定の著作物に対して適用されるものとし、また、所在不明の権利者及び所在不

明の権利者の権利又は利益の参照は、想定される権利者及び想定される権利又は利益

の参照も含むものとして読まれるものとすること

第116Ｂ条拡大集中許諾

(1)所管大臣は規則に基づき所管大臣に申請する所定の許諾機構に対して、当該機構又

は当該機構の活動を代理する所定の者によって保有されていない著作物に関して、著

作権の許諾を付与する権限を、規則により付与することができる。

(2)権限付与には以下のことを明示しなければならない

（a)それが適用される著作物の種類、及び

（b)当該許諾機構が許諾を行う権限を付与される、著作権により制限される行為

③規則では、著作権の所有者が、当該規則による許諾の付与を制限又は排除する権利

を有していることを規定しなければならない。

(4)規則では、いずれの許諾も排他的権利を与えるものではないことを規定しなければ

ならない。

⑤本条において、『著作権の許諾」は、第116条におけるのと同様の意味を有する。

(6)本条の規定は、国王の著作権若しくは議会の著作権については適用されない。

第116Ｃ条第116Ａ条及び第１16Ｂ条に基づく許諾に関するー般条項

(1)所管大臣は、規則に基づいて権利者不明著作物の資格を有する著作物に関する許諾

の付与に関して、規則により制定することができる。

(2)規則では、一定の要件を満たした場合にのみ、所定の機構が許諾をする許可を付与

され、又はその状態を維持すること、及び要件の充足について規則によって指定され

る所定の者が、その指定する方法によって決定することになると、制定することがで

きる。

(3)規則では、所定の者に権限を付与するかどうかに関して、規則に基づいてなされる

決定において考慮すべきその他の問題を明示することができる。

(4)規則では、所定の許諾に関して支払われる利用料又はその他の金額に関する処理に

ついては以下のことを含めて制定しなければならない。

（a)管理費用の控除

（b)金額が保持される期間

⑥（無主物又は別のものとしての）当該期間後の金額の処置

(5)規則では、許諾を与える権限付与が取り消される事情、及び所定の権限付与が取り

消された場合のいずれの者の権利及び議務の決定について規定しなければならない。

(6)規則では、特に以下の条項を含めて、権限付与及び許諾の目的に関する他の条項を

含めることができる。

（a)許諾が効力を有する間に、所定の著作物が権利者不明著作物の資格を停止する場
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合（又は、いずれの著作権者への言及による資格の停止)、又は所定の著作権者が第

］L16B条(3)に言及される権利を行使する場合において､いずれの者の権利と義務を決
定すること；

（b)登録の管理及びそれへのアクセス

（c)申請又は調査を含む付随的な目的のための所定の著作物の利用の許可

（d）第７７条により付与される権利が７８条にしたがって主張されているものとして

取り扱うこと

（e)管理費用を補うための手数料の支払

第116,条116Ａ条及びｎ６Ｂ条に基づく規則

(1)規則を制定する権限には以下の権限を含む

（a)著作権審判所の管轄を拡大又は制限し又はそれに権限を付与する条項を含む、付

随的、補充的又は派生的規定を設けること

⑤暫定規定、経過規定、又は適用免除を設けること

（d事情の違いに応じた異なった定めを設けること

②いずれの条項に基づく規則も、派生的規定を設け又は著作権審判所の管轄を拡大又

は制限し又はそれに権限を付与する目的のために、この部、又は、当該条項が効力を

有するより前に通過し又は制定された法律又は従位立法を、修正することができる

(3)規則では、いずれかの者により適時に出されるガイダンスを参照して、条項を設け
ることができる。

④規則を設ける権限は、命令（statutoryinstr11ment）によって制定するものとする。
(5)法律を修正する規則を含む命令は、当該命令案が議会に提出され、かつ、各議院の

決議によって承認されない限り、これを制定してはならない。

⑥規則を含む他のいずれの命令も、上院又は下院のいずれかの決議に基づく不採択
措置に服するものとする。

(4)（1988年著作権意匠及び特許法に附則Ａ１を挿入し、かつ、著作権に関する本条により
制定される規定に対応する実演家の権利に関する条項を設ける）附則２１は効力を有する。

(筆者仮訳）

(3)関係団体等の評価

DennisWKKhong氏119は､ＤＥＡ法案におけるクローズ43の失敗の原因について､[1］

イギリスの議会解散に伴う議事一掃期間(waslrupperiod)に当たり時期が悪かったこと'20、

１１９１画1ongDennisWK.,supranote89‘ｐ､562
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［2］議会で審離される前にＤＥＡ法案への実際の同意について知的財産庁による公のコン

サルテーションが十分ではなかったため、写真家団体のような権利者団体からの反対を招

いたことを指摘している。

コンサルテーションの重要性を認識している知的財産庁は2011年１２ｊ３１４日から２０１２

年３月２１日までの１４週間にわたってコンサルテーションを行うことを発表し、政府の提

案に対する意兇を幅広く収集した。その結果、権利者団体、企業あるいは個人等から４７１

件の回答を得たという。政府は2012年６月１４口にコンサルテーションに対する回然をま

とめた資料を公表している１２１．機利者不明蒜作物とＥＣＬについては、次のように雄理され

ているので、以下、翻訳した上で覗目を補いつつ転戦する'22。

①権利者不明著作物

コール・フォー・エヴイデンスに蕪づいて関係者の中から出てきた餓点として、以下の

通り、［1]椛利者不明薪作物の比率に関する聯実認織､［2]発行と未発行の区別の是非、［3］

入念な調査について、［4］商業的利用への拡大の是非、［5］補倹金の支払方法、［6］授権

を与える主体や集中管理団体の責任、［’7］モラルライツとの関係等がある。

(a）全体の評価

「多くの回答者は、権利者不明薪作物のスキームから利益が得られると考えていたが、当

該スキームの範囲と条件に関して稲広い意見が示された」とする。

(b）権利者不明著作物の比率に関する事実認識

「回答瀞の多くはこの分野において雑木的に所定のスキームは有益であることを認めてい

た。しかし、権利背不明輔作物が提起しているⅢ題の雌IjMに関しては様之な見方が存在し

た。回答者により報告された椛利者不明薪作物の比率については、おおむね既存のコレク

ションの５％から４０％の間で'隔があった,､」

120田中嘉彦｢英国における内１Ｍの機能と補佐雛椛」レファレンス６１巻１２号(2011年)１４３頁によると、

「ilwa8h･up"というのは、級会解散前に法推成立を賊保するための方法で、政府が好党に協力を求め、法
案は、しばしば鮭硫となる条衷が削られた形で成立する」とされる。

121ＩＰＯ,ＣＯＮＳｍﾉIyⅦＩＯＮＯＮＣＯＰＹｍＧＨＴＳｕｍｍ&攻yofRe8pon8eBJune
2012<httpWWww;ipo,govhuk/bopyrightP8umm虹yo丘cspOnuse8･pd陽．
'空なお、ある程度まとまった部分をそのまま翻訳して帳戦したので念のため記しておくと、ＩＰＯの同報

告書の裏表紙において、イギリス国立公文害館（nheNa衝onalAmhiveS）が公表（2010年９月３０日）し

ている『OpenGovemmentLicencG（OG功」

<htm:"v蔀vmAnationalarChiveS､govkuk/docﾉbpen･govGrnmont･】icGncG/>に韮づいて利用できると肥されて
いる。
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(c）発行と未発行の区別の是非

「回答者の多くは、当該スキームが発行・未発行の薪作物の双方を対象とするべきであ

ると考えていた。これは特にアーカイブやその他の文化的組織の場合にいえることであり、

それらの組織の保有するコレクションは、商い比率において、唯一で未発行の擬料である

という意見が聞かれた。他の回答者は、未発行の資料は、資料に対して責任を有している

当該組織の外部において利用可能とされるべきではおいと主張していた。

幾鍋かの回答者は、未発行の箸作物（無翁及び変糸の文芸、戯曲及び音楽の藩作物も同

様に）を著作者生前プラス死後７０年又は創作時から７０年までに蒋作権保護期間を制限す

ることが、権利者不明薯作物の問題の規模を縁小する手助けになるであろうと考えていた。

例えば、イギリス図譜館は、次のように指摘していた。「こうしたことを利用者に対して説

明している同図審館の職員によると、未発行の中世の写本に今なお著作権があり、そして

現在のベストセラーと同じ法的状態を有しているという覗笑は、極めてナンセンスなこと

であり､理解してもらうのが姻雌な説明となることがある‘,」

(d〕入念な調査について

「大半の回答者は、椛利者不明著作物スキームにとってしっかりとした入念な調査が必

要であると考えていた。回籍者の中には、入念さは那案ごとに判断する必要があり、滞在

的なライセンシーが群作物の使用を意図しているのかということに大きく依拠するだろう

と考えるものがいた。脇発点として、回答者は、インターネットによる澗査と著作物に関

する確立した登録簿をチェックすることを主張していたが、これは決して網羅的なリスト

ではない。確認のための手続が非常に厄介であれば多くの文愁鮪、図譜館、博物館及び美

術館にとって撰用対効果がないものとなり、スキームの利点が制限さ鯉ることを意味する

可能性がある｡」

(e）商業的利用への拡大の是非

「蕪作物の商業的利用に拡大するというスキームの利点に関しては、様,々 な見方があっ

た。多くの回答者は、スキームが商業的利用を許霧するべきことに同意した。すなわち、

幾つかの博物館、美術館、図譜館及び文襟館は、椛利者不明薪作物の商業的な利用は保存

と保管にかかるコストを補うのに演するであろうと主張した。回器者の中には、厳格な非

商業的なスキームは政府のフォーカスしている経済成畏と合致しないであろうと考えるも

のがいた。他の回答者は、商業的利用の定義に関して混乱があると述べた。例えば、非営

利の組織が自己の業務の一部として商業的な資金を生み出した場合で、権利者不明薯作物
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を使用する許諾を受けた場合、これがなお非商業的利用となるのかどうかという問題があ

る。

しかし、回答者の中には、商業的利用を認めることは、権利者不明状態にはない著作物

が利用可龍である市場との潜在的な抵触を生じさせると考えていた。所定のスキームは有

名又は大手の権利者から収益を奪うのではないかという一定の懸念が示された。権利者不

明著作物の商業的な利用が実際に経済的成長を導くことになるのかについても疑問が示さ

れた。このことは厳格な非商業的なスキームをよしとする回答者の間にも繰り返しみられ

た。Desi餌andArtistsCopyrightSociety（DACS）123は、「権利者不明［著作物］を商‘
業的利用したとしても、目に見えるような成長を導くものではないだろうが、自由な市場

で既に利用されている著作物の代替物とはなるだろう」と主張していた。回答者は、権利

者にある程度の補償金を与えることに関してはおおむね賛成していた｡」

(f）補倦金の支払方法等

「多くの回答者は、即時に支払われる補償金又は『前払」の支払システムを設けるスキ

ームを好ましいとした。これらの回答者の中には、各種の市場価格を計算することや、著

作物が利用されていた時期にわたって市場価格を適用することが困難であることを指摘し

た。後払いシステムについては、後に現れた権利者に支払について交渉しようとさせる可

能性を生じさせることが強調された。

後払いのシステムは管理がずっと容易となり、運営もより官僚的でないものとなると考

えている回答者の中には、ほとんど現れる可能性がないであろう権利者のためにお金を留

保しておかなければならないことに対する懸念を表明する文化団体もあった。多くの回答

者は、このことが保存及びデジタル化に資金を使う力を減少させると考えており、ほかに

は（例えば、未発行の著作物のように）市場がない場合に市場レートを決定できるのかど

うかという疑問を呈していた。個人の権利者、特に写真家、視覚芸術家及び作家は、レー

トは個々の交渉次第で異なるべきであると述べた｡」

(9)授権を与える主体や集中管理団体の責任

「回答者からは、潜在的な利用者及び権利者の双方とも区別される独立した政府機関又

は著作権審判所のような独立した団体が、当該スキームを授権するべきであるとの主張が

なされた。ほかには、集中管理団体が授権の責任を負うようにすることに賛意を示すもの

もあった。集中管理団体ば、自己の固有のデータベースを使用することで、自らが入念な

調査を行うのに最もよい地位にあると述べた。しかし、特定の素材、特に未発行の素材に

'四イギリスの美術関係の薪作権瞥理団体。
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ついては、通常は集中管理団体によって利用許諾されておらず、そのために入念な調査に

ついて異なった方式が要求されることになると指摘した。

回答者のうち、基本的に授権された機関が入念な調査を請け負うべきであり、それによ

って潜在的な利用者のコストを削減できるとするものは少なかった。しかし、こうした場

合における利益の衝突の可能性が、多くの回答者から指摘された｡」

(h）モラルライツとの関係等

「モラルライツの尊重についてはある程度のコンセンサスが存在した。しかし、回答者

の中には、さらに、モラルライツは実際のところ立法によって強化されるべきであると主

張に及ぶ者もいた。こうした考え方は、写真箸作物に関する権利者を代表する組織（特に

デジタル藩作物）において、とりわけはっきりと示された。多くの者は、権利者情報がそ

の作品から容易に除去されてしまう状況について言及した。彼らは、このことは自らの産

業にとって深刻な問題であると主張し、モラルライツが強化されなければスキームに反対

すると警告した。

蔀業がある程度確実に行われること（businesscertainty）がライセンス条件との関係で

必要とされることは、一般的に受け入れられた⑥」

②EＣＬ

ＥＣＬに関して、コール・フォー・エヴィデンスに基づいて関係者の中から出てきた総点

として、［1］ＥＣＬの対象となる利用態様の範囲、［2］ＥＣＬが取引コストを減少させるとい

う評価の妥当性、［3］既存の集中管理団体におけるＥＣＬスキームへの申諦の意向、［4］集

中管理団体におけるＥＣＬスキームに関する行動規範の在り方、［5］オプトアウトの機会の

保障、［6]集中管理団体の代表の程度の問題、［7］集中管理団体がＥＣＬに参加する際の構

成員の同意の要否、［8］柵成員と非椛成員の待遇の平等の問題、［9］非柵成員にＥＣＬスキ

ームの認識を向上させるための方策、［10］未諦求の利用料の処理の問題がある。

(a）全体の評価／ECLの対象となる利用態様の範囲

「ECLについてコメントした回答者の多くは、それが権利処理手続をより迅速でより複

雑でないものにする可能性があると潔縦していた。集中管理団体や権利者団体と同様にラ

イセンシーからも、提案に対するかなりの支持があった。同様のスキームが、既にイギリ

スにおいて首尾よく運用されているという指摘もあった。しかし、ＥＣＬスキームを作ると
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しても、極めて狭く設計させるべきである（例えば、二吹的な櫛利'2．‘又は特定の種類の著

作物に制限する）と考える者と、他方で、より広範なスキームからメリットが得られると

あると渚える者もあった。ＥＣＬへの支持は、分野ごとに災なっており、例えば、幾つかの

商業アーカイブや、写真家及び作家の代表者からは、ＥＣＬは既存のライセンスモデルと抵

触する可能性があるという懸念が示された｡」

(b）ECLが取引コストを減少させるという評価の妥当性

「幾つかの集中管理団体は、ＥＣＬが実際にコンサルテーションの段階における影瀞評価

（1A）において述べられたように取引コストを縮小することになるのかどうか疑問を呈し

た。同犠に、関連する問題として、非構成員の権利を椿理するのにかかる運営コストの増

加は、利用料の増加につながる可能性があると問いただす者もあった。ライセンシーは、

ＥＣＬは椛利クリアランスのコストを縮小させるとする立場を取る傾向があった｡」

(c）既存の集中管理団体におけるECLスキームへの申請の意向

「集中管理団体の中には、ＥＣＬスキームの運営を申諦、又は甲諦を検討する意向がある

ことを伝えるものもあった。しかし、ある剛体は所定のスキームを実施するかどうか、精

に迩営コストの珊加と所定のスキームが結局のところ間己の柵成員に利益をもたらすこと

になるかどうかの懸念について言及した上で、溌終的な判断に至る1Ｗに、所定のスキーム

の詳細についての更なる情報を必要とすると述べていた｡」

(d）集中管理団体におけるECLスキームに関する行動規範の在り方

「大半の回籍者は、こうした形式の利用許諾は適切に管理指燕されることが渡要である

と考えていた。大多数の支配的な見解によると、集中播理団体がＥＣＬの利用を申請するこ

とを鰐めるための前提条件としてのミニマムスタンダードを鮒えた行動規範を設けること

を支持していた。

例えば、コンシューマー・フォーカス（ConSumerFocuS）125は、「集中管理団体は、運

営、ライセンシーの待遇の仕方及び構成員の待遇の仕方に関してミニマムスタンダードを

採川している溺合にのみＥＣＬスキームの運衝を認められると-ﾘｰることは絶対に必要であ

'２．lここでいう二次的権利（secondaｪyrights）とは、必ずしも趣旨が明らかではないが、複写権のように
災中笹理硫休を通した利用許諾が行われることによって覗実上は報酬舗求柵として機能しているような梅
利、レコードの二次利用に閲する実演家の報副諦求権のように法祢上も報酬研求揃の対象となっている権
利、あるいは（イギリスでは薪作権法上の擢利ではないが）公岱桶のように州償金請求梅の対象となって
いる柵利のこと術しているものと思われる。
ｌ２５イギリスの荊機者団体の一つである。
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る」と述べている。回答者の中には、所定のＥＣＬスキームによって集中符理団体に生じ符

る追加的な支配力への懸念を示すものもいた。この懸念は、ミニマムスタンダードを採用

する必要性を例証する上で用いられた｡」

(e）オプトアウトの機会の保障

「オプトアウトの機会も戴要であると瀞えられた。大部分の回答者は、椛利者はオプト

アウトに対するあらゆる機会を与えられるべきであると考えていた。集中符理団体がこれ

らの規定を遵守しない鰯合は、制漉が諜せられるべきであるとの主張が多くみられた。回

答者の中には、この権利が制定法により定められるべきと考えるものがいた。他の回答者

の中には、集中管理団体は、権利者の要求に応じて所定のＥＣＬスキームから除外された全

ての著作物に関する最新の情報を取り入れたリストを公表することも要求するべきである

と主張した。幾つかの回籍では、特定の集団について、オプトアウトの機会に関する悩報

が不十分となる危険性を生じるであろうと指摘していた。段もよく引き合いに出された集

団は、、外国の権利者、［2］死亡した権利者の親族であった。こうした集団に連絡を取

るための特別な措置が必要とされる可能性があると提案さ説た｡」

(f）集中管理団体の代表の程度の問題

「代表の問題について言及した回答者については、多くの者がＥＣＬを申綱する築中幡瑚

団体は、影響を受ける権利者の利益を代表するものとして行動できるものとするべきであ

ると考えていた。一定の噛値（例えば構成員や作鹸レパートリーの広がりを基礎としたも

の）がこの目的のために利用される可能性があることを示唆していた。しかし、他の者は、

閥･値を定義する目的のために所定の分野における団体の大きさを定義することは難しいこ

と、そしてその判断は結局のところ政府によってなされるであろうと主張した｡」

(9)集中管理団体がＥＣＬに参加する際の構成員の同意の要否

『多くの回答者は、構成員の同意について、ＥＣＬを申請する集中管理困体の要件とされ

るべきであると考えていた。さらに、どのように同意について決定するか、そして（結局

のところこれは構成員の投粟に雄づくことになるが）同意についていかなる間仙が必要と

なるかについて様為な見解が存在した。回答者の中には、非構成員も影響を受けることを

考えると、集中管理団体の柵成員による同意では不十分であるという主張するものがい
た｡」
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(h）構成員と非構成員の待遇の平等の問題

「回答者の大多数は、構成員及び非構成員は所定のＥＣＬスキームに関して同等に取り扱

われるべきであると考えていた。回答者の中には、特に集中管理団体は、非構成員に別の

方法で待遇することが必要かつ正当である場合、例えば、非榊成員である権利者を捜し当

てたり、それらに利用料を分配する上で追加的コストが生じる場合、一定の例外が股けら

れるべきであると示唆するものもいた｡」

(i）非描成員にＥＣＬスキームの認識を向上させるための方策

「大半の回答者は、非構成員が、所定の集中管理団体がＥＣＬスキームを運営しているこ

と、及び又は、利用料が当該スキームに関して彼らのために徴収されていることを知りう

るために、あらゆる合理的な努力がなされるべきであると考えていた。しかし、回答者の

中には、何が「合理的」となるのかという点は事案ごとに異なるものであり、「画一的」な

アプローチは効果的でないか不適切であろうと述べて、この問題の特徴を説明した｡」

(i）未請求の利用料の処理の問題

「所定のＥＣＬのスキームに基づいて徴収された請求されなかった利用料の取扱いについ

て、簸適な方法に関して意見は様々であった。請求されなかった利用料は、ライセンシー

に返却されるべきであると考える者もいれば、他の権利者に分配されたり、慈善、教育の

ような他の目的のために使用されたり、あるいはデジタル化又は著作権データベースの向

上のようなプロジェクトに資金を提供するものとすべきであると考える者もいた。

未納求の利用料はいつまで確保しておくべきかについても様,々な回答があったが、回答

者の中には、政府は先例に関して既存の法律（i,e､TheLimitationActl980）を参照するべ

きであると考えるものもいた,､Ｉ

４．日本法への示唆

(1)権利者不明の状態になりやすい著作物の権利者への配鹿

ＤＥＡ法において権利者不明著作物の解決が図られることはなかったが、そこには写典家

の団体が重要な利害関係者として登場した。写真は権利者不明著作物になりやすく権利者

不明著作物のシンボル的な存在であるにもかかわらず、権利処理の仲介は写真エージェン

シーが主流であるため、集中管理団体の存在を前提とした制度設計にはどうしても不具合
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が生じるのである。我が国で権利者不明著作物の利用に関する制度設計を検討する場合に

も、写真家や写真家団体の利害について十分な注意を払う必要があるだろう。

（２）現行の裁定制度を前提として集中管理団体に許諾権限を授権すること、又はＥＣＬの

制度を並行して採用することの可能性

本章では、ＤＥＡ法案において強制許諾制度及び北欧のＥＣＬをモデルにした制度が提案

されたことに職日して、この背景となった権利者団体(BCC）の提案とＤＥＡ法案との関係

について述べた。同法案の基盤となったＢＣＣによる当初の提案における重要なポイントと

して、イギリスの現行法で採用されている幾つかの枠組みを援用しながら制度を椛築する

という発想があることについて言及した。ＢＣＣの提案は第一段階としてＥＣＬに類似する

発想で集中符理団体の管理権限を権利者不明著作物の著作権にまで拡大しつつ、集中符理

団体がない場合に著作権審判所を活用して強制許諾制度を運用するというものであった。

これに対して、ＤＥＡ法案における政府の提案は、所管大臣が集中管理団体に権利者不明著

作物に関する許諾付与の権限を授権することができるとした上で、これと並行してＥＣＬを

取り入れるものとなった。ＥＲＲ法案のクローズ６８もＤＥＡ法案と同様の構成であるが、政

府の説明によると、権利者不明著作物の許諾を与える許諾機構は『独立した機関」である

とされるが、これが具体的に何を意味しているのかは翌段階では必ずしも明らかではない。

日本では、権利者不明薯作物について強制許諾制度の一種である裁定制度を採用してい

るが（著作権法第６７条以下)、ＤＥＡ法案やERIE法案などの例をみた場合、現行の裁定制

度の存在を前提に、ＤＥＡ法案のように集中管理団体に権利者不明著作物の利用に閲する許

諾権限を授権するという方策を採ることや、ＤＥＡ法案やＥＲＲ法案と同様にある種の強制

許諾制度と並行してＥＣＬを採用することも、立法論として理に背くということはないと言

えるであろう。ただし、次に述べるように、我が国にとってＥＣＬ制度を採用することに新
たなメリットがあるかどうかは別給である。

(3)イギリスにおけるＥＣＬの導入に向けた議論から受ける示唆

日本に類似の制度を導入した場合にどのようなメリットを享受できるか。北欧諸国で発

展してきたＥＣＬを導入する場合のメリット等についての詳細は、本報告書の別の章におけ

る検討部分に委ねることとし、ここではイギリスにおけるＥＣＬの導入に向けた議論から得
られる示唆について述べることにする。

まず、ＥＣＬは、権利者不明著作物の権利処理そのものを目的とした法制度ではないが、

集中管理団体の非椛成員が結果的に権利者不明である場合には、その権利処理に資する結

果となる。また、この制度は、単純化していえば、集中管理団体の非構成員にも、集中管

理団体に所定の薪作物の利用料さえ支払えば、利用できるとするものであるから、非柵成
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員の有する著作権の独占権としての側面を制約して、報酬洲求椛にするのと同様の効果を

生じさせる側面をもつと評価することができる。そのことを正当化するために、集中幡理

剛体に高い代表の程度を求めたり、利用態様・利用目的が法定されているものに限定され

ていたり、オブトアウトの権利が保障されていたりすること等が、同制度の重要な要素と

なるのである（ただし、実際にオプトアウトが多発すれば、制度の利点は損なわれるだろ

う)。

ＥＣＬを附いた場合、大欽の権利処理を行うことが必要な傾城であり、また、梨中播理団

体と利用者との間でブランケットライセンスが有効な領域では、（権利者不明の者も含め

て）非橘成員の著作物を除外するという作業が省けるため、オプトアウトの有無を確認す

る作業は必要であるが、基本的には、利用者としては権利がすべてクリアランスされた状

態で著作物等を利用することができる。また、権利者と利用者のマーケットが成立しにく

く、現行の枠組みではライセンス・スキームが発展しにくかった分野でも、利用者が受け

るメリットはあるかもしれない｡ただし､ＥＣＬをもたない側では､後者の問題については、

著作権法上の権利の例外や制限の規定によって既に対応している場合も多いと思われるの

で、この部分において強調すべきメリットは実際には余りないかもしれない。

その一方で、ＥＣＬを用いた場合、今度は集中管理団体側に、（権利者不明の者も含む）非

構成員の探索と利用料分配の負担が移転することになる。しかし､同制度の前提としては、

集中管理団体側がこの作業を行う方が、利用者側が行うよりはより効率的に行えるという

発想があるものと思われる。したがって、制度全体として利益を享受できるかどうかは、

その国における集中管理団体の在り方に大きく関わっていると言えるだろう。我が国の梨

中管理団体については、ＥＣＬの存在を前提に発展してきた北欧の集中管理団体とは異なる

状況も多々あると思われるので、既存のライセンス・スキームを前提に日本に類似の制度

を導入した場合に、ＥＣＬの利点を享受できるかどうかは、慎重な検制が求められることに

なる。

この点、従来、ＥＣＬを有していなかったイギリスがその群入に向けた検討を進めている

ことと、仮にその制度を創設した場合の今後のプロセスは、我が国が同制度を採用した場

合に受けることができる利点を検詞する上で参考になる部分が多いであろう。例えば、イ

ギリスにおけるＥＣＬの導入に向けた検討に際して、コール・フォー・エヴイデンスに基づ

いて関係者の中から出てきた論点には、［1］ＥＣＬの対象となる利用態様の範囲、［2］ＥＣＬ

が取引コストを減少させるという評価の妥当性、［3］既存の集中管理団体におけるＥＣＬス

キームへの申諦の意向、［4］築中管理団体におけるＥＣＬスキームに関する行動規範の在り

方、［5］ガプトアウトの機会の保隊、［6］集中管理団体の代表の程度の問題、［7］築中管

理団体がＥＣＬに参加する際の構成員の同意の要否、［8］構成員と非撫成員の待遇の平等の

問題、［9］非講成員にＥＣＬスキームの認識を向上させるための方策､［10］未諦求の利用

料の処理、などがあった。ＥＣＬを有してこなかった国が同制度を導入する場合の潜在的な

鎗点を認識することは、日本への有益な示唆となる。
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Ⅱ．権利者不明著作物の利用後に活用可能な制度（侵害訴訟におけ
る救済等）

１．はじめに

イギリスには、椛利者不明薪作物の利用を直接の対象とし、これについて事後的に侵害

脈訟において椛利者の投審賠仙や叢止め等の救洗を制限する制度は特に存在しない。２００６

年のBSAＣ報告僻では、椎利の救済の場面において、椛利者不明著作物の利用後に権利者

から脈訟を起こされた場合に損警賠俊など椛利者の救洗施囲を制限する米国著作権局のア

プローチが検討された経緯があるが、ガワーズレビューにおいてこのアプローチは採用さ

れておらず、最近の政府の報告書にもこうしたアプローチの提案は現れていない。

２．立法及び近時の動向

2006年のBSAＣ報告番は、権利者不明著作物の利用について､侵害訴訟の場面における

権利者の救済を制限するという2006年の米国著作権局提案について検討を行った。米国著

作椛局の提案は利用者の行為を権利の例外に当たる行為ではなく侵害行為とするが、一定

の条件のド、救済を合理的な補侭額に制限していた。これに対し、BSAＣ報告藩は、侵害

に対する救済制限の方法は各種ありうるが、他方で、権利者に支払うべき合理的な補償額

について当副誇が合意できない場合には別途、決定方法を必要とすることになるので、権

利の例外アプローチ（例えば、特定の行為を著作権の例外としつつ、権利者は何らかの行

為によって報酬の支払を受けることを選択することができるというメカニズムを設ける方

法（権利者が何もしなければ、利用の対価は発生しない)）とするアプローチよりもメリッ

トが大きいわけではないと整理している126。また、侵害を前提とした制度の場合には、小

さな権利しか有しない権利者の訴訟コストが負担となる点なども指摘している。結絵とし

て、BSAＣ報告襟では、侵害救済に制限を設けるアプローチは最蒋の方法ではないと提言

している。

l26BritismScreenAdviso可Council,suprar'ote46,ｐ,16.米国著作権局報告書のアプローチに対する
BSAＣ報告響の詐価については、前回調在で盤理した（文化庁委託事業・前掲注２［今村哲也執策部分］・
４７頁以下）‘．
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第３章フランス

Ｉ、権利者不明著作物の利用前に活用可能な制度

１．はじめに一制度の概要

(1)改正前

かつての著作権法(知的財産法典第１編ないし第３編）には､権利者不明著作物(Ceuvre

orpheline）に関する規定すら存在せず、また、その利用円滑化に関する議論もされてこな

かった。その理由としては、フランスの著作権制度は、著作者が薪作物を自分のコントロ

ール下におくことを重視しており、他方、公衆が安心して著作物を使用できるという観点

がやや後退していることによるものと考えられる]276

(2)改正後

2012年３月１日、フランスにおいて、２０世紀の入手不可能な書籍の電子的利用に関する

2012年３月１日法2012.287号(Loino2012-287dulermars2012relatix7eさ1'e］甲1oitation

numさriqUedesljyresindiSponiblesdu】●Kもmesi色cle、以下「書籍電子利用法」という｡）

が成立した。本法による知的財産法の改正法は、政令の公布によって施行される予定とな

っていたが､知的財産法典第134-1条から第134.9条の適用及び２０世紀の入手不可能な書

籍の電子的利用に関する2013年２月２７日デクレ2013-182号(D6cretn92013-182du27

姫vrier2013portantapplicationdeSarticlesL,134-1且Ｌ､134F9ducodedelapropri6t6

intenectueneetrelatif食ｌ'e］”loitationnum§riqUedeslivresindisponiblesdu麺患ｍｅ

ｓｉさcle）が2013年３月１日公布され、翌日施行されたため、改正法は、2013年３月２日、

施行された。

本改正法は、知的財産法典第１３４．１条以下に、入手不可能な書籍の電子的利用に関する

新たな規定を新設することを主眼としたものであるが、同改正法によって、権利者不明著

作物に閲する規定も、１か条のみではあるが、新設された（第113-10条)。

第113-10条第１項は、「権利者不明著作物とは、保謹され公表された藩作物であり、行

き届いた、明確かつ爽撃な調査にもかかわらず、その権利者が識別又は発見できないもの

をいう」と定義し、第２項において、共同著作者の場合において、一人が識別又は発見さ

れているときは、権利者不明著作物とはみなされないと定めている。

また、第134-1条以下に新設された規定により、入手不可能な書燕の電子的利用を促進

I27文化庁委託蛎業・前掲注２．７０頁‘
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する制度が新設された。これは、入手不可能な審籍のデータベースを整備し、当該書籍の

電子化による複製と配信に関する利用許諾を集中管理する制度であるが、入手不可能な書

溌には、権利者不明薪作物である書蛎も含まれる。

ただし、上記制度による芯子的利用は、撫籍のみを対象としているため、音楽配信など

他の著作物には関係しない。

(3)書籍以外の著作物の場合

下記著作権蛾揃評識会'28意見縛によれば、晋楽、映画、映像の分野については、既存の

制度が、権利者不明著作物への対応を既に満たしていると考えられるとの報告がなされて

いる。従前は、権利者不明薪作物に関する諮作権法上の規定が存在しないので、ここで既

存の制度とは、集中替理を意味し、班実上、集中榔理の対象になっていると思われる．

２．現行法制度

(1)制度の趣旨

①立法に至る程まで溌論がなされるようになった背景

(a）電子図書館構想

フランスは、1997年、フランス国立図諜館（Bibliothさque理tionaledeFrance）によっ

て運営されるGallical”と称する瞳子図譜館を立ち上げた。Gallicaは、主に著作権保護期

間の経過した書籍を対象に電子化し、配信するものであった。そのため、１９世紀の書籍や
新聞等が主なコンテンツである。

透子化と配信によって、コンテンツヘのアクセスは極めて容易になり、より多くの文化

財に容易に接する機会を公衆に与えることができる。このように､電子化と配信によって、

公衆がその恩恵にあずかり、過去の文化に触れる機会が増大しているにもかかわらず、著

作権問題により、公衆が文化に接する機会を封印してしまうのでは妥当とはいえないと考

えられた。著作権者が判明し、現在も出版されている諜霧については、電子化し配信せず

とも公衆は当該文化財に接することができるし、許諾を得て電子化し配､信することも可能

である。しかし、保謹期間がいまだ存銃しているが、実際には、古本屋や図書館以外では

当該書籍にアクセスすることができない絶版となった書籍及び権利者不明著作物である書

'空著作権最簡評難会（LGConseilsup“eurdelapropri邑鶴Ii噸raircetartistique）は、著作権分野に関
して文化通侭大臣の諮問に答申する役割を負う独立諮問機関である。
'2ｓ＜http地anica､bnf＆?hng二FR>、
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締の電子化及び配信を行うために、樋利者すべてを捜し出して砺子化と配備の貯諾を得る

ことは実際上不可能であり、採算性にも欠ける。そのため、現状では、絶版となった蒋締

や著作者不明著作物となった書籍を入手できる場所は、図譜館や古縛店に限られる。

そのような問題意識は従前からあったものの、電子図書館においてこれらのコンテンツ

を提供するための立法による解決はなされないままであった。この状況に風穴を開けたの

が､GoogleによるGoogleBoOkSearchのプロジェクトである｡2004年末ころから､Google

と協力関係にある図審館の蔵番を瞳子化し配信しようとするGoogleBookSearchの前身で

あるGoOglePrint計両が問題となり始める。当初、協力的だったのはアングロ・サクソン

系の図書館であったが、そこには、フランスにおいて逓初に発行された諜籍も相当戯存在

し、それもGoogleBookSearchによる配信の対象とされようとしていた。これはフランス

だけの問題ではなく、ＥＵ諸国は、それぞれの国の文化財がGoogleBookSearchに取り込

まれることを防ぐ必要性に迫られた。そこで選択した対抗策が、自ら同嫌のサービスを立

ち上げるという方策である。そこで、ＥＵは、２００５年、砥子図諜鮒計画を打ちIHI'し、それ

は２００８年に公1M}された欧州滋子図番館Europeana130として結実した。しかし、椛利者不

明著作物である瞥籍の鍾子化と配信については、解決されない状態であった。

Google問題は壷裁判所でも争われた。パリ大審裁判所は、２００９年１２月１８日、Google

ReCherchesdeLix7res（GoogleBookSearch）における電子化と配信について、Google敗

訴の判決181を下した。本件は、Googleが許諾なくGoogleBookSearChのサイト上で作品

のカバー全体を恋子化して複製し、作品の要約へユーザーがアクセスできるようにしてい

たことに対し、藩‘作権を有する出版者が、薪作権侵害を理由にGoogleを訴えていた獅件で

ある。裁判所は、作品全体をスキャンして電子化する行為は、籍作者又は椛利者の郵前の

許諾を必要とする著作物の複製に該当すると判断し（なお、ここでいう作舶がカバーを意

味するのか題号を意味するのかは明確ではない)、また、Googleが作品の題号、カバー、要

約に対し、公衆にアクセスさせている行為は、許難なく箸作物を公衆に姻綱-る行為に骸

当すると判断している。籍作椛保護期間が経過していない識締の寵子化と配傭は、当然の

ことながら薪作権法と抵触し、誰が行うにしても権利希の許溌が必要である。木判決は、

Googleであろうとフランスの電子図書館であろうと、著作権者の許諾がない限り、電子図

書館において著作物を電子化し配信することはできないという原則を砿認することとなっ

た。

(b）権利者不明著作物に関する謹諸

権利者不明著作物の取扱いがクローズアップされるようになった背紫には、電子図携館

構想をはじめとするコンテンツの電子化と配信を促進するに当たって、権利者不明著作物

l”＜httpWWwweumpeanaeWh〕ortalﾉ>、

13】バリ大審抜判所2009年１２月１８日判決（E亜tiDn8duSeuiletautrE8ノGooR1elnCctFmnce)。
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の存在が、その計画を部分的に妨げる聯態を作り出しているという問題意誠がある（著作

樵最高評羅会意見響)。

電子図書館で提供されるコンテンツには、椎利者が判明している藩作物のほか、権利者

不明著作物も想定されている。権利者不明著作物について、たとえ権利者が知れず又は探

知できず適法な許諾を得ることができない場合であっても、当該著作物を適法に利用でき

る制度を設けない限り、電子図撚館での当該薪作物の提供は蒋作権を侵害する結果となる。

しかし、権利者不明藩作物に関する規定は、これまでフランス著作権法に存在せず、雛倫

もされてこなかった。そのため、龍子図譜館構想を初めとする躯子化と配信を実現するた

めには、権利者不明薯作物の利用に関して立法的に解決せざるをえず、そのためにようや

く譲詮の姐上にあがるようになった。

フランスでは、２００８年４月１０日、著作権最商評議会が権利者不明著作物に関する意見

書'32を公表している。

本意見縛においては、樋利者不明蕪作物に閲して、次の４頭目の提言が記されている。

第１に、知的財産法典に権利者不明耕作物に関する定雄規定を設けること。鋪２に、知的

財産法典第１２２．９条及び第211-2条に定める権利承継人がいない場合や相続人不存在の場

合に大審裁判所が適当な措置を命じることができる制度を、薪作者不明著作物の領域にも

明確に取り入れるべく改正すること。第３に、継籍と固定面像の分野で、特にデジタル化

及びネットワークでの提供のために、強制的な集中櫛理体制を導入すること．第４に、情

報の蒋獄と怖報へのアクセスを券易にすることにより薪作者及び椛利渚の職別を改善する

ことで、権利者不明薪作物となることを防止する策を実行すること。

また、ＥＵにおいても、権利者不明薪作物の取扱いが問題となり、2011.年５月２４日、

ＥＵ孤児著作物指令案133が公表され､2012年10月２５日､ＥＵ孤児薪作物指令(DIRECTIVE

2012/28/ＥＵＯＦＴＨＥＥＵＲＯＰＥＡＮＥＡＲＬＩＡｎｍＮＴＡＮＤＯＦｌｒＨＥＣＯＵＮＣＩＬｏｒ２５０Ｃ‐

tober2012onc錘tainpermittedueesoforphanworksI鋤が成立した（群しくは、本報告

総第２部第１減を参照｡)。ＥＵ孤児藩作物脂令は､椛利者不明藩作物のデジタル化と公衆へ

の提供を可能とすることを目的としている。赫赫砥子利用法は、権利者不明籍作物の定義

しか規定していないため､ＥＵ孤児著作物指令に合わせた法制度の整伽が必要である。ただ

し、入手不可能な誇篤は、権利者不明著作物をカバーするので、木法により導入された入

手不可能な書籍の電子化と配信を促進する制度は、権利者不明藩作物にも適用されること

になる。したがって、フランスでは、今後、ＥＵ孤児蕪作物指令への対応をしない可能性も

ある。

1錘くhttpWWw唖csP1a･cultuzB,gouMfiCOmENWavisooO8･pdか．
ｌＢ３ＥｕｍｐｅａｎＣｏｍｍ進g茄n5BupranOte39、
1鋼くhttp北urlex､europa・eu江心XUXiSerWLeXUriSemdO?uri=０J:L:2012:299:0005:0012:ＥＮ:PDX＞、
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(c）改正に向けた謹論

本改正法に先立ち、文化通信省は、フランス国立図書館、出版者組合、文学者協会など

関係者との協議を行った。協議の結果、2011年２月１日、絶版となった醤擁を電子化して

配信すること、著作者及び出版者への対価を確保する方法として、集中管理団体を導入す

ることを内容とする基本合意に達した。書籍電子利用法は、この些本合意をそのまま実現

したものといわれているが、基本合意は非公開となっている。

②立法趣旨

勝嬬噛子利用法の目的は、いまだ著作権保護期間が経過していないが、商業的に利用さ

れず、図誉館以外において公衆がアクセスすることが難しい状態となっている書篤につい

て、瓶子化と配信を促進し、文化財を広く提供しようとするものである。当該祷籍には、

絶版となった書癖のほか、権利者不明著作物である書籍も含まれる。書綴透子利用法によ

って導入される制度は、Googleブックスの計画と競業するものであるが、Googleが行った

趣子化と配信は既述のようにパリ大著裁判所において違法と判l折された。本来であれば、

薪作権者の許諾なく書籍を電子化し配信することは著作権に抵触するのであるが、書籍電

子利用法は、集中管理を導入することによって立法的に違法性を回避しようと試みる。

しかし､真の狙いは､自らGoogleと同じようなサービスを実現することによって､Google

という－私企業による電子化と記信に対する独占から自国文化を守ることを目的としたも

のであるといえる。現に、下院の報告蕎唾には、「事業者の発意（特に、Google）は、権利

のある作品であろうと、権利からフリーとなった作品であろうとお構いなく電子化する方

針であるが、これが緊急に立法を必要とした。民間が公共財を霧う危険は、公の介入を正

当化する」と記職されている。

(2)要件

①実施主体

(a）許諾を出す機関

集中管理団体である。

フランスにおける集中管理団体は、原則として、法的独占ではなく、誰でも自由に設立

可能である。しかし､複写複製権や公貸権などのように集中管理が義務的である場合には、

1弱As8embl6eNationa]e,RapportNo4189op､6．

５４

第３章フランス

集中管理団体の設立について認可制度が採用されている（知的財産法典における規則の部

第321-1条以下)。電子化及び配信を管理する集中管理団体についても、適椿性を考慮して

（第134-3条、各号)、文化担当大臣により認可（agr6ment）される（第134-3条’第１

項)。集中管理団体に認可を与えまた撤回する条件は、国務院のデクレによって定められる

（第134-7条)。

集１１』管理団体は、著作者と出版者の同数からなる代表制が予定されている（第134-3条

、第２号)。認可された集中管理団体は、同団体が責任を負う権利を防御するために、裁

判を行う費帯を有する（第134-2条、)。

集中管理団体は、入手不可能な書籍の利用により受領した許儲料で、翁宛人が誰か分か

らず又は発見できなかったことにより分配されなかった額を、創作に対する援助、文学の

著作者の蕊成、図書館により行われる公共購読の発展のために用いることができる（第

134-9条第１項)。集中管理団体は、この金額と使用について、毎年、文化担当大臣に対し

て報告する（同条第２項)。したがって、権利者不明著作物である譜蛎について、集中替理

団体が受領した著作権料は、権利者への分配を予定されておらず、公共のために用いられ

ることになる。

(b）適用を受けられる者

本制度の適用を受けることができる者については、特別な限定がされていない。

ただし、第134-5条第１項は、「第134F4条Ｉに定める期限（雑者注：データベース登録

後６か月（後述)）経過までに、著作者又は出版者から異議の通知がない場合は、集中管理

団体は、入手不可能な書籍の印刷形式による複製権を有する出版者に対し、当該諜籍のデ

ジタル形式による複製及び提供の許諾を提案する」と規定し､同条第２項は､「この提案は、

悲而によって行われる。出版者が、著作権管理団体に対して、２か月の期限内に、その決定

を書面により通知しなかった場合には、この提案は拒否されたものとみなされる」と定め

るので､入手不可能な書縛の印刷形式による複製権を有する州版諦が､実髄的に８か月間、

データベースに蕊録され入手不可能な書籍の電子化及び配信に対して優先権を有すること

になる。提案を受諾した出版者は、３年以内に当該書締を利用する黄任を負う（第134.5条

第５項)。

したがって、第三者が集中管理団体から利用許諾を受けることができるのは、当該出版

者が提案を拒否したか、提案を受諾したが３年以内に利用しなかった場合ということにな

る（第134.5条第６項)。この第三者として想定される者は、法律によれば、入手不可能な

瞥籍の印刷形式による複製権を有する出版者以外の者ということになるが、実際上は、利

用者として電子化及び配信を行う団体の創設が予定されているようである。

、、
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②対象となる著作物・利用態椴

(a）対象となる著作物

(i）入手不可能な書籍（IiwesindisponibIes）であること

第134-1条によれば「本款における入手不可能な蒋溌とは、2001年１月１，前にフラン

スにおいて発行された諜繍で、もはや出版者による商業的頒布の対象となっておらず、か

つ、現に、印刷又はデジタル形式における発行の対象となっていないものをいう」と定漉

されている。つまり、公表された書籍であること、発行が2001年１月１１:Iよりも前である

こと、フランスにおいて発行された書籍であること、出版者による販売の対象となってい

ないこと、現に印刷又は瞳子形式による発行の対･象とされていないことの５要件を満たす

必要がある。前３点が『審繍」に関する要件、後２点が「入手不可能な」に関する要件で

ある。

２００１年１月１脚前に発行された入手不可能な蒋溌を対象としたのは、２０００年以前は、

著作者と出版者との契約において、一般に電子化及び配信に関する権利の帰属についての

取決めをしていないことから、権利の帰属に関する不明確な状態に起因する法的リスクや

これを明確にするための煩雑さを避けるため、集中管理に適すると考えられたからである。

他方、2001年以後に発行された番籍の場合、概して、箸作者と出版者との間の再交渉も比

較的容易であると考えられるので、入手不可能な諜籍としてデータベースに登録される幾

籍の対象から外された。

また、フランスで発行されたことが要件であるとすると、日本で印刷されフランスに輸

出された書籍の扱いが問題となるが、この点は、フランスにおいて法律上の寄託制度の対

象となっている書籍かどうかによって、適用対象とするかどうか振り分けをするようであ

る。また、１１本語の諜癖の翻訳については、フランスで発行されていれば、やはり、築中

衝理団体による管理の対象となりうる。しかし、フランスでは、当而、このような訳聯に

ついてはデータベースへの登録はせず、まずは、他国が同儀の管理体制をとるかどうか様

子を見るようである'36･

書店やネットで新品が手に入らないものが、入手不可能な書籍に該当する。例えば、古

本として販売されていても、出版者による販売の対象となっていることにはならない。権

利者不明藩作物である描燕も、入手不可能な諜籍として、当該制度の対象となりうる。

ところで、書籍の定義は、薪作権法に存在しない'37．蒋作権法において保謹の対象とし

ているのは、「書籍」ではなく、「著作物」である。しかし、響籍電子利用法によれば、「響

籍」が対象であるため、著作物性のない書籍であっても、識籍の形状で発行されていれば、

１３６１bidL

137書癖については、消費税串が低く股定されているため、税法規則には定義が存在する。

5Ｇ

第３章フラン〆

本法の適用対象となる。そうすると、蒋作権法の枠内で制度を設けたものとはいえ、薪作

椛とは必ずしも関係しない制度ではないかという疑義がある“

(ii）入手不可能な書籍に関する公共データベースに登塁されること

入手不可能な番籍に閲する公共データベースは、新たに創設されるものである。これに

ついては、第134.2粂第１項に、「オンラインでの公衆伝達サービスによって、自由かつ無

償のアクセスにより提供される入手不可能な耕籍を目録化する公共データベースを創設す

る。フランス国立図排館は､その実施､アップデート､第134-4条､第134-5条及び第134-6

条に定める記職蔀項の壁録について監擦する」と定められている。したがって、フランス

国立図譜館がデータベースの運営者となり、その実施、アップデートを行い、権利者の異

識など法律によって定められる蔀項のデータベースへの登録を監督することになる。入手

不可能な撫蒋のデータベースへの笠録は、フランス国立図撚館に対し誰もが要求すること

ができる（第184.2条第２頭)。データベースには、オンラインで公衆が自由かつ無悩でア

クセスできる（同条第１項)。そのアクセス方法や公示方法等の詳細は､国務院のデクレ(政

令）で定められる（第134-7条)。

ところで、出版契約に関する第132-12条は、「出版者は、職業上の憧行に従って、著作

物の継続的及び絶え間のない利用並びに商業的頒布を確保する義務を負う」と定める。ま

た、第132-17条第１頑は、「出版契約は、出版者が複製物全部の破棄を行う場合には、幣

迩法又は前諸条に規定する場合とは関係なく、終結する」と定め、同条第２項は、「薪作者

が適当な猶予期間を与えて出版者に催告したにもかかわらず、出版者が著作物の発行を行

わず、又は品切れの場合にその再版を行わない場合には、当然に解約が行われる」と定め

る｡他方､新設された第１３４２条第３項は､データベースへの書籍の登録は､第132-12条、

第132.17条の適用について判断するものではないと定める。したがって、データベースに

笠録される入手不可能な綴術が、品切れの磐鯖であるとは限らないし、出版者が出版契約

に経づき薪作物の利用を継続していないとも限らない。しかし、少なくとも、データベー

ス蕊録の対象となる入手不可能な携籍は、品切れで、出版者が利用を継続していないもの

が想定されていると考えられる。

出版者は当該祷鯖を継続的に利用してはいないから、当該書涛は入手不可能な書霧とし

てデータベースに登録されるはずであるが、データベースへの笠録は、出版者が継続的利

用義務を果たしているかどうかを判断しない。結局、データベースに蕊録されれば、閃版

者は継続的に利用する錠務を果たしていなくても、出版者は電子化・配信から等作権料を
受領することができるという結果になる。
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

（iii）６か月以上前からデータベースに登録されている書籍であること（第134-3条’第１

項）

同条項は、「書籍が６か月以上前から第134.2条に定めるデータベースに登録されている

ときは、法律の部第３編第２章によって規制され、そのため文化担当大臣によって認可さ

れる著作権集中管理団体が、デジタル形式におけるその複製と提供を許諾する権利を行使

するＩと定める曇

(b）対象となる利用態様

集中管理団体が許諾することができる利用態様は、電子化及び配信である（第134.3条’

第１項)風

③許諾の条件・申請手続

〔a）許諾の条件

(i）入手不可能な書籍の印刷形式による複製権を有する出版者に対する優先的許諾

第134-3条’第１項は、「書籍が６か月以上前から第134-2条に定めるデータベースに登

録されているときは、法律の部第３編第２章によって規制され、そのため文化担当大臣に
、

よって認可される著作権集中管理団体が、デジタル形式におけるその複製と捷供を許諾す

る権利を行使する」と定め、誰でもが利用許諾を受けられるような体裁をとっている。し

かし、第134-4条’第１項は、「入手不可能な書籍の著作者又はその書籍の印刷形式におけ

る複製権を有する出版者は、認可された集中管理団体による第134-3条’第１項に定める

許諾権の行使に対し異議を述べることができる」と定め、異議を通知した出版者は、書籍

の利用義務を負う（第134-4条''第１項)。そこで､集中管理の対象になるのは、著作者又

は出版者が６か月の異議申立期限内に異議を申し立てなかった場合又は異議申立てをして

も利用義務を果たさなかった場合ということになる。

この場合、集中管理団体は、まず、人手不可能な書籍の印刷形式による複製権を有する

出版者に対し､当該書籍の電子化及び配信による利用許諾を提案する(第134-5条第１項)。

したがって、当該出版者は、当該書籍の電子化汝び配信について、集中管理団体から優先

的に許諾を受けられることになる。出版者の優先権は、出版者の従前からの契約の存在と

管理の一貫性と１，》う理由により、当該出版者に与えられる。その反面、集中管理団体から

第三者に対する５年間の非独占的許諾（第１３４．３条’第２項）は、排除される。

集中管理団体による提案を受諾した場合、集中管理団体から当該出版者への利用許諾は、

厨８
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原則として、１０年間（黙示的に更新可能）で、独占的な利用許諾である（第134-5条第３

項)。出版者は､集中管理団体の会員として集中管理団体から許諾を出す立場にありながら、

同時に利用者として利用許諾を受けるという立場にあることになる。出版者の受諾は、国

立図書館の運営するデータベースに記載される（同条第４項)。受諾の決定を通知した出版

者は､入手不可能な当該書籍を、通知から３年以内に、印刷形式又は電子形式によって利

用する責任を負い、その利用を集中管理団体に対して証明しなければならない（同条第５

項)。その立証方法は問わない。したがって、通知した出版者は、３年間の熟慮期間を与え

られることになる。出版者の継続的利用義務も、その期間、ペンディングにできる結果に

なる。もともと利用されていなかった書籍であるため、３年間、利用されなくても影響はな

いと考えられるが、出版蒜の継続的利用義務は骨抜きとなってしまうのではないかという
疑問がある'39．

他方、入手不可能な誉籍の印刷形式による複製権を有する出版者が２か月以内に集中管

理団体に回答しなかった場合、集中管理団体による利用の提案は拒否されたものとみなさ
れる（同条第２項)。

(ii）第三者に対する許諾

集中管理団体から利用者への許諾は、非独占的で５年の期間限定（更新可能）で、対価

の支払を条件として行われる（第13少3条’第２項)。

ただし、上記のとおり、入手不可能な書籍の印刷形式による複製権を有する出版者が、

集中管理団体から利用許諾を受ける優先権を有するので、集中管理団体が、第三者に対し

て、電子化と配信を許諾することができるのは、当該出版者が集中管理団体の提案を受諾

しない場合か、受諾したにもかかわらず３年以内に入手不可能な当該書籍を利用しない場

合、ということになる（同条第６項)。

また､集中管理団体が利用許諾を与えた利用者は、電子書籍の価格に関する2011年５月

２６日法2011-590号140第２条にいう電子詳籍の出版者とみなされる（第134-5条第７項)。

したがって、電子書籍を販売するに当たっては、再販売価格維持の拘束を受ける金

(iii）図書館に対する許諾

第134-8条第１項は、「正当な理由のある拒絶の場合を除き、第134-3条に定める著作権

管理団体は、公衆がアクセス可能な図書館に対し、最初の利用許諾から１０年の期限内に印

刷形式における複製権を有する者が誰も見つからなかった、その図書館が所蔵する入手不

可能な書籍について、その登録者に、デジタル形式で複製及び頒布することを、無償で、

１３９１bid・
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第２部権利者不明時における薯作物等の利用円滑化制度の細究

許諾する」と定め、集中符理団体が、公共図諜館所蔵の入手不可能な排籍の値子化及び配

信を無償で許篭することを認めている。ただし、当骸許錯は、受益者たる施般が何らの謹

済的又は商業的利益を受けないことを条件として与えられる（同条第２頂)。また、印刷形

式による書霧の複製権を有する者は、いつでも、当該許諾を直ちに撤回する椎利を有する

（同条第３項)。

(b）申請手続

集中管理団体に対して申詔する。

(3)効果

①対価支払の要否・決定方法・支払方法

集中管理団体から許諾を受けた利用者は、築中播理団体に対して、著作椛料を支払う義

務を負う（第134-3条’第２項)。

集中管理団体は、受領した薯作権料を分配するのであ為が、分配先として、会員である

蕃作者と出版者が予定されている。しかし、出版者は、一般に、集中符理の対象となりう

る２０世紀の入手不可能な番綴について、薪作者との問において、緋締を徳子化して配信す

る権利を出版者が有するという内容の契約は取り交わしていないと考えられ、このような

出版者が著作権料の分配を受ける盗格があるのかどうか、疑錐があるＭ１。

②権利者の異議申立手続等の有無・概要

(a）データベース登録後６か月以内の意簸

(i）著作者に与えられた異議申立権

「入手不可能な響籍の薯作者又はその諜締の印刷形式における複製権を有する出版者は、

隠可された集中櫛理団体による第134.3条Ｉ第１頃に定める許諾椛の行使に対し異溌を述

べることができる。この災難は、同戦に定めるデータベースへの当咳榔雑壁織後、遅くと

も６か月以内に、第１３４．２条第１駁に定める組縦に譜面により通知される」（節134雲4条’

第１項)。

６か月という異議申立期間は､等作権の保護と薯作物のデジタル利用に対する法的安全性

M1Macrez,suI)ｍｎｏｔｃス38‘
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を考慰して決められた。この典溌は、データベースに遜録される（第１３４４条’第２項)。

悲籍がデータベースに遜録される前に災識を申し立ててもよいとされる。オブトインでは

なく、オプトアウトの制度が採用され、異縦を申し立てない限り、自励的に集中管理団体

による集中管理の対象になる。共同著作物の場合は、著作者の一人でも異議を申し立てれ

ば、集中管理から除外される。

(ii）出版者に与えられた異譲申立椎

書籍の印刷形式における複製権を有する出版者も、薪作者同様､異誌申立てができる（第
134-4条Ｉ第１項)。

ただし、出版者の異議は、書籍の利用義務が伴う。すなわち、「本条’第１項に定める条

件により異議を通知した出版者は、この通知から２年以内に、入手不可能な当該諜籍を利

用しなければならない｣(第134.4条Ⅲ第１唖第１文)。出版者は､梨中符理団体に対して、

当該番維の実際の利用を立鉦しなければならない（同項鋪２文)。利用の仕方は、印刷形式

でもよいし、電子化して配信してもよい。また、立証手段は問わない。この場合は、集中

管理から離脱するので、出版者は、出版契約に従って継続的利用義務を負う。

「与えられた期限内に当該諜籍の利用がなければ、異議の記戦は、第134-2条に定める

データベースから抹消され、デジタル形式におけるその複製及び提供を群諾する椛利は、

第134.3条’第２項に定める条件により行使される」（鋪ﾕ34-4条''第１頭第３文)。すな

わち、州版考が異継を通知したときから２年の期限内に当該癖iiiを利用しない場合には、

異議はデータベースから抹消され、集中播理団体が砿子化及び配信に対する許諾権を行使

することができ、第134-3条’第２項に従い、報酬の支払を条件として、非独占的かつ５

年の期間限定（更新可能）で、利用者に許諾される。

(b）６か月の異識申立期間（第134.4条I躯１項〉経過後の薪作者の異溌

籍作者は、その諜締の龍子化又は魂信が、その鍋耕又は声望を答する恐れがあると判断

する場合に、異議を申し立て、撤回権を行使することができる（第134-3条’第３項)。

これは著作者人格権に基づく撤回権の－－稲と見ることができる。しかし、データベース

への登録により集中符理団体が許滞椛を行使できるのは、箸作者が同意したと推定される

からにすぎず、幹作者が契約による祇渡を明示的に渋明したわけではないとの理由により、

撤回権を行使した場合であっても、藩作者は、通術の撤回権を行使した堀合に負担する捌
害賠侭義務（第121-4条）を負担することはない（同条或)。
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第２部権利者不明時における箸作物等の利用円滑化制度の調査

(c）優先権を与えられた出版者の利用に対する著作者の異議

データベースに登録された入手不可能な翰癖については、印刷形式による複製権を有す

る出版者が鱈子化と配信に対して優先椎を有し、集中管理団体から利用の提案を受けるこ

とができる（第134-5条第１項)。しかし、著作者は、出版者が提案を受諾したとしても、

当該出版者が印刷形式での欝繍の複製権を有しないことを証明して、利用に異議を述べる

ことができる（第134-5条第５項)。ただし、出版契約の内容に関する立証責任を、出版者

でなく著作者に負担させているため、現実的に、藩作者が出版者の利用に対して異議を述

べることができるか疑義がある142ｂ

(d）許諾権の撤回

上記の異議申立期間が過ぎた場合であっても、著作者及び入手不可能な書籍の印刷形式

における複製権を有する出版者は、通子化及び配信に対する許諾権を、集中管理団体から

撤回する決定を、いつでも、共同で、集中笹理団体に対し通知することができる（第134.6

条第１項)。この場合、当該番縮の利用については、集中答理から外れ、著作者と出版者と

の出版契約に定めるところによる。

さらに、入手不可能な蒋籍の著作者は、自己が諜籍を継子化し配信する権利に対する唯

一の権利者であることを証明する場合、集中管理団体から、電子化及び配信の許諾権を撤

回することをいつでも単独で決定することができ､集中管理団体にこの決定を通知する（同

条第２項)。ここでも、著作者に鑑子化し配信する権利に対する立証責任を負担させている

ため、現実的に、著作者が自分の権利を立証して集中管理から離脱することができるか疑

義がある14亀

撤回の通知は、データベースに記救される（同条第３項)。同条第１項に基づき許諾権の

撤回を通知した出版者は、通知から１８か月以内に入手不可能な書籍を利用しなければなら

ず、また、集中梼理団体に対してその利用を証明しなければならない（同条第４項)。

集中管理団体は､撤回の決定を､利用許諾を与えたすべての利用者に通知する。しかし、

権利者は、許諾の残存期間巾、通知前に契約された当該書締の利用者による最高５年間の

非独占的な競合する利用に反対することはできない（同条第５項)。

(e）集中管理団体が行使する図書館に対する許諾権の撤回

集中管理団体は、公衆がアクセス可能な図譜館に対し、その図書館が所蔵する入手不可

能な書籍で､集中管理団体による簸初の利用許諾から１０年間たっても印刷形式における複

1枢MaCre亀supranOtel38
1431bid．

Ｂｆ２

第３章フランス

製権を有する者が見つからなかったものについて、その図書館の壁録ユーザーに、電子化

し配信することを無償で許諾することができる（第134.8条第１項)。しかし、印刷形式の

書霜の複製権を有する者は、いつでも名乗りを上げて、集中管理団体からこの無償の許諜

を直ちに撤回することができる（同条第３項)。

(4)施行予定日等、今後の見通し'4４

法案第４条によれば、書籍蝋子利用法は、公布後６か月以内に、デクレの公布により発

効すると定められている。デクレは、２０１２年第４四半期に準備され、2013年第１四半期

に公布されることが予定されていた。冒頭に述べたとおり、譜篇電子利用法は既に施行さ

れている。

具体的な逆用について、まず、入手不可能な惑嬬のデータベースを管理する委員会（コ

ーパス委員会と称されている）を創設する政令（アレテ）の準備及びコーパス委員会の設

腫が予定されている。次に、集中櫛理の対象となる入手不可能な書籍のデータベースを整

陶備し、ネット上での公開が予定されている。

さらに、集中管理団体の認可後、集中管理団体は、その管理下となった入手不可能な書

籍のライセンス活動を開始する予定となっている。

ところで、集中管理団体による許諾体制が整っても、利用者が存在しなければ制度を創

設した意味がない。実務上は、電子化及び配信プロジェクトを実行するために、入手不可

能な書籍の電子化及び配信に寅本を投下する団体を創設することが予定されている。この

団体には、国からの盗本投下とCirCledelaLibrairie（書籍産業における職業組合）が関与

することが予定されている。

(5)識者等の評価145

冒頭、フランスの蒋作権制度は、著作者が著作物を自分のコントロール下におくことを

重視しており種他方、公衆が安心して薪作物を使用できるという観点がやや後退している

と述べたが、本改正法は、拙速に盤籍の電子配信の実現を図ろうとする余り、そのような

“著作者の権利'，を主眼とするフランス蒋作権法の伝統を捨ててしまったと評価されてい

る。確かに、著作者は、［1］渦巻声望が害される場合、［2］出版者の優先権に対して出

版者が印刷形式の複製権を有しない場合、［3］自己が通子化及び露信に関する唯一の権利

者である場合、異議を述べて、集中管理を離脱する手段が残されている。とはいえ、これ

らの立証責任を著作者に負担させているため、現実的に、一旦、集中管理の対象とされて

1“Syndicatnationalder6dition《KUe麺1Oitationnum6riqUedesliw℃sindisponiblesdu塗esiもC1e》》８
noVembre2012、

146亜acreZ,suPranotel38．
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しまえば､集中箭理を離脱することは困難と考えられる。また、薪作者が、６か月の異識申

立期間に、データベースへの作品遜録に注意を払うことも、困難である。

他方で、本改正法は、本来は利益を受ける立場にない出版新に、過大な利益をもたらす

法案と評価されている。そもそもデータベースに登録される人手不可能な書癖は、出版者

がもはや出版を続けていないからデータベースに塞録されているのであって、そうすると

出版者は継続的利用義務を果たしていないと考えられる。また、出版者は印刷形式の鮮癖

については契約を締結しているとしても、瞳子化及び配信する権利の砿渡や利州許諾は受

けていないはずである。したがって、譜籍をデジタル形式で利用する権利を保荷していな

いと思われる出版者であっても、印刷形式で複製する権利を有する出版者は、本来、受領

する資格があるのかどうか疑義がある著作権料を、集中管理団体から受領することができ

る。さらに、出版者は、印刷形式での複製権しか有しない場合であっても、データベース

に登録されてしまえば、著作者との新たな交渉に願わされることなく、優先的にデジタル

形式での利用が可能となる。このように、出版者が、梨中符理団体として許滞に関与する

と同時に、利用者となる仕組みは利益相反であるとも指摘されている。

また、集中管理団体は、本来的には、著作権者を会員として、その権利を第三者に許諾

し、著作権料を徴収し、著作権者に分配する団体である。しかし、諜籍電子利用法は、権

利者を会員として、その権利を第三者に許諾するのではなく、法律に基づきデータベース

に登録されたことを基礎として、当該帯篇に対する鍾子化と配信を許諾する制度であり、

本来的な梨中管理のスキームとは異なる。また、出版者は、契約に基づき著作物を印刷形

式で複製することができるが、砥子化や配信に対する権利を有するかどうか明硫でない。

契約がない場合、電子化及び配信を行う権利は、著作権者に婦属するのであるから、出版

者が、著作権者か著作隣接権者のような形で会員になることが予定され、かつ籍作権者と

ともに著作権料の支払を受けることについても、疑義がある。

３．日本法への示唆

(1)権利者不明著作物について

フランスの制度では、権利者不明著作物である書籍については、集中管理に組み込まれ

ることになり、著作権料の徴収の対象にもなるが、著作権料の分配の対象にはならず、所

定の目的のために饗消されることになる。

権利者不明著作物に対する著作椎料の分配は実際上困難であり、供託されたとしても現

実問題として供託金の払戻しをうけることがあるのか疑義がある。フランスのように、所

定の目的のために費消されることについては、現実的な処理である。ただし、そのような

費消を認めるためには、集中管理団体の会計処理に対する透明性と信用性が必要と考えら

れる。

6４
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(2)瞳子図癖館について

2013年１月１口施行の著作権法鋪31条節3項は、「国立図会図諜館は、絶版等資料に係る著

作物について、図瞥館等において公衆に提示することを目的とする場合には、前項の規定

により記録媒体に記録された当該藷作物の複製物を用いて自動公衆送信を行うことができ

る。この場合において、当該図書館簿においては、その鴬利を目的としない率業として、

当該図排館等の利用者の求めに応じ、その澗査研究の用に供するために、自動公衆送信さ

れる当咳薪作物の一部分の複製物を作成し、当骸複製物を一人につき一部提供することが

できる」と定め、絶版その他これに準ずる理由により一般に入手することが困難な図譜館

盗料（絶版等資料）について、国立国会図書館から図書館等に対して、図譜館等が公衆に

提示することを目的とする場合の自動公衆送信を認めている。文化庁の説明によれば、本

規定は、本格的なデジタル・ネットワーク社会の到来を前に、［1］知の拡大侭生産の実現

に向け、広く国民が出版物にアクセスできる凝塊を整備すること、［2］国立国会図襟館に

ある、知の集澗ともいえるデジタル盗料を秋極的に活用することを目的としているとされ
ている。

本規定による問題点は、二つあると思われる。まず、第１に、認められる自動公衆送信は

国立国会図譜館と図譜館等との間において行われる自動公衆送信であり、一般国民を対象

としていないことである。利便性の観点からすれば、国立国会図書館から図審館だけでな

く利用者端末にまで送信されることが望ましい。

第２に、絶版等斑料の公衆送信が薪作権の例外とされているため、図霧館に所蔵された襟

嬬は、図蒋館において閲覧でき、また貸出しをうければ自由に複製することも可能である

ため、図盤館において所蔵された瞥籍は、事実上、私的複製の範蒋で際限なく複製するこ

とが可能である。絶版等盗料とはいえ著作権が存続し利害関係者が存在するにも関わらず、

著作者・出版者は､対価を回収する機会を奪われるので、必ずしも望ましいことではない。

フランスのような制度を灘入すれば、このような問題の解決に近づくとはいえ、上述の

とおり、フランスの篭子撫籍利用法にも問題が多く、そのまま導入することは困難と考え
られる。

Ⅱ．権利者不明著作物の利用後に活用可能な制度（侵害訴訟におけ
る救済等）

新設された椛利者不明薪作物に関する規定は、どのようなものが権利者不明著作物に該

当するかを明らかにするのみである。したがって、権利者不明著作物の利用後に活用可能

な制度は、明示的な規定がない。２００８年４月１０日付け著作権最高評議会の権利者不明著

作物に関する意見襟によれば、知的財産法典第122-9条及び第２１１．２条に定める権利承継
人がいない場合や相統人不存在の場合に大群裁判所が適当な措価を命じることができる制

｢8垢
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度を、著作者不明著作物の領域にも明確に取り入れるべく改正することと明記されていた

が、今回の法改正では、このような改正はなされていない。

ただし、権利者不明著作物が入手不可能な普籍としてデータベースに登録され、誰も異

議を述べなければ、集中管理団体による著作権の集中管理に委ねられることになる（第

134-3条’第１項)。当該集中管理団体は、その責任を負う著作権を防御するため、裁判を

行う費格を有するから（同条１１）、データベースに登録された権利者不明箸作物について

は、集中管理団体が当事者となって著作権侵害訴訟を提起することができるものと考えら

れろ”

２１６
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１．権利者不明著作物とは

権利者不明著作物とは、箸作者が不明か、又は著作者が判明しても住居所が不明である

などその利用許諾を得ることが困難又は不可能な著作物をさす。近年、デジタル図書館等

の公共機関においてこの権利者不明著作物の利用を容易にし、円滑化するために、著作権

制限規定や裁定制度など、どのような制度を設けるべきかが議詮されている。これは権利

者不明著作物の円滑な利用が､ＥＵ内のデジタル図書館の創出において重要な地位を占める

からであろう。

脚本蒋作権法第６７条は以下のように規定する。［1］公表された著作物又感相当期間に

わたり公衆に提供されている箸僻勿であり、［2］著作者の不明により相当な努力を払って

も著作権者と連絡できない場合は、［3］文化庁長官の裁定を受け、かつ［4］通常の使用

料相当額の補償金を供託した場合（第７１条）に、裁定に係る利用方法により利用できる。

さらに、著作物の絶版の意思が明らかな場合には裁定できない（第70条第４項第１罰。

しかしながら、これはデジタル図書館を念頭においた規定ではない。

これに対して、ドイツを含む欧州では、デジタル図謹館の文脈で、権利者不明著作物の

取扱いが問題となった。とりわけ、ドイツ著作権法は、著作者の保護を中心とする法体系

であり、蒋作権の制限規定を狭い範阻しか認めず、また厳格に解釈している。権利者不明

著作物についての著作権制限規定も裁定制度も存在しない。

そこで、本穂は、デジタル図書館の創出を念頭においているＥＵ孤児著作物指令が、ド

イツ薪作権法にどのような影等を与えるかを中心に検討する。以下では、２．問題の所在、

3．ドイツ法の従来の議論、４．ＥＵ孤児著作物指令、５．ドイツの対応、６．結語の順序で
述べる。

２．問題の所在

２００１年、ＥＣにより情報社会指令146が出され、同指令に基づく著作権の制限規定が、ド

イツを含む各加盟国に蕊入されていった。とりわけ、権利者不明著作物に関するデジタル

図熊館との関係で問題となる同指令第５条第３項(､)は､図書館､博物館､アーカイブ及び、

私的な学術研究目的での教育施設での、固定した鵡末での閲覧のみが許されていた”これ

146Direc函e2001ﾉ29ﾉECoftheEurOpeanParliamentandthｅＣｏｕｎｃｎｏｆ２２Ｍａｙ２００１ｏｎｔｈｅｈａｒｍｏ・
nisationofcertainaspectsofcopyxightand工巴Iatedxightsintheinfbmmdationsociety（L16W10）．

笥、
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をうけて、第二バスケット'47の議論をへて、ドイツ馨作椛法は第５２ｂ条（公共の図譜館、

博物館及び記録保存所の閲蝋用砿子端末における鵜作物の再生）を新たに規定した。

しかしながら、その後想定されたデジタル図撫館を欧州で創設する目的で、椛利者不明

著作物の利用を円滑にするためには、これらの著作権の制限規定では足りず、後述するよ

うに、かえって障害となるおそれさえある。権利者不明薪作物の問題を解決するために、

新たな著作権制限規定等を導入することがまず必蕊となると考えられる。

さらに、２０１２年に、ＥＵ孤児薪作物指令が公表されたが、これに対応する規定がドイツ

法には存在しない。さらに､加盟国間で、『椛利者不明薪作物の地位(omhanWorkstatUs)」

を相互承認する制度も組み込む必要があり、その前提として、「入念な調査（diligent

search)」を検証する第三者機関の創設が必要となるはずである。これらの点もドイツ著作

権法にとって将来の課題となってこよう。

３．ドイツ法の従来の議論

2001年に成立した勝報社会指令を受けて、ドイツにおいても、情報社会に適合する箸作

権法を目指して議論を開始した。

まず、第一バスケット（ErsterKorb）Ｍ８は、同指令が雁行義務を課した部分について議

論し、2003年９月に『情報社会における薪作椛の規制に関する法律(GeSetzzurRegelung

deSUrhebe唾echtsinderlnfb皿ationBgeSensChaft)」が成立し、ドイツ耕作椛法が改正さ

れたM9oとりわけ、著作椛の制限規定の一つである、鋪５２ａ条（教育及び研究のための公

衆への利用可能化）が規定されたが、激しい談論がなされ、立法過程において文言の修正

と追加が行われている。

第二バスケット（ZweiterKorb）150は、2003年９月改正直後から、同指令が実施義務を

課していない部分についてドイツ同内法がどう対応するかを雛論した。その成果は、２００７

年10月３１１･Iに「１W報社会における蒋作権の規制閲する第二次法（GeSetzzurReglelmg

desU血eberredltsinderTnfbrmationsge8ensChaft)」として公布された。

第二バスケット後、権利者不明藩作物の文脈以外で薪作物の利用に関する規定を改正し

たが、権利者不明著作物の利用にも影響を及ぼす改正が行われた。とりわけ、「未知の利用

方法に関する利用権の許諾及びこれについての維務は無効である（唖nriiumungvon

'4７ドイツにおける、近年の梢報社会を見掘えた聯作椛法雌鮒のことを「バスケット」と称している。２００３

年９月の耕作樋法改正を『飾一バスケット(Er8tCrKOrb)｣､2007年10月の敗疋鐙｢蛎二バスケット(Zweiter
Korb)』という。

ｊｉ８三浦正広「ＥＵ薪作権ディレクティブにもとづくドイツ耕作樋法改正」コピライト515号（2004年）
２６頁。

1．i9Gese錘zurRegelungdeBUrhebeなeChtsinderlnfbmEmationB直esenscha企ｖｏｎ１０.Septcmb“2003,
]ＲＧＲ１－ＩＳ,1774.

画本山雅弘「ドイツ耕作権法改正（錐二バスケット）（剛輔）（後綱)」コピライト562号（2008年）３２
頁、５６３号（2008年）２８良。
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NutzungsreChtengDieEinr且umungvonNUtzung8rechtenfiirnochnichtbekannte

NutzungsartensowieVbXpflichtungenhiexzusindunwirksam)」と規定する''1第31条第

４項を廃止した。この規定は従来から薪作物の利用者にとって不便であるのみならず、著作

者の利益にも反すると考えられていた161.権利者不明著作物にとって旧第31条第４項を廃

止した意義は、将来における薯作物の利用を容易にすると同時に、過去の著作物の利用を

促進する目的も存在していた点にあるI52b

権利者不明薪作物の議題そのものについては、2010年夏に側始された第三バスケット

（D】:itterKorb）において、識題の一つにあがっていた。しかしながら、私的複製などその

他の議題で意見がまとまらず、椛利者不明著作物についても形式的な議鎗しかなされなか

ったようである。

後述のとおり、欧州委員会が2006年の勧告から2011年のＥＵ孤児著作物指令案に向け

て、権利者不明藩作物について雛論を進めている間に、ドイツでは、ＳＰＤ（Sozialdemo瞳

atisCheParteiDeutsChlands）の雛員の会派が2010年11月に法案(椛利者不明薪作物の

利用について管理団体による報酬瀞求を認めるもの'53）を提出したが、成立しなかった。

また、議論がまとまらない第三バスケット（DritterKorb）から権利者不明藩作物の問題

を切り離して、別個に早急に立法せよと要求する団体もあったようである。しかし、いず

れの動きも法制化に結びつかなかった。

その原因として、第１に、２００６年のＥＣ委員会の提案が勧告（recommendation）にす

ぎず、ドイツ務作椛法にとって必ずしも艇行する義務がなかったことがあげられる。第２

に、伝統的にドイツ著作椛法は椛利者保繊に愈きを樋き、籍作椛の制限規定を厳格に規定・

解釈しており域、広範囲な著作椎の制限規定や裁定制度を設けるには多くの雛論と説得が

必要であったと推測される。具体的には、ドイツ耕作権法には著作権の強制許諾や裁定制

度の規定は原則としてなく、また、著作権制限規定も細かな要件やただし醤を黙き込み、

かつ薪作者による報酬規定を殻ける必要があり'"、このような複雑な制度を薪作椛法に鵜

きこむには長い時間を必要があったと考えられる。現に、鋪一バスケット、蛎二バスケッ

ト、第三バスケットにおいても、激しい縦陥がなされ合淑に逸するのに長い時間を必要と

した識題はいずれも務作権の制限規定の部分で、立法過程でも繰り返し修正・追加がなさ

れ、第三バスケットではついに法案が成立するにいたらなかった。

皿Ｂ巳grimdun脇、、ｪUCk8,１６ﾉ1828,s､22.職務上作成される耕作物についてであるが、旧鋪81条第４
頃への批判として、棚海久雄『職務耕作制鹿の韮礎理論』（束京大学出版会、２００５年）皿６，１１９頁。
1型L3ngho鴎Obemd6rIb喝Jani,Ｄｃｆ'ZwcitoKorbI'dorUrhD1)0“cht8mfbrm･Einl(〕borbliChihberdie

Ande】mngendeSUrhebo域echt8nachdorzwoitenunddrittcnI』cBungimB1mde9ta豚，ＺＵＭ８ﾉ9ﾉ2007,
S､593,599．

I53BTLD室.17/3991.

1“潮海久雄「インクーネットにおける落作桶の個別制限規定（引用規定）の解択と一殻的制限規定（フェ
ア・ユース）の導入について－ドイツのGoogleサムネイル連邦焔商裁判決を中心にｊ筑披法政50号ｎ
頁（2011年）参照。

'弱ドイツ苓作樵法第52条(公衆再生）、第52a条(授業及び研究のための公衆への提供)、鋪54条(録
両及び録音の方法による描製に対-j-･る報間碇務）ほか多数)。
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

結局、2012年９月、連邦法務省（BundesministeriumderJu8itz）は、当初４月に公表予

定であった参事官草案(RefbrentenentWu工f）をまとめるのをあきらめることを明らかにし

た。その結果、権利者不明薪作物については、ヨーロッパ委員会が、先に、指令案（2011

年５月）及び指令（2012年10月）を公表する結果となった。

２０１３年１月現在､我が国著作権法には､権利者不明著作物についての裁定制度がある(第

６７条）が、ドイツ著作権法上はこのような制度は、著作権の制限規定（６部）にはみあた

らず、また、著作権の裁定制度もみあたらない、という状況になっている。

４．ＥＵ孤児著作物指令

(1)緒論

以下では権利者不明著作物に関するＥＵ孤児著作物指令の成立過程・内容を簡潔に叙述

する曇（ＥＵ孤児著作物指令の詳細は、本報告書第２部第１章を参照｡）

(2)ＥＵ孤児著作物指令案

2006年５月22日に、米国著作権局はO1phanWbrksActof2006155の法案を提出した。こ

れと、ほぼ同時期に、ＥＣ委員会も、2006年８月２３日、文化遺産及びデジタル保存のデジタ

ル化及びオンラインアクセスに関する委員会勧告157を提出した。これは、2005年の欧州デ

ジタル図書館計画の一環である。

しかしながら、これは法的拘束力のない勧告（recommendation）にすぎなかったため、

ＥＵ内の少数の国しか導入せず､導入した国も国内からのオンラインアクセスに限定してい

た。そこで、欧州委員会は法的拘束力のある指令（DirecIjLve）により、ＥＵ内での国壌を

越えたデジタル単一市場を作り出すことにのりだした。

上述のようにドイツ法国内での議論が進まない間に、２０１１年５月２４Ｈに、欧州委員会

は、ＥＵ孤児著作物指令案を公表した１認。同指令案の目的は、各国の法制度の相違を前提と

して、デジタル図書館での利用を促進することにある。

その核心は、デジタルオンライン図譜館で、著作者を発見できない場合、そのたびごと

に許諾を得るのは煩填なため､加盟国間で｢権利者不明著作物の地位(omhanwo池status)」

を相互承認することによって、欧州連合全体で権利者不明薪作物とみなす点にある。

I55109thCongm832ndSes8ion,Ｈ､Ｒ､5439.

167CommiBsionRecommendation2006/585畑Cof24AuguSt2006onthedigiti8atiｏｎandonline
accessibiliwofcultu工almaterialanddigitalprc8ervatioｎ（OJL286,３１‘8,2006,ｐｐ,28.30）．
“ＣＯＭ（2011）２８９．
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この「権利者不明著作物の地位」を得るためには、図書館、教育磯関、博物館、映画の

アーカイブ､公共放送機関が､第一発行国において､事前に『入念な調査(dnigentsearCh)』

を行うことが要求される。

この第一発行国における「権利者不明著作物の地位」の「入念な調査」のあと、その「権

利者不明薯作物の地位」が続く限りで、図書館とアーカイブは、文化的政治的目的のため

に、当該権利者不明薯作物をデジタル化し、オンラインで利用できる。

また、同指令案は「権利者不明著作物の地位」を中核としているため、権利者不明著作

物の利用に関する加盟国の制度の選択肢を５つ挙げて、その影響を、「入念な調査」の観点

から評価している（［1］著作権の例外・制限、［2］拡大集中許諾、［3］集中管理団体に

よる権利者不明著作物特有の強制許諾、［4］公的機関による権利者不明著作物特有の強制

許諾、［5］国内での解決の相互承認)。

［1］は「入念な調査」を検証する第三者機関がないという欠点を有する。

［2］は、一旦管理団体がウェプで利用できるよう図書館に許諾すれば、権利者不明著作

物を含む全ての著作物が許諾されたと、法的に拡大する仕組みである。しかし、「入念な調

査」がないということは、「権利者不明著作物の地位」の相互承認を妨げる上に、このよう

な法的拡大は当該国内でのみ有効である。

［3］は再び現れた著作権者に対して高度の法的安定性を与えるが、やはり『権利者不明

著作物の地位」の「入念な調査」と特別のライセンスが必要である。

［4］は管理コストがかかり、大きなスケールのデジタル図書館には用いられてこなかっ

た。

〔5］は、「権利者不明著作物の地位」に関する法的安定性をもたらし、かつ、欧州にま

たがる市民に利用可能である。

各国が同指令案を雁行する際に、ライセンスモデル（裁定制度）を採用するか、著作権

の制限モデルを採用するかはこの時点では未定であった。

(3)ＥＵ孤児著作物指令（成案〕

ＥＵ誰会による修正を経て、2012年10月２７日にＥＵ孤児著作物指令は発効した。

同指令は、ＥＵ孤児著作物指令案を具体化し、「［5］権利者不明著作物の地位」の相互承

認という基本枠組みは維持しつつ、権利者不明著作物の適法利用については、上記［ﾕ］の

「著作権の例外・制限」によるアプローチをとることを明確にした。

すなわち、「［5］権利者不明著作物の地位」の承認について加盟国が異なるアプローチ

を採用していては、域内市場が機能することに対する障害となりうるため、デジタル化さ

れた権利者不明薪作物を認定するための要件として、入念な調査と権利者不明著作物とし

ての識録を必要とし、この登録は、OHIIVi（O鑓cefbrHarmonizationinthelnternal

lMarket-欧州共同体商標意匠庁）が管理するものとした（指令第３条第６項、前文16)。
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その上で、加盟国が、図響館鎌の諸機関による一定の利用行為（公衆に対して利用可能と

する行為と一定の目的による複製行為）について、許された行為として、権利の「例外又

は制限」を設けるものとした（指令鋪６条、前文２０）のである。

５．ドイツの対応

(1)ドイツ法における問題点

ドイツ法がこのＥＵ孤児薪作物指令を服行する際には、以下の問題点が考えられる。

第１に、現存する、教育学術に関する制限規定への影響である。

具体的には、ドイツ蒋作権法第52b条との関係である｡第52b条は｢公表された著作物で、

直接的であるか間接的であるかを問わず経済的又は営利の目的を追求せず、公衆に利用可

能な図譜館､僻物館又は斑料保存所において所蔵される物は､契約の定めに反しない限り、

専ら各査施設の榊内において、澗識及び私的研究を目的として独自に設脳された閲覧用勉

子端末において、当該目的のために提供することが許される。一の著作物について、その

設睡された閲覧用電子端末で同時に提供される部数は、原則として、その施設における所

蔵数を超えてはならない。この提供行為に対しては、相当なる報酬が支払われるものとす

る。この諦求権は、集中智理団体によってのみ行使できる'59」と規定する。

この規定は、第二バスケットの成果として、2007年１０月３１日に公布され2008年ユ月

１日に公布された（BGBl・ＩＳ２５１３)。例えば、同指令では、1956年に公表された博士論文

は、無償でインターネットで公朋される。これに対して、第５２ｂ条では、有償でかつ閲覧

できるのは各施設内のみである。

また､第52a条は､教育及び研究のための公衆への利用可能化を定める。すなわち、第52ａ

条第1項は、「次の各号に掲げる行為は、その都度の目的上必要であって、かつ、商業的で

ない目的を追求するものとして正当とされるかぎり許される。第１号：公表された著作物の

小部分、僅かな分撒からなる薪作物及び新剛又は雑誌に掲職された編集構成物の少遼を、

学校、大学、養成及び研修教育に関する非営利施設並びに職業教育に関する施設の授業に

おいて、専ら明確に限定･された範囲の授業参加者のために例証することを目的として、公

衆提供すること。第２号：公表された著作物の小部分、僅かな分量からなる著作物及び新聞

159WHederg曲ｅｖｏｎＷｂｒｋｅｎ皿dl0ktmni“l1enLo8cpl猷払cninii晩ntlichenBibliotheken,Museenund
A｡fchiyen:Zul恥sigi8t,ｖ唾ij雄nfliChteWbrkoau8demBO8tnndIj晩nUichzugiinglicherBibliotheken，
班u6eenOderAmhive,diekeinenunmittelbarodcrmittclbarwirt8cham出ichenoderErwerbszzwe傘
vorfblgen,ausschliemichindenRiiumenderjOweiligenEin工ichtunganeigengda壷函geｴ通ﾕteten
elektromschenLe8Gp脳tzenzurFor8ChUngUnd趣rPriVa他Studifmzug麺gliChzumachen,soweitdem
kGinevertraglicnenRegelungGnGntgcgenstehen・Esdiirfengrunds園tZ1ichnidhtmGhrExemp唾eeineB
WCrke8andeneingeriChtetoneloktmxmiRchcnLe80plUitZenglGiChzeitigzug麺gliChgemachtwexden‘als
derBe8tandderEimichtungumln8st・恥rdieZugIingliChmachungi8teineangemesseneVbrgiitungzu
zahlen,DerAn8pruChkmmnurdllr･hoinoVbrWertung8goBGnlschaftgeltendgemaChtwexden．
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又は雑誌に掲戦された編集構成物の少簸を、専ら明確に限定された範剛の者のためにその

者自身の学術研究を目的として、公衆提供すること'釦」

と規定する。

第52a条は前述のとおり、第一バスケットの成果として2003年に導入された｡第52a条は、

僅かな分量を、有償で、パスワードをつけて、学校等の施設で提供することを許容するだ

けである。これに対して、ＥＵ孤児著作物指令は、大逓のデジタル化された文献鎌をデジタ

ル図譜館において利剛し謹回U域内においてオンラインで結び加盟国相互で利用することを

念頭においている。

したがって、権利者不明薪作物と評価されたものについて、節52a条、第52b条では、ＥＵ

内において、デジタル図書館等で利用できないおそれがある。

第２に、新しい利用方法に関する経過規定である第1371条第１項との関係である。旧第

３１条節４坂が廃止され、過去に締結された契約についても未知の利用方法について許諾の

可能性が側かれることになり、第1371条第ユ頑は契約時に未知の利用方法について利用許

滞を擬制している。すなわち、箸作者が1966年と2008年の間に、他人に、全ての利用椛

を排他的に無制限に許諾した場合には、その契約締結時までに知られていない利用権は、

2009年１月１日までに著作者が異議を申し立てない限り、その他人に許諾されているもの

とみなす。椛利者不明薪作物の場合には当然異議が申し立てられない。

第1371条の第１項は、『著作者が1966年１月１日と2008年１月１日の間に、他人に対

して、全ての主要な利用権を排他的に、かつ地域的及び時間的に制約を付さずに許諾した

ときは、その契約締結時点にまでに知られていない利用椎は、薪作者がその他人に対して

その利用について異議を申し立てない限り、その他人について同織に許諾されている者と

みなす。この異議申立ては、２００８年１月１日に既に知られている利用方法に関しては、１

年間に限り行うことができる。その他の場合には、この異議申立権は、他人が、著作者に

対する通知で、藩作物の新たな利用方法の読手を意図する者を、その他人に鍛後に知られ

た住所により発信したのち、３か月を経過後証明する]６１」と規定する。

１６００唾､雌cheZug且nglichmachung錘Unte唾chtundFoｴBchung:(1)ZuliiBSigiBtT1・ver6錘ntlichte
HeineTbileeine8WもxkesJWErkegeｪingenUmfangssowieeinzelneBeiな園geauSZeitungenoder
Zeitschｴiftenzur泥raｴ]schan]ichungimUnte垣ChtanSChuIen，HbchsChUIen，niChtgewerbIichcn
EinriChtungen。erAu8-undWbiterb麺ungSowiheanEimichtungCnderBeru曲biIdungHuggCHie醗曲
fUrdcnbestimmtabgegrEnztenI廷eisvonUnteJErichtBtcjlnehmemoder

2,vextj趣nUichtcIbileeineBWE途esｵWbrkege㎡ngenUmmng8sowiGeinzelnoBCdtriigcauSZeitungon
oderZGit8chriftennuB“meB1i曲釦正巳inenbe8tjimmtabgcErenz的nIi＆ciBvonPcrsonen価ｒｄ唾on

eigencwiB80ngchaftlicheForschung6錘ntlichzugiin甑ｃｈ能umaChon,soweitdio“udomjoweiligen
ZweCkgebotenundzurVbrfblgungnichtkommG“GnGrZWeckegorcchtfbrtigtist・
l01UberganggmgelungffirneueNutzungsarten
(1)HatderUrheb唾zwischendeml､Januarl96Gunddeml・Januar2008einemandemnane

wesentlichenNutzung8rGchteausschIieBlichsowier且ｕｍ]ichundzeitliChunbegrenztein区eriiumt，
geltendiezumZeitpunktdesVbrtragssChlusseBunbekanntcnNUt毎unEsmchtealsdem皿agren

ebenfnll8eingerliumt,8o企rndOrUrhGbernichtdemanderengegeniXbcrderNu蛇ungWide画priCht・
DorW1dGr8pruchkannfUrNutzungBarten,ｄｉｅａｍｌ,Janunr2008berBit8bokamlt,砿､｡,加urinnGr】ｍｌｂ

f齢



第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

つまり、第1371条は、第二バスケットで、包括的な探索なしに古い著作物の利用を可能

にすることを意図していた'62°つまり、上述の要件で、デジタル出版の許諾をしたとみな

された。これに対して、１９６６年以前に許諾された著作物は従来どおり、未知の利用法につ

いて個別の利用許諾を必要とする。

したがって､デジタル図書館の1966年以前に許諾された著作物についてはデジタル化の

際に個別許諾を必要とするため、ＥＵ孤児著作物指令を履行する際の大きな障害となる。

第３に、クローラーによる情報収集等に関する全てを念頭においていないという点であ

る。情報社会指令の示した制限規定のみでは明らかに不十分である。

第53条第１項は私的使用のための複製（V1grvielfEiltigungenzump画atenundsonstigen

eigenenGebrauch）を規定し、同条第２項は、著作物の複製物の少量を製作することが許さ

れる場合を認めている。同項柱書は「著作物の複製物の少量を製作し又は製作させること

は、次の各号に掲げる目的に応じ、それぞれ当該各号に定める条件に従う場合には、許さ

れる163」と規定する。その同項第２号は、私的及びその他の自己の使用のための複製が許さ

れるのは、「自己の保存文書に収録するため、複製がその目的上必要であって、複製のため

の原本として自己の著作物の現物が利用されるものと認められる場合に限る'"』と限定し

ている。

デジタル図書館では、デジタルの複製物を作成することが必要不可欠であり、同号の規

定がその大き厳障害となりうる詞

(2)今後の見通し

ドイツが、ＥＵ孤児著作物指令を履行するに当たっては、「入念な調査」を検証する第三

者機関がないという点が問題である。ドイツ著作権法は権利者保護を原則とするため、強

制許諾を原則として認めていないが、今後、著作権管理団体ないし公的機関による強制裁

定制度の椛築に向けた動きが生じるかもしれない。

また、同指令を履行するには、ドイツ著作権法においては、出版された著作物のデジタ

ル化する際の利用許諾の範囲を広げ、かつ、教育及び学術の領域における公衆への利用可

能化に関する著作権の制限の範囲を広げ、さらに、デジタル化された著作物の複製物の製

儒作の許容範囲についても広げる必要があり、かつ、補償請求を規定する必要もあり、これ

eine8J白hｴeseｴfblge皿ImUbrigenedischtdasW1der8PruchsrechtnachAblaufvondrei皿onaten，
naChdemderanderedieMitteihmgiiherdiebeabsiChtigt心Au伝a肘mGderneu”ArtderWbrknutzun宮
andenUrheberunterderihmzmletztbekanntenAnschriftabgesendethat・DieSiiL輯elbis3gelten

ni血tfYirzwi負Chenzeiaichbeka皿tgBwordeneNUtzungs症echte,diederU丑1eberbereitseinemDritten

einger且umthat，

162BTLDrs､１６/1828,ｓ､２２．

１６３Zul菌ssigist,einzelneVbwie1錘tigungsstfickeeinesWErkeshe】ezust麹enodlerherstenenzulassen．
I“zurAuhlahmeinemeigenesArchi路wennundsoweitdieVervie1f劃tigungzudiesemZWeCk
宮ebotenistundalsVb地ge鐘ｒｄｉｅ詫rviel愚ltigun砦eineigenesWb血s櫨ckbenutztwird．
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らの領域について多くの問題を提起すると予想される。特に、権利者不明著作物でかつ公

共目的の利用に限定された領域とはいえ、著作権の制限規定を広げるきっかけとなること

も考えられる。

このように、同指令の履行に当たっては、ドイツ著作権法は多くの課題を抱えることが

予想される。

2012年９月、連邦法務省（BundesministeriumderJ唾tiz）大臣のSabineLeutheus

ser･Schnarrenberger氏は､第三バスケットの草案の公表をあきらめると表明すると同時に、

同指令を国内法化すべきであるが、今期の大きな改正はないと述べている。同指令第９条

によれば2014年の１０月２９日までに法、規則等を履行する必要がある。

その後､2013年２月２０日に､連邦法務省は､第三バスケットで議論された議題の一部、

とりわけ権利者不明著作物について参事官草案（Re企rentenentwmrf）を公表した'65L，

６．結語

ドイツ著作権法には、現在のところ、権利者不明薪作物の利用に際して、活用可能な制

度が見当たらない。著作権の個別の制限規定は、学術・研究・教育目的の利用について、

報酬請求を含めて、細かく要件が規定されている。とりわけ、デジタル化された箸作物の

円滑な利用には、利用許諾、著作権の制限の点で大きな障害がある。

これらの制度が存在しなかった背景には、同法ば伝統的に創作者の保護を中心とした体

系であって、アナログの著作物を基本的に念頭においていることが考えられる。特に、著

作権の制限規定が例外規定として､-限定列挙である上に限定的であり細かく複雑な要件を

設ける必要があり、デジタル化された著作物の提供や利用に対応できておらず、とりわけ

デジタル図書館などの新しい利用に対する対応が遅れているからと考えられる。

そして、ドイツ国内での対応が遅れた要因としては、第三バスケットにおいて著作権の

制限規定に関する私的複製など権利者不明著作物以外の議題について、利害対立が激しく、

権利者不明著作物まで議論をする余裕がなく、全体の草案の公表の失敗につながったと考

えられる。

ドイツにおけるこの草案の作成の失敗は一つの教訓を与えている。ＥＵでのデジタル図

書館など新しい問題が生じるたびに、複雑な要件及び報酬請求権を有する個別の著作権制

限規定を手直しせざるをえないが、立法がそれになかなか追いつかない点である。

同指令は、「権利者不明著作物の地位」のＥＵ加盟国間の相互承認と、許される公共機

関でのデジタル凶霧館の公共目的の利用が中核であるが、これを同法に導入するには多く

のハードルがある。とりわけ、ドイツの伝統的な著作権制限規定との整合性が今後問題と
なると予想される,、

165＜httpWblog・die･]皿Ke.｡e/digitalelinkeﾉWp･contentﾉupIoads/RefEntwurfpd企‘

W市
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第５章北欧諸国

Ｉ、権利者不明著作物の利用前に活用可能な制度

１．はじめに

北欧諸国（デンマーク、フィンランド、アイスランド、ノルウェー、スウェーデン）に

おいては、著作物を利用する際の権利処理の円淵化を図るために、拡大集中群諾制座

（ExtendedCollectiveLicense:以下「ECL」という｡）166が淋入されている。拡大集中許

諾制度とは、著作権法の規定（ECL規定）に基づき、著作物の利用者（又は利用者団体）

と大多数の著作権者を代表する集中管理団体との間で自主的に行われた交渉を通じて締結

された著作物利用許諾契約（ECL契約）の効果を、当咳集中符理団体の構成員ではない著

作権者（非構成員）にまで拡張して及ぼすことを縄める制度である'67°これを利用宥の立

場から捉え11韮せば､拡大集中許諾制度の下で、利用者は、ＥＣＬ契約で特定されている薪作

物及びその利用態隷の範囲内であれば、那前の入念な脚査（diligentsearCh）を行うことな

く、また、権利者が集中管理団体の構成員であるか否かを問わず、当骸著作物を利用する

ことができる。そのため、拡大集中許諾制度は、放送椴閥やデジタルアーカイブ事業を進

める文化機関（図譜館や美術館）など、大鍬の著作物の利用する機関にとって、ワンスト

ップでの椛利処理が可能となるという点で魅力的な制度であるとされている。利用者と蝋

中管理団体の許諾契約が存在しない場合や、ＥＣＬ契約の範囲外の利用については、藩作権

者は個別に排他権を行使することができる。

拡大集中許諾制度は、利用者と集中櫛理団体との間の自龍的な交渉を通じて締結された

契約を基礎としている点で､権利の制限及び例外､強制許溌などの他の制度と比較すると、

権利の排他．性への影響、及び、立法又は行政による介入の度合いが低いという特徴がある

とされている。

拡大築中許諾制度は、権利瀞不明耕作物の利用の円柵化を図ることを目的として灘入さ

れたものではない。もっとも、現在では、権利者不明籍作物の利用の円滑化を催Iるための

１６６拡大莱中許諾制喚を紹介する代表的な文献として、Ｔ”aKo8kinen｡O胸Bon,乙bﾒﾙ9噸”凡伽””、“2

ｍ酌e』Vb庇沈Ｃｂ”血允sbinCoLLEcmVEMANAGEME鞭oIFCowRIom1ANDRE幽皿DRIGHTs288（Daniel
Gervai8ed・'2deL,2010）がある。邦語文献として、耕作椛契約法委貝会・前掲注90.183頁以下〔松田
政行＝平野殆睡執繁〕、幾済産業猫委舵事業『平成21年度コンテンツ取引環境遊佃１F業(デジタルコンテ
ンツ取引に関するビジネスモデル栂築事業）報告番』（株式会社三菱総合研究所、2010年３月）６２頁以下

くhttP:"wwwⅥmeti､gojp/meti-1ibAreport/2010ii701ﾉEOO1134･pdf>、今村・前掲注５７．１７２頁以下、菱沼剛
『知的財産権保護の国際規麺（僧山社、2009年）115瓦

167ＧｕｪｍａｒＷＧ,ＫａｍｅⅡ,ＥＸｆｅ"cMgdCbZﾉｾc上j”Ｌｊ上廼"”亀哲必、＆ｎ℃1Zjsjb“Jgmgamc刀応”。α”凹惣ｓ

－ＪＺＶｂ１℃6iGCbFlyzゴigjWm極､zわJ耶唾ﾙ“〃ぬ』羽a姉”I励如ｍ２ｉｎＥｓ副IYSI薦HoNouRoFGEoRGE
KOUMAr8TOS391（2004），
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制度としても機能することが評価されており、論外脚から注目を楽めている168･北欧諦国

において拡大築中許騰制度が諜及した背銑には、早くから耕作権の鯉|』管理が発達してい

たという特有の誰備があるとされている。また、北欧諸阿においては、拡大災中許溌制度

の対象が拡張されるにつれて、同制度と国際条約との抵触が問題とされるようになってい

る。したがって、他の国が拡大集中許諾制度の導入を行う場合には、膜重な検討が求めら

れるであろう。

なお､北欧諸国の苓作椛法は､２０世紀中頃から各国の法制度の細和が図られてきた結果、

各国の法制度には共通点が多い'６９。もっとも、ＥＵが薪作椛法の分野のハーモナイゼーショ

ンを進めた結果、北欧諸国間で法制度の調和を図ることの重要性は低ドしているとの指摘

もなされているl7q・

本章は、北欧各同の蒋作権法の条文英訳]価及び英文の二次資料を基に調査を行った。分

析の手法としては、各国の法制度の共通点が多いことに鑑み、各国ごとに頃目を股けるの

ではなく、共通点を説明し、適宜、帯国法の相遮点に言及することにした。

２．拡大集中許諾制度

(1)制度の概要

①立法経緯

１９６０年から６１年にかけて、北欧蒲幽では、公共放送機関が一次放送を行う際の蒋作権

の権利処理を円滑化するための制度として、拡大集中許諾制度が導入された'境放送にお

いては大量の著作物が利用されるが、当時、架中管理団体間の相互播理契約が現在ほど発

188錠ｅｅ・序,pamelaSamuo1鼎on,必似gjIzZ"蔵”』ﾉZ“"”侭”幼ａＣｂａＷ℃βboル錐ZZjbm“４３４COLUMo
J.L‘＆Ａｍ's697,705Gt8eq．（2011）〈米図）；IanHargrcnvo8'pjig池ﾉｑ"』”ｕｚ“'一恥１伽ｗ‘ｊｆｊｈ”ﾉ・
んc“ﾉ通”"か”ｄａｍｗｆｈ３７(201,)，＜],ttpWwwWijpo,goW1k/iprCViOWhhtm＞(英国)；Ｄ“ieJGorvai8，
4〃戯画”』”迦歎お"ぬ〃Ｃｂ"b“”LjtXR刀Si'穂卿浬XmG加唖""”Z鋤”“”djs”“恥肋“”
血z〕ん、”f"姉nSZZJ必′Ｅｒ君“”ｄ血・必似DqpJ?』”e雄ＯｒＣｈ“”皿』ｼZ鋤池“（２００８）,
<htゅ:"錘1.uottawa・CaﾉーdgervaisJiPublication8/extended-1icen8ing・pdf＞（カナダ）；鋤ａＷをｌｎｇ鋤ouAf
CZAipaAdqpt”EhgZ悪"dbJLjb”醜悪ｇｙ唇躍如”"CiI獅必鋤脆Cfmg“跡唾油蝿血血越浦ｆｊｂｊ２ｇＥｍ・
zjm”可動α““３２EIPR283（20ﾕ0）（中国）．

,６９NIKLAsBRuuN,ｍＴＥｕ掴cTuAI,pRopERTYL4wINFIN1jAND37､8８（2001〉・
】７０１bid、

171北欺断固の耕作欄法は、WIPOLox<httI〕Wwww8wipo･intﾉwipolox/b､わに収鎌されている英訳（非公定
訳を含む）を参照した。もっとも、狐行ノルウェー蒋作撤法の英訳は笹兇の限りでは脚.当たらない○本文
中で引用する条文は、上記の英訳を基に執派老が翻訳した仮訳であり、参考のために猫戦した｡なお、本
稿では、各国の謝乍惟法を吹のように表記することがある．デンマーク蕃作樋法（DCA）、フィンランド
著作椛法（rCA）、アイスランド薯作権法（ICA）、ノルウェー薪作桶法〈NCA）、ヱウェーデン薯作権
法（SCA）。

172アイスランドは、1972年に．－次放送に関する拡大莱中許溌刺度を導入した．おお、拡大築中制度の沿
爺については、Ｈ･ＬｕｎｄＣｈｴｉgtian8en,”eハわ』Zf応ﾉjと題ｎ４Ｒ〃Ｗ』り綿、、ーf2xZ迦刀恥d“脆喧”ﾉ陸”かV96’３
EIPR346（1991）を参照。
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展していなかったこともあり'73、国内の集中管理団体から幕作物の利用許諾を得た放送機

関が、著作物ごとにその著作権者が集中管理団体の構成員であるか否かを調変するための

費用を負担することは現実的ではなかったとされている'74。そのため、放送機関によって

は、放送で利用する著作物の権利者が集中管理団体の構成員であるか沓かを調査すること

なしに、著作物を放送において利用していたとされている'75ｂ集中管理団体は、このよう

な放送機関の慣行が著作権侵害を生じるおそれがあることを容認しており、放送機関に対

して､非構成員により損害賠償の請求がなされた場合の保証を提供していた'76｡もっとも、

依然として、非捲成員の著作物について苓作権侵害が生じていることには変わりはなく、

放送機関は著作権侵害による刑事責任を問われるおそれが存在していた'77．一吹送侭を行

う際の権利処理に問題を抱える放送機関による要請を受けて、北欧諸国は、非構成員問題

の解決を図り、放送機関が権利処理を行う際に負担しなければならない取引費用を削減す

ることを目的に、拡大集中許諾制度を導入するに至った'78．

一次放送について導入された拡大集中許諾制度の基本構造は以下の通りである。放送様

関は、適格を有する集中管理団体との間で締結されたＥＣＬ契約に基づき、利用の対象とな

る著作物の権利者が集中管理団体の構成員であるか否かを調査することなく、公表された

文学又は音楽の著作物を一次放送することができる'79．他方で、許諾なしに薯作物が利用

される非構成員の利益を保護するために、非桶成員は樵成員と同擬に使用料の分配を受け

ることが認められ、また、著作物の利用を禁止する権利も認められた。さらに、非構成員

が放送における著作物の利用に反対する特別の事情が存在する場合には、放送機関は当該

著作物の放送を控えることが義務づけられた。

1980年代に入ると、拡大集中許諾制度の対象は、教育目的の写真複製に拡張された。一

次放送に関する権利処理と同様に、教育機関で写真複製が行われる場面では、大量の籍作

物が利用されるため、権利処理に関する取引費用が多大となるという事情が認められた180。

また、教育目的の利用を促進することは、公益に資するという泰備も存在していた'８１．起

草過程では、教育目的の写真複製を認める権利制限規定の導入も検討されたが、権利者の

利雑に与える影響が大きいことや、ベルヌ条約第９条第２項の３steptestに違反するおそ

l7301sson,supranotel66,ａｔ２８５．

１７４ＪｂｈａｎＡ.Ehamn&LuCieGuibault,a1oSg釦xYjbrexfe"dba“"“Zi”｣脆“s麺夢aSOﾉｕ鋤z】Zoo】zli町ｅ
d睡巴、あ忽如nofEhzmp鑑“l”汐必“giZ打9℃Ｚ五通型』'apo』rfp2““君dあz･亙皿”“”Ｃｂ皿“４ａｔ２７

（2011），＜htmWwww5ivim]/Pub1icatiesﾉguibanlt/ECL-EumpeanELEnal-jreportO92011・Pdf>、
175Christiansen,supmnote172,ａｔ347.

178Ａｘｈａｍｎ＆GuibadちSupranoteユ74,ａｔ２７．
１両Ｉbid、

178公共放送機関による一次放送に拡大集中許諾制度が導入された理由として､教育及び文化における公
共放送の亜要性があげられている（Ibid.）。

'泊非構成員の許諾なく著作物の利用を認める根拠については、同一分野における多数の権利渚が築中梼
理団体に著作物の管理を委託しているため、同じ条件の下でで非椛成員の薪作物の利用を認めることは、
非構成員の利益にかなうと考えられたとの指摘がなされている(Ch面stinngcn,supranotel72at347.)。

180Ａ.ｄｍｍｎ＆Guibaultbsupranotel74,ａｔ２７．
１８１１bid．
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れがあることを理由に見送られた182。また、強制許諾制度の導入も稜討されたが、教育目

的の写真複製に閲して集中管理団体と利用者を代表する団体と間で利用許諾契約が締結さ

れる見込みが高く、集中許諾に関する市場が十分に機能していると考えられたため、当事

者の自主的な交渉を優先するべきであるとの観点から、採用されなかった'83．

教育目的の写真複製について導入された拡大集中許諾制度では、一次放送に関して認め

られていた非構成員によるオプトアウト権が維持され、さらに、非椛成員には、個別の使

用料誌求権が認められた。また、ＥＣＬ契約の締結を促進するために、調停制度も導入され
た。

以上のように、拡大集中許諾制度は、大量の著作物の権利処理が必要となる場面で、利

用の対象となる籍作物の権利者が集中管理団体の構成員であるか否かを調査することなく

著作物の利用を認めることにより、権利者処理にかかる取引費用が多大となるために外部

性を有する著作物の利用が妨げられる市場の失敗を治癒する制度であると位瞳づけること

ができる。したがって、同制度は、権利者不明著作物に関する権利処理の問題を解決する

ために導入された制度ではない。

北欧諸国で一次放送及び教育目的の写真複製について導入された拡大集中許諾制度は、

十分に磯能していると評価されたため、その後、企業内における著作物の複製や図書館等

による所蔵資料のアーカイブ化など、様点な分野に導入されている。2001年のＥＵ情報社

会指令を実施するために、2002年から２００６年にかけて北欧諸国は相孜いで、拡大集中許
諾制度の対象を著作物のデジタルでの利用にまで拡張した'鴎。

②ＥＵ法体系（acquiscommunautaiIe）との関係

北欧諸国のうち、デンマーク、フィンランド、スウェーデンはＥＵ加盟国である。また、

アイスランド及びノルウェーは欧州経済領域（EEA）加盟国である。そのため、拡大集中

許諾制度はＥＵ法体系と整合的でなければならない。以下では、拡大集中許諾制度に関連
する２つのＥＵ指令について簡単に検討する灸

1醜Ｉbid･

l83Ibid．

'晩もっとも、デンマークは、1995年には既に、教育目的でのデジタル複製をＥＣＬ規定の対象に含めて
いた。なお、拡大築中許諾制度は、著作隣接樋の分野にも導入されている。
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第２部椛利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の澗盗

(a）ＥＵ衛星及びケーブルに関する指令'8５

術星及びケーブルに関する指令第３条第２項では、衛星放送権について、「加盟国は、

以下で規定される種類の著作物に関して集中管理団体と放送機関との間の集中許諾を、当

該染中管理団体によって代表されていない当該種類の著作物の権利者に拡張することがで

きる」と規定している。また、同項では、集中管理団体の非櫛成員によるオプトアウトを

昭めなければならないと規定されている。これは、衛星放送権について、拡大災中併諾制

度が採用されたことを示している。

さらに、同指令第９条では、有線放送椎に関して強制集中許諾制度を採用している。同

条では、有線再放送権のライセンスは集中管理団体を通じてなされなければならないとし

た上で（第１項)、権利者が有線再放送権を集中管理団体に委託していない場合には、同一

の分野の椛利を櫛理する集中管理団体は、非椛成員の権利を櫛理する椛限を有すると規定

されている（第２頃)。また、同条では、非柵成員は柵成員と平等な待遇を受けること、及

び、非構成随が個別の報酬講求権を右していることが規定されている。もっとも、衛星放

送椎に関する拡大集中許諾とは異なり、有線再放送に関しては権利者によるオプトアウト

が認められていない。非構成員によるオプトアウトが認められない理由としては、番組の

一部について権利を有する非構成員が権利を行使することにより番組全体の利用が妨げら

れるというホールド・アップ問題を解決し、有線放送事業者に対すぁ法的聴実性を砿保す

るためであるとされている］８８．

論者の中には、ホールド・アップ問題への対処を主眼としている右線再放送に関する強

制集中許諾制度は、大遼の著作権の権利処理を行う際の取引費用の問題を解決することを

目的とした北欧諸国の拡大集中制度とは性質を異にしていると指摘する者がある1876

(b）ＥＵ悩報社会指令'8８

ＥＵ惜報社会桁令前文パラグラフ１８は、「本指令は､拡大集中紳職のような椛利の符理に

関する加盟国の制度を妨げるものではない」と規定している。これは、「拡大築中WI:諾」が、

「権利の管理」に関する方法であり、加盟国が立法することを認められている権利の制限

又は例外を限定列挙する同第５条の対象から外れることを意味している。論者のＩＩＪには、

上記の規定を根拠に、悩報社会指令において、既存のＥＣＬ規定を維持することだけではな

I86CmmcilDirective98ﾉ83ﾉＥＥＣof27Septemberl993onthecoordinntionofCertamrUlo8conceming

cOpy嵐ghtnnd趣ht8rG1a他dtocopyri画tapplicabletosatellitebroadca8tingimdcablerotrimsmiggfon、
19930J‘（Ｌ248）１５．

１“ＥＵ衛星及びケーブルに関する指令前文ﾕ0及び28.

187ＡＸｈａｍｎ＆Guibaultlsupranotel74at54
188Directive2001/29ﾉECoftheEumpeanPa工1ｉｆ型entandoftheCouncilof22May2001onthe
hn垂monign低onofcertainaSpect3ofcOpyﾗ直幽tandreIated範ghtBin世cinIbrmation8ociG砿20010.J．
（Ｌ167）１０、
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く、新たなＥＣＬ規定を鯨入することが一般的に承認されていると主張する者がある169。こ

れに対し、前文パラグラフ１８において「拡大築中許諾」の内容が定溌されていないことか

ら、あらゆる形式の拡大集中許諾制度が承認されていると捉えるべきではないとの指摘も

なされている191．この見解によれば､ＥＵ法の銃一的な適用という観点からは、備報社会指

令前文パラグラフ１８の「拡大集中許諾」という用語は、衛星及びケーブルに側する指令第

3条第２項に規定される拡大集中許諾と整合的に解釈されなければならず、前者の｢拡大集

中許諾ｊに該当するためには、集中管理団体と利用者の間でなされた自山交渉に基づく合

意、及び、オプトアウト制度の存在という２つの条件を満たさなければならないと指摘し

ている191。

(2)要件

肱大築中杵滞制度による拡張効果を生じさせるためには、①ECL契約を締結する迩橘を

有する蕊中瀞理付1体と利用者の問で､②条文上ＥＣＬ契約の対象とされている薪作物及び利

用の態様について、利用許諾契約が締結されることが必要である。

①実施主体

集中櫛理団体が拡大集中許諾制度に基づく許諾契約を利剛者との間で締諾する適格を有

するためには、当骸団体が著作権法の規定により定められた要件を充足しなければならな

い｡第１に､菜中徹理団体は、当該国内において利用される特定の菰類の薪作物について、

大多数の苓作権者を代表していなければならない。第２に、一部の国を除き、集中管理団

体は政府による認可を得なければならない“

(a）代表性（『epresentativeness）

拡大采中詐諾制度は、非椛成員の同意なく著作物の利用を認めるものであるため、当骸

分野における椛利者の多数を代表する集中管理団体に、ＥＣＬ契約を締結する適絡を限定す

1890188on,SupmnOtG166,ａ０３０３．

ｍＡｘｈＢｍｎ＆Guibaultbsupranotel74,ａｔ54.

19】Ｉbid・同搬に、Fic8orも、催報社会指令前文パラグラフ１８の意味を明らかにするためには、術雄及び
ケーブルに関する指令節３条に規定される原則が十分に考懲されなければならず､拡大築中許誰制度を無
限定に導入することが許容されているとまでは解釈することができないと指摘している（Mihfnyr,icso脇
Cb雌c域桧“､"“ｍ”fofα狸":igｶｫ”α碓血麺正域毎五通、鋤ｅ唾”oiptof]hZな“HZjb”ﾉﾉVbzms
”ｄ必｡』”z盛ＣｂｍｍＩ"皿”血喝inCouEcmvEMA1wAGE1b廼砿oFCoPmIGHrANDRELA'rmnIGHrs
62･6４（DnniclGorwli8cd.,２．cd.,2010)）。
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ることは、同制度の正統性を確保するために重要な意義を有しているとされている'92．代

表性の要件について、デンマーク、ノルウェー、フィンランドにおいては、同様の規定が

設けられている。例えば、デンマーク著作権法第５０条第１項は次のように規定する。

｢拡大集中許諾は、 …デンマーク国内で利用される特定の種類の砦作物の権利者の大多

数を代表する団体との間で、当該著作物の利用に関して合意をした利用者によって利用す

ることが認められる｡」（下線蕊者）

このように、デンマークでは、集中管理団体が、同国内において利用される特定の菰類

の著作物の「著作者の大多数（asUbstantialnumberofauthors)」を代表していることが

要件とされている。ノルウェー著作権法第３８ａ条（aBubStantialnmnberofauthorsof

certaintypesofwoｪkswhiChareused,ineachre鋤ectivecounties）及びフィンランド著

作権法第26条第１項（numerousauthors）においても、同様の要件が規定されている。

上記３か国と若干異なる規定振りとなっているのが、スウェーデンである。スウェーデ

ン著作権法第42a条では、集中管理団体が適格を認められるためには、『特定分野における

スウェーデンの著作者の大多数を代表していること（representasUbstantialnumberof

SwedjSh皿fhorsinthe五eldconcerned)」が必要とされておりl"、権利者の国篤が要件と

されている。アイスランド著作権法第15a条も、同様の規定を有している。

スウェーデン以外の国も、かつては権利者の国籍を要件とする規定を有していたが、欧

州委員会による批判を受けて、文言を変更したという経緯がある'94・欧州委員会の意見に

よれば、特定の国の著作者のみに言及することは、外国の権利者団体がデンマーク国内で

事業を行う可能性が制約されることにつながるため、国籍に基づく差別に該当するという

のである'95。しかし、実際には、これまでに外国の集中管理団体が代表性の要件を充足し

た例はないとされている。なお、現在、スウェーデンにおいても、国籍の要件を削除する

法改正の提案がなされている'96．

各国の著作権法で規定されている「大多数の」という要件は、解釈の余地が広い。その

ため、解釈上問題となるのが、一つの分野において複数の集中管理団体に代表性を認めら

れるかという点である19兎実際上の問題として、複数の集中管理団体が同一の著作物の菰

“AnardRingnalda,Ｑz泌迦Ｗｂｚ麹jMpsgj24g力必aIga”"“”ｄＯＺ１１伽eLibmzEieさ:”e』ZZgU恋of鋤e
Dzla念Ch]ﾌﾙ”脚泣A亙り“c亙耀“dEb［Z忠､心dCbZ睡画”L】上氾刀遡源“aSb〃fjbn,8MedienundRecht
lntemstinnnl3-11（2011），

<htbP9"wwwacademia､eduﾉ606260/Omhan-WbrkS-IⅦa8S-RightS-ClearanceLand_on】ine-m)ra】RieＢ型h
e-F1awS-pLthe-Drafb-Omhlm-WbrkS-Directive-and-ExtendedLCO11ective_Lice塵ing-asLa-SO1ution＞

193SCA第42a条『第42b条ないし第42f条の拡大集中許濫は、特定の分野におけるスウェーデンの薪作者
の大多数を代表する団体と著作物の利用について合意した場合に、特定の形式での詩作物の利用に適用さ
れる。」

1“Ａ）dlamn＆Guibaulthsupranotel74,ａｔ30.31．
“Ｉbid’

195SwedishGovemmentO瞳cialReport（SOU）2010:24,ＡｺﾉtaladUpphovsrfitt（Engli8hSummElxy)･
ﾕ９７Ａ副ｗｍｍ＆Guibaultbsupranotel74jat31．
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類及び利用態様について権利を管理すること認められてしまうと、非構成員である権利者

にとっては、どの団体に使用料を請求したらよいのか、また、著作物を利用する利用者に

とってはどの団体に許諾を求めればよいのかという混乱が生じるおそれがあるとされてい

る193。

まず、一つの分野で複数の集中管理団体に代表性を認めるのがフィンランドとノルウェ

ーである。フィンランドでは、複数の集中管理団体が適格を有することが明文で認められ

ている（FCA第26条第２項)。なお、同条の下で、集中管理団体に適格が認められるため

には、会計及び運営に関する要件を充足しなければならないとされている。次に、ノルウ

ェーでは、明文の規定はないものの、起草過程において、１以上の集中管理団体に適格が認

められる可能性があるとされている'99。もっとも、その場合、適格を有する団体は共同し

て管理を行うことが前提とされている。さらに、所管官庁が、集中管理団体のガヴァナン

ス及び透明性に関する規則を定めることとされている（ＮＣＡ第38a条)。

他方で、集中管理団体の数を１つに限定する国として、デンマーク、スウェーデンがあ

る。デンマークでは、明文の規定はないものの、起草過程及び学説から、一つの分野にお

いてＥＣＬ契約を締結することが認められる団体は一つに限られると解釈されている20q･か

つては､このことを規定する条文が著作権法に存在していたが､2008年改正で削除された201．

起草過程において、当該規定が削除された理由は、それぞれの著作物の種類につき－つの

集中管理団体が認可を受けるということは、拡大集中許諾制度の性質から当然に導かれる

帰結であり、したがって、そのような効果をあえて明文で規定する必要性に乏しいからで

あると説明されている202。なお、適格性を判断する際には、集中管理団体が特定の分野の

著作者の大多数を代表しているということだけではなく、実際にその著作物が使用されて

いる権利者を代表しているか、十分な管理能力を有しており、国内において契約を締結し

た実綴があるか、外国の集中管理団体と相互管理契約を締結する可能性があるか等の要素

が考慮に入れられる203・

スウェーデンにおいても、適格を認められる集中管理団体の数について明文の規定は存

在しておらず、解釈に委ねられている。最高裁は、類似する要件を有する追求権に関する

規定について、団体の構造及び運営に関する特定の要件を充足するのであれば複数の団

体が報酬の請求を行うことが可能であると判示している”。もっとも、実際には、拡大集

198ThomasRii8＆Jen8Sohovgbo,』欧“ぬaCbL睦亙”Ljb巴"…“ｄ必eハ厄z錘理Epez走刀“妄〃もａｊ渉一
ｂ“６”jbjZaV6〃りα･ａ座mon233Co1』uM.』Ｌ､＆ARTS471,493（2010）．
l99Axhamn＆Guibau1t,Bupranotel74,at3L

20oTHoMAsRIIs,INTEI』IEcI,uALPRoPERTYLAwINDENMARK69（3rdReⅥed.,2012）．
201Ｒ五s＆Schovsbo,Bupranotel98,ａｔ493.
2“Ｉbid、

203A2dlamn＆GuibaUItbsupranotel74at31、

2鯛SwedishSupremeCourtNJZi2000p,445.艶烏MarianneLevin,Ｓ昨ZfZshLPCI印seLaw
De”ｊｑｐｍ”#わ〃皿、叩e”の､必“麺OMar"ｂ噸inNAmmNALDEvELoP】唾蕊TsINTI短I離TERsEcTIoN
oFIPRANDCoMPETmoN,LAW;ＦＲＯＭ亜AGLITEToPIR』YrEBAY､1１（HansHenrik亜dgarded.,2011）．
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中群諾制度を導入してから５０年の側に、特定の分野において被数の集中管理団体が適絡を

認められた那例はほとんど存在していないとされている205．

現在、スウェーデンでは拡大雄中許諾制度に閥する法改正の議論がなされているが、近

時公表された政府報告襟においては、拡大集中許諾制度に関する一般規定である第４２ａ条

を改正し、「当該著作物の分野において権利者を最も代表する」団体に適格を認めるべきで

あるとの提案がなされている”6．同報告緋によれば、新たな要件を設ける趣旨は、一つの

団体のみがＥＣＬ契約を締結する適格を有する旨を明確にするためであるとされている207ｂ

(b）政府機関による認可

第２の要件に関して、ノルウェー、フィンランド、デンマーク、アイスランドにおいて

は、集中管理団体がＥＣＬ契約を締結する適格を有するためには、政府機関による認可を得

ることが要件とされている208･例えば、デンマークでは、文化大臣による認可が必要とさ

れている。同省は、崎定の分野において昭可された集中播理団体が、複数の団体から柵成

される共同団体であるべきであるとの決定を下すことができる209．

他方で、スウェーデンでは、政府機関による認可は要件とされていない。

学説においては、籍作権法を所管する政府機関による認可を得なければならないと定め

ることのメリットとしては、政府機関による認可というプロセスを通じて、法的安定性及

び予測可能性が一定程度砿保されることが指摘されている210。

班JanRos6n,ｍｅ入ら』畝jZyE雨〃ぬ‘の他c域笹Ｌ唾"”鳶Ｍ，必ﾉ“JTjMb幽打njI虹'2”s麺#血歴｡Ｒ零ｈ毎

｡Zea“"嘩勉･必螺迩”“Ｏ"姉Ｃｓ世J可弗c鶏inCopyRIGHTIN八BoRDERxEssON皿NEEIw1HoNMENT79
（JbhanAxhamned,２０１２）．

2o6SOU2010:24,ＢＵｐｍｎｏｔｃ１９６．
２０７－つの箸H属物の分野において適然を認められる築中棉理団体を一つに限定するという制度の運用は、
域内市場におけるサービスに関するＥＵ指令（CounCilD唾ctive2006/128onBervicesin通eintemal
maｴket520060･エ（I息76）３６（EC)）との抵陸を生じさせるおそれがあるとの指摘がなされている。
同指令は、サービス提供の自由についての法的・行政的障害を除去することによって、ＥＵ域内のサービ
ス市場の自由化を図ることを岡的としている。同指令第16条第１坂では、加盟国は、サービス提供者が自
由にサービスを提供する撤利を保障しなければおらないことが規定されているが、第17条第１１頂により、
「蒋作椎、薪作隣接梅…産業財産御は姉16条鋪１坂の適用が除外されている。もっとも、築中管理団体
が行う「椛利の特理」が第17条鮒11菰の例外に談当するかについては見解が分かれている。仮に築中梼
理団体が弟１７条鮒11頂の例外に融当したいとされた柵合、現織”北欧諸国の制度運用は同指令に違反３
るおそれが商いと指描されている。この点について詳しくは、Riis＆Sehovsbo,supranotel98,at493；

ThomasRiis,CbZA9cとingso唾蛇S,“mpe雄jbp,”ｄ鋤ｅＳｂＪ･画ｂＢｇｎ”c亙喝６②JouRNALoF
INT飢睡cruALPRoEERmrLAw＆PRAcTIcE482（2011）を参照。

208ＤＣＡ第50条第４頂、ＦＣＡ鮒26a条第１坂、ＩＣＡ第15a条・

２０９１，s,Bupranote200Iat69･
瓢ｏＡｘｈａｍｎ＆GuibaUlt,Bupmnotol74,ｎｔ８１．
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②対象となる著作物・利用態様

(a）個別規定

拡張効果を生じさせるためには、適格を有する集中管理団体と利用者の間で利用許諾契

約が締結されることが必要である。当事者間で合意が得られなければ、権利者は個別に権

利行使をすることになる。拡大集中許諾制度において利用可能となる薪作物の範囲及び利

用態様は、集中管理団体と利用者の間の合意により定められる。このように、拡大集中許

諾制度を認める著作権法上の規定（ECL規定）は、利用者と築中播理団体との間でなされ

た契約の内容には影響を与えることはなく、単に当該契約の効果を非椎成員に拡狼すると

いう効果を定めているにすぎない。

拡大集中許諾制度において認められる拡張効果は、①国内の権利瀞で築中符理団体に椿

理を委託していない者､②外国の椛利者２１１､③椛利者が死亡し相続が完了していない嶋合、

④災中団体に櫛理を委託している場合で、契約において明示的に許撚の対象とされていな

い利用行為に及ぶ212も

拡大集中許諾制度の特徴として、当事者が契約を通じて利用の条件を定めることができ

るという柔軟性の高さがあげられる。当事者は、状況に応じて、ECI』契約の対象となる著

作物の範囲及び利用態様を調整することができる。具体的には、当惑者は、ＥＣＬ規定で認

められているよりも狭い範囲で著作物の利用を認める合意をなすことができる．他方で、

ECL規定より広い範囲の利用行為について合意をなすことは可能であるが、その場合、舷

張効果が生じるのはＥＣＬ規定で認められた範闘に止まる。さらに、当零者は、利用態様ご

とに取扱いを違えたり、特定の著作物を除外したりすることも可能である。

北欧諸国において、拡大集中許諾制度の利用が認められる範囲は各国ごとに若干異なっ

ている。各国に共通する規定としては、教育活動における複製、企業内複製、図撚館、ア

ーカイブ、博物館による複製及び公衆への提供、隙響者のための映画及び放送の複製、放

送雛関における瀞組アーカイブの利用、梼組の再放送があげられる213．その他、ノルウェ

ー及びデンマークでは､視覚障害者のための放送における薪作物の固定が存在する。また、

デンマークでは、公衆へ提供された美術の箸作物の複製がある（ECL制度の利用が認めら

れる範囲に関する各国の相違点について、詳しくは図１を参照)。．

”放送に関しては、国内の軒作物の多くが築中儒理団体によってjif理されており、また外国の藩作物に
ついても、外国の雄中管理団体との相互帯理契約により多くがカバーされているため、突旅に拡張効果が
生じる程庇は縦かであるとされている．例えば、フィンランドの架中１f理団体であるTEOSTOは、２００４
年に、放送に閲する使用料の8.1％を非構成員に割り当てている”もっとも、縦利器の数という観点から
見た場合、放送に関する使用料の分醒がなされた権利者の人数のうち非WM城貝が占める荊合は約１３％（合
計48,ﾕ98人の椛利者のうち非構成員は6,275人）となっている（OIsson,Supranotel66,ａｔ297.）。
幻ｇＲｉｉ８＆Schovsbo,supranotel98,ａｔ475.

2]３０１G.Andr”BRong8tad,Ｓを"刀伽7a嘘（，Vhx･Ｉ噸JfDG】、a或”dSI”“”，inBALA肘ClNGCOPYmGH'r
-ASunVEYoFjMmoNALAPPRoAcH鱈８５３（RctoM､Hilty＆SylviQN6riB8oncd8.,2012）．
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なお、北欧諸国におけるＥＣＬ規定のほとんどにおいて、未公表著作物は同制度の適用が

除外されている。

未公表著作物の取扱いについて、学説においては、アーカイブ化を促進させるという観

点からは、利用の対象を既公表著作物に限定することは望ましくないとの主張がなされて

いる214．文化資産のアーカイブ化を行う際には、私的な手紙や写真等の未公表若作物が対

象となることが少なくないが、仮にアーカイブ化を行う機関が対象となる薪作物が未公表

著作物であるか否かを確認しなければならないとすれば、権利処理のコストが大きくなり、

コンテンツ提供者の取引費用を削減することを目的とした集中籍理制度の趣旨に反するこ

とになるというのである。もっとも、未公表著作物の利用を認める場合には、未公表著作

物がデジタル化され、オンライン上で公表されることを望まない当該薯作物の権利者の利

益にも配慮しなければならないとしている。具体的には、権利者の利益と利用者の利益の

バランスを図るためには、末公表著作物の権利者にはＥＣＬ契約からのオブトアウト樋を認

め、個別に排他権を行使する余地を認めるべきであるとされている215。

(b）一般拡大集中規定（GeneralECLPIovision〕

伝統的に、拡大集中許諾制度は、拡張効果が生じる薪作物の利用態犠を具体的に特定す

る縄別規定に基づいてきた。もっとも、技術の発展に伴い著作物の利用環境は変化してお

り、既存の個別ＥＣＬ規定が対象としていない分野においても、大通の著作物の権利処理が

必要となる場面が増えている2ﾕ6・デンマークでは、図書館、博物館、公共放送局（デンマ

ーク放送協会等）のアーカイブに所蔵されている文化資産のデジタル化を可能とするため

に、権利者不明著作物の権利処理を円滑化することが求められていた2'7．ところが、これ

らの新たな分野に拡大集中許諾制度の適用を拡大するためには、その都度立法を行わなけ

ればならないという問題が存在していた。

そこで、２００８年にデンマークは、拡張効果の適用が謡められる範囲を事前に特定しない

一般ＥＣＬ規定を導入した（第50条第２項)。

「拡大集中許諾は、特定の分野において、デンマーク国内で利用される特定の種類の藩

作物の権利者の大多数を代表する団体の間で、当該著作物の利用に関して合意をした利用

者によって利用することが認められる。ただし、権利者がいずれかの当班者に対して著作

物の利用を禁止したときは、拡大集中許諾は認められない。」

現時点で､一般ＥＣＬ規定を導入している国はデンマークのみであるが､後述するように、

スウェーデンも一般ＥＣＬ規定の導入を検討している。一般ＥＣＬ規定は、既存の個別ＥＣＬ

214Ａｘｈａｍｎ＆Guibaultbsupranotel74,ａｔ３１‘

２１６１bid、

21601sSon,supranDtel66,ａｔ303.
217ＲｉｉＳ＆Schovsbo,Supranotel98,ａｔ４７５．
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規定の受皿として機能する。すなわち、集中管理団体と利用者が締結した契約で許諾され

ている利用行為が個別ＥＣＬ規定の対象に含まれていないとしても、当該利用行為に拡張効

果が認められることになる。もっとも、．-一般ＥＣＬ規定の適用が認められるのは､･契約で明

される｡示された「特定の分野」における著作物の利用に限定

このように、一般ＥＣＬ規定の導入により、拡大集輿

れ、典中管理団体と利用者が白羊的に本雑葬行弓全刊

このように、一般ＥＣＬ規定の導入により、拡大集中許諾制度の適用範囲は大幅に拡張さ

れ、集中管理団体と利用者が自主的に交渉を行う余地が広げられることになった。前述し

たように、デンマークでは、ＥＣＬ契約を締結する適格を有するために集中管理団体は政臓

による認可を受けなければならないとされており、認可制度を通じて政府による監督がな

されていると考えられている218．学説においては、一般ＥＣＬ規定は、補助的な性格を有し

ているにすぎないのであるから、同規定の適用が認められるのは、権利者から個別に許諾

限られるべきであるとの指摘がなされている219．具

用される場合、第２に、非構成員の権利処理に関し

体的に

て取引

を得ることが困難である場合に

は、第１に、大赴の著作物が利

費用が高くなるため、個別又は』個別又は集中管理団体による許諾が不可能である場合に一般ＥＣＬ規

している空qｏ定の適用を認めるべきであると

なお、デンマークにおいて、

でに１５件存在する露１．これに

Proseに関するオンライン辞典

一般ＥＣＬ規定に基づく許諾契約が締結された例は、 現在ま

は、コペンハーゲン大学により提供されているOldNbrdYc

Proseに関するオンライン辞典（aDictiona工yofO1dNOr8ePmseonline）222や、放送機関

による番組のタイムシフト視穏を可能とするサービスの提供が含まれている理

２１８JanRoS6n,”e入ら』江ic』欧Z型]ｄｂｄＱｎＺ/b“”L1t“１s力?gjMbd世ノヨＳａ"たｃｈ麺ＩＲｍ』brS麺似迩汐d麺g力ＺＳ
ＣＭＩＧ没Ｉ？7,“危rLe厚jZjmH応OJz』【わｃＳｈｒＰ允蕊inCoPYRIGHTINABoRDERLEssO蕊IINEENⅥRo細唖麺８２
（JUhanAxhamned.,2012）．

ｇ１９ＡＪＥｈａｍｎ＆Guibaultvsupranoteユ74,ａｔ３４．
２２０１bid、

221MinistryofCultu記Denma企,＜httpWkum､dkﾉkutuｪpolitik/bphaVsret/godkende山se金．
2型OIdNorBGPmseonline,＜httPWwwwonp･hum上u､｡k/indeX-e､hm1>・
翠３怖助的な有線放送に側する権利処理を円滑化するために、集中管理団体と多数の有線放送事業者との
間でＥＣＬ契約が締結された。これにより、視聴者は、当該稚組の放送時間中であれば、自由に番浬の停
止及び再生を行うことが可能となった。従前は、有線放送に関するＥＣＬ規定(DCA第35条)では、同時
有線放送のみが対象となっており、補助的な有線放送は対象となっていなかった(RiiS＆SchovSbo,supra
notcl98,ａｔ477.），，

E１ｆｉ
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拡大集中許諾制度は、集中管理団体と利用者の間で利用許諾契約が締結され、集中管理

に関する市場がうまく機能していることを前提とするものである。北欧諸国の多くでは、

公益的理由から、調停や仲裁を通じて、利用餅諾契約の締結を促進するための制度が股け

られている理4．拡大集中許諾制度の枠組みについて各国法は共通しているが、ＥＣＬ契約の

交渉に対する行政による関与の在り方については比較的相違点が多い理

まず、調停及び仲裁の制度を有している同として、デンマークがある22s。デンマーク蒋

作椛法では、多くのＥＣＬ規定において理7、ＥＣＬ契約を締結するための交渉が不調に終わ

った場合に、当事者は調停を申し立てることができる（DCA第52条)。調停制度の利用が

秘められるのは､ＥＣＬ契約に側する交渉において､一方の当郡者が交渉を決裂させた場合、

【図１北欧諸国における拡大集中許諾制度の概要】
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麹Ａｘｈａｍｎ＆Gujbaul喝Bupmnotel74rat88、

2出血nRos6n,ＡＵｂｚ血だ“蔵”』hg“ぬり､ぷわＣｈ〃ﾜz域庶』吻忽Ｓｏｎ必e』Vbz麺cの皿鐘ｾSbin
INTEIjLEmuxILPRoPERrY:ScAxDmAyIANSTuDIEsINLAwVbL42165,168（PeterW白hlgrened.,2002）
“Rns,Bupranote200,ａｔ６９．
２鰯ＤＣＡ第１３条,第14条,第１６ｂ条,鋪１７条,第２蜘条‘鋪３０条、

副； 18個
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交渉の要求を拒否した場合、交渉がまとまる可能性が低い場合である（同第２項)。調停の

申立ては、文化省に対してなされ（同第２項)、同省が調停人を指定する（同第３項)。綱

停手続は、当事者により解決方法の提案がなされた場合にはそれに基づいてなされるが、

調停人が解決方法を提案することもできる（同第４項)。

もっとも、調停制度は、調停人が当事者間の契約を決定する権限を有していないことも

あり、同制度が実際に利用されたのは、１９９５年の制度導入以来一度だけであるとされてい

る228・この問題を解決するために、２００８年改正において、仲裁制度が導入された2”（第

47条)。仲裁に関する規定は、放送機関におけるアーカイブ（第30a条)、障害者のための

特定の種類の著作物の利用（第17条)、一般ＥＣＬ規定(第50条）を除くＥＣＬ規定に適用

される。適格を有する集中管理団体によって提示された許諾の条件の合理性に関して争い

が生じた場合には、当事者は著作権ライセンス審判所（CopyrightLicensenibunal280）に

紛争の解決を求めることができる。仲裁の決定は、行政上の拘束力を有しており（同第２

項)、また、裁判所への上訴が認められている。

フィンランドでは、仲裁制度の利用が認められているが、その対象は、写真謹製（FCA

第13条)、教育及び科学研究のための利用（第１４条)、有線再放送（第２５ｈ条）に限定さ

れている。仲裁の規定によれば、利用者と集中脊理団体との間で許諾の条件について合意

を得ることができない場合､特別の著作権仲裁手続に解決を委ねることができる(第54条)。

各当事者が仲裁人を一人ずつ指名し、指名された仲裁人が第三者の仲裁人をチェアーとし

て迎えることになる23'･

その他の国においては、主に調停制度の利用が認められている。

スウェーデンでは、一次放送を除く全てのＥＣＬ規定について、綱停に関する特別法232が

適用される233．調停が失敗に終わった場合には、調停人は仲裁手続による解決を提案する

ことができる。もっとも、当事者が仲裁手続に従うことは義務とはされていない。

スウェーデンにおいて、仲裁又はそれに類似する強制的な制度の利用が認められていな

い背景には、契約自由の原則を制限する義務的な制度を導入することに対する政治的な反

対が強いからであるとされている234.また、拡大集中許諾制度を義務的な制度へと変容さ

228Ａ.｡ﾕａｍｎ＆Guibaultbsupranotel74,ａｔ４０．

２２９０１sSon,supranotel66』ａｔ２９５．

２３０著作権ライセンス器判所は、最高裁判所の裁判官から任命される携員長、及び、文化省によって指定
される２名の委員によって構成される（第47条第１哀）。

ｇ３１Ａｘｈａｍｎ＆Guibault,supranotel74,ａｔ４０．

２認SwedishActonmediationmcertaincoEy五ghtdiSputes（1980:612）．
翠有綴毒放送に関するＥＣＩ,規定に関しては、調停に関する特別規定が設けられており、それによれば、
調停人により提示された提案に対して、当事者が３か月以内に反対の意思表示を行わなければ、当核提案
は当諜者を拘束するとされている。この規定は、ＥＵ衛星及びケーブルに関する指令第１１条第３項の雑務
を履行するために導入された。艶ebOhson,sUpranotel66,ａｔ295.

238Ａ.dm日立、＆Guibault,Bupranote]L74,at39．この点について、Engelbrektも、スウェーデンでは、労
働法の分野における梨合的な合意と交渉に関するソフト・コーポラテイズムのモデルが、薪作権替理団体

の機能とその位置づけに影蒋を及ぼしているため、政府椴関、準政府機関のいずれも出現しておらず、ユ
ーザーは類似の制度に（間接的に）付託されるか、団体に所属していない場合には、通術の城判所に付能
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せることで、権利者の交渉力がそがれてしまうと懸念されたことも、仲裁制度の導入が見

送られた要因になったとされている235・

ノルウェーでは、有線再放送を除く全てのＥＣＬ規定において、調停制度の利用が認めら

れている235．調停は国王により決定された規則に基づいて行われる（ＮＣＡ第３８条第１段

落)。当勤堵が合意した場合には、調停人は、許諾契約の条件について拘束力を伴う決定を

行うことができる（ＮＣＡ第３８条第１段落及び３５条第１段落)。

アイスランドでは、ＥＣＬ契約に関する交渉がまとまらない場合、著作権審議会

（CopyrightCouncil）が指調した５名の中から、教育・科学・文化省が指名する３名の委

員によって構成される審議会を通じて、紛争の解決が図られる。同審議会の意見は、行政

上の拘束力を有する（ICA第57条)。

学説においては、権利者及び集中管理団体が利用許諾を拒否することを認めない義務的

な仲裁制度は、ＥＣＬ制度を強制許諾制度に近づけることになり、結果的に権利者に不利に

働くことになるとの指摘がなされている2376したがって、仲裁制度の利用は、著作物の利

用を認める公益性が高い場合に限られるべきであるとされている。他方で、調停制度は、

ECL契約の締結を促進させるものとして機能し得るため、図書館によるアーカイブ化等を

促進させるという観点からは、調停制度が積極的に活用されることが望ましいとされてい

る23乳

(4)非構成員の利益を保護するための制度

利用者と集中管理団体の間でＥＣＬ契約が締結されると、当該契約の範囲に含まれる非構

成員の著作物は、権利者の許諾を得ることなく利用することが認められる。このような性

質を有する拡大集中許諾制度においては、非構成員である権利者に対する何らかのセーフ

ガードが存在しないのであれば、権利者の排他権に対する影響は大きくなるおそれがある

239。そこで、拡大集中許諾制度においては、非椛成員の利益を保護するために、①使用料

の分配等の待遇に関する平等原則、②集中管理団体に対する個別の使用料請求権、③拡大

集中許諾制度から離脱（オブトアウト）する権利が認められている．

されることを指摘している（AntominaBakardiievaENGE皿坤.K工（田村蕃之訳）「制度的観点から見た
著作椎：アクター・利益・利害関係と参加のロジック（２．完)」知的財産法政策学研究23号29頁、５２頁
（2009年)）。
蕊Ｉbid，

2“ＮＣＡ第１３b条、第14条、第16a条、第17b条、第30条、第32条。例外として、有線再放送につい
ては、仲裁に閲する特別規定が適用される（同第３５条及び第３6条）。錐喝KameLSupmnotel67,ａｔ
407;Ａｘｈａｍｎ＆Guibaultbsupranote174,ａｔ４１．
３３７Ａｘｈａｍｎ＆GuibaUltｩBupmnotel74,ａｔ５９．
２３３１bid、

239Ringnalda,8upmnotel92．
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①非構成員の待遇に関する平等原則

ＥＣＬ規定により生じる拡狼効果には、非椛成員の薪作物が利用される場合の使用条件や

使用料額も含まれる。すなわち、集中管理団体と利用者の間で合意された使用料の分配に

関する条件は､自動的に非構成員に対しても適用されることになる｡各国のECL規定では、

非構成員は、使用料額に関して、当該集中祷理団体の構成員である権利者と平等な取扱い

を受けると定められている瓢cも多くの場合、楠成員と平等な待遇を受けることは、非術成

員にとって有利に働くとされている。交渉力に劣る佃だの非椛成員は、譜作物の利用者と

個別に交渉を行い、より商い使用料の支払を受けることが難しいと考えられるからである

理１
０

集中管理団体と利用者の間で締結された契約に個別の権利者への使用料の分配に関する

条項が含まれている場合には、それに基づいて分配が行われる。他方で、分配に関する条

項が存在しない場合には、使用料の分配は、築中符理団体の内部規則に韮づいて使用料の

分配が行われることになる湖2ｂ北欧諸国では、集中播理団体が、利用者から徴収した使用

料の一部を椎成員に個別に分配するのではなく、年金や奨学金、教育活励など栂成員全体

のために使用することも少なくないとされている243。そのため、各国のＥＣＬ規定では、非

構成員は、個別に支払われる使用料に関してのみならず、利用者から徴収した使用料から

支出され構成員に与えられるその他の便益に関しても、椎成員と平等な待遇を受けること

が保障されている罰4．

制度上、利用者から徴収した使用料を柵成員及び非椛成員に分配し、両者に平等な待遇

を保障するのは、集中管理団体の責任である2ｲ6ｂしかしながら、実際には、ＥＣＬ契約の下

で著作物が利用される非構成員のすべてが、柵成員とl司様に使用料の支払を受けることが

できるわけではないとされている246も

非柵成負に対して使用料の分配がなされるのは、当骸非術成員の薪作物がＥＣＬ契約の対

鎮に含まれる場合で、かつ、当該利用の亦爽が築中櫛理団体に報告され、使用料の徴収が

なされた場合に限られる247．利川された薪作物の椛利瀞の所在が利用番又は梨中僻郵団体

にとって不明である場合には、当咳薪作物が利用された那突が報告される可能性は低い。

そのような率実の報告がなされない場合に、非椛成員自身が利用の覗実を証明することは

剛ｏＤＣＡ第６１条第１段落、ＮＣＡ第３７条第１段落、ＦＣＡ第２６条第４段落、ＳＣＡ節４２ａ条蛎３段落”

2‘ｌｌＡＸｈａｍｎ＆Guibault,gupmnotel74,ａｔ３５．
R421biid，

2‘ｌ３Ｒｉｉ８＆Schovsbo,supmnotel98,ａｔ‘191;GorvmB,８upranotol68,ａｔ19.

2.8.3Agdlamn＆Guibaul“upranotel74,ａｔ３５．
２幅Ol8gon,supranotel66,ａｔ294;RingnH1da,Buprano“192,

2帖スウェーデン政府が行った報告森において使用料の分浬の問題が検討されたが、結果的に、現行の
ECL制度の下でも、非構成員を含む権利者に対して使用料の分配が適切になされているため、この点に関

する法改正の必要はないと結論づけられた（SOU2010:24,8upmnotel96.）。

型７０uiWanka,”回9ｶJh“ic℃or錘汐乃Ａ２ｍｊ]壁?-恥…e6F加g鋤ｅＭ?z7,9㎡α”』｡i91h6mL域“f
Cb雌c岬ｅＬｊｔ詮』”jh震〈2q"“〃，inlNSEARcHoFNEwIPREGlMEsM9(Nik】“Bruunod.,2010）．
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班実上不可能であるとされている割8．この場合、築中符理団体は、利用瀞から報告された

利用実績又は統計調査に鯉づいて使用料の分配を行うことがある2‘9．

平等原則との関係で特に問題となるのは、外国の非椛成員の取扱いである。外国の権利

者が非総成員に該当することは少なくないため、集中管理団体から分配される使用料につ

いて、外国の非構成員に椎成員と平等な待遇を保障することは、ベルヌ条約第５条第２項

の内国民待遇義務及び国籍に基づく直接的又は間接的な差別を禁止するＥＵ機能条約18条

の義務を遵守することにつながると考えられている250°

しかし、実際には、ＥＣＬ契約の下で自らの薪作物が利用された鋤合であっても、外国の

非構成員が使用料を受け取ることができる可能性は低いとされている。外国の著作権者に

使用料の分配がなされるのは、ＥＣＬ契約の当蔀者である集中管理団体と外国の集中管理団

体が相互管理契約を結んでいる場合に限られる場合が多いからである麺。例えば、スウェ

ーデンの複写権管理機構BonusPresskopiaでは､外国の薪作物の複写について徴収された

使用料は、相互契約を締んでいる外国の集中犠理団体を通じてのみ分配される鰯９６相互契

約を結んでいない国の薪作物に関する使用料は、契約が結ばれるまでの間、独立した銀行

口座に保管される蕊３．

次に、利用者から徴収された使用料の一部が、橘成員全体の利益のために集合的に使用

される場合に、外国の非構成員が便益を得ることができないという問題がある2暁。特に、

権利宥不明薪作物については、所在不明の薪作権者に対して分配されるはずであった使用

料が、築中智理団体にとどめられ、蛾終的に柵成風全休のために使用されることが少なく

ないとされている255°例えば、樵成員全体のために文化振興事業が行われる場合、その資

金は岡内及び外国の権利者のために薬められた使用料によって術成されているにも関わら

ず、当該事業の受益者は通常国内の権利者（主に構成員）に限られ、外国の権利者は利益

聖８１bid、

２４９著作物の分野によっては、詳細な播理システムが硫立されている｡例えば、フィンランドでは、音楽
の著作物に関して、主要な放送磯関は利用した薪作物の内訳について詳細な報告を架中梼理団体に対して
行っている。著作物の利用の事実が報告された場合には、莱中符理団体は当該群作物の椛矛時に対して使
川料の分配を行うことになっている。他方、利用者の数が少ない分野については、然中符理団体は、サン
プリング澗在に韮づいて使用料の分配を行っている（Ibid‘）。
g“Ｒｉｉ８＆SchOV8bo,Bupmnotgl98,ａｔ492;Ａｘｈａｍｎ＆Guibault,がupmnoteユ74,ａｔ３６．
２５１ＲｉｉＢ＆SChovsbo,Suprunoteユ98.,t』91.

2壁BonusPxesgkOpia,“幽必u“〃｡〃?ａ１ｍｍｅｍ戯，pゥ

<http:"wwwbonuSpm88kOpia､ｓｅﾉPagegﾉDkjtribution?lan-n>’

2認同団体においては、外国の薪作物の利用について徴収された使用料のうち、約８０%が実際に外国の権
利者に分配されている。他方、使用料の約20%弱は、相互管理契約が結ばれていないため、銀行口座に保
笹されている。競りの約0.7％は、描利者の所在が不明等の理由で分配が行われていない(Ibid）。
2邸Ｒｉｉｓ＆SchovsbO,supranoteユ98,ａｔ491.艶ａ副AFqVnanka,sUpmnotC247,ａｔｌ４９・
麺ＲｉｉＳ＆Schovsbo,Supranotel98,ａｔ４９１．
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を受けること難しい。そのため、外国の権利者よりも国内の権利者の方が優遇されている

との問題点が指摘されている256．

論者の中には、外国の非構成員に対して国内の構成員と平等な待遇が保障されない場合

には、ベルヌ条約やTRIPs協定における内国民待遇原則に違反するおそれがあると指摘す

る者がある257。また、ＥＵ機能条約第18条は、国籍に基づく直接的又は間接的な差別を禁

止している。欧州司法裁判所は、著作権関連の事件において差別禁止原則を厳格に適用し

ており、．仮に事件が付託されれば、同裁判所は使用料の分配に関する集中管理団体の慣行

が同条に違反すると判断する可能性があるとの指摘がなされている2愚風。

②非構成員による個別の使用料請求権

ＥＣＬ契約において合意された使用料額、あるいは、集中管理団体の内部規定に基づく使

用料の分配方法に満足しない非構成員は、集中管理団体に対して、当該契約に基づく著作

物の利用について個別に使用料を請求することができる259°例えば、集中管理団体が、構

成員に対して使用料を個別に分配せずに、構成員全体のために使用すると決定した場合で

も、非構成員は個別に使用料を請求することができる260．非擁成員による個別の使用料請

求権は、集中管理団体に対してのみ行使することが可能であり、利用者に対して直接使用

料を請求することは認められていない。また、非補成員の使用料請求権は、著作物の利用

がなされた時から３年以内に行使されなければならない261。さらに、個別の使用料を請求

する際に、非講成員は自らの著作物が利用された事実及びその程度を証明しなければなら

ない。

論者の中には、個別の使用料請求権が認められるという点で、非構成員は構成員よりも

有利な立場に置かれていると説くものがある262回また、個別の使用料請求権を認めること

は、非構成員である外国の著作権者の利益を保護することにつながるため、拡大集中許諾

制度と国際条約上の義務との整合性を確保することに資するとの指摘もなされている263。

しかしながら、実際には、非構成員が自身の著作物が利用されている事実を証明するこ

とは困難であるとされている。OniVI1anka（ハンケン経済大学研究員）が行った調査によ

2561bid.なお、利用者から徴収された使用料が構成員全体のために集合的に使用された場合であっても、
後述するように、非構成員には個別の使用料請求権が認められるが、実際に誌求がなされることは少ない
とされる。

２５７１bid.,ａｔ492.

2銘恥迅．

259ＤＣＡ第51条第２段落、ＮＣＡ第37条第２段落、ＦＣＡ第26条第５段落、ＳＣＡ第42a条第３段落、ＩＣＡ
第15ａ第３段落錘e,Riis＆Schovsbo,Bupranotel98,ａｔ475.

26oO18son,ｓ”ｍｎｏｔｅｌ６６,ａｔ295;Vnanka,supranote247*ａｔ149.
261アイスランドでは、４年以内に使用料請求樵が行使されなければならない(ICA第15a条第３段落)。
2鑓VhpPuVも重onenJ画K2麺dbaCbZAgc”eL姥刀“血迩zz均刀戯且Leg3mI』五s血豆1ｍ”&必rB麓｣&?ｎG麺g鋤G
Ri夢凹む”鋤e“必orw迩鋤臼血必醒sおof鋤e必“４９Ｊ､CoPYmGIiTSoc‘ＹＵ・ＳＡ､1143,1150（2002）．
263坐地ｗｍ＆Guibau比suPranotel74at36．
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れば、フィンランドの集中管理団体KOPIOSTOは、2005年に、写真複製、テレビ放送等

の利用に関して年間約2,400万ユーロの使用料を徴収しているが、そのうち非構成員に分

配された使用料の額は5,000-10,000ユーロにすぎないとされている264°Ⅷanka氏は、

集中管理団体が徴収した使用料の総額に占める非構成員への分配額は極めて僅かであり、

非構成員に認められる使用料請求権は、事実上ｒ空文化」していると結論づけている265．

非構成員による個別の使用料請求がなされない理由としては、集中管理団体及び利用者に

は個々の著作物の利用状況を記録することが条文上義務付けられておらず、また、大堂の

著作物が利用される場合には、利用する著作物を逐一記録し、報告することが困難である

ことが指摘されている268。なお、非織成員が自らの著作物が利用された事実及びその程度

を証明することができない場合には、集中管理団体が使用料の分配の基礎とするために行

っているサンプル統計調査に基づいて、個別の報酬請求を行うことも可能であるとされて

いる267．

外国の非構成員の場合、自らの著作物がＥα』契約の下で利用されているという事実を把

握することは国内の権利者以上に困難である。そのため、外国の非構成員が、個別の使用

料請求を行うことは、国内の権利者以上に困難になる。Riis＆Sd1ovsbo（共にコペンハー

ゲン大学法学部教授）は、拡大集中許諾制度は、外国の権利者に関して潜在的な問題を生

じさせているため、同制度が非構成員である権利者にとって望ましいものであると篇単に

結論づけることはできないと指摘している268．その上で、拡大集中許諾制度を設計する際

には、非構成員である権利者が、使用料の配分及びその他の待遇について、構成員と平等

な待遇を得られるように、非構成員の利益に対して特別の配慮がなされるべきであると主

張している269急

③非構成員と集中管理団体との間で使用料額について合意が得られない場合の決定方法

使用料額の算定について非構成員と集中管理団体の間で合意が得られない場合、デンマ

ークでは、当事者は著作権ライセンス審判所に申立てを行うことができる270・ノルウェー

では、有線再放送に関してのみ、仲裁手続を通じて使用料額を決定することが認められて

いる。他方で、スウェーデン及びフィンランドでは、使用料額について合意が得られない

場合の決定方法について、特別の規定は設けられていない。

麺Vnanka,ｓｌ】pranote247,ａｔ150.
2鹿Ｉbid、

2ｓ６Ａｘｈａｍｎ＆Gmbault,supranotel74,ａｔ３６．
２５７１bid、

258Ｒｉｉｓ＆SchDvsbo,supranotel98jat491･
麺Ｉｂｉｄ

２７ｏＤＣＡ第4J7条。もっとも、著作権法及び著作権ライセンス審判所に適用される規則には、使用料額の
算定方法に関する規定が存在しないため、非構成員への使用料の支払が適切になされないおそれがあると
の指摘がなされている（Riis＆SChovSbo,supranotel98､ａｔ492.）｡
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第２部権利者不明時における藩作物等の利用円滑化制度の調査

学説においては、非椛成員と築中播理団体の側で使用料額について合意が得られない場

合に、非術成員に仲裁制度の利用を認めることは望ましいとの指摘がなされている幻１．非

構成員が使用料額について仲裁制度を通じて申立てを行えるのであれば、集中管理団体は

非樋成員の利益と相反する条件で許諾を認めることに消極的になるため、ＥＣＬ契約におけ

る使用料額に非構成員の利益が反映されやすくなるというのである。

④非構成員による拡大築中許諾からの離脱（オプトアウト）

集中管理団体の非柵成員の利益を保謹することを目的として、非構成員にはＥＣＬ契約か

ら離脱（オプトアウト）する権利が認められる場合がある272．非講成員は、ＥＣＬ契約の下

で行われる著作物の利用を禁止することで、当骸著作物の利用を禁じる、あるいは、利用

者に対して個別に使用杵滞契約を締結するように促すことが可能となる。北欧諸国のＥＣＬ

規定において、全ての賜合に椛利者によるオブトアウトが寵められている訳ではない。ま

た、オプトアウトが総められる範囲については、各圃法の間の相違点は比較的大きくなっ

ている273．

権利者によるオプトアウト縦を股も広く認めているのは、スウェーデンである。スウェ

ーデンでは、有線再放送を除き、全てのＥＣＬ規定においてオブトアウトの権利が認められ

ている。なお、有線再放送に関しては､ＥＵ衛星及びケーブルに関する指令第３条第１項に

おいて、椛利者は築中撒理団体を通じて椛利行使をすることが義務づけられているため、

北欧諸国の全てで、椛利者によるオプトアウトは認められていない。

スウェーデンとは対照的に、ノルウェーでは、一次放送及び放送機関におけるアーカイ

ブの利用を除くほとんどのＥＣＬ規定において、非構成員によるオプトアウト権は認められ

ていない。

両者の中間に属するのが、フィンランドとデンマークである。フィンランドでは、教育

目的の写真複製及び有線再放送を除く全てのECL規定でオプトアウト権が認められている。

デンマークでは､おおむね半分のＥＣＬ規定において､オブトアウト柄が認められている。

新設された一般ＥＣＬ規定（第50条第２項）に関しては、集中管理団体に加えて、ＥＣＬ契

約の当事者（利用者）に対してオプトアウト権を行使することが認められている。

一部の学説には、非構成員に拡大集中許諾制度からオプトアウトする権利を認めること

は、同制度における不可欠な要紫であると指摘するものがあるが274、実際には、非構成員

2?１Ａ｡＆ａｍｎ＆Ｇ画ibault,Supranotel74Tat59，

272「vetorighbjと呼ばれることもある（Ol88on,supranotcl66,at294.）。
273ＡＸｈａｍｎ＆Guibault,sUpranotG174lat37、

274Vbrronen,Bupranote262,atll58､このような脱明がなされるのは、恐らく、初期の－１火放送に関す
るＥＣＬ規定において非栂成瓜にオプトアウト棚が鮒められていたからであると考えられる。
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によるオプトアウトを認めていないＥＣＬ規定も多数存在している"5.非椛成員によるオプ

トアウトが雛められない場合、拡大集中許諾制度を通じて自らの著作物が使用されること

に満足しない非構成員は、著作権ライセンス審判所等の機関に対して、個別に計算された

使用料の支払を求める旨の申立てをすることができるにとどまる。したがって、非獄成員

にオプトアウト権を認めることが、拡大集中許諾制度に必要不可欠な要素であるとまでは

言うことはできないとの指摘がなれている。非継成員によるオプトアウトが溌められてい

ない場合における拡大集中許諾制度は、強制的な蕊中符理制度に緬似し、個別の排他権の

行使に基づく著作樋制度を報酬詰求権に基づく制度へと凌容させているとの指摘がなされ

ている276ｂ

以上のように、非構成員によるオプトアウトは制度として認められているものの、実際

に、オプトアウトの権利が行使されることはまれであるとされている。非椛成員によるオ

プトアウト権の行使に関するデータが公表されている例は少ないが、例えば、フィンラン

ドにおいて、１９８０年から１９９０年の間に、宵楽の著作物のラジオ及びテレビ放送に関して

実際にオプトアウト縦を行使した権利者は､約１０鍋であるとされている277．lliﾘ腿的に紹め

ているにもかかわらず権利者によるオプトアウトがなされない理由としては、ＥＣＬ契約の

下で自身の著作物が利用されていること、又は、オプトアウト権の存在を非椛成員が知ら

なかった可能性があるとの指摘がなされている278．

学税において、Ⅶanka氏は、オプトアウトの権利は、那実上空文化しており、一部の繍

背が指摘するような、権利者に対してオプトアウト椎が認められているために、個々 の椛

利者は排他横を行使する余地が残されているという説明を受け入れることはできないと述

べている279.

また、Axhamn＆GuibauIt（ストックホルム大学法学部博士課程及びアムステルダム大

学法学部情報法研究所准教授）は、ＥＣＬ規定においてオプトアウト権を否定する根拠が認

められるのは、有線再放送の場合のように、ホールド・アップ問題が生じるおそれがある

場合に限られると指摘する280．その上で、図脊館等による所蔵資料のアーカイブ化につい

275例えば、フィンランドでは、写真複製及び有線再放送に関して、非獅成員によるオプトアウトが認め
られていない（FCA第13条及び第２5ｈ条）。フィンランド政府が写真複製に関してオプトアウト権を否
定した理由は、利用の形態が単一的であり、権利者の利益に対する影響が限定的であることである。また、
同政府は、有線再放送にオプトアウト権が存在しない理由について、仮にオプトアウトを認めると、一人
の権利瀞が放送全休を差し止めることが可能になってしまい、その結果、１編Rへのアクセス及び他の桶利
器の利益が害されるからであるとしている．Vnfmkaによれば、ここでは、惜報へのアクセスという公些
及び他の栂利智が藩作物の利用を許諾する機会を確保するという観点が、側だの桶利考に排他櫛の行使を
蝿めるよりも優先されるべきであるという政娠的な判断がなされたことに恥ろ（Vnnnkn,卸lpmnntn247，
atl52.）。

2761bid1.,21t160;唾lix班uanpke,皿eEHr必n曲‘ＩａｑＺﾉb“”Ｌｊ℃"1“一鋤灼Z錘･ofEIvゴuEf”'鼎2012(8)
NORDICINT皿ECrUALrRO”ＲＴＹＬＡＷＲＥＶｍＷ２“２７６（2012）．
277Vilanka,supranote247,ａｔ152.153.
278班umpke,Bupmnote276,ａｔ280.
270VilImka‘BuPmnOte247,ａＣ１５３ｎ､93．
邸ｏＡｘＩｍｍｎ＆Guibault,凱ｌｐｒａｎｏｔｅｌ７４ｌａｔ５９‘
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円請化制度の調査

ては、非購成員によるオプトアウトを認める必要性は低いとしている。さらに、権利者に

オプトアウト権を認めることは、拡大集中許諾制度と国際条約上の義務（無方式主義28ﾕ及

び３stelptest282）との整合性を確保する上で重要となるとの指摘もなされている。

⑤拡大集中許諾契約に関する公示の在り方

北欧諸国の著作権法では、集中管理団体に対して、ＥＣＬ契約の内容を公表することや、

外国の権利者に対してＥＣＬ契約の存在を通知することを義務付ける規定は存在していない。

ただし、Ｅ皿契約に関する情報は、相互管理契約を通じて、外国の集中管理団体に通知さ

れる可能性がある283.また、近時は、集中管理団体が自主的にＥＣＬ契約の内容をウェブサ

イト上で公表することも少なくない284．現在、スウェーデンでは、集中管理団体にＥＣＬ契

約の内容を公表することを義務づけることにより、非構成員が自身の著作物が利用されて

いることを把握し、使用料請求を行う機会を保障するための法改正が提案されている285。

(5)拡大集中許諾制度の実施状況

北欧諸国において、拡大集中許諾制度は様々な分野で活用されている。以下では、同制

度の実施例の中で代表的な事例を２件紹介する。

①ノルウェー国立図書館による所蔵資料のオンライン公開

2009年に、ノルウェーの複写権管理団体KOPINORとノルウェー国立図書館との問で、

デジタルでの審籍の利用を可能とするためのプロジェクト「BOI金yna,nｏ（Bookshelf)」に

ついて合意が締結された286．当初実験的に開始された同プロジェクトは、1790年代、189Ｃ

281ベルヌ条約第５条第２項は、「…権利の享有及び行使には、いかなる方式の履行をも要しない。」と規
定する。拡大集中許諾制度と無方式主義の関係については、ＳＴ”wuSGo獅麺L,FoRMAI』mEsIN
CoPYy?T傷、,LAW：“Ａ碗AｴJYsIsoPTHEIRHIsTo“RJmoNAIEsANDPossmIErTjTuRE20９（2011)；Riis＆
Schovsbo,supranotel98,ａｔ483;DanielGervais,ＣＭａＺ睡亙”jM5a“回巴ｍｅｎｔ〆Cb〃姥ヒル旗泌eQjgFa画。
＆笹c雄e血餓ｅｐ』〆a塑鴎ijminCoI1EcrlvEMANAGEMENToFCoPYRIGHTA2mREL』”DRIGHTs24-27
（DaDielGervaised.,２ded.,2010）を参照。
282ベルヌ条約第９条第２項及びTRIPs協定第13条拡大集中許諾制度と３steptestの関係については、
Riis＆SChovsbo,supranotel98,ａｔ484-490;Ａｘｈａｍｎ＆Guibault,supranote174,ａｔ47-52;Paud
Ib軍emansetal.,Qzp此ｍｚ”2通§“型pa鋤迦y'”fhedl没丘、血汐c鐘毛F戒h必e塑必matjbna血Ｑ１ｍｓ
（2012），＜ht幼gX鰹uwercop頭g山tblDg,com“es/2012/０６/OrPhan-WorkjLppinion-finaLpd企左参照。
g83nFumPke,Bupranote276,ａｔ279,.104．

鋤Ｅ､g､,BOnuSPreS8kOpia,ZI1a幻怠Ｚａ必ddbcz』ｍ鋤喝
くhtbpWwwwbonuspresskopia､seわagesﾉTran81atedDocuments?lang=e壷．
2ｓ５ＳＯＵ２０１０:24,supranotel96､艶ａＡｘｈａｍｎ＆Gujbaulちsupranotel74,ａｔ37.
2郎唖xjaKoskinenPOlsson,Ｄ４ｇｆ趣L乙ibz溌単igszcnZAgc亙肥ａａｍ”５友没止わ､趣･ｏｎ”eZ必z没1海ｓ－ａ
ﾕ:igjh域｡雄:Ｚ画'｡”a、””ozI雄彪｡辺zms血n2inGLoBALCoPYI召GHT262（I』ionelBenUyetal,eds‘，
2010）．
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年代、１９９０年代の費料をデジタル化し、インターネット上で公開とするものであった。対

象となる資料のうち、約50,000点の資料（1990年代の資料及び1890年代の資料の一部）

は、依然として著作権の保護期間が存続していた。公開された所蔵資料は、ノルウェーの

IＰアドレスを有するユーザーであればインターネットを通じて無償でアクセスすることが

可能である。ただし、印刷及びファイルのダウンロードを行うことはできないｃ同プロジ

ェクトにおける著作権の権利処理には、拡大集中許諾制度が活用されている。2012年まで

の契約によれば、国立図書館は、所蔵資料をインターネット上で公開するために、１ページ

あたり0.56クローネi約0.067ユーロ）をKOPINORに支払うことになっていた｡50,000
点の資料をインターネット上で公開するために、２０１２年までに支払われた金額の合計は約

６５万ノルウェークローネに上るとされている。

2012年８月２８日、国立図書館とKOPINORは、Bookshelfプロジェクトを継続発展さ

せるための新たな契約を締結した287b同契約では､2017年に同サービスが完成するまでに、

2０世紀（2000年を含む）の所蔵資料250,000点がインターネットを通じてアクセス可能

となる予定である288も２０１２年秋の段階で、既に60,000点の資料が公開されている。同プ

ロジェクトに関する契約では、権利者の要請により、著作物を公開の対象から除外するこ

とを認めている（同第７条)。なお、新たな契約では、2013年以降に国立図書館が支払う

使用料が、１ページあたり０．３６ノルウェークローネに減額されている。

②フィンランドにおける学術論文の配信

１９９９年、フィンランド国立図書館と同国の集中管理団体]KOPIOSTOは共同で、フィン

ランドの学術雑誌に公表された科学論文をインターネット上で公開にするための実験的な

プロジェクト（｢ELEKTRA」狸）を開始した。このプロジェクトでは、収録される論文の

著作権者から個別に許諾を得ることを原則としているが、ＥＣＬ契約がセーフテイーネット

として機能しているとされている"｡。現在、データベースには、４０を超える学術雑誌から

約26,000点の論文（著者数は5,000人を超える）が主にＰＤＦ形式で収録されている291．

文献は、コンピュータ面面上で閲覧できる他、印刷することも認められている。文献を全

文利用することができるのは、使用料の支払を行った機関に限定されている。現在、同サ

287同契約森は、KOPINORのウェブサイト上で公開されている

くht範Wwww;kOpino工noた､/agreements/k1ationa理ibra域documents/bcokshclfcontract>･
翠ＫＯＰＩＮＯＲ,ｏｎＺｍｅａｃ“ssわ』vbrr甥喝9.財nZjik迎塑極汐過り麺幼ｅ“睡涯勿止ル“幻女nＪ；
<httpWWwwJKopino函o/en/kXbou唾opinO別new8ﾉbxJine･access･to-an･norwegian-1iteratmfe､錘ｍ･世le･20ｔ
h･centu可>、

289Elektra,＜httpWelektm､helsinki・丘/engliBhhtml>、
29001sSon’supranote286,畠t262

2911nternation鋤睡derationofReproductionRightsOrlZanisations.”Ｏｊ企z226aI:S,ｊｍＦｍ９ｚ１ｑ
<httpWwww麺唾o､o軍/node/730>、
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一ビスは、フィンランドの全ての公立図諜館及び技術専門学校、大多数の大学において利

用されている2蝿

(6)拡大集中許諾制度に対する学説の評価

①拡大築中許諾制度の利点

第１に、拡大集中許諾制度は、権利者不明藩作物の問題を解決するだけではなく、大餓

の著作物の権利処理を行う際に取引澱用が多大となる問題をも解決するという、射程の広

さを有している四3．図書館、放送機関などがデジタルアーカイブ構築を行う際に障害とな

るのは、権利者不明著作物の権利処理問題だけではなく、大戯の薪作物の権利処理を行う

際に多大な人的及び経済的費用がかかるということである。2012年に採択されたＥＵ孤児

薪作物指令"4や我が国の裁定許論制度のように利用者が蛎前に椛利渚を探索することを要

求するアプローチは、孤児著作物の問題を解決するものの、アーカイブ化のための権利処

理にかかる幾用が多大となる問題を解決することにはつながりにくい。これに対して、拡

大集中許諾制度においては、利用者は、聯前に著作物ごとに権利処理を行う必笑がなく、

大量の薯作物を利用するための許諾をワンストップで得ることができるため、権利処理に

かかる取引費用を大幅に削減することができる可能性がある。同制度においては、利用者

に代わり、集中符理団体が椛利者を探索し、ライセンス料を分配する黄任を負うことにな

る。これは、著作権の椛利処理にかかる渋朋が、利用巻から無中将理団体にシフトしてい

ることを意味している。そして、集中犠理団体は、椛利処理にかかる饗用を、利用者から

徴収する使用料に上乗せすることができるのである“

第２に、拡大集中許溌制度の背後にある考え方は、個女の椛利者による明示の許諾なく

広い範剛の藷作物の利用を認める代わりに、当骸制度のドで籍作物が利用されることを望

まない椛利者に対しては、オプトアウト柵を瀞めるというものである”６６すなわち、椛利

者によるオプトアウトを秘める拡大鋼'１許淵制獲は、取引鋤用のＩＭＩ題を解決しているので

はなく、取引費用を負担するアクターを利用肴から一部の椛利者へ変災しているというこ

とを意味する。オプトアウト制度の下では、自らの薪作物が利用されることを望まない権

利者は、市場における薪作物の利用を監視するための磯用を負担しなければならない2976

理EIektra,supranote289、

g93Ringnalda,supmnote192.
29.8,唾ctjye2012ﾉ28ﾉEUoftheEumpeclnPaniamentandoftheCouncilof250ctober2012onccrtain

pemlittednse8oforphan,２０１２０．J．（L299）５．
２弱Ibid.,ａｔ８．

郵笠umpke,Bupranote276jat292n､192．
”７Ｒｉｉ８＆SChov8bo,８upranotG198,ｎt４８３．
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著作権のライセンスに関するデフォルトルールをオプトインからオプトアウトヘと礎災

するという点において、拡大染中許諾制度は、米国において問題となっている絶版諜籍に

関するGoogleブックス訴訟における修正和解案で提示されているオプトアウト制度と共通

点が多いとの指摘がなされている298．拡大集中許溌制度は、箸作物を利用するためには権

利者による許諾を必要とするという原則を維持しつつも、許諾を得るスキームを要返すも

のである。すなわち、集中管理団体により自身の利益を代表されることを望まない権利者

は、オプトアウトをしなければならない。横利器がオプトアウトをする旨の通知をなさな

い限り、権利者による詐諾は推定されるため、権利肴不明薪.作物の問題は生じないことに

なる。

Googleブックス解訟修正和解案は、拡大集中許諾制度と類似するスキームを作り出そう

とするものであった2996同和解案は般終的に裁判所によって承認されなかったものの８００、

著作権法のデフォルトルールを変更する内容を含んでいた。同和解案では、クラス・アク

ション制度を通じて、オプトアウトの意思を表明しない椛利者の蒋籍がコレクションに含

まれることになっていた。また、和解により股立されたレジストリを通じて、蒋作椛者が

自身の薪作物を特定し、Googleによる薯作物の利用を通じて得られた収益の一部を受け取

ることになっていた。そして、グレースピリオドが経過した後には、レジストリに登録さ

れなかった権利者に割り当てられるべき使用料はプールされ、そこから、管理識用の支払

及び、登録された権利者への補償金の支払がなされることになっていた。

DianeZimmerman（ニューヨーク大学ロースクール教授）は、オプトアウト制度の利点

を強調し、文化遺産のデジタル保存を可能とするためには、当事春の自発的なライセンス

に期待することはできず、ゆえに、椛利者からの合意を得つつ、アーカイブ描築を行う機

関が権利処理を容易に行うことができるような制度を蔀入する必要があると説いている。

その上で、拡大集中許諾制度は、許諾を得ることが困難であるために行われていない、社

会的に望ましい著作物の利用を促進するための優れた解決鋪であるとしている801．

第３に、拡大集中許職制度の利点は、権利者、利用背、社会全体という全てのステーク

ホルダーにとって便益をもたらすというものである302。すなわち、椛利群は側らの薪作物

が利用されることを完全に監視することが不可能であるため、著作物の利用を集中管理に

委ねることは、権利者の利益を保液することにつながるとされている。集中管理団体の非

“DianeL・Zimmerman,Ｃｾｵ"【"zUEmsGr””"f恥”ａｆＤｍＩ”血g血鋤GLjb”3肋gS1”mpbin
WORKINGWrr周IMmEBouNDARIEsoFINTELLEcfl,UAI』PRO”Imf29(Ro‘helloDreymsse“1.ＧdB.,2010）i
SnmuelSOn,BupmnotG168,曲t700.木似借替鋪２部鋪６車1.2.(2)も参照。

2”艶ａＧｏｏｇｌｅＢｏＯｋＳ⑧arc曲lScttlem”t,＜ht即WwwwLgooglGbookSottlOment,comわ.GonglqHodk
SearCh和解案におけるオプトアウトの意継については、、村藩之「日木版フェア・ユース源入の意義と限
界」知的財産法政節学研究32号１頁（2010年）、糊海久雄「サーチエンジンにおける謝乍様侵害主体・
プェアユースの法理の変容一noticeおよびGoogleBookSemEchPrOjectにおけるOpt･out制度を中心に」
筑波法政46号21頁（2009年）を参照。

800AuthorBGuildMGcogle,Inc.,770ESupp､２．６６６（S､，.Ｎ･砥2011）．
3o1Zimmcrman,ｓｕｐｒａｎｏｔｅ２９８,ａｔ２９．
so201ssonj8uprzlnotCl66,ａｔ２９２．
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

構成員にとっても、個左の権利者としては交渉力に劣るところ、相当数の権利者に受け入

れられた契約内容によって自らの著作物が利用されることは、非構成員の利益にかなうこ

とになるとされている803。また、拡大築中許諾制度においては、利用の態様ごとに条件を

違えることや、経済的価値の揃い薯作物を利用の対象から除外する等、当事者の事梢に応

じて許諾の条件を調整することが可能となるという利点も存在する。

公衆にとっては、拡大集中許諾制度を通じて箸作椛のライセンスが促進されることで、

教育機関による薯作物の利用や、図譜館や放送機関によるアーカイブの公開などの外部効

果を伴う著作物の利用が広く行われるようになり、社会全体の便益につながるとされてい

る3"。加えて、拡大集中許諾制度は、制定法上で明示的に認められているという点で、法

的確実性が高い制度であるため、公共機関などのリスク回避的なアクターによる利用を促

進させるという利点があるとされている。

以上の点から、権利者不明著作物の問題及び大避の著作物を利用する際の取引畿用の問

題を解決するために、拡大集中許諾制度（又はそれに類似する制度）を導入するべきであ

ると主張する論者も少なくない80ａｏ

Ａｘｈａｍｎ＆Guibault（ストックホルム大学法学部博士課程及びアムステルダム大学法学

部情報法研究所准教授）は、大量の著作物を利用する際の権利処理にかかる取引費用が高

騰するという問題が、EurOpeana306などの文化機関によるデジタルアーカイブの椴築の障

害となっている状況において、拡大集中許諾制度の導入は、権利処理の円滑化を図り、結

果的に、権利者、コンテンツ提供者、利用者全ての利益を促進させるであろうと指摘して

いる307もその上で､EurOpeana等のプロジェクトのために拡大集中許諾制度を活用するの

であれば、デジタル化及びオンラインでの公開を可能とするように広範囲の利用態様を対

象とするべきであるが、他方、利用の対象となる著作物は、商業的な利用可能性が失われ

ている著作物に限定されるべきであるとしている308。

もっとも、以下で検討するように、拡大集中許諾制度の導入を主張する論者においても、

同制度に問題点がない訳ではなく、改審の必要があるとされている。

sOslbid・

s041b迅

305StefvanGompejl＆ＥＢｅｍｔ貢､唾nholbL”ｅＯｍｂ”１WもnIzs』９ｍｍ上、『”ｅＣ麺Jzl2ig力ｆＱｍ“ぬ迦皿

of刀』域”｡gLa2率9Sなａｊｂ４ｕ”雄”上4z世hj砿e易”“め”わ,SbIt月e必８PopularCOmm,micaton,61-71
（2010）；Ｇｅ】rvais,supzanotel68．、
306Eumpeana,supranotel30・同プロジェクトについては、古山俊介「EuroPeanaの動向：『欧州アイ
デンティティ』および『創造性』の観点から」カレントアウエアネス314号（20ﾕ2年）１７頁

＜ht晦推壷函t・naLgojp/cal785>を参照。

3ｏ７Ａｘｈａｍｎ＆GuibaultうBupranotel74,ａｔ70.
30slbid‐
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②拡大集中許諾制度の問題点及び限界

拡大集中許諾制度の問題点として、第１に、集中符理団体と利用者の交渉において、利

用の条件及び使用料額は市場の状況を反映して決定されるため、利用の条件又は使用料額

は非営利の文化機関にとって望ましいものとなるとは限らないという点である309。拡大集

中許諾制度は、集中智理団体と利用者との間の交渉を促進させ、許諾の条件及び使用料額

について合意を得ることを促すことを目的としているため､立法及び司法による関与の程

度は限定的である。

例えば、ノルウェー国立図撚館のデジタルライブラリー・プロジェクト（木章Ｉ(5)①を

参照）では、著作権保畿の対象となっている５万点の所蔵資料をデジタル化し、インター

ネット上で公開した。染中特理団体とのIIIjで結ばれたＥＣＬ契約では、国立同祷館は所蔵資

料を１年間利用するために、１頁あたり０．５６ノルウエークローネを支払うことが規定され

ていた。ここでは、権利者が判明している著作物に支払われるのと同額の使用料を、権利

者不明著作物についても支払うことになっている。同プロジェクトでは、権利者不明の所

蔵資料の平均ページ数は１８５頁であり、これを１年間オンラインで利用可能なものとする

と、１冊あたり１３ユーロの使用料を集中管理団体に支払う必要がある。例えば、権利者不

明著作物1,000点を公開するためには、年間13,000ユーロの使用料を支払う必要がある。

仮に１００万点の権利者不明著作物を公開するとした場合には、年間1,300万ユーロの費用

がかかると試算されている８１０．この金額は、少数の著作物を短期間利用する利用者にとっ

ては支払うことが可能な金額であるかもしれないが、図襟館による所蔵資料の公開や、放

送機関による番組アーカイブの公鮒のように、大避の著作物を著作権が満了するまでの間

利用可能とする場合には、過大となる可能性があるとの指摘がなされている3ｕｃ

この問題の本質は、拡大集中許諾制度が政策的な制度ではないということにあるとされ

る312。すなわち、同制度は、市場の取引を促進することにより、取引費用を削減し、市場

の失敗を解決することを目的としているにすぎず、権利制限や強制許諾制度のように、著

作物の利用の条件を立法で特定することにより、特定の政策目的を達成するために機能す

るものではないというのである。したがって、調停及び仲裁制度は存在するものの、拡大

集中許諾制度を、文化資産のインターネット上での公開を促進するといった、特定の政策

を達成することを目的に、低額の使用料を設定するという形で運用する余地は存在してい

ない。仮に立法府又は司法府が特定の政策目的を実現するために過度に介入すると、当事

者の自由交渉に基礎付けられる拡大集中許諾制度の正統性が損なわれてしまうおそれがあ

ると指摘されている813。

釦９Ringnalda,sUpmnotel92

31omilmanLud函Ｚｈｅ‘b』ｱjｼaDw3ozﾖﾊ竃，.c“ZlG幻g葛２０１０GRURIN堀６７７（2010）
３１１１bid，

3】zRingnalda,supranotel92、
３１８１bid‐
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蝋２部椛利者不明時における藩作物等の利用''１滞化制度の澗強

第２の問題点として、椛利者不明薪作物を利用するための使用料の支払先として集中櫛

理団体が適切かどうかという点である３１．'･拡大築中詐粥制度においては、築中幡恥剛体は

オプトアウトした椛利者を除く全ての権利者を代表していることとされており、そのため、

権利者不明著作物を含む全ての薪作物の利用者から使用料を徴収し、智理することが罷め

られている。しかし、実際には、椛利者不明著作物の椛利者の多くが使用料の諦求を行わ

ない可能性が商い。その結果、利用者から築中審理団体に使用料が支払われたものの、椛

利新から洲求がなされ戦い使用料の額が、相当な額となることが予想される。ここでは、

主に椛利者不明将作物を利用するために利用者から徴収された使用料から、誰が利益を得

るべきなのかということが問題となる。同制喚が薪作椛のライセンス市場を促進させるこ

とを脚的としており、政策的な制度として槻能する余地が狭いことを勘案すると、集中管

理団体の樋成員が利益を受けることになるが、それが望ましいかどうか棋重な検耐がなさ

れるべきであると指摘されている３１５。

もっとも、以上の２つの問題は、拡大集１１』許織制度の下で利用される薯作物の対象を、

商業的利用可能性が存在しない薪作物に限定することにより解消される可能性があるとの

脂摘がなされている816。仮に、同制度の対象となる著作物を商業的利用可能性のない薪作

物に限定した場合、使用料が非営利の文化機関にとって利用可能な金額に設定される可能

性があると考えられている317．

第３の問題点として、拡大集中許諾制度を櫛理するための費淵が多大となるおそれがあ

ることである318。特に、巣中符理団体が椛利者の所在を探索し、椛利者に使用料の分記を

行うことには費川がかかる。非術成風である縦利器を特定できる可能性は商くないため、

築中櫛理団体は、相当な額の使用料を非櫛成員に対する分配のためにとどめておく必要が

ある。北欧諸国において槽理費用の問題が顕在化しなかった背景には、これまで同制度が

適用されてきたのは比較的小規模な利用に限られていたという事情があるとされている。

北欧諸岡と比較して人口の多い国や地域において、拡大架中許諾制度がデジタルアーカイ

ブ耶業などに適用される場合、利用者から徴収された使用料及び契約の櫛理にかかる淵用

は、従来とは比較することができないほど多大になると可能雛があるとの指摘がなされて

いる811.

次に、拡大集中許賠制度の限界として指摘されているのが、権利者不明著作物を対象に

含む箸作椎許諾の拡張効果は、国内法の規定に韮づくものであるため、その効果が及ぶ雌

３１４１bid、

３１５１bid，

３１６１bid、

317なお、このような限定を付した場合、拡大染中許諾制度とＥＵ孤児薪作物指令では、対魚となる著作
物の範囲が事実上重なることになる。もっとも、同指令とは異なり、拡大難中許諾制度の場合、権利者を
特定するために巽用と時間のかかる綱充を行うことなく、薪作物の利用が認められる（Ibid.）。
３１８１bid，

3mＴＭｄ－
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囲は当核国内に止まる.という点である820°したがって、国境を越えて著作物が利用される

鰯合には、同制度は、権利者不明薪作物の権利処理を容易にするものではない。

また､拡大架中許諾制度においては､権利者不明著作物の利用について許諾を得る前に、

権利者に関する真華な探索を行うことが求められていないため82'、権利者不明著作物を含

む特定の分野の全ての薪作物が、自動的に拡大集中許諾制度の対象に含まれることになる。

そのため、ＥＵ孤児著作物指令（詳しくは、本報告書第２部第１章を参照｡）に規定されて

いる、画Ｕ全体で椛利者不明籍作物としての地位を相互承認するという目的は､拡大集中許

路制度の下では達成することができないとの指摘がなされている8蕊

③拡大集中許諾制度の文化的背景

拡大集中許諾制度は、非構成員である権利者の許諾を得ることなく、当該著作物を集中

管理団体が僻理することを認める制度であるため、制度の正統性をどのように砿保するか

が重要となる鍵8・

北欧諸国は、集中管理について長い伝統を有しており、集中管理団体の構造及び文化が

発達しているとされている錘4・北欧熊国においては、拡大集中許諾制度が権利者と利用者

の利益を促進するものであるという認識が、社会において広く受け入れられていると考え

られている32回。また、同制度が成功した要因としては、高いレベルの組織及び労働法に関

する問題を雁用者及び労働者をそれぞれ代表する組織間の集合的な合意によって対処して

きた社会背畿があるとされている３２６．さらに、より広い文化的背景としては、小規模で同

質的な社会であるために、社会における信頼性及び透明性が高いことが指摘されている。

その結果、北欧諸国の著作権ライセンス市場は、集合化ないしは組織化が進んでおり、拡

大集中許諾制度はその延長線上に位置づけられている狸7ｂ集中管理団体の適格に関する政

府による認可制度を除けば、北欧諸国において、集中管理団体のガヴァナンス及び透明性

を硫保するための規定は殻けられていない828公

“Lud函supranote310,ａｔ684．
”１１bid、

3空Ibid

3電RingnUlda,supranoteユ92.

324Ａｘｈｎｍｎ＆Ｇ極baultbsupmnotcl74,ａｔ４４．

３謎Ringnalda,BUPmnotG192，

326Rii8＆SChov8bo,supmnote198,at495（耕作桶の果中liW:理は、桶利者の述祢という要素を有してい
る。例えば、巣中幡理剛体が利朋者から徴収した使用料を築合的な目的のために使用する場合や、ブラン
ケットライセンスのように画一化された価格僻造が採用される場合に、遮幣という性質を見て取ることが
できる。ここでは、人気のある薯作物の権利者が人気のない薯作物の権利者を助成することを意味してい
る。）．

3271bid.ただし、北欧諸国においても、全ての分野で著作権の集中待理が発達しているわけではない。レ
コード製作者、映画製作者、ソフトウェアの著作権者は、排他権を個別に行使することを望む極向がある
とされている（Ibid.,ａｔ490.）。
a調Ａｘｈｍｎｎ＆Guibault,８，ｍｒａｎｏｔｅｌ７４,ａｔ“．
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

したがって、北欧諸国とは著作権の集中管理に関する文化的背景の異なる国が拡大集中

許諾制度を移植しようとする場合には、文化的背景の差異を考慮に入れなければならない

との指摘がなされている329．具体的には、著作権の集中管理に関する制度が北欧諸国ほど

に発達していない国に拡大集中許諾制度を導入するのであれば、類似する法ルールを取り

入れただけでは不十分であり、集中管理団体のガヴァナンス及び透明性を保障するための

制度的な手当が必要となるとの指摘がなされている380。

３．立法及び近時の動向

(1)スウェーデン

スウェーデンでは、現在、著作物の利用契約の締結及び権利処理を促進させるための法

改正が検討されている。2008年４月には、ＪａｎＲｏｓ６ｎ（ストックホルム大学法学部教授）

を特別委員長とする審議会が政府によって設置され、2010年４月には、著作権契約に関す

る規定の包括的な見直し、及び、拡大集中許諾制度の改正に関する提言をまとめた中間報

告書331が公表された。権利者不明著作物の権利処理の問題は、同報告審の主要な検討課題

の一つとされている。さらに、2011年４月には、中間報告書の提案を盛り込んだ上で、現

行法の文言の明確化を図ることを目的として、条文案をまとめた最終報告譜が公表されて

いる382．

中間報告書では､拡大集中許諾制度の適用範囲の拡大について、３つの提案がなされてい

る。第１に、薯作権法第42.条の射程を広げることにより、図祷館及びアーカイブが所蔵

資料をデジタル化し、それをインターネット等を通じて提供するための権利処理を容易に

すべきとの提案がなされている833ｂ具体的には、既存の制限規定の下では許容されていな

い、所蔵資料のあらゆる形態の複製及び公衆への提供が認められることになる。これに加

えて、同第２１条を改正し、図譜館及びアーカイブの施設内に設侭されたディスプレイで所

蔵資料のデジタルコピーを閲覧することなど、訪問者に対して所蔵資料の利用を可能とす

る機会を拡充することが提案されている。

第２に、ラジオ及びテレビ放送に関するＥＣＬ規定である第42e条を改正し、放送に限ら

ず、あらゆる形式の公衆への伝達及び当該伝達を可能とするために必要な複製を同上の適

用対象に含める提案がなされている3郡。現行法の下では、番組のオンデマンド方式での伝

達はＥＣＬ規定の対象となっていないため、放送機関が番組をウェブサイトを通じて提供す

329Riis＆SchovSbo,supranotel98,ａｔ495.

330Ａｘｈａｍｎ＆Guibaul喝supranotel74,ａｔ44.

331SOU2010:24,supranote196・脚報告書の解脱として、Ros6n,supranote218,ａｔ65‘
3s2SwedighGovernmentO伍cialReport（SOU）2011:３２．

３３３ＲＣＳ釦,supranote218jat80、
3331bid.,ａｔ８１．
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るためには、著作物ごとに権利処理を行わなければならないことが実務的な問題となって

いた。法改正により、放送期間が、番組の放送から一定の期間、利用者の求めに応じて当

該番組をインターネットを通じて提供する際の、権利処理が容易になるとされている。

第３に、同報告は一般ＥＣＬ規定の導入を提案している335。既存のＥＣＬ規定は、拡大集

中許諾制度の対象となる著作物の種類及び利用態様が具体的に定義されている。従来の制

度は、著作物のライセンス市場に障害が存在する分野について、個別規定により手当をす

るというものであった。一般ＥＣＬ規定の下では、個別のＥＣＬ規定に規定されていない分

野においても、ＥＣＬ契約を締結することにより拡張効果を生じさせることが可龍となる。

もっとも、同提案では、次の３つの条件が満たされる場合に限り、一般ＥＣＬ規定の適用が

認められるべきであるとされている。すなわち、〔1]当該契約が限定的かつ特定された分野

に適用されること、回拡張効果を生じさせる契約が締結されていること、図当該契約が書

而でなされており、かつ、拡張効果を生じさせるという当事者の意思が表示されているこ

とである。一般ＥＣＬ規定においては、権利者の利益を保護するために、常に当該契約から

オプトアウトし、排他権を行使することが認められている翁

(2)フィンランド

フィンランドでは、2010年３月に、著作権法の改正について提案を受けるために、著作

権審議会（CopyIigmltCommission）が設置された。同審議会は、２０１２年１月に最終メモ

ランダムを公表したが、そこでは、拡大集中許諾制度に関する規定の改正を含む改正案が

提案されている336．同委員会の提案内容は、第２５９条を修正して、放送局及び新聞社が、

自社が保有するアーカイブをデジタル化し、利用可能とするために、集中管理団体との間

にＥＣＬ契約を締結する権利を与えるというものである。現行法においては、図書館、美術

館、博物館、アーカイブのみが上記の行為を行うことができる。

４．日本法への示唆

拡大集中許諾制度は、著作物の利用に際して、権利者を特定するための事前の入念な調

査が不要であり、また、非樵成員の薯作物及び権利者不明藷作物を含む広い範囲の著作物

についてワンストップでの権利処理が可能となる点で、権利処理にかかる取引費用の削減

につながるとされている。そのため、大量の権利処理を必要とする文化機関、放送機関な

どにとって魅力的な制度であると言えるかもしれない。

３３５１bid､0ａｔ８２．

３”Minis”ofEducationandCulture,姪p唖of必eCb厩函ｉｇｶｵ“､唾酌Sjb"；βb血fjbns"“a地z29忽sｏｆ
必e〔fig，fZ狸J…（EngIi8hSummary），

<http:"wwwmqinedu.fI/OＰＭﾉUiJkaisut/2012/Tb週janoikeustoimikunnan-mietinto,html?LEmg=e歪．
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もっとも、拡大築中許諾制度の日本法へ灘入することを検討する際には、慨愈な検討を

典するであろう。

第１に、籍作物の築中櫛理に関する市場及び文化的特段の相違である。拡大集中許溌制

度の正統性は、特定の分野の著作物について国内で利用される鵜作物の権利者の大多数を

代表する集中符理団体が存在しており、当該団体と利用者の間で自主的な交渉を通じて利

用群諾契約が締結されるという２点によって担保されている。北欧諸幽において拡大集中

許鵬制度が成功している背錐には､籍作権の集中管理に関する市協が発鵬しており、また、

樵作物の利用を築中怖理に委ねることについて好意的な文化的背鍬が存在するという小惜

があげられる837。

これに対して、我が国においては、音楽の蕪作物など集中管理が発達している分野も存

任しているが、必ずしもそうではない分野も存在している。具体的には、写真及びその他

の視聴覚薪作物については、権利者は一般的に個別に排他権を行使することを好む傾向に

あったと考えられる。仮に制度が鄭入されたとしても、椛利者によるオプトアウトが多く

なされる場合には、権利処理にかかる取引饗附を削減するという同制度のメリットは失わ

れてしまうことになる。したがって、拡大集中許諦制度の蝉入を検制する際には、我が国

においても染中管理市場が-1-分に機能するかどうか慎重な見極めが必要となるであろう338．

第２に、拡大集中許諾制度の限界である。拡大集中許諾制度においては、利用者による

入念な調査が不要となる代わりに、集中智理団体が権利者の調炎を行い、徴収された使用

料の分配を行うことになる。そのため、利用者にとっての取引識用が削減される一方で、

蝿中管理団体においては薪作物の梨中符理を行うことの楕哩饗用が噌加するということも

考慮に入れなければならない。また、集中幡理団体は、椛利処理にかかる幾用を利用者か

ら徴収する使用料額に上乗せする可能性があり、その場合、利崩者が支払う使用料額が高

額になる可能性がある。さらに、既に検討したように、｜可制度においては、権利者の判明

している藩作物と柵利器不明薪作物を区別することができないため、利用考は権利者不明

藩作物であるかを問わず、均騨な使用料を集中櫛理団体に支払わなければならない。その

ため、図譜館や放送機関が所職盗料をインターネット鎌を通じて公洲すあ賜合難、大簸の

鯛７MIREILLEⅥｗＥＥ“ouD画ＡＬ.,HARAIoNI風NGEuRoPEANCoPYmGHTLAw:THECHALLENGEsoFB”・

TERL鏑ｗ“NＧ279.280（2009）．また、ENGELBREKT・前掲注２３４．５４頁は次のように指摘する。

『著作嬬替理団体は、様之な国で同様の間迦を解決するために出現したが、その歴史、地位、組織的な構
造を災にしている。国際的なネットワークが商度に発達したにもかかわらず、これらの団体は、いまだに

国内の制度的環塊に強固に組み込崩れており、透明性、鋭明淡任、公的コントロールの庇合い等のガヴァ
ナンスの主たる槻式は相当稲度に、この国内的凝塊によって決定されている。…スウェーデンの蒋作権描

珊側休は、多くの点において、労働迎励を統率した構造や原理を範としている。姫合的な令懲を非楕成負
に拡張するという構成は、スウェーデンのソフト・コーポラティズムに盤づく交渉モデルにとってはおな

じみのものであり、その感化の下、スウェーデン（と北欧）の蒋作権における拡張ライセンスの枠組みが
成立したという濯緯がある。この制度がメウェーデンの文脈において実効的なものであるとしても、制度

の伝統と沿革を異にする他国の耕作橘櫛理団体に容易に導入しうるものではないかもしれない｡』
“今村・前掲注57.175頁は、我が国には、権利者の組織化が進んでいる薪作物の分野もあれば、個別

の椛利処理が一般的で代表的な団体が存在しない分野も存在するとした上で、拡大梨中許誰制度について
分野を限定して段階的に淋入･ﾘｰろという方法があり得ると柑摘する。
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薪作物を利用するためには、相当な額の使用料を集中符理団体に対して支払わなければな

らないという問題がある。このような状況においては、拡大集中許諾制度を利用すること

ができる機側は、。-．定程度の予算を有する大規模な擬関に限定されてしまうかもしれない。

第３に、権利者不明著作物の利用について支払われた使用料は、当該著作物の権利者に

分配にされない可能性が高く、集中管理団体においてとどめおかれ、当該団体に所属する

構成員のために集合的に使用される場合もある。したがって、非構成員や権利者不明薪作

物の権利者に分配されることのない使用料の支払先として、集中管理団体が適当であるか

否かは必ずしも明らかではない。この点は、制度の正統性を担保する上で、重要な問題と

なるであろう。

５．その他の制度

北欧諸国では、拡大集中制慶の他に、籍作権の制限として、権利制限規定及び強制許諾

に関する規定が存在している889。もっとも、これらの規定は、椎利者不明著作物の問題を

直接的に解決することを目的として設けられたものではない。

第１に、権利制限規定が対象とする行為については、利用者は権利者の許諾なく著作物

を利用することができる。紙幅の関係上、各国の権利制限規定を網羅的に紹介することは

できないが、その中には、アーカイブ、図書館、博物館による施設内での薯作物の複製及

び展示を認める制限規定などが含まれている34q･例えぽ､デンマーク著作権法第16条では、

公共図譜館等は、薪作物の保存を目的とした複製（同条第２項)、絶版等作物である所蔵盗

料の一部が欠けている場合、当該部分の複製（同条第３項)、絶版謹籍を施設内で利用可能

とするための公表著作物の複製（同条第４項)、公表著作物の寄託に関する特別法で認めら

れている複製（同条第５項）を行うことが許容されている。また、同条に基づいて複製さ

れた資料を、施設利用者へ貸与、施設内での展示等することも認められている（同条第６

項及び第７頭)。もっとも、公立図譜館等が、利用者に対して所蔵資料をデジタル送信する

ためには、拡大難中許諾制度を利用しなければならなない。

第２に、強制許諾に関する規定では、利用者は、権利者に対して報酬を支払うことを条

件に、著作物を利用することができる鈍'。各国に共通する規定としては、視覚障害者のた

めの著作物の特定の利用3‘2や、教育目的の集合著作物の一部分の利用鋤３，実演家及びレコ

ード製作者のための録音物の公衆への伝達鋤がある。これに加えて、ノルウェーでは、公

函Rongstad,supmnote213,at855etSeq･

訓oデンマーク法につきＲIIS,supmnote200,at52ebseq肇を、フィンランド法につきBRUU弱8upranote
l69,at48etBeq.を参照。

鋤ROngstad,SUpranote213,ａｔ855,
部2DCA第17条､NCA第]i7,条､SCA第17条。
3個ＤＣＡ第１８条、ＦＣＡ第18条、ＮＣＡ第ﾕ8条、ＳＣＡ第18条．
844ＤＣＡ第68条、ＮＣＡ妬４５条、ＳＣＡ第47条．
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の試験のための複製や（ＮＣＡ第１３ａ条)、時事の報道に関する新聞・雑誌・放送における

美術の著作物及び写真の著作物の利用が認められているし（ＮＣＡ第２３ａ条)。フィンランド

では、有線放送事業者等が、ラジオ及びテレビ番紐を有線同時再放送すること等が認めら

れている（FCA第２５i条)。

Ⅱ．権利者不明著作物の利用後に活用可能な制度（侵害訴訟におけ
る救済等）

北欧諸国では、侵害訴訟における救済等に関して、権利肴不明著作物の利用後に活用可

能な制度は特に存在していない。権利の濫用に関する規定も置かれていない。

1１０

第６章アメリカ

１．権利者不明著作物の利用前に活用可能な制度

１．はじめに

(1)背景

第６章アメリカ

米国において、「椛利者不明著作物」（OrphanWbrkS）とは､法律上の定義はないが、「著

作物を利用しようとする者が、薪作権者からの許諾が法的に必要な場面において、著作権

者を発見又は同定することが困難である籍作物」のことを指すとされている割5。その定鍍

上、適法に権利者不明薪作物を利用することは困難であり、そのため椛利者不明著作物へ

のアクセスは限られ、多くの作品が公衆にとって利用不可能な状態に避かれていることは

大きな問題であるとされている。

米国においてこの問題は早くから談論されており、前回調査鍋6で大きく取り上げた、米

国薪作権局による｢椛利者不明著作物に関する報告書」（ReportonOmh2mWb丞s）（2006）

317において詳細な検討が加えられ、対処の必要性が説かれている。

2006年当時においては、権利者不明蕪作物の問題は作品の場合ごとの単独での利用に主

たる関心があったが、のちに後述のGoogleブックス訴訟（2008）の問題が顕在化するに

つれ、「大簸デジタル化」（ＭａｓｓＤｉ感tization）の文脈における権利者不明著作物の利用の

問題が意縦されるに至った318.噸独利用と大鎚利用との場合で議論を分ける必要がある可

能性も意撤され始めている。

本章においては、前回鯛査以降に生じた上記のような社会怖勢の変化、問題意識の進展

を踏まえ、米国における権利者不明薯作物についての状況の澗査・検討を行う。

(2)本節の概要

本報告櫛第１部皿（１）でも述べられているように、本報告襟は、椛利者不明薪作物の

利用を適法に行うための方法を「利用前に活用可能な制度」と「利用後に活用可能な制度」
の２つに分けている。

両者の恢別は相対的であり、要は自らの行為が後に違法とされる（又は違法と主張され

る）リスクの差にすぎない。しかし実務的にはその差は施要と思われ、本節では相対的に

醜52006年著作椎局報告響・後掲注347及び2012半群作椎締賀間通知・後掲注359.
3躯文化庁委託蛎業・前掲注2.

3K７以下「2006年耕作椛局報告紬という。
3姻後掲注３５８．２０１１年若作椛局報告害参照。
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リスクの低い前者の方法とみなせる方法について取り上げる。具体的には、詐溌を得るた

めに椛利者の同定・発見を審易にする方法、樋利者の同定・発見が不可能でも許総を取得

できる仕組み、そもそもそのような著作物をパブリック・ドメインにおき許鵬を不婆とす

る制度などについて言及する。

２．現行法制度

(1)制度の概要

米国においては､権利者不明著作物の利用｢前｣に利用できる制度として､現在以下の

ようなものがある。

①個別的許諾及び著作権者の公示制度について

(a）１２窪０

米国の著作権法において、蒋作樵法第１０６条が定める蒋作権者の専有する薪作物利用行

為を行おうとする利用者は、郡前に著作権者から個別の許諾を取得することが原則である。

著作物が権利者不明蕪作物となり許諾の取利ができないと、薪作物の利用はできないのが

原則である。

(b）著作権者の公示制度

権利者不明著作物の数をなるべく少なくするため、米国耕作権法においては薪作権者の

同定・発見を容易とする籍作椛宥の公示制度が川慰されている。この点は前回柵査で詳細

にまとめられているので３１０、ここでは術Ⅲiにまとめる。

(i）著作権表示（NoticeofCopynght）（第401条～第４０５条）

米国がベルヌ条約に加入する1989年以前は､蒋作椎表示は薪作樋保謹の要件とされてい

た。現在では、薪作椛表示の利用は任意である。しかし、耕作椛者が耕作術表示を被疑侵

害者の入手可能なつピーに付していた場合、被疑侵搭者による善意侵害の抗弁（第５０４条

(c)(2)）は認められないため、蒋作権新に炎示を付与するインセンテイブは多少なりともあ

る。

349文化庁婆詑亦業・前拠注２．前回剛企２．６頁。
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(ii）著作権登録（Copy｢ightRegisInation）（第408条～第４１２条）

著作権者は、著作権局に薪作権の主張（cQpyrightclaim）を雛録することができる（第

408条)。1989年に米国がベルヌ条約に加盟するまでは、著作権登録は著作権侵害訴訟提起

の訴訟要件であった（旧第411条)。現在でも、米国人の薯作物については訴訟要件である

（第411条)。ただし、侵害発覚後に登録を行って脈訟を提起することは可能であるが、こ

の場合、法定賠償制求椛（第５０４条(b))、弁護士澱用賠償鮒求椛（第５０５条）の行使は、

登録の発効日以降の侵害に限られる（節４１２条)。他のペルヌ条約加盟国を本国とする薪作

物については訴訟要件ではないが、法定賠償誌求権(第504条(b))、弁謹士幾用賠償請求権

（505条）の行使にはやはり登録が必要である（第４１２条)。

利用者は、著作権登録及び後述の著作権者譲渡証機登録により権利者を探すことが可能

である。著作権の登録がなかった場合には、無断で利用したときに、現実損害の賠償と侵

害に起因する侵害者の利益(現笑扱密に算入されているものは除く）（第504条(a)）は支払

う必要があるが、法定賠償等は支払う必要がない“この限度で、籍作椛者には蕊録を行う

インセンテイブが付与されている。

(iii）著作権譲渡証書登録（Recordationoftransfe鱈）（第205条）

著作権の譲渡が行われた場合､縦渡鉦番を聯作椛局に識録することができる(第205条)。

ベルヌ条約加蝋前は詩作椎迩録と同様に所訟蕊仲と結び付けられていたが、現在ではそれ

は廃止されている。また、もともと法定賠償制求権や弁被士数用賠償諦求権の要件とはさ

れていない。

二重譲渡の場而等で機能することが大きな目的の制度ではあるが(第205条(c)参照)、耕

作権者の調査にある程度役立てることが可能である。

②集中許諾（CoIIecMveLicense）

「集中許諾」とは、一般的に、著作椎管理団体（copyrightcollectingsociety）が複数の

著作権省の著作権を一括して脅理し、耕作椛者に代わって利用の許諾、利用料の徴収・分

配などを行う仕組みのことである。集中許滞は更に２つの類型に分けられる35q･１つは､権

利新が自ら耕作椛柵:理団体に椛利怖理を委託する「ｎ発的集１１．１許諾」（Vblunta1yCollective

License）（又は“oPt-in”築巾許総）である。我が国における藩作椛管理団体（一般社団法

人日本音楽著作権協会など）はこれに位世づけられる。もう１つは、「拡大集中許諾」

（ExtendedConectiVeLicense）である。これは、著作権者の委託の有無にかかわらず、

850後掲注３５８．２０１１年群作椛局報告醤。８１両以下』

、$



351後掲注358.2011年蕪作権局報告書・AppendiXE，文化庁委託事業『諸外国の耕作椎の集中管理と競
争政策に関する調査研究jｌ（一般財団法人比較法研究センター、２０１２年３月）５０頁以下。
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1１４

立法によって、著作権管理団体に特定のカテゴリーに属する著作物の特定の使用を許諾す

る権限を与えるものである。

現在の米国において法制度上認められているのは、自発的集中許諾のみである。集中許

諾を利用すれば、著作権者を発見することができなくても、著作権管理団体が希望する利

用に係る著作権を管理していれば、許諾を利用前に受けることができる。また、管理団体

が許諾権限を持たない利用についても、管理団体は多くの著作権者の所在を把握している

ので、その情報を利用できれば、権利者を発見して個別に交渉することが容易になる。

現在、米国内には下記の著作権管理団体及び権利者の発見を容易にするための自発的な

団体が存在する351。

1１５

③法定許諾（StatutoIyLicense）

前回調査６頁以下において紹介されているように、米国著作権法には以下の法定許諾の

制度があり、一定の場合には、著作権者の許諾がなくても（著作権者を発見することがで

きない場合でも）許諾を得ることができる。限られた分野であるが、法定許諾が利用可能

な分野については、権利者不明著作物の問題を回避することが可能となっている。

音楽薯作物

第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

録音物

視聴覚著作

物‘

）1８

SoundExchange

錘Ｉ

ＭPLC（Motion

Pictureljcensing

Corporation）

一
釧

著作権法第112条及び第１１４条のもと、録音物著作権者

に代わり、デジタルオーディオ送信を通じた公の実演権

についての法定利用料を徴収している。SoundExchange

は法定利用料の徴収を認められた唯一の団体である。

，ＶＤ及び家庭用ビデオカセットについて､家庭でない施

設での公の実演権のライセンスを行う権利管理団体であ

る。ライセンスは包括ライセンス（アンブレラ。ライセ

ンス）の形で出すことができ、この場合、その施設の菰

類・年間上映回数・参加見込み人数などの諸要素により

利用料が決定される。

ＢＭＩ（Broadcast

Music,Inc.）

ＤＤＥＸ

SESAＣ（SoCietyof

EuropeanStage

ＡＵｔｈｏｒｓａｎｄ

Composers）

HarryＦｏｘAgency

1939年設立。ASCAPと並ぶ公の実演権を管理する著作

権管理団体。同様に包括ライセンスを行う。

2006年設立。デジタルメディアコンテンツの価値連鎖に

携わる企業間でのデータ交換を可能にする標準〕“Ｌメ

シセージの採用を推し進めている。

1930年設立。もとはヨーロッパの舞台作家のために始ま

った権利管理団体。現在ではASCAPやＢ皿と同じく、

公の実淡権を管理している。

著作権法第１１５条のもと、音楽のデジタル使用につきメ

カニカルライセンスを与え、利用料の徴収・分配を行う

機関である。実演権は扱っていないし、包括ライセシス

を提供することもない。

団体 概要

言語著作物

画像著作物

著作権クリアランス

センター（CCC）

AuthorBRegiBtnCy

iCopyright

ArtistsRights

Society（ARS）

礼

PhotographerIndex

PLUS（thePicture

LiCenSingUniverSal

System）

ＹAGA(VisualArtists

andGalleriesAgSoCiation）

ASCAP（米国作曲家

作詞家出版者協会）

1978年設立。文字著作物の複写、会社や大学におけるデ
●

ジタル利用などを管理。書籍、雑誌、新聞（ウエブサイ

ﾄ、電子書籍、プログ、写真なども）を扱う。

1995年設立。海外の複写などを扱う管理団体から利用料

を受け取り権利者に分配することが目的。

1998年設立。インターネット上のコンテンツについて、

ライセンスを容易にする技術的なプラットフォームを提

供している。

1987年設立。画家、彫刻家、写真家などの権利を扱う。

会員の一覧をウェブサイトで公開している。作品ごとの

登録を受けているわけではない。

世界中の20,000を超える写真家が参加する名簿。ウェブ

で検索可能。許諾活動はせず、作品の管理もしていない。

画像の権利の管理・交渉を容易にするための標準システ

ムを提供する国際的活動。ＰＬＵＳはライセンスのデータ

を標準化し、デジタル・印刷画像にそれを埋め込み、使

用を監視するもの。

視覚芸術家の著作権管理団体。ＡＥＳよりレパートリーは

小さい。

1914年設立。４５万人以上の作曲家・作詞家が参加。音

楽著作物の公の実演権を主に扱う。包括ライセンスによ

る提供を行っている。
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法定許諾の一覧（『大愚デジタル化における法的間迦｣･ApPendixG）

第111条

第112条

第114条

第１１５条

第118条

第119条

第122条

第10章

ケーブル再送信

放送番組の公の実演

一時的固定

録音物のデジタル実減の

ための固定

デジタル送信

録音物の公の実演

レコード制作

音楽薪作物の複製

‐ｆ
『

公の放送

音楽・画像・図形・彫刻の

著作物の複製・実波・展示

衛星二次送信

放送恭組の公の巽派

衛星二次送偏（ローカル市

場内）

放送番組の公の実演

デジタル音声録音装世

(※我が国で言う私的録

音録而補償金制艇に砿

当｡）

受益者

ケーブル率業新

鋪ｕ４

事業者

条の送信

インタラクティ

ブでないデジタ

ル送信に限定

非演劇的苦楽薪

作物の頒布をし

ようとするもの

公共放送難関

衛星事業者

術塁蝋業者

公衆に頒布する

レコード又は送

信に州いられる

音楽薪作物･録脊

物の著作権者

顕２零作権料委員会（Copyri鯉htRoyal畦Board】

1１６

利用料決定

法定利用料

(CRB"2による

修正あり）

利用料の分配は

ＣＲＢによる

CＲＢ

CRB

法定利用料

(CRBによる修

正あり）

利用料の分配は

CRBによる

CRB

誠実交渉義務｡不

成立なら強制仲

蛾

法定（利川料な

し）

法定利用料

利附料の分配は

ＣＲＢによる

利用料徴収

藩作椛局

第三者機関

第三者機関

砿接薪作権者へ

権利者不明の場

合は著作権局

法定されていな

いが､118(b)によ

り第三者に委託

できる。

著作椛局

緯

利用料なし

蒋作椛局

節６策アメリカ

④保誕期間

米国蒋作権法は、著作物の保謹期間を有限なものとしている。著作物の保護期間が長く

なればなるほど、著作権者が不明になる薪作物の割合は商<なり、少なくとも権利者不明

著作物の問題は深刻なものとなる358．著作権の存読期間が限られていることにより、権利

者不明著作物の問題は一定程度抑えられる。

しかしながら、1998年のSonnyBonoCopyrightTb13mExtenSionActによって薪作権の

存続期間の終期は原則死後50年から７０年に延長された。

第302条著作楢の存続期間：1978年１月１日以後に創作された著作物

(白）籍則-1978年１月１日以後に創作された蕪作物に対すー る著作権は､創作の時から存続
し、以下の項に定める場合を除き、薪作者の生存期間及び薯作者の死後70年間からなる

期間中存続する。

これに伴い権利者不明著作物問題の緩和を図るため、第108条(h)が追加された3露。この

規定により､その保護期間の最後の20年にある著作物は､図番館等が著作権者の許可なく、

保存、学問又は研究を目的とした複製．頒布．展示．実波を行うことができる。

また、古い薪作物については、藩作者の死亡の時期が不明となりやすく、いつパブリッ

ク・ドメインに帰したのかの判断が利用者にとって難しいため、第３０２条に以下の２つの

規定が設けられている（なお、1978年１月１日時点で最初の保謹期MIl（発行後２８年）内

にある著作物については、２８年を超える保謹を受けるためには著作権の更新延長の登録が

必要である。したがって、保謹が長くなった著作物について薪作桁者の発見が容易となる

仕組みが担保されている｡)‘，

(d）著作者の死亡に閲述する記録一薪作椛につき利審を有する者はいつでも、瀞作権のあ

る当該著作物の薪作者の死亡日を示す文瞥又は著作者が特定のｌｊに生存していることを

示す文書を、著作権局に登録することができる。かかる文番は、提出者、その利害の性

質及び登録される備報の出所を特定し、かつ、その排式及び内容において著作椛局長が

規則により定める要件に従わなければならない。蒋作橘局長は、遜録された記録及び著

作権局長が笑際的と考える範囲の耕作椛局の記録その他の溌料に含まれる滞報に基づ

き、著作権のある著作物の籍作者の死亡に関する般新の怖報の記録を保職;しなければな
らない。

麺2008年９月２５日需作描肘災の;柿i<httpWwwwbcopy画9ht・govﾉbrplMm/OWLegi81ntionﾉ>詮照・
畷詳細は、文化庁後#劇F紫・前掲雛２．６．６頁参照。

1１７

。
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③著作者の死亡にかかる推定一著作物の最初の発行の年から９５年間又はその創作の年

から１２０年間のうち先に満了する期間の後、当該薪作物の著作者が生存しているか、又

は直近７０年内に死亡したかを示すものが第(d)項に規定する記録には存在しない旨の認

証付報告蕎を著作権局から取得した者は､著作者が少なくとも７０年前に死亡したとの推

定の利益を受けることができる。かかる推定に対する善意の信頼は、本稿に基づく侵害

の訴えに対する完全な抗弁となる。

第３０２条(｡)の存在により、任意で文誇の登録がなされた場合に限ってではあるものの、

死亡の日付を特定することが可能となり、その薯作物が既にパブリック・ドメインに属し

ているかを判断することができる。また、第３０２条⑤の存在により、堆初の発行から９５

年又は創作から120年が経過した著作物については、⑥の記録に依拠してパブリック．ド

メインにあると善意に信頼した場合には、侵害のリスクを負うことがなくなる。

(2)裁判例（Googieブツクス訴訟：Ａｕ的o庵Ｇｕ胴ｕＧｏｏ創ｅﾉﾉ7c,,７７０Ｆ.Supp､２．６６６

(Ｓ､Ｄ､ＮＹ､2011〕）

(a）総説

ＧＯＯ製eブックス訴訟（GoogJeBookSearChLitigation）は、Googleが幾つかの学術図書

館などと協力して始めたGoogleBookSearchプロジェクト（のち、Googleプックスと改

名）の中の行為が著作権侵害に当たるとして、作家・出版社らがGoogleに対して起こした

クラスアクション訴訟である。Googleのプロジェクトは、書籍のスキャン・デジタル化を

行い、協力図書館3弱にデジタル複製の提供・ユーザーに諜繍の全文検索サービスなどを提

供するものである。

著作権者らはこれらの行為が故意侵害に当たるものとしてGoogleに対してクラスアクシ

ョンを提起した。これに対し､GoDgleは自らの行為がフェア･ユースに当たると主張した。

この訴訟は、直接的には、Googleが権利者不明著作物の利用について利用「後」にフェ

ア・ユースの抗弁により正当化しようとしたものである。しかし、Googleがもしこのクラ

スアクションにおいて和解を成立させることができたとしたら、前述の拡大集中許諾類似

の仕組みが、立法ではなく司法により生み出されていたことになる。ライセンスによる椛

利者不明著作物の解決を検討するには、Googleブックス訴訟の和解案の内容及びその経緯

について理解・検討することが重要である。

なお、写真家とイラストレーターも関連する訴訟を提起している（Ａ､､Sbcj鱈ofjM19《Zia

恥oZag強aphez喝亜c,豚GoQg尤血α,No.10.2977（S,，.Ｎ､Y:2010))。
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(b）訴訟の経緯

2004年

2005年

2008年１０月２８日

2009年９月281.1

2009年１１月１３Ｆ1

2010年２月４ロ

2011年３月２２旧

2012年１０月４日
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Googleブックスプロジェクト開始

著作者と出版社がクラスアクション訴訟を提起

当事者による和解案

個別の著者・団体・外国政府などによる反発

米国法務省の意見響

当事者による修正和解案

米国法務省の意見書

（修正は不十分、Googleの反羨争的な優位性など懸念）

地裁においてｃｈｉｎ判事が修正和解案を拒絶

第二巡回区控訴裁判所において歪５つの主要な出版社とGoogleが和

解。

この和解はクラスアクション和解ではない（クラスアクションを求

める部分については請求放棄）ため、問題はひとまず終息侭

(c）修正和解案の内容356

修正和解案においては、和解契約クラス（クラスアクションにおいて和解の対象となる

者）となるのは書濡とその挿入物について米国の著作権等を有するすべての者のうち、オ

ブトアウト手続(離脱手続）をしなかった者である（修正和解案1.13.以下同じ)。ただし、

「諜籍」とは米国著作権局に登録されたものかカナダ・イギリス・オーストラリアが出版

地であるものに限られている（同1.19)。

Googleはすべての書籍について非独占的にデジタル化する権利を取得する（同3.1)。

また、すべての蓄籍は表示書籍（DisplayBooks）と非表示書籍（同3.2⑥）に分類され、

Googleは表示書繍については表示使用と非表示使用（同3.3)、非表示書籍については非表

示使用をすることができる（同3.4)。市販(commercianyavailable）されていない書籍(絶

版番籍）は原則、表示譜篇とされ（同3.2(b))、権利者がこれを非表示書籍とするには別途

の意思表示が必要である（同3.2(e)。オプトアウト方式)。

表示使用とは主に、書籍の中身を公衆に対して表示する態様での利用であり、アクセス

使用やスニペット使用（検索結果に表示されたウェプベージの簡潔な説明文としての使用）

などが含まれる（同1.52)。非表示使用とはその逆で、書誌情報の表示、中身の表示を伴わ

ない全文検索などがその例である（同1.94)。アクセス使用には、［1］機関購読データベー

3釦詳細については、文化庁委託率業『米国における薪作桶関連訴訟文書に係る法的賎点整理及び分析等』
（判･萱通り法律難務所、2010年３月）を参照されたい

くhttp:"wwwbbunka,gojpﾉchosakuken/pdDbeikoku-bunsel豆_houkokusho-itaku,pdf>。
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の澗堂

ス（InstitutionalSUbscriptionDat8base，団体に対して、料金を徴収しデータベースへの

アクセスを許す)、［2］消澱者購災（ConsumerPurCha8e)、［3］パブリック・アクセス・

サービス(公共図黙館などへのデータベースの検索と閲覧の無償提供など)がある(同1.1)。

アクセス使用がGoogleにとっての書籍の主たる直接的な商業利用と思われる。

また、Googleプックスプロジェクトへのフル参加図書館猫7はデジタルコピーの作成又は

Googleからの受領が可能になり、館内での無償挺供が可能になる（同7.2)。

また、椛利譜の椛利を代理し、収入の受領・分記などを行うために、「レジストリ」が般

立される（同6.1．BRR:BookRightsRegistryともいう｡)。Googleは商業利用で得た全収

入の６３％を、レジストリを通じて権利者に支払う画レジストリは、権利者の所在を碓認す

る義務を負っている（同6.1(C))。

椛利者不明籍作物との関連で重要なのは、未請求作品（UnclaimedWbrkS）の取扱いで

ある。未諦求作品とはレジストリヘの登録が行われていない作品のことであり、典型的に

は椛利者不明薪作物が想定される。レジストリは事実上登録権利者の利益のために行肋す

る機側であり、末諭求作姉の権利者との利害相反が生じるおそれがある。そのため、レジ

ストリ内部に､一応独立の未請求作品受託者(UnclaimedWbrksFiduciaXy)(同6.2(b)(iii)）

が殻けられ、未請求資金を登録権利者に記分せず管理し、権利者の捜索・発見できないと

きは賛金を慈善団体に帯附するという仕組みが設けられている（同6.3(aXi))。

(d）評価

以上によれば、権利者不明著作物に関して言うと、Googleは表示利用・非表示利用に関

する包括的なライセンスを取得したのと等価な結果を得られる。他の事業者もレジストリ

と契約しライセンスを受けることが可能ではあるが、事実上Googleのみがライセンシーと

して独占的地位を築く結果となる懸念は否定できず、地裁は修正和解案を拒絶する理山と

して、Googleの得る支配的地位の問題を指摘している。

また、仮に他のライセンシーが現れるとしても、レジストリが拡大梨中許縦における脅

理幽体と同じ役捌を果たし、権利者不明著作物に関して強制的ライセンスの仕組みと利用

料分配の仕組みが整備されることになる。これは立法によらずして私的に拡大集中許諾の

スキームが作り上げられるのと等価である。地裁は、修正和解案を拒絶したもう１つの理

由として、誰がどのような条件のもと権利者不明著作物の禰理を任されるべきか、そこに

はどのようなセーフガードが設けられるべきかは、私人間の合意ではなく立法によってな

されるべきことを指摘している。

357米国に婚ける非営利の図鮮館のうち、［1]効力発生日から２年以内にグーグルとの伽でデジタル化梁紬
に剛印するか[2]図瞥航・レジストリ契約（フル参加図書館）を締結したもの空いう（修正和解案1.62)。
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３．立法及び近時の動向

(1)ライセンスの促進及び「大童デジタル化における法的問題」報告番（2011）について

Googleブックス訴訟により、書籍の大量デジタル化における法的な問題の存在が顕在化

してきたことを受け、米国藩作権局は、２０１１年１０月に報告書「大避デジタル化における

法的問題」（Legall8sue8inMassDigitization:APreliminaryAna1ysiBandDiscuB8ion

Document）を公表した858.報告群の中で、薪作権局は大競デジタル化に伴う法的問題を洗

い出し、図蒋館の椛利制限（第108条)、フェア・ユース（第107条）及びライセンスの問

題を論じている。

棚告諜は、大戯デジタル化と権利者不明著作物の問題は、ライセンスの問題と切り分け

ることができないことを指摘し、既存のライセンスの選択肢（直接のライセンスと門発的

築中許滞）とともに、拡大蝶中許諾と法定許諾が、大雄デジタル化の文脈においては、椛

利者不ﾘj藩作物の解決方法たりうることを示唆している369。

①個別的許諾及び著作権者の公示制度

個別に権利者と利用者の間で自発的な合意に至ることが最も藩本的な選択肢である3"。

しかし、大没デジタル化の文脈では権利処理の費用が便益を上回るという問題、誰が椛利

者かを決定することが不可能であるという問題が生じうる861．

蒋作椛局は、権利者不明著作物の問題が悪化した原因として、保渡の要件から遜録と表

示が削除されたことを指摘している362。

なお著作権局は、2011年１０月に公表した２か年計画（｢米国著作権局の優先率項及び特

別プロジェクト」PrioritiesandSpecialPrOjectsoftheUnitedStatedCOpyrightO飯Ce）

の｢'1で、［1］1870年以降の籍作権についての記録すべてのデジタル化、［2］耕作術の砿子

詮録･記録制慶の改継に取り込むことを表明している“これは、権利者の発見を癖易にし、

取引災州を下げることにある程度貢献することになると思われる。

3錦木軍において20,年耕作栂苛級街替として引用する

くhttpWWwwZcOpy通9ht・goWaocs/massdigitizationﾉUSCOMassDigitization-Octobcr2011.1〕｡f>･
麺２０１２年藩作椛Ai質問通知くhttp:"www6cc叩yｴightgov峰世eg72012ﾉ77丘64555pdf>参照。
蕗０２０，年薪作権局報告脊・前掲注３５８．３０頁。
s6l2011年耕作職局報告香･前掲注358.31頁。
"２２０１２年耕作椛脳質間通知・前掘注359。
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②集中許諾

第三者機関に集合的に複製権、頒布権、展示権などを管理させる集中許諾は、少ない取

引費用で著作物の利用を可能にできる363．集中許諾には大きく分けて、自発的集中許諾、

拡大集中許諾の２つのスキームがある。また法定許諾も、特定の利用形態について法定の

要件を満たせば集合的に許諾を得ることができるよう制度設計すれば、集中許諾と同様の

機龍を発揮する3s'。ただし、このような集中的法定許諾は、利用を管理する第三者機関と

の契約に基づかない点で厳密には前２者の集中許諾とは異なる。そのため本穂では法定許

諾について、項を改めて論じている。これらのうち米国において現行法で利用可能なのは

自発的集中許諾のみである。現行法での法定許諾制度は個別的な法定許諾であり、特定の

利用形態に対して集合的な許諾を得るという集中的法定許諾は導入されていない。

(a）自発的集中許諾VbIuntaIyCoIIectiveLicense

前述のように、言語著作物に関するＣＣＣ（著作権クリアランスセンター)、音楽著作物に

関するASCAP（米国作曲家作詞家出版社協会)、ＢＭＩ（BroadcastMusic,Inc.）などの団体

において既に活用されている。これらの団体に対する政府の援助･監督などはあるものの、

権利者の参加は任意であり、設立・運営に立法は必須ではない36回。

自発的集中許諾の利点は、特定の種類の使用や特定のライセンシーに対して利用料やラ

イセンス条件を設定する権限を著作権者に留保するライセンス（transactionanicense）を

提供することが可能であり、権利管理団体が反競争的になりがちだという批判に応えるこ

とができる点にある365。問題点は、利用者の望むすべての権利を提供することはできない

点にある。すべての権利者が参加しているわけでもなければ、カバーされる利用形態も限

られている3676また、初期費用等の高さにより、新たな需要を満たすための新規参入も難

しい36ｓ。

(b）拡大集中許諾ExtendedCoIIectiveLicense

拡大集中許諾は1960年代に北欧諸国で採用された制度に由来するものである。拡大集中

許諾は、法のもと、著作権者の代表者と利用者の代表者が、集合的に交渉を行うことに合

3632011年苓作権局報告書・前掲注３５８．３１頁。

3副同上｡ただし、同報告答では、集中許諾の３つのスキームとして、自発的築中許諦、拡大無中許諾、法

定許諾があると盤理している。

率２０，年著作樵局報告書・前掲注３５８．３３頁。

3“同上。

3672011年蒋作桶局報告書・前掲注３５８．３４頁。
3鴎同上．

１２２

第６章アメリカ

意し、すべてのメンバーを拘束する契約条項を交渉する制度である363．拡大集中許諾の実

現には、立法と政府の監督が必要である。

このアプローチでは、特定の階層の作品（例えば、新聞、雑誌)や特定の階層の利用（例

えば、救育目的での公表作品の複製）を代表する管理団体を政府が認識する。ある利用者

がその団体とライセンスを成立させると、そのライセンス条項は、権利者がその管理団体

に属しているか否かを問わず、そのような作品の権利者ずべてを拘束する。著作権者は利

用料を受け取ることができ、またオブトアウトや管理団体に対して受け取る利用料額への

不服申立てが可能な場合もある。しかし、いずれにしろ利用者とのライセンスの内容につ

き直接反対することはできない370．

拡大集中許諾は、現在導入されている国でも限られた種類の作品及び利用にしか活用さ

れていない。これを権利者不明著作物問題の解決や大量デジタル化の問題の処理に活用す

ることは、劇的な概念の拡張である諏'。なお、Googleプックス訴訟における和解案は拡大

集中許諾の一種と位睡付けることができる372ｂ

拡大集中許諾導入の得失については、さらなる公の誌請がなされることが望ましい。立

法によりこれを導入する際には､他のライセンスモデルとの役割分担･著作権法第107条・

第１０８条の制限規定との相互作用、権利制限規定についての国際条約上の義務について、

考慮する必要がある873。

③法定許諾

市場において、効果的かつ効率的にライセンスの成立が望めない場合には、法定許諾は

有効な手段となりうる。集中的な法定許諾も、個別的な法定許諾も市場の失敗があるのな

らば、その解決に利用しうる。しかし、著作権局は、深刻な市場の失敗があり特定の目的

を達成するのに必要な場合に限り、法定許諾は認められてきたとしており、大量デジタル

化の問題解決に法定許諾を利用することには否定的である374．大量デジタル化の文脈にお

いて集中的法定許諾の制度を設けることには弊害も多く、自発的ないし拡大集中許諾の方

がより望ましいと考えているものと思われる。

また、法定許諾は、著作権者への利用料が過小なものとなりがちなこと、及び国際条約

上の義務との整合性に注意を払う必要があることが指摘されている375。

369同上。

370以上につき、2011年蒋作椎局報告書・前掲注３５８．３５頁。
3712011年藩作権局報告書・前掲注３５８．３６頁。
３７２同上。

373以上につき、２０，年著作権局報告答・前掲注３５８．３７頁。
3742011年詩作揃局報告弾・前掲注３５８．３８頁。
3752011年耕作権局報告書・前掲注８５８．３９頁も
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④今後の立法動向

著作権局は、２０１２年１０月２２日に権利者不明著作物の立法に閲して侭間通知を発し870,

,2006年著作権局長報告書以来提案されてきたスキームが権利者不明籍作物の単独利

用の場面でなお有効か、［2］大量デジタル化の文脈における権利者不明著作物問題の解決

には、どのような方法がありうるか、の２点について意見を公募したところである。２０１２

年苓作権局衝間通知の中では、ライセンスに関する記述にも相当紙幅を細いており、特に

［2］の場面で有効な解決策となる可能性を模索していると思われる。

また､2012年４月カリフォルニア大学バークレー校で開催されたシンポジウムにおいて、

著作権局長は、集中許諾についての議論を継続することを明言している877。

すぐに具体的な立法提案が出るというわけではなさそうであるが、近い将来に集中許諾

に関する立法案が出されてくる可能性はある。

(2)保護期間の短績（パブリック・ドメイン拡張法案）

①問題の背景

米国において権利者不明著作物の問題が深刻に意識されるように至った背緊には、１９９８

年SonnyBono法による保護期間の５０年から７０年の延長がある。薪作樋局も権利新不明

薪作物問題悪化の原因として、度重なる法改正による保護期間の延長を指摘している３７８．

そのため、ユ998年の法改正により延長された２０年分に関して、少しでも権利者不明籍

作物問題を緩和するため、下記のパブリック・ドメイン拡張法案が提案されるに至った。

②パブリック・ドメイン拡張法案の概要

詳細については前回調査２５頁以下を参照されたい。

パブリック・ドメイン拡張法(PUblicDomainEnhancementAct)は､第108議会(Ｈ,R、

2601（108thCongress)）及び第109議会（H,R,２４０８（109thCon露ess)）で提案された

法案であり、米国内で最初に発行された著作物等について、最初の発行の日から５０年以上

経過後は、１０年ごとに著作権維持料を支払わなければ権利が失効するとの制度である。

いずれの縦会においても、下院の銭判所・インターネット・知的財産権小委員会に付詑

されるにとどまった。エンタテイメント産業の強固な反対が原因といわれる。

3花２０１２年蕪作権局質問通知・前掲注359.

377mね】童ａＡ・PBJ1ante,KeynoteAddress:ＯｪPhanWbxksandMassDigitiza極on:Obstadesand
Chpportunities,２７Bezl劃eI野亜ch.Ｌ・肌（fbrthcoming2012）

<httpWwwwJaw3berkel邸edu腫lesﾉ20ﾕ2.04.12-Eanante=Orphnn-WbrkS-Speech･1(1).Pdf>、
3782012年著作椎局質問通知・前掲注359。
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権利者不明薪作物問題の抜本的解決というよりは、保遡期間延長の弊智を緩和すること

が目的といえる。

(3)識者等の評価

権利者不明薪作物問題については、多くの知的財産権研究者が大きな関心を払っている。

Ｉ|則でもカリフォルニア大学は椛利者不明著作物に関するシンポジウムを開倣し、また、

椛利者不明薪作物問題に閲する白然を作成するなどしている。

カリフォルニア大学バークレー校Ｂｅ】EkeleyCenterfbrLawandmgChnologyの権利者不

明薪作物研究の中心的存在であるパメラ・サミュエルソン教授は、他の方策とともに拡大

集中許諾の可能性を論じている371.また､2012年４月にカリフォルニア大学が開催した｢権

利者不明薪作物と大餓デジタル化」シンポジウムでは様左な可能性が談論され、務作権者

に犠録を求める制度の復活の可能性、菜中許諾・法定許総の立法化などが鍍論された。ま

た、カリフォルニア大学がまとめた「バークレー・デジタル図杏館著作権プロジェクト白

諮」380においては、法定許諾、拡大集中許諾、方式主義・著作権登録の復活が解決策の１

つとして言及されている。

４．日本法への示唆

日本法でも、耕作物の使用には蛎前に醤作椛者から許諾を得ることが原則である。仮に

日本でも権利者不明薪作物問題が深刻だとすると、その原因は著作権者の発見にかかるコ

ストが利用の便益に対して高すぎることにあると考えられる。そうすると、権利者不明著

作物問題の解決には、低いコストで著作権者の発見を容易にする制度を構築するか、ある

いは薪作権者の発見が不可能でも低い幾用でライセンスを得られる代祷的な手段を用意す

ることがその解決策とおる。これらが権利者不明薪作物の利用前に活用可能な制喚となる

だろう。

第１の蒋作椛者の発見をより容易にする方策としては、薪作権者の公示制度の充実が考

えられる。特に創作から長時間が経過し保護期間が長期に及んでいる著作物について、公

示制度を充実させる必要性が高い。著作権者に登録を義務付ける、又は、登録に対するイ

ンセンテイブを付与する方紫が考えられる。もっともこれについては方式主義を禁ずるべ

ルヌ条約との関係を膜重に検討しなければならない。関通して、耕作権考にとって利川し

やすい自発的集中許餓の仕組みが生じやすい環境を盤備することも対策となる。籍作権者

379PameIaSamuelson,LGgislativcA1temalivestofheGoogleBookSett1emen喝３４CO1um.Ｊ､Ｌ＆ArtR
698（2011）．

38oBGrkGI0yDigitalLibraxyCopyrightPmjectWhitoPaper（2011-2012）．
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

が著作権管理団体に進んで参加すれば、それが公的な蚕録制度の機能をある程度代替する

からである。

第２のライセンスを得られる代替的手段としては、自発的及び拡大集中許諾の整蹴が有

益である。自発的集中許諾は既に幾つかの分野で我が国においても活用されているが、未

整備かつ需要のある分野がないか検討を進める必要がある。また、拡大集中許諾について

も検討を進める必要があるだろう。自発的集中許諾のみでは十分な解決が望めない分野に

ついては拡大集中許諾を立法の視野に入れる必要がある。しかし、拡大集中許諾について

は、強制的にライセンスされる著作権者の保護の在り方を検討しなければならない。さら

に、拡大集中許諾のスキームのもとに保護を受けるためには、管理団体の管理下におかれ

る必要がある。管理の方法によっては、事実上著作権の制限となり、方式主義をとるもの

と解される可能性があることについて、ベルヌ条約との関係を整理する必要もある。

ｎ．権利者不明著作物の利用後に活用可能な制度（侵害訴訟におけ
る救済等）

１．はじめに

本節においては、利用者が権利者不明著作物を利用しようとする際に、利用「後」に活

用可能制度について論じる。すなわち、莱前には利用者の自己責任のもと許諾は不要と判

断し、のちに権利者が現れた時に、裁判手続の中などで許諾は不要であったことを確認、

又は事後的に適法にしていく方法について言及する。

具体的には、権利者不明著作物に関して利用可能な著作権の権利制限規定、損樗賠償額

の減免・差止めの制限規定について言及する。

２．現行法制度

(1)制度の擬要

米国においては、権利者不明著作物の利用「後」に利用できる制度として、現在以下の

ようなものがある。

①図書館等における利用（著作権法第108条）

著作権法第１０８条により、図襟館及び文譜資料館が行う著作物の複製・頒布は、一定の

場合に著作権侵害とならない。

162脂
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図書館・アーカイブ・博物館などにおいて、保存や利用者の利便性を高めるために所蔵

査料のデジタル化のプロジェクトが行われ、あるいはGoogIeプックスのように新規に一定

の資料についてのデータベースを立ち上げることが企画されることがある。このような大

壁デジタル化の文脈において、権利者不明著作物の問題は深刻である。

米国議会図譜館自身が、自身のプロジェクトNDIIPP(全米デジタル情報インフラ保存プ

ログラム）においてこれを経験しており、後述の第１０８条研究会の設立に至った。著作権

法第ユ０８条は、権利者不明著作物問題の解決に役立つことが期待されている金

第108条排他的権利の制限：図書館及び文書資料館による複製

(a）本綴に別段の定めある場合を除き、かつ、第106条の規定にかかわらず、図書館若し

くは文番資料館又は職務の範囲内で行動するその被用者が､１点に限り著作物のコピー又

はレコードを複製し（第(b)項又は第⑤項に定める場合を除く）又は頒布することは、本

条に定める条件のもと、以下の条件をすべて満たす場合には、著作権の侵害とならない。

（１）複製又は頒布が、直接又は間接の商業的利益を目的とせず行われること。

②図書館又は文書資料館の所蔵品が、（i)公衆に開かれている、又は(五)図書館若しくは

文書資料館又はその付属施設に所展する研究者のみならず、専門分野において研究を

行う他の者にも、利用可能であること。

(3)（省略）

著作権法第108条(a)のもと、図書館（Library）と文書資料館（Archive）は著作物１部

の複製・頒布が許される。博物館など他の団体は本条の適用を受けることはできない。ま

た､それら図書館等は､公衆又はすべての研究者に開かれている必要もある(第108条(a)(2))。

さらに、複製・頒布は非営利目的のものに限られる。

(b）本条に基づく複製及び頒布の権利は､保存及び保全の目的又は第(a)項(2)に定める種類

の他の図書館若しくは文書資料館における研究川の預託のためのみにする未発行著作物

のコピー又はレコードの増製３部に限り、以下の条件をすべて満たす場合には、適用さ

れる。

（１）複製するコピー又はレコードは、現在図書館又は文書資料館の所蔵品である。

（２）デジタル形式のコピー又はレコードを複製する場合にあっては、他ではデジタル形

式にて頒布されておらず、かつ、その図書館又は文書資料館の施設外ではデジタル形

式にて公に利用可能になっていない。

第１０８条(b)によれば、保存・保全、他の図書館で研究利用するための預託を目的とする

場合には､3部まで未発行著作物の複製や頒布を3部に限り行うことができる｡この規定は、

資料の保存・保全を目的とした大量デジタル化のプロジェクトにおける権利者不明著作物

I膨細
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の問題に活用可能である。しかし、対象が未発行薯作物に限られ、また他ではデジタル形

式のものが利用可能でないことという条件が雛せられている。また３部という制限が課せ

られている点にも注意が必要である。

発行著作物は、次の(C)の条件を満たす時に複製できる。

⑤本条に基づく複製の権利は、コピー又はレコードが撤傷、変髄、紛失若しくは盗難を

受け、又は著作物の収録形式が旧式化した場合において、かかるコピー又はレコードと

交換することのみを目的とする発行蕪作物のコピー又はレコードの蝋製３部に限り、以

下の条件をすべて満たす場合には、適用される。

（１）図書館又は文誉資料館が、相当な努力の後、公正な価格で未使用の代替物を入手で

きないと判断した。

（２）デジタル形式でコピー又はレコードを複製する場合にあっては、当該コピーを合法

的に所持する図携館又は文謡職料館の施設外ではデジタル形式にて公に利用可能にな

っていない。

第１０８条⑤によれば、所蔵するコピーが扱傷などを受けたり、収録形式が古くなったり

（例えば､特定の形式で記録された音楽の再生装世が入手不可能になった）した場合には、

発行著作物の複製を３部に限り行うことができる。このような著作物は薪作椛者が不明で

あることも多いので、椛利者不明薪作物問題の緩和に利用可能である。

その他、第108条(｡)(e)により、利用者の求めに応じて一定の範囲で、１点に限り複製．

提供が可能である。第108条(bXc)により権利者不明著作物の大量デジタル化が可能になっ

たとした場合に、利用の場面で両項が更に作用する可能性を視野に入れる必要がある。

第108条(h)については､既に保渡期間延長のところでも筒及した。保捜期間の蝋後の２Ｃ

年にある薪作物は、一定の条件のもと保存、学閥又は研究を月的とした複製．頒布．展示．

実波が可能である。

②フェア。ユース（著作権法第107条）

前回調査では言及されなかったが、フェア・ユース（薪作椛法師１０７条）の規定も椛利

者不明薪作物の利用の際に利用することが可能である。すなわち、椛利者不明薪作物の利

用は、第１０７条の要件を満たし、フェア・ユースに咳当するものとして耕作樋侵害となる

ことを免れることができる可能性がある。

i研飛
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第107条排他的権利の制限：フェア・ユース

第１０６条及び鋪106Ａ条の規定にかかわらず、批評、解脱、ニュース報道、教授（教室

における使用のために複数のコピーを作成する行為を含む)、学問又は研究などを目的とす

る著作物のフェア・ユース（コピー又はレコードへの複製その他第１０６条に定める手段に

よる使用を含む）は、著作権の侵害とならない。著作物の使用がフェア・ユースとなるか

否かを判断する場合に考慮すべき要素には、以下のものが含まれる。

（１）使用のI1的及び性格（使用が商業性を有するか又は非営利的教育目的かを含む)。

（２）藩作物の性質。

（３）箸作物全体との関連における使用された部分の戯及び重大性。

④著作物の潜在的市場又は価値に対して使用が与える影響。

著作物が未発行であるという事実自体は、上記のすべての要素を考慮してフェア・ユー

スと認定される場合、かかる認定を妨げない。

権利者不明薪作物であるという那突は第２要素について好意的にとらえられ､また、第４

要素についても権利者不明著作物の場合はフェア・ユースに有利な場合が多いかもしれな

い。したがって、権利者不明著作物の利用に関してフェア・ユースが適用される可能性は、

利用の態様などによっては-1-分に存在する。後述のように、実際の裁判例でも椛利者不明

著作物に適用可能と思われるケースでフェア・ユースが認められた例は一応存在する。

③善意侵害に対する法定賠憧の減額（釜作権法第504条(cX2)）

詳細については前回調査７頁以下を参照されたい。

著作権法第５０４条(CX2)によると、侵害が善意のものであった場合、通常７５０ドル以上

30,000ドル未満である法定拙審賠償の額（第504条(j(1)）を、２００ドルを下限として減額

することができる。したがって、桁利滑不明薪作物を利用する際に、蒋作権の存在に気付

かなかった､又は､既にバプﾘｯｸ･ドメインにあると砿傭したなどの鳩合には､法定賠

償の減額を受けられる可能性がある（保波期間描了を善意に信頼した場合に、侵害資任を

免れる場合があることについては、前述の第302条(e)を参照)。この減額は、図譜館等、音

楽を非営利で放送する公共放送聯業者・個人が、フェア・ユースと誤傭して著作権を侵害

した時には、義務的である。
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(2)裁判例

①GoogIeブックス訴訟

Googleは、書籍のスキャン・デジタル化を行い、協力図書館381にデジタル複製の提供．

ユーザーに書籍の全文検索サービスなどを提供するというGoogleブックスブロジェクトを

開始し、著作権者から侵害訴訟を提起されると、これらの行為がフェア．ユースに当たる

と主張した。詳細については、前述のとおりである。

裁判所は結局Googleの行為がフェア・ユースに当たるかを判断せずに訴訟は終了した。

しかし、間接的に次のHathitruSt訴訟の中でその一部がフェア・ユースに当たりうると判

断されている衝

②HathiTmst訴訟：Ａｕ的o応ＧｕｊＹｄ伽ＧＭＨa伽7msibNo､11-CVL6351,２０１２ＷL4808939

（S､,.Ｎ・ＹｐｃｔｌＯ,2012）

し

（a）事実の橿要

本件は、米国作家協会（AuthorsGuild）らが、ハーテイトラスト・デジタル図香館882の

名で知られるオンラインのデジタル・リポジトリ（論文など知的成果物の篭子アーカイブ

システムのこと)及びその協力者である５つの主要大学を著作権侵害で訴えた率案である。

HDLは、大学図書館の蔵書をGoogleプックスプロジェクトの中などにおいてデジタル化

し、それを図書館がハーティトラストに委託することにより成立している。ＨＤＬのサービ

スは、資料を［1］全文検索［2］保存［3］印刷物を読むのが困難な人々 （print-disabled）

へ提供することからなっている。また、ハーテイトラストは、「権利者不明薯作物プロジェ

クト」（OrphanWo11KsPrQject）と称して、権利者不明著作物を協力者の教授陣、学生、図

需館にも提供していた。原告らは、権利者不明著作物とされてデジタル化された著作物の

薯作者のうち何人かは容易に発見可能であったなどと主張し、ＨＤＬ及び権利者不明著作物

プロジェクト差止めを求めた。

351前掲注355.

3錘Hathi唾ustDiRitallibrary，以下『HDL」という。
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(b）経緯

2011年９月

2012年６月

2012年１０月

(c）判決の掻要

第６章アメリカ

米国作家協会らを原告として、ハーティトラストに対して侵害訴訟提起。

ハーティトラストは、権利者不明著作物プロジェクトを無期限休止

略式判決（summa1yjudgment）の申立て

原告は改めてＨＤＬ及び権利者不明著作物プロジェクトの差止めを求める

とともに、被告はフェア・ユースを主張

被告勝訴の判決

原告は、図書館は、著作権法第１０８条に許されている複製以外は許されずフェア・ユー

スはそもそも適用されないと主張したが、判決はこれを退け、フェア・ユースの適原可能

性を肯定した。

そして、資料をデジタル化したこと、保存していること、全文検索に供していること、

印刷物を読むのが困難な人々 に提供していることは、いずれも変容的（transfbmclative）な

使用888であり、フェア・ユースに該当すると判断した。

すなわち、検索や保存に関しては、著作物を享受するという本来の目的からは変容した

目的に供されるものであり、その使用は変容的といえる。また、障害者への提供は、重要

な市場、潜在的な市場とは著作者らにとって考えられていなかったので、変容的な使用だ

といえる。使用が変容的なときには、多くの場合使用の目的及び性格という第１要素は肯

定される。また、変容的使用の時には第２要素は重要ではなく、目的には全文コピーが必

要なので第３要素も肯定的である。また第４要素について、市場への影響も大きいとは言

えない。そして、いずれの目的も学術の進歩という著作権法の目的に資するものである。

しかし、裁判所は権利者不明箸作物プロジェクトにおけるアクセスの提供については、

訴訟の成熟性を満たさないとして判断を避けた。権利者不明著作物プロジェクトは既に無

期限休止されており将来の侵害の可能性だけでは成熟性は満たさないとされた。

(参考）フェア・ユースに関する諸判例

この他、権利者不明薪作物の利用に関して参考になると思われる、フェア・ユースに関

する裁判例が幾つか存在する384園

383米国においては、フェア・ユースの第１の要素である「使用の目的及び性格」について、「新しい表現、
懲味づけ又はメッセージでi原創作物を改変して新たな目的又は異なる性質の新規物を付け加える」使用方
法である「変容的（transfbrmatiye）な使用」については、それが商業的使用であるか非営利的使用であ
るからを問わず、フェア・ユースの推定を与えるアプローチが確立されている。
3812011年務作権周報告書・前掲注358.22.25頁。
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（a）１/Ｗ"ａｍｓ＆WWkmsCo・ＭＵＳ.,４８７Ｒ2.1345,1363（Ct.Ｃ1.1973），ａ行dbyequally

dMdedcourt，４２０Ｕ､S,３７６（1975）

本件は連邦政府の研究機関である国立術生研究所（NationallnstituteofHealth:NIH）

の有する図書館が所属する研究者に対して、論文のコピーを提供したことが著作権侵害に

問われた事件である。図携館による提供はフェア・ユースであると判断されたが、本件は

現行法（1976年法）制定以前の那案であり、現在であれば第108条の適用により第107条

の適用を待つまでもなく適法とされる聯案である｡後述の(b)事件との比較が函要である。

（b)Ａｍ,GeophysjCaIU77わｎＭ７ﾏﾂxacoﾉ､c､,６０Ｅ3.913,920（2dCifl994),cert･dismissed

516US,１００５（1995）

（a）蛎件と類似の耶案であるが、本件は石油企業であるテキサコが所属の研究者に対し

て雑誌論文のコピーを提供していたことが耕作権侵審に問われた。

本件ではフェア・ユースの適用は否定された。その理由の１つとして、コピーはオリジ

ナルへの需要を満たすためにしただけであり、オリジナルとまさに同じ目的に使用してい

る（変容的使用とは言えない）ことがあげられる。また、複写が組織的かつ日常的に行わ

れていたことも重視されている。ここまでは（a）聯件にもあてはまるかもしれない。しか

し、コピー使剛の目的が公共目的ではなく商業目的で利用されていること、被告による使

用がこれら論文の通常の経洗利用（ライセンスを、ＣＣＣ（薪作権クリアランスセンター）

を通じて日常的に与えていた）を阻潅すること、がフェア・ユースを否定する大きな理由

となったと思われる。

権利者不明著作物でライセンスを得る通術のルートが用意されていない場合には、少な

くとも上記の点のみからは、フェア・ユース肯定に傾くといえる。

(C）ＫｅﾉIｙＭＡｍｂａＳｏｍ３３６Ｅ３ｄ８１１（9ｔｈＣ脈2003）

被告は画像検索エンジンを提供していたものであり、クローラーといわれるソフトでイ

ンターネットを巡回し見つけた画像のサムネイルを作成し、検索結果の表示に使用してい

た。これが複製権、腔示権の侵害に問われたものである。

銭判所は､被惜の使用は変容的であり、フェア・ユースであることを肯定した。次の（d）

夢件も参照。
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(d）ＡＭＷＰａﾉadbmS,LLC‘５６２FＢｄ６３０（4ｔｈＣｉに2009）

被告は、大学などに向けて、学生のレポートなどが盗作かどうかを判定するmmjitinと

いうサービスを提供していた。学生の文章を、被告のデータベースやインターネット上の

コンテンツと比較し、何％がオリジナルといえるかを判定するものである。被告は、デジ

タル指紋のデータベース作成のために、学生の文章を複製していた（学生の詐諾の有無も

争点であった)。裁判所は、被告の使用は変容的であり、その他の要素についてもフェア・

ユースに肯定的であるとして、フェア・ユースを肯定した。

裁判所は、（C）（d）両事件において、使用が変容的であると判断した。両那件ともかな

りの権利者不明著作物をその使用の対象としていたものと思われる。しかし、権利者不明

薪作物の使用そのものが変容的使用と判断されたわけではない。大並デジタル化が変容的

使用となるかは不透明である。

３．立法及び近時の動向

(1)前回調査の概要

①権利者不明著作物についての報告書（2006年著作権局報告誉）

米国:将作権局は、2006年に権利者不明薪作物についての報告譜3礎を作成した。同報告番

において、藩作権局は、権利者不明著作物の問題は現実のものであり、現行法の規定では

対応しきれ,ないものがあるため、現在の問題を解決するためには立法が必要であると結論

付けた。

なお同報告書においては、個人の撮影した写真の薪作権者から許諾を得ようとすること

が困雌であるとの意見が謝乍権局に寄せられていたことが、問題惹職の背飛にあったこと

が指摘できる386。

そして、著作権法を改正し新たに第５１４条を設けることを提案.した。その内容は、侵害

の開始前に、侵害者が、善意かつ合理的に入念な調査（good鐘th,reasomLblydiligent

search）を行っていても権利者の特定をすることができず、著作者・蕃作権者の表示を適

切に行っていた場合には、救済を制限するものである。蝋害賠償は、相当の補償の支払に

限定、又は、非商業的利用で侵密の通知後速やかに利用を停止した秘合には免除される。

差止めについては、利用者が大幅に表現を加えた二次的薪作物の勤合には棚当の補侭の支

払を条件に差止めを禁止するものである。

3852006年蒋作権局報告番・前掲注347.

3862012年薪作揃胤質問通知・前掲注359。
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②2006年権利者不明著作物法案

２００６年著作権局報告書を受け、第.109.議会において、「2006年権利者不明著作物法案」

（OXphanWbrksActo壷2006（Ｈ､R,5439)）が２００６年５月２２日に下院に提出された。こ

の法案は、業界団体の反対により一旦取り下げられ、２００６年９月１２日に、「2006年著作

権現代化法案」（COpyrightModernizationActof200６（Ｈ､R､6052)）全３編中の第２編と

して再提出されることとなった。しかし、依然反対は根強く、２００６年９月２７日に法案は

再び取り下げられるに至った。

(2)２００８年権利者不明著作物法案

①審議の経緯

その後、権利者不明著作物法案は、第110議会において再び提出された。法案は2008年

に、上院(TheShawnBentlyO麺hanWbrksActoE2008,Ｓ､2913)及び下院(TheO亜han

Wb金sActOf2008,Ｈ､R､5889）にそれぞれ独立に提出された（内容・構成はほぼ同じだが

一部が若干異なる)。

上院の法案は２００８年４月２４日に提出されたのち、上院の司法委員会に付託され、そこ

での修正を経た後、本会議において９月２６日に全会一致で可決され、下院に付託された。

下院の法案も2008年４月２４日に提出され、４月２８日に裁判・インターネット・知的財

産権小委員会に付託され、更に司法委員会にまで回されたが、上院より付託されてきた法

案とともに、結局可決されるには至らなかった。

なお、これに先立って２００８年３月１３日に下院の裁判・インターネット・知的財産権小

委員会において、著作権局長が権利者不明著作物法制の必要性において証言を行っていた。

②法案の内容

ここでは、上院で可決されるに至った法案の内容を説明する。

法案は、以下の内容から構成されていた。

第１条本法案の小題

第２条権利者不明著作物を含む場合の、救済の制限

第514条権利者不明著作物を含む場合の救済の制限

第３条画像、図形、彫刻の著作物のデータベース

第４条議会への報告

第５条損害額の小さい著作権侵害の主張に対する救済についての研究

第６条著作権の登録（deposit）制度についての研究
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委員会に置いて修正が加えられたのは主に第２条と第３条である。本法案の主たる目的

は、2006年著作権局長報告に沿い、権利者不明著作物の利用に関して著作権法に第514条

を追加し、新たな救済の制限を創設することにある。

可決された第514条の内容を一部抜粋すると、以下の通りである。

第514条権利者不明著作物を含む場合の救済の制限

(a）定義本条においては以下の定義が適用される：

（１）侵害の主張の通知（省略）

（２）侵害された著作権の著作権者（省略）

（３）相当の補償(reasonablecompensation）「相当の補償」とは、侵害の主張に関し

て、侵害者と侵害された著作権者の立場にある、取引に乗り気な買主と売主が、侵害

の開始された直後に、当該著作物の当該侵害利用に関して合意したであろう金額をい

う。

(b）適格の要件

（１）条件

（A）一般第502条ないし第506条にかかわらずかつsUbparagraPh(勘の規定にした

がって、この法律のもと著作物の著作権侵害を主張する訴訟において、侵害の救済

は、侵害者が以下の条件をすべて満たした場合に、subsection(dの定める通りに制

限される。

（i）侵害の開始前に、侵害者、侵害者を代理して行動する者、又は侵害者とともに

侵害の責任を共同して若しくは個別に負う者が、以下の通りであったことを、証

拠の優越を持って証明したこと

（１）侵害する著作権の著作権者を発見かつ同定するために、善意で、適格調査（a

qual酌mgsearCh）を実施しかつ文書で記録したこと。

位）侵害する著作権の著作権者を発見かつ同定することができなかったこと。

⑥（省略も著作権者の表示）

（麺）（省略。権利者不明著作物を使用している旨の表示）

（iｽﾉ)(v）（以下、省略）

（B）例外（省略）

（２）調査の要件

（A）適格調査の要件

（i）一般調査がparagraph(1)(A)(i)(1)にいう適絡なものであるためには、侵害者、

侵害者を代理して行動する者、又は侵害者とともに侵害の責任を共同して若しく

は個別に負う者が、侵害に先立ちかつ合理的にそれに近接する時点において侵害

された著作権の著作権者を発見しようとする状況のもと合理的な、入念な努力（ａ
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diligenteffbrt）をとらなければならない‐Ｏ

（ii）入念な努力clause(i)の目的のもと、入念な努力は一

（１）少なくとも、以下の条件を満たさなければならない。

（aa)～(dd）（省略）

位）（省略）

（iiiXiv）（省略）

（B）（省略）

（３）（樹賂）

⑥救済の制限本条の適用される蕃作権侵害を主張する訴訟において、救済は以下の通

り制限される。

（１）金銭的救済

（A）一般Subpara摩aph⑧の規定にしたがって､金銭的救済(現実損害､法定損害、

訴訟雛用又は弁謹士饗用を含む）の認定は、侵害された著作権のもとその薪作物の

利用に対する相当の補侭を、排他的権利の権利者に支払うことを侵害者に義務付け

る命令のほか行ってはならない。

（B）さらなる制限（省略ｂ侵害者が非営利の教育機関、博物館、図書館、文書資料

館、公共放送事業者である場合などには、金銭的救済を更に制限）

②差止命令

（A）一般（省略､差止命令を出しうることを規定｡ただし､侵害者の被る霧を考慮｡）

（B）例タト侵害者が、著しい造の独創的な表現とともに被侵害著作物を改作、変形、

翻案又は統合した新たな著作物を、作成し又は作成を開始した場合には、裁判所に

よる差止命令は、以下の条件に従うかぎり、侵害者がその新たな著作物の作成を継

続し又は使用することを制限してはならない。

（i）（省略ｂ相当の補償の支払）

（ii）（省略。氏鏑表示）

（｡①)(E）（街路）

(dXf）・(省略）

法案の内容は、ほぼ2006年著作権局長報告誉に沿うものである。ただし、事前にどの程

度の鯛査が必要かについてなどの要件がかなり精繊化されている。特徴として以下の点が

指摘されている。（以下の分析は、2012年著作椛局礎間通知による｡）

鋪１に､聯前に合理的に入念駁鯛査を行った場合には救済が制限される点は2006年著作

権局報告響のままであるが、どのような調企がそれに当たるのかについて詳細な規定を用

意している。第２に、権利者不明著作物として利用可能かどうかは飽くまでケースバイケ

ースで決まるものであり、事前に権利者不明著作物に当たるか否かを判断する難しさが完
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全に解消されているわけではない。第３に、金銭賠険は、相当の補償に制限されており、

椛利瀞不明藩作物であるかぎりは、班前に契約を結べた場合と支払う金額は同じで済む。

法案は、2006年箸作椛局報告霧の、写真の蒜作物において椛利者不明籍作物問題が深刻

であったという問題意縦を受け継ぐものである。そのため、［1］著作権者が発見された場

合には速やかに相当の補償を受けられる、［2］画像、図形、彫刻の著作物を実用品に固定

化したことによる侵害（例えば手提げかばんへの写真の使用）は差止めの対象から除かれ

ている（第５１４条(c)(2)(B)の解釈としてそうなると説明するものと思われる｡)。さらに下

院の法案では利用者が検索怖報を薪作椛局に提供すべきことも求められていた。

関連してもう１点砿要なのは、第３条において画像、図形、彫刻の薯作物のデータベー

スを著作権局長が作成すべきことが定められている点である。権利者の所在を明らかにで

きるような仕組みを整備することが求められ､権利者不明著作物の発生を少しでも抑え､

権利者が適切に保淡されることを求めている。これは、新法の施行の要件としても位縫付
けられていた。

(3)著作権法第108条研究会による報告醤（2008）

①糠要

現行の薪作椛法第108条は､デジタルメディアと技術の錐場により薪作物の作成･頒布・

保存そしてアクセスの方法が根本的に変化しているという蔀突に対応できていない。この

ような問題意識に基づき、2006年に第108条研究会(TheSectionlO8StudyGroup）が、
蒋作.権局及び米国識会図霧館のNDIIPP(全米デジタル情報インフラ保存プログラム)の後

援により設立された。第108条研究会は、2008年３月に報告書（TheSectionlO8Study
GroupReport）を提出し、第108条の改正案を提言している。

既に指摘したように第１０８条の問題は、特に大澱デジタル化の文脈において、権利者不

明薪作物問題と密接な関係を有しているためここに紹介する‘，

②報告密の内容

報告禅は、以下の内容の立法などを提脅している。

(a）博物館も第１０８条適用の対象とすべきこと

現在の第１０８条では、図譜館と文審資料館のみが適用の対象だが、報告書はこれに加え

て、博物館（Museum）を適川の対象に加えるべきとしている。
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(b）第１０８条の適用の対象に付加的な要件を課すべきこと

第１０８条は現在、適用の対象となる図書館や文書資料館の定錠をおかず、最低限の基準

を課すにとどまっている。報告書は、現在の規定を維持しつつさらなる付加的な要件を課

･すことを提言している。すなわち、公共サービスの使命を有し、訓練されたスタッフを雇

用し、図書館や文書資料館に通常伴う専門的なサービスを提供し、合法的に取得又はライ

センスされた所蔵品を有するという点を含む要件を課すことを提言している。

(c）第１０８条が適用される行為のアウトソーシング

現在１０８条は、図書館、文書資料館及びその従業員のみが例外規定の適用の対象とされ

ているので、外部の事業者などに第１０８条で許される行為を代理して実施させる（アウト

ソーシング）ことができない。

報告書では、第１０８条を改正してアウトソーシングを可能にすることを提言し、外部の

業者が、図書館等のみから報酬を受けサービスを提供し他の商業的利益のため仁行動して

いないこと、契約に必要とされる以上のコピーを保持しないこと、図書館等と業者との契

約において権利者が業者の著作権侵害の賠領を業者から得る可能性を保持させることを要

件として課すべきとしている。

(｡）交換のためのコピー

現在の第１０８条⑤において、損傷や紛失などがあるという条件のもと、既発行著作物の

交換の目的で３部までのコピー作成を許している。

雑告書では､コピーできる部数を｢交換用コピー１つを作製し維持するのに合理的に必要」

な数まで許し、「脆弱である」（fragile）であることも、物理的な作品の交換のための複製

を開始する要件として加えることを提言している。また、現行法では市場で「未使用の」

交換品が手に入らないことを要件としているが、これを「使用可能な」コピーと改めるべ

きことも提言している,、

(e〕未発行著作物の保存

第108条(b)は、未発行著作物を保存、保全、預託のために３部までのコピー作成を許し

ている。

報告書は、第108条(b)の対象は、公に普及していない未発行著作物に限られるべきと提

言している。また、保存・保全についてはそれに合理的に必要な数までのコピー作成を可

能にし、預託についてはコピーの数ではなく、コピー１部を預託できる機関の数に合理的な
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制限をかけるようにすべきだと提言した。さらに、預託先の機関で保存や預託のために更

にコピーすることはできないことを明らかにすべきだと提言した。

(f）公に普及した著作物の保存

第１０８条は、既発行の著作物の保存については定めておらず未発行著作物の保存につい

てのみ規定を持っている。報告譜は、既発行又はその他の方法で公に普及した著作物の保

存を可能にする規定の創設を提言している。なお、公に普及した（publiclydisSeminated）

とは、この報告響の中では公衆に対し意図的に利用可能にされた著作物のことを指す。

報告懇は、図襟館等が所蔵品中の保存が必要な（at会risk）著作物について、合理的に必

要な数のコピーを、厳格な条件のもと、可能にする権利制限規定の創設を提言している。

(9)公に利用可能なオンラインコンテンツの保存

公に普及したオンラインコンテンツの保存に関する規定は、現行の第１０８条にはない。

この問題に対処するため、報告響は新規定の創設を提言している。報告襟は、公に利用可

能な(publiclyavailable)オンラインコンテンツを、保存目的でキャプチャし複製した上、

それらを私的な学習、学問又は研究目的で利州者に提供できるようにするべきだと提言し

ている。また、権利者にオプトアウトを許す仕組みの導入も併せて提言している。

(h）その他

テレビのニュースの例外規定（第108条(i）(3)）の改正、非監僻下の複製機器についての

規定（第108条的(1)）の改正及び、わかりにくく規定相互の関係が明らかでない第108条

の規定を再編成し、次のように論理的に読みやすくすることを提言している。（１）例外規

定の適用対象及びその他の条件、（２）保存及び交換活動、（３）利用者のためのコピー（４）

その他の規定。

(4)著作権局の動き

①2011年１０月-2013年１０月の２か年計画

著作椛局が2011年１０月に公表した２か年計画(｢米国著作権局の優先事項及び特別プ画

ジェクト｣）は、今後２年間に薪作権周が取り組むべき課題について明らかにしている。
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この中で､研究課題として､2006年著作椛局報告称及び図譜節等の例外についての第108

条研究会の成果を受けて、２０１１年１０月に撫締の大逓デジタル化についての分析を公表す

ることを述べている。これが既に何か所かで触れてきた2011年薪作権局報告番887である。

また、今後取り組むべき立法課題として権利者不明籍作物問題と図譜館のための例外規

定を挙げている。前者については､Googleブックス訴訟以降､一旦棚上げにされていたが、

裁判所が和解案を拒絶し権利者不明薪作物問題をどう扱うべきかは謎会の責任であると述

べたことを受け、引き続き議会に対し分析と協力を提供すると述べている。また、後者に

ついては、Googleブックス訴訟の中でも諺諭されたように早忽な立法には慎重な意見もあ

るが、２０１２年中にはたたき台となる提言を公表したいとしている。

具体的な提案はまだ公表されていないが､薪作権局は2013年２月に第108条の改正案に

ついて、コロンビア大学と共惟でシンポジウムを開催するなど、改正に向けて積極的な動

きを見せている384

②2011年著作権局報告霧（2011）

前述の2011年著作権局報告番は、番繍の大量デジタル化と薪作権法とが交錯する問題に

ついて扱うものである。

同報告諜の中では、Googleブックス訴松の経緯と、大赦デジタル化の利害関係者や主な

デジタル化プロジェクトの中身について、まず概観している。そして、大獄デジタル化の

問題に関する薪作椛法上の諜題として、第１０８条、鋪107条、椛利者不明譜作物、ライセ

ンスの問題を分析している。個別の内容については、既に関辿する箇所で指摘した。

同報告書は結論の中で、特に密接に関係を有する問題は、大錐デジタル化の目標及び公

共政策上の目的は何か、図誉館の例外規定、フェア・ユース、ライセンスの相互作用、及

び公的な当率者と私的な当事者がどこまで協同できるかであるとしている。

③『権利者不明零作物及び大斌デジタル化」についての誘作揃局斑間通知（20'１２年１０月）

既に述べたように、２０１２年１０月２２日、著作権局は、権利者不明著作物及び大量デジタ

ル化の問題について、髄間通知（Noticeoflnqui】２y）を発した389..

2013年初頭にはこれに関し、藩作椛局からさらなる動きがあるものと予想される‘，

387前掲注358.

388＜I1ttpg"wwwJawcOlumbia･GduﾉkemOchanﾉSympo甑､/scction･108．refbrm>‘
3892012年群作横同質間通知・前掲注359。

1４０

第６章アメリカ

④今後の方法動向

著作権局長は、2012年４月カリフォルニア大学バークレー校でＭＩＩ催されたシンポジウム

において、次回議会（第113謎会）において第108条改正及び権利者不明著作物法制定の

具体的提案をなすことを明言している。２０１２年１０月に礎間通知が発せられていることも

考え合わせると、2013年中に第108条の改正案の提出及び椛利者不明著作物法案の再提出

が行われる可能性は高いと思われる。

(5)識者等の評価

既に述べたように、2013年２月に、箸作権局とコロンビア大学の共催により、著作権局

の第108条改正の提案についてのシンポジウムが開脳されている。第１０８条の改正は、少

なくとも有力な解決策の・つとして研究者からも術い関心を染めていると思われる。

権利巻不明薪作物法案については、パブリック・ドメイン拡張法制定迎勤の中心メンバ

ーの一人であるローレンス・レッシグ教授は、法案は権利者にとって自術の手段が十分で

なく、著作権の登録制度の復活の方が効果的であるとコメントしているB9qo

また、利用前に活用可能な制度のところで言及した、パメラ・サミニエルソン教授の論

文891,2012年４月の「権利者不明著作物と大in:デジタル化」シンポジウム、「バークレー・

デジ汐ル図譜鮪著作権プロジェクト白蒋」892の中でもそれぞれ、利用後に活用可能な制度

について言及されている。

サミュエルソン教授の硫文の中では、ライセンスの整伽と併せて、第１０８条の改正によ

る図書館の権利制限の充実、スニペット表示や表現を享受しない利用がフェア・ユースに

該当することの明文化、権利者不明薪作物やパブリック・ドメインであると藩意に信じた

場合の救沸の制限などが解決の方簸として談論されている。また、椛利者不明薪作物と大

駄デジタル化シンポジウムの中でも、利朋後に活用化な制度として、フェア・ユースの活

用、第１０８条の拡充、那前に耕作椛者を発見しようと努力した掛合の堺後の金銭賠償など

の制限などが有効な選択肢として識論されていた。バークレー・デジタル図審館著作権プ

ロジェクト白撫の中では、利用後に活用可能な方策として、権利者の入念な検索を行った

後の救済の制限、フェア・ユースの活用、第１０８条の改正が有効な方簸として言及されて

いる。

3902008年５月のニューヨークタイムズの記郡

くhttpWWwwmytimes・comﾉ2008/05ﾉ20/bpinionﾉ20】e8sig・hmll?_ﾇー1＆ore仁slogin>による。
391前掲注379．
唾前掲注380.
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４．日本法への示唆

権利者不明著作物の利用が進むように、一旦許諾を得ないまま利用を進め後から問題の

解決を図る方策の採用は日本でも有用となりうると思われる。ここで検討した方策は、主

に権利者不明著作物の利用について新たな権利制限規定を設ける（又は既存の権利制限規

定を活用する）方法と権利者不明著作物について薪作権者の救済を制限する方法である。

前者については、米国では図蒋館等の権利制限とフェア・ユースが活用できるとされて

いる。阿誉館等の権利制限については、我が国においても既に国立国会図書館における大

規模デジタル化聯業のために、薪作椛法第31条第２項が設けられた実績がある。国立国会

図書館に限らず、公的な目的を有する大規模のデジタル化・アーカイブ化の必要性・需要

は他にも存在すると思われる。それらの作業において必ず生じてくる権利者不明著作物問

題の解決のために、今後特別の権利制限規定を設ける必要性について検討を行う必要性が

あるかもしれない。また、主にこのような大規模の著作物の利用が生じる場而において、

それが著作権者の利益を大きく害さず、公衆にとって利益が大きい場面において、新たな

権利制限規定の創設を検討する必要性があるかもしれない。既に権利制限規定については

平成24年度に改正があったばかりであるが、権利者不明藩作物問題という観点から更に必

要性がないかは議論を継続する必要があるだろう。

ただし、いずれにしろ上記で言及したような権利制限規定の創設による解決は、権利者

不明著作物の具体的な使用目的が明らかになっている場面を想定するものである。これら

は問題も少ない反面、権利者不明薪作物問題一般の解決にはならず、特定の著作物の利用

における権利者不明著作物問題の解決を図るものである点は注意が必要である。

米国の権利者不明著作物法案における、率前に入念な調査を行っても権利者を発見でき

なかった場合に、損害賠悩と差止めに制限を加えるという立法は、効果も大きい反面、権

利者の保護を慎重に検討する必要がある。権利者が自らの所在を明らかにすることを怠り

そのため権利者を発見できなかったのであれば、権利を一定程度制限されることは正当化

しうるし、一方で利用不可能だった籍作物の利用が進むことは公衆の利益に資する。しか

し前提として、米国のような著作権疑録制度を持たない我が国にあっては、それに代替し

うる著作権者の公示制度を用意するなど著作権者に権利主張の機会を確保すべきと思われ

る。そうであれば、権利者不明著作物法案の基本的考え方は、日本法においても採用の余

地はある。ただし、我が国では馨作権侵害に刑事罰が広く科されているため、単に損害賠

償の制限や差止めの制限をしただけでは同じ効果は得られない点や、数涜の制限という形

式自体が日本法の全体的構造となじまない面がないかには、注意を払う必要がある。

登録制度の創設など事前に契約を成立させるコストを下げられるような制度改善を行っ

てもなお対応しきれない場合や、図譜館での大量デジタル化など公益性が高い分野におい

て、権利制限や救済の制限規定を創設することは検討に値すると思われる。
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１．権利者不明著作物の利用前に活用可能な制度

~i，はじめに

(1)強制許諾制度一制度の概要

第７章カナダ

カナダは、権利帝不明薪作物の利用に閲する制度として強制許諾制度を採用している。

強制許諾制度とは『特定の場合に、燕前に権限ある機関又は著作権団体に申請し、当該機

関･団体が許諾を与えることで､著作物等を利用することができる制度｣のことをいう393．

許諾を与える主体としては、［1］一定の権限を有する政府機関が許諾を与えることもあれ

ば、［2］法律等に基づいて授権を受けた一定の権限をもつ集中管理団体等が許諾を与える

場合もある。カナダの場合、権限のある行政組織である著作権委員会（copy.dghtBoard）

が一定の手続に基づいて利用許諾を付与するので、政府機関による強制許諾制度であり露、

［1］に分類される。

カナダ薯作権法395は、著作権委員会が、発行された著作物、固定された実演、発行され

た録音物、固定された伝送信号に関して、その申諭者が著作権の保有者の所在を確認する

ために合理的な努力（reasonableeffbrts）を払っておりかつ同保有者の所在が確認できな

い旨の確信を得た場合には、一定の要件の下で利用許諾（Iicence）を付与することができ

るとしている（カナダ著作権法第７７条(1))。付与される利用許諾は非排他的なものである

（第７７条②)。著作権者は利用許諾が満了してから５年以内は利用料を請求することがで

きる（第７７条(3))。利用料は多くの場合、本来ならば不明である著作権者を代表すること

になる集中管理団体に直接支払われる395.5年以内に権利者が請求を行わなかった場合､権

利者に分配されなかった利用料は当該集中管理団体の会員の一般的な利益のために使用す

ることができる897．苓作権委員会は、利用許諾の発行に関する規則を制定することができ

る（第７７条(4))。

麹文化審鍵会蒋作権分科会『文化審羅会群作権分科会報告番』（2006年）160頁。
3群菱沼・前掲注９．１７頁。

395CopyrightAct（R､S・’1985,ｃ‘Ｃ･42），＜laws・justice､gc・Ｃａ/enﾉC･42ﾉindex・ｈｔｍｌ>・日本語訳として、駒
田泰土一木山雅弘共訳『外国若作椛法縄仏（26)－カナダ綿当』（社団法人著作権情報センター、1999年）
がある。

3粥CanadianCopy適ghtBoard,‘UnIocatab1eCOpyrightOwner8BroChu”'（JUly2001），
<httpWWwwbcb･cda､gc,Ｃａ/unlocatab】e･intmuvablGs/bmChurel．e､hlml＞（DateModifIed:2001.07.07）．
397砧迅
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(2)権利者不明著作物の利用前に活用できるその他の制度～無名及び変名の著作物／共有

に係る無名及び変名の著作物

カナダ藩作権法の装作権存続期間は、別段の定めがある場合を除いて、著作者の生存し

ている間及びその死亡した暦年の残余期間及びその暦年の終わりから５０年間とされている

（第６条)。薪作者の身元が不明となると、存続期間が計算できなくなるため、著作権法第

6.1条に－定の綱雌規定が世かれている。これによると、藩作者の身元が明らかでない場合

には､(a)譜作物が堆初に発行された暦年の孜余期間及びその暦年の終わりから５０年間､(b）

薪作物が作成された暦年の狭余期Ⅲ及びその暦年の終わりから７５年間のいずれかの短い方

の期間、存続することになる。ただし念当該期間中に著作者の身元が明らかとなった場合

には､原則通り、第６条で計算される。第6.2条には、共同著作物の著作者の全ての身元が

明らかでない場合について同糠の規定をおいている。

２．現行法制度

(1)制度の趣旨

①立法経緯

現行のカナダ著作椛法は1921年に成立した(1924年１月１日に施行)398.その後､１９８５

年の制定法雛理法（ReVisedStatuteBofCanadal985）399による現行法律集1985年版の

薙理番号により、「Copyri傘tACt（R､S,Ｃ,1985,c､Ｃ-42)」剣00と呼ばれるようになった。

ﾛ９８COpyrightActbユ921,s.C､192ﾕ,G24･岡法は、イギリスユ911年群作椛法を大部分は写したものであっ
た締ＤＩｗｉｄＶｂｋｖ“IntelloctualPropcrtyLnwbSccondedIition‘IrvinLawl2011,ｐ､55.なお、カナダの鐙初
の耕作椛法は1868年のものである。Ｉbid,,ｐ､61.
9”Rovi8edStatuto8o2C”ada,1985ＡＣＣ（ＲＳ.C・’1985,c､４０（3rdSupp.）．
ｲＣＣＲ.S､C・’1985,c､Ｃ－４２は、RGvisedStamtcsofCanadal985,chapterCOpyrigjlt･42の路である。また、
『Ｒ,Ｓｃ.,1985’C・……」の部分はｒＲ.S､,c・……」と表記することもあるが、いずれも正しい。ReVised
StatutesofCanada,1985Ａｃｔ（RSC.,1985,c､４０（3rdSupp)１８．９参照。駒田泰土・木山雅弘共訳『外国
蒋作権法令集（26)－カナグ緬一』（社団法人耕作揃惰報センター、1999年）の『はしがき』も指摘する
ように、「藩作権法はＣ･42単に相当』し、「Ｃとは検索のためのキーワードであって、続く数字はその下
位lX分を表わしている｣。ちなみに、同じく著作根法の正文である仏語の方では｢Loisur1edroitdjauteur
（L､R､C・（1985），ch.Ｃ･42)』と変記するので、検紫のキーワードとしてのＣは英濡のCoPyrightに基
づく鵬うである。なお、カナグでは過去６回にわたりNiﾘ定法盤理法〈ReviSedStututcBofCanada）によ‐
り法祢の雌理が行われている（1886年tRovi60dSmtute9ofCa”｡ｎ,1886Ａc吟1886,c､4,,1906年：
RGvi9edStatuto8ofOplmdn,1906Act,1927年:Rovi8edStatuteBofCanada,1927Act-.1924,c､65,
1952年:RGvi9edStatutc8ofCanad日,l952Act-1948,c､67,ユ970年:RevisedStatutesofCanada,１９７０
Act-1964.65,c､４８、及び1985年:ReVi8edStatutesofCanada,l985Ac吟Ｒ,S､,1985,c､４０（8rd
Supp.）。薪作描法を改正する法律（1997年法律第24号）の第50条を見る限り（AnActtoamendtjhe
CopyrightAct,Ｓｃ・ﾕ997,c,24,ｓ60）、1970年の制定法整理では、蒋作擢法にＣ･３０が割り当てられたよ
うである。カナダの文献で、まれにでばあるが現在でも畝ってＣ罰30で引用する資料があるため記してお
く。
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同法は近年まで大きな変災はなされなかったが、１９８８年に籍作椛法を現代化するため、コ

ンピュータープログラムの保謹や、モラルライツの拡大、蒋作樋侵害の刑事糊の強化、著

作権の集中符理制度の向上鎌を内券とする大きな改正が行われた401．所在不明の権利保有

者に関する規定も、この1988年の著作権法を改正する法律（1988年法律第15号）第１４

条（S､C､1988,C,15,s､１４）に基づいて、蒋作権法第50.7条(1)に導入された。その後、現

行法律築1985年版の制定法雛理法第４回補足（4thSUpplement、1988年）４０２によって、

同規定は第70.7条に移されたものの、その際の実侭的な変災はない403．

その後、ユ997年の耕作権法を改正する法律（1997年法律第24号）第50条（ＳＣ､1997,

c､24,8.50）４０４に基づいて、第70.7条が廃止されるとともに第７７条が追加され、利用許諾

の対象が(B)発行された著作物のほか、（b)実淡家の実演の固定物、（b>発行されたレコード、

及び(do伝達信号の固定物に拡大するとともに、藩作椛委員会の本条に関する規則制定の権

限も新たに定められた。

1997年著作梅法改正による変史点（下熱付加）

制定法整理法第４回補足（1988年）第１０

章第16条により追加された薪作権法70.7条

(1997年法律第24号第５０条により廃止）

405

委員会によって利用許諾が発行され得る郡

備

7０．７(1)著作権が存続する発行された蒋作物

の利用に係る利用許諾の取得を希望する者

1997年法律第24号第50条により追加され

た著作権法第７７条408

委員会によって利用許緋が発行され得る蛎

淵

7７(1)籍作権が存銃する次の目的物につい

エニその利用に係る利用許諾の取得を希望す

.‘olCOpyriglltAmOndmentAct,Ｓ,C､1988,c､15.カナダの薪作椛法の改正の経韓に関しては、StuartC･

McCormack,IntenectualPmper妙LawofCanndB,Secondcdition（JuriBPub1ishing,2010），
Pp､201.206に詳しい。

4舵Ｒ､S､,C､１０(4thSupp.）では、第１条から第11条及び鰯23条から第26条が1988年６月８個、第１２
条から第１７条まで、及び第２7条が1989年２月ユＲ施行とされていた。

<httpW1aws･Ｉois,ju8tiCe・gc・ＣＤﾉbngflklb】ePublicStatute8ﾉC･html＞
403実賀的な凌更がないにもかかわらず、条文番号が大きく移動しているのは、ユ988年６月８日に1988
年法律第15号が成立し、同法姉14条が所在不明の椛利保荊者に関する規定を薪作推法第50.7条に置いた
後、制定法雛理法第４回補足が間法を蒋作棚法に反映させるⅢ１，１９８８年12月３０日にCanHda･United

StatG8Free班ndeAgruementlmnlcmen卿tionAet〈S,C,1988,c､65,1988年法靴鮒65号）が成立した

結果、蒋作椛法の条文が叉に変災したためのようである．なお、制定法盤理法鮒４回袖足には1988年１２
月１２日までに成立した法祁が入れられるとされていたため、198月年１２月３０日に成立した1988年法祢
錨65鈴の蒋作棚法規定は制定法盤理法節４回袖足に含決れなかった。

40.1AnActtoamendthoCopyrightAct,Ｓ､C､1997,c､２４，
<httpWwWW・wipo・intﾉWipolex/も､/tcxtjSP?mQ-id=ﾕ25567>‘

“8.70.7,added,11.S､,c･１０仏thSupp.），S､１６;repealGd,1997,c､24,s､５０.なお、1985年の制定法整理
法は、ユ984年１２月３１日から同法が施行する日までに制定又は改正された法律についてもsupplement
として追加している。

'１０６８．７７，addGd,1997,ｃ,24,3.５０，
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

の申請があったとき、委員会が、その申請者

が著作権の保有者の所在を確認するために

合理的な努力を払っておりかつ同保有者の

所在が確認できない旨の確信を得た場合に

は、委員会は、第３条(1)に定めた行為を行

う利用許諾を､その申請者に発行することが

できる。

利用許諾の条件

②(1)の規定に基づき発行される利用許諾

は､非排他的かつ委員会が定めることができ

る期間及び条繍件に従う。

(割一癖

権利保有者への支払

(3)著作権の保有者は、当該著作権に関して

(1)の規定に従い発行される利用許諾の期間

満了後５年以内に､当該利用許諾に定められ

る利用料を徴収し、又は、その支払に不履行

が生じた場合には､裁判管轄権を有する裁判

所において､その回収の訴訟を開始すること

ができる。

篭･餅詞

る者の申請があったとき、委員会が、その申

請者が著作権の保有者の所在を確認するた

めに相当な努力を払っておりかつ同保有者

の所在が確認できない旨の確信を得た場合

には、委員会は、第３条、第１５条、第１８

条又は第２１条のいずれかに掲げる行為を行

う利用許諾を､その申請者に発行することが

できる。

(a)発行された著作物

(b)実演家の実演の固定物

(C)発行されたレコード

(｡)伝達信号の固定物

蟹、

利用許諾の条件

②(1)の規定に基づき発行される利用許諾

Iま､非排他的かつ委員会が定めることができ

る期間及び条件に従う。

権利保有者への支払

(3)著作権の保有者は、当該著作権に関して

(1)の規定に従い発行される利用許諾の期間

満了後５年以内に､当該利用許諾に定められ

る利用料を徴収し、又は、その支払に不履行

が生じた場合には､裁判管轄権を有する裁判

所において､その回収の訴訟を開始すること

ができる。

規則

④委員会は､(1)の規定に基づく利用許諾の

発行に関する規則を制定することができる。
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②立釜趣旨

現行著作権法第77条の目的は、著作物その他の著作権の対象に関する一定の利用形態に

ついて、著作権者の所在が不明である場合に、著作権委員会が非排他的な利用許諾を発行

できるようにする許諾スキームを設ける点にある407“

(2)要件

①実施主体

(a）利用許諾を出す機関一著作権委員会

(i）著作権行政機関としての位置づけ

権利者不明著作物に関して利用許諾を行う機関は、これに関する権限を著作権法に定め

られた一定の範囲において授権されている「著作権委員会」（COpyrightBoardofCanada

／Commi虞efrwmdudroitd‘auteurduCanada）である。

著作権委員会のような著作権行政機関は各国に存在し、様々 な機能を有している。これ

らの機能を整理して分類することについては、カナダにおいて著作権法やエンターテイメ

ント法を専門とする弁護士であるClaireKusy氏が一応の目安を提示しているので紹介す

る。KUsy氏の2001年の分析によると、著作権行政機関の共通した主な機能は、［1］紛争

処理（利用料や利用許諾の規定を巡る問題の処理等)、［2］利用料の構築（集中管理団体に

よる利用料の承認等)、［3］集中管理団体の監督、［4］その他に分類される408。［4］には、

行政的な違反行為の調査、権利者が所在不明な著作物の利用許諾などが含まれる。その上

で、この４つの機能がどのような比重で割り振られているのかによって、各国の等作権行

政機関を幾つかの類型に分類している曇

第１の類型は、多機能型システム（EXtensiveSystem）で、［1］から［4］の４つの機能

を広範囲に備えた行政機関がある場合を示しており、カナダの著作権委員会が例として挙
げられている409L，

‘o7LaurentCa軍i§re,‘Un1ocatableCOpyrightOwners8SomeCommentsonTheLicen8mgSchemeof
Section77cfTheCanadianCOpyzightActP＜h噸抑ww済もzDbic,ＣａﾒadminﾉP｡”7Ｗ103．LC･pd陰;David
VもLve葛COpyrightLaw(mbmnto:IrwinLaw;2000)，ｐ､226.227;DayidVもｘ７“IntenectualPmpertyLaw：
Cop河9ht,Patents,企ade皿arks（恥ｍｎｔｏ:IrwinLaw;２０，），ｐ､262.263．
“Ｃｌ唾eKus弱ComparativeStudyonCopyzightAdｪumiStxativeinstitutfons,ｉｎ梁oldeGendreaued、
Copyrightadministrativeinstitu瞳ons:conibrenceoxganisedbytheCentmdeRecherCheenDrojit
PUblic（CRD亜）oftheFaczd句ofLawoftheUniver8i毎'denl〔on歴ａＬ１１･I2octOber2001
（Cowansvine通ditionsYVonBlais,2002）ｐｐ､642.644.
4091bid.,”､644645.
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

第２の類型は、審判所型システム（IIhibunalSystem）で、主な機能が［1］の紛争処理

である場合を示しており（ただし、かかる機能に限られるわけではない)、イギリスの著作

権審判所が例として挙げられている４１０．

第３の類型は複合型システム（HybridSystem）と残余型システム（Residu臼lSystem）

であり、前者は２つ程度の機能を含む場合で、オーストラリアの著作権審判所の例（紛争

処理と利用料の構築)が４１１､後者は上記４つの機能のうち１つの機能しか有しないもので、

アルゼンチンの制度などが例として挙げられている4'2。

(ii）設立の経緯

著作権委員会は1988年著作権法に基づいて設立された（1989年２月１日設立)。その前

身は､Parker委員会の提案に基づいて1936年に創設された著作権控訴委員会（Copyright

AppealBoard）であった。カナダでは１９２１年著作椛法において実減椛と実演椎の管理団

体に側する規定が股けられ、当初は政府が最小限の監将を行っていたが、1931年の著作権

法改正により、実演権の管理団体による籍作権局に対する管理楽曲や利用料等に関する書

類の提出義務が強化された。しかしその後、管理団体に対する不満が高まり、調査委員会

が開かれることとなり、JamesPa]士唾判事を議長とするPa1ker委員会が、実演権を巡っ

て生じる紛争の判断や実淡権の管理団体による利用料が有効となる前に、それを承認する

ための控訴審判所を設立するという提案を行った。これが著作術控訴委員会の殻立経緯で

ある413．薪作権委員会の報告響の記述によると、同委員会は「世界で初めての著作権行政

審判所」４Ｍであったとされる。

著作権控訴委員会の権限は音楽の著作物に関する公の実演について許諾団体により提案

される利用料を承認することに限られていた（ただし、適当と判断する場合には変更や修

正が可能であるとともに、その決定に際しては理由を付することが必要とされていなかっ

た）415.1988年薪作権法の改正により、その後身となる薪作椛委員会が設立され、その他

４１０１bid.,”.“7声649.

4皿なお、Kusy氏によると日本の文化庁のシステムは、複合型システムに分類されている。IbkL,ｐ､658.
しかし、我が国の文化庁のシステムは、制度全体を見渡した場合、画との関係で、著作権法第６章の
紛争処理に関する規定において果たす役割、［2］と［3］との関係で、兼作権等管理事業法や著作権法第

５章の私的録音録画補償金において果たす機能、［剣との関係で、椛利者不明の場合の裁定制度におい
て果たす役捌など、一応は［1］から四の制度を伽えていることにかんがみろと、多機能型システムに

縦理してもよいのではないかと思われる。

‘１１２１bid.,ｐｐ,649.651.
413以上の経練について、YSoldSGejqdreaued､Copyrightadministmtiveinstitution83confbrence
organisedbytheCentmdeHechemheenDmitPublic（CRDP）oftheFacultyofLawofthe
Uniyemi峰'dGMOn唾a1,11.12october2001（Cowa血svine:鉦箇onsYVonB1ajs,2002>Ｐｐ,47.48.
414Canada,copyｴightBoard,CCpyzightBoardreportSl990･1994ﾉRecueildesd6ciSionsdela

Commissiondudmitdjauteur1990.1994〈ScarbomughlON；Ｃ蝉weU,ユ996），prefhceiii．
･ｌｌ５Ｙ:Ａ､GeorgeHynna,EvolutionofJudicialReviewomecisionsoftheCopyrightBoard,inY1SOlde
Gcndr“ued・Copyrightadministmtivein8titutio“：confbrenceorg皿BedbytheCen唾deRecherChe
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の著作物を管理する集中管理団体に関する利用料の設定についても権限を有するようにな

る等の権限の拡大がなされると、権利者の所在が不明な場合の藩作物に関する弦制許諾の

権限も与えられた4１４

(iii）組織の概要

著作権委員会は、蒋作権法第66条第１項に基づいて設立される組織である（藩作権法第

２条)。組織の群細は著作権法第７部に規定されている。同委員会は、畿長及び副雛長を含

め、参諏会総幡が任命する５人を超えない委員により構成される（第66条第１項)。委員

会における決定は委員の過半数によって決定され、同数の場合には議長が更に１蕊を有す

るものとされている（第66.5条)。

２０１３年３月１８日現在、同委員会のウェブサイトのメンバー紹介ページによると、議長

のJusticeWiniamJ､Vancise氏､剛議長兼最商責任者(ClnefExecu世veOfficer)のClallde

Majeau氏、その他の栂成員のNelsonJ・Landry氏の３縞で構成されており417、その他、

事務局に十数名の職員（第66.4条）が存在する廻8．議長にJusticeの称号があるが、これ

は、法律上、著作権委員会の議長は、最高裁判所、県裁判所若しくは地方裁判所の、現職

又は退職裁判官でなければならないと定められているためである（第６６．１条(1))。委員の

任期は５年であり（第66.1条(4))、１回に限り再任が可能とされている（第66.ﾕ条(5))。

例えば、現在のVtmci8e議長も２００４年に任命され、2009年に再任されている419。また、

議長ではなく、副議長がI司委員会の行政長官として同委員会及びその職員を指揮監将する

と規定され、ＣＥＯを担当することも特徴である（第６６１条(3))。

(iv）権限の内容

著作術委員会は経済的規制機関であり、監将官庁の一種であるが、その旗要な任務とし

て、集中管理団体の料金表案の承認弊がある。集中管理団体が音楽の籍作物、実淡及びし

enDmitPublic（CRDP）ｏ鉦heracultyofLawoftheUnive軍it§'deMontr6al,11.12octOber2001

(Cowansvi11e:EditionsYVonBla通‘2002)Ｐ､４８，
４１６１bid.,ｐ､48.49．

‘ll7BoardMembe四J＜htlp:"wwwEcb℃｡a・間c､Ｃａﾉabout･apropos/memberB･commis8ahfc8/indexFe･html＞
（DateMbd逓ed:2009.06.21）．年次報告害を調査すると、他の年度では、４名から５鍋であることが多い
ようである。なお、2012年３月３１日の年吹報告撫（Copyri戯tBoardofCana(Ia,AnnunlReport
2011癖2012）では、上記３名のほかにJacinflleTh6berge氏が椛成負であったが、2007年５月から５年の
任期であったため、任期が満了している。そのため、製在の３名というのは過渡的な人数である可能性が
ある。

極BoardSt麺金迩:"WwwCb-cda.gc・Ｃａ城out･apropos/Staffper8onnel｡e,html＞（DateModi五ed：
2012.08-15）．

419copy.EightBoardofCanada,AImualRePort2011.2012,Ｍａｒｃｈ３ﾕ,２０ﾕ２，
<htm:"wwwbcb･cda､gc,Ｃａ/about･aproposﾉtmnual-annucl/2011.2012.e‘pdf>,ｐ､9．
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コードの演奏、放送等の送信に係る利用料を徴収する場合、事前に料金表案を定め、同委

員会の承認を得る必要がある（第67.1条)。上記の利用を除く著作物、実演、レコード、送

信信号の利用についても、集中管理団体は委員会に対して料金表案の承認を求めることが

でき､提出があれば委員会は承認の手続を行う（第70.13条(1))｡つまり、料金表の承認は、

義務として行う場合（Shan）と任意に申請されて行う場合（may）.とがある（特殊郡例に

おける利用料に係る料金表案の提出について第７１条(1)の場合もあるが､これは義務的な提

出である)。また、集中管理団体と利用者の問で利用料等の紛争が生じた場合、同委員会に

申請をして裁定を受けることができる（第70.2条)。その他､集中管理団体が利用者と結ぶ

協定（第70.12条(b)）の提出を受けて管理するとともに（第70.5条(2))、調査研究監侭官

（第70.5条).の審査請求がある場合には審査の上で決定を行う（第70.5条⑤、第70.6条

(1))。

著作権委員会は、これらの任務に加えて、著作権者が不明等の場合において、一定の手

続に従って非排他的な利用許諾を付与するという任務を有している。

なお、権利者不明の著作物に関する利用許諾の決定も含めて、すべての決定は同委員会

の運営･するウェブサイト上で公表されている42cも

(b）適用を受けられる者

著作権法上、著作権委員会に対して所在不明の権利者の著作物の利用許諾を申請するこ

とができる者の主体要件に特に限定はない。

なお、著作権委員会のウェブサイトによると、申請者に関する情報として、利用許諾の

申請を準備した人物の名前、肩書、住所、電話番号、ファクス番号、電子メールアドレス、

利用許諾を請求する個人又は組織が利用許諾の申請を準備した者以外の者である場合には、

その者の身元証明をそれぞれ準備するとしている421。

②対象となる著作物・利用態様

(a）対象となる著作物

(i）対象となる函霊

カナダにおいて著作権委員会が付与する利用許溌の対象物は、（a)発行された薪作物のは

か、（b)実演家の実淡の固定物、（c)発行されたレコード（soundrecord)、（d)伝達信号の固

4”CopyrightBoardofCanada,Decision8,＜httnWwwwECb℃｡a・gc・Caﾉdecisions/index．e､html>‘

421COpyrightBoardofCanada,‘UnlocatableCopy｡dghtOwnerBBrochure,(7Ｊｕｌｙ2001）
<htmg"ｗｗｗ.Cb･cda,gc,caAmlocatable･intmuvableBﾉbmchum2｡e・html>、
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定物である。法改正の経緯をみると、１９８８年に、現行著作権法第７７条に相当する第70.7

条の規定が設けられたとき、その対象は薪作物のみであったが、１９９７年の法改正により上

記の(b)、（b)及び(d)が対象に含まれた。我が国でも、２００９年の著作権法改正で権利者不明

の場合の裁定制度の対象に著作隣接権を加えたが、カナダでは1997年にこれと同様の法改

正が行われたといえよう‘，

(ii）発行又は固定

対象となる著作物等は、すべて発行又は固定されていなければならない。発行の意義は

著作物等の種類によって異なるが、それぞれ著作権法第２条に規定されている。発行につ

いて著作権者の同意が存しなし錫合、発行がなかったものとみなされる（第2.2条③)。例

えば、写真に関して展覧会における複製等の利用許諾を申請した事例において、発行の事

実が証明されていないとして、著作権委員会が利用許諾を拒絶した例がある』空。

他方、固定要件に関しては、法律は発行又は固定と述べて両者を区別しているため、発

行がなされずに固定された実演や伝達信号も利用許諾の申請の対象となり得るという謹詮

423や、固定については同意要件もないため、実演が無断で固定された場合でも、それらの

固定物が申諸の対象になるのではないかという問題が提起されている．“

4z2COpyrightBoardCanada,‘ReCanadianCentmfbrArc唾tecture，（17JanuaZy2005)2004．UOﾉTI-32
<httP:"www3Cb･cda・gc‘Ｃａ/unlocatable･intmuvablesﾉbfher･aubEeﾉ３．b･pd企.この事案において、申請者は、
「LGsann6es60:Montrfalvoitgrandjと題する展覧会において、カナダニ蛎蝶館（PUbIiCArChivesof
Canada)に保符されているユ955年、1957年及び1967年に撮影された３枚の写真を複製及び展示するこ
とを求めて、藩作権斐員会に申鯖を行った。著作権委員会は、カナダ文書館及び甲諦者のいずれも当該写
真が何らかのかたちで発行されていたことを示すいずれの手掛かりも提供することができておらず、鉦拠
が全くないということを理由として、申請を拒維した。他の蕊例として、CopyrightBoardCanadaRe
O瞳ceoftheLieutenantGovemoxPofQu§bed（3MarCh2005）2004．ＵＯ/T１．３７

<httPWWwwbCb･cda､gc,Ca/Unlocatable-jntmuVablesﾉbther･aubeeﾉ４．b・pdf>がある（1959年11月の議会会
期初日ＩＦ撮影された写其をケベック州の副知事の歴史に間する書籍において複製して利用することを希望
したが、発行について証明されていないことから申瀦は拒絶されたL

423RogermHuge8,Ｓｕ８ａｎＪ・Peacock,NealAm18位Dng,HughesonCOpyright＆mdusなiamesign，
SecondEdition,LexiSNexiS,2012,ｐ,341では、伝達信号の固定物は、「発行の有無にかかわらず｣対象と
なるとしている。

･蝿Ｊｅ狸mydeBeerandMarioBouchard,Canada'8℃ｴphanWbrks'RegimegUxdocatableCopyright
ownersandtheCopmghtBomEd,OxfbrdunivemitvCommmﾕwealthLawJbumal,OUCLJvOllOno2，
p,222.
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

(iii）著作権の存在

・著作権の満了／保護要件の不充足

著作権が存在していない場合、著作権委員会は利用許謙を付与することはできない。例

えば、保護期間が満了している場合錘や、著作物としての要件（オリジナリティ等）を満

たしておらず著作権が発生していない場合がこれに該当する。なお､識者の分析によると、

著作権委員会の実務として、薪作椛の存続が不明の場合には、そのことを理由として利用

許諾の叩誠を拒絶することばないようである426。

・著作権の例外規定／実質的な部分の利用の有無

また、フェアデイーリングや権利の例外規定が適用される場合427や、利用部分が著作物

の実質的な部分に満たない場合煙のように､利用する行為態様それ自体が適法となる結果、

薪作椛が及ばない場合にも、等作権委員会は利用許諾を付与することはできない‘“。ただ

し、Ｖ２ｍｃｉｓｅ議長は、こうした法的判断をめぐって生じる問題に閲して、「例えば、何がフ

ェアデイーリングとなるのかを判断することは、股もよい条件のときでも難しいことであ

り、同委員会は、この問題に関して出されるいずれの決定も、裁判所の判断を拘束するも

のではなく、実際には利用者に対して著作権侵害訴訟が生じることへの不安定さを残すも

のであることを自堂している」と述べている‘'80。

窪ｃｏｐｙ｡『ightBoardofCanada,‘RenEnis腿軍del強ducation,duLoisiretduSpoztQu6bec（mmIS），
（29JUly2004)２０“ＵＯｍ･20<htmWwWWhcb･cda.gc・Ca/unlocatEble･in辻ouvablesﾉbtherau唾ﾉ2.b･Pd腸
（崇毛及び変名の薪瞬力に関する保謹期間の規定（流6.1条(a)）を適用し、薪作物が蛾初に発行された暦

年の孜余期間及びそのjEf年の終わりから５０年冊が繰過しており蒋作桶の保誰期朋が満了しているとして
申舗を拒絶した率例）．

426JBremydeBeerBnd班arioBoucmrd,Canadaも‘ＯｪphanWbzks，Ｒ』egime:Unlocatab1eCopJ面ght
ownemandfheCOpy豆ghtBo唾d,OxfbrduniversityCOmmonwe型幽LaWJburnal,ＯＵＣＬＪｖｏＬ１０ｎｏ２，

p､223．
夕

裡７copy工i甑tBoardofC墾旦da,誼eMinist欲edemducation,ｄｕ恥isiretduSportQu6becGmLS）・
（23Ａp塾2010).2009．ＵＯ/TI･25<httpWWwwCb･cdla､gc･Ｃａ/ae函iOnS/2010/2009.Ｕ0,.25.Pd企（セヴア
ン・カリスースズキ氏のスピーチが録画されている擬影者が不明のビデオのサウンドトラックの部分に関

する所定の利用方法について、教育目的の利用(第29.4条(2))に賎当するとされて申諭が棄却された率例)．

4塾COpyzightBoardorCa皿d､,‘RePointe'd･CaUi6”,班ont齢ealMuseumofAqfCheology皿dHistoZy，
（29Ｍａｍｈ２００４）2003．ＵＯﾉT1.21

<ht幼g"www5Cb･cda‘gc・Ｃａ/un功catable･mlmuvableBﾉother･auはヅ１．b‘pd企（寄舗からの引用について量的、
質的な観点から実質的な部分の利用がないと判断されたため申謝が棄却された水例）．

429copy工ightBoardofCanada,'speech観yenbytheHonourableJusticeWIniamJVhncise,Chaimlan
oftheCOpyrightBoaｴdofCanadaP（Seminarjointly8ponsorEdbytheIntenectualPmpertyInstituteof
Canadaand亜cGinUniversi唾亜on睡劃,Qugbecbl5Augu8t2007）５

<ht範WwwwBCb･cda､gc､Caﾉabou”pmpO8ﾉBpeeChe8･(過scours/20070815.pdf星
釦JemmydeBcerandMarioBouchard･Bupranote426,】p,223.
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(iv）椴利者が外国人である増合

著作権委興会耶務局のGeneralCounselであるMarioBouchard氏がその屑替で共同執

繁者となっている報告書の記救によると、「著作権委員会は、所在不明の外国人が権利を有

している権利者不明著作物について、カナダにおける利用に関する利用許諾を出すことが

できるという立場をとってきた」と説明されている48ｴ。この文献が紹介する著作権委員会

のウェブサイトを砿認すると、外国人が橘利者である場合も含むというかたちでは明示さ

れていなかったが、少なくともその端合を明示的に排除してはおらず、また、申諦の際に

「刺作者（聯怖に応じて、著作者、災淡家、製作者、放送局)、梼作権者、及び出版者の名

前と国縮」を記城することになっており（なお、記載は分かる範囲で記入することとされ

ている)、外国人が権利者である場合も前提としているようである4愛

(b）対象となる利用鯉様

蒋作横委員会が利用許諾の対象とすることが可能な行為は、薯作権法第３条（著作物に

関する義作権)、第１５条（突淡家の実減に閲する著作権)、第１８条（レコードに関する藷

作権）又は第２１条（伝送信号に関する苓作権）のいずれかに掲げる行為である（第７７条

(1))。耕作物であれば､著作物若しくはその実硬的な部分を、その形態を問わず何らかの有

形的形式において製造又は複製し、公に実波する行為のほか、第３条(1)(aOから(i)に掲げら

れる行為が対象となる。般近の具体的な聯例として、ある瞥籍において権利者不明のテキ

スト印刷物として複製し、再発行すること433(第３条(1))、ある音楽の著作物を機織的に再

製し､公に実演すること趣(第３条(1)(｡))､ある文芸の著作物('meC1everLittleG鉦,‘The

YbungBuSinessman'と題する２つの笑い話）をデジタル複製し、テレコミュニケーション

を通して公衆に伝達すること4礎(第３条(1)㈹)、ドキュメンタリー映両において、ある写真

を複製し、組み入れること･'8６（鋪３条(1)）等がある。また、例えば、ショートフイルムに

おいて、ある脊梁のレコードの一部を棋製し、シンクロナイゼーションし、公に実演する

網１１bid.,ｐ､232．

鐸copyｴightBoardorCanada,‘UnlocatableCOpyrightOwno軍:Brochuｴ巳，（7JuIy2001）
<httpWbb･cda･gc・ＣａﾉUnlocatable･introuvablcSﾉbrOChurc2．e・ｈｔｍｌ>’

4”CopyrightBonrdofQmuda,‘RoEdition8duQuart翼,Rouyn･Norandn,QuebecP（220ctobeqe2012）
2011．ＵＯﾉTI-10<ht即
鍔lCopyriEhtBoard

WWww6Cb･cdn・ＥＣ､Ｃａ/un1ocatable血tｍｕ･gc､Ｃａ/un1ocatabIe?intmuvablcgﾉ1iccnccsﾉ266.fpdf>・
ermntiorSchoO1Division,WInnipeg,ManitobaP（１６０ctober2012）orCanada‘ＵＲ

2012.ＵＯﾉT1.0生htqPWWWWZCb･cda・gC・Ca/unloCatable･intmuVabIegﾉ1iCenCeS/265.e,Pdf>・
‘“CopyrightBoardofCa型｡a,‘ReCanadianIn8tituteofNaturalandmtegrative亜eaicine(CI皿Ｍ)‘
Cal鷹aｴy;Alberta’（24JUly2012）

2012Ｕ0,.05<htｵpR"www：cb･cda・gc,Ｃａ/unlocatable･introuvablcS脳cenceB1264却砥>６
４論CopyrightBoardofCanada,‘ＲＤＮａ筒onalFilmBoardofCanada,Ｓｔ･LanmntbQucbecP（9亜bruaxy
2012）2011．ＵＯ/T1.25<httpWWww$cb･cdn･gc､Ｃａ/、】locatable･intmUwlb1c8nicence8ﾉ260．fpd炉．
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

ことが許諾された事例があるが437、こうした場合には、音楽の著作権のほか、実演家の実

演に関する著作権及びレコードに関する著作権に関連する行為が、それぞれ強制許諾され

ているものと考えられる。

他方、同委員会が付与する利用許諾の対象にモラルライツ（第14.1条）は含まれていな

いので、これについて利用許諾を出すことはできない。

また、著作権法は、利用許諾なしで行うと著作権及びモラルライツの侵害になる間接行

為について規定しているが（第２７条、第２７．１条及び第２8条)、同委員会はこれらの間接

行為について利用許諾を与えることはできない。例えば､第27条②は間接侵害について規

定しており、著作物の複製物、レコード又は実演家の実演若しくは伝達信号の固定物につ

いて、これらをカナダで作成したのであれば著作権侵害となるであろうことを知り、又は

知るべき相当の理由を有する場合には、以下の(ajから(e)の行為を侵害としている。すなわ

ち、

（a)販売又は貸与、

（b)著作権者に不当な影響を与える程度の頒布、

⑤取引上の頒布、販売若しくは貸与を目的とした陳列若しくは提供又は展示、

（｡)(a)から｡の規定にいう行為のいずれかを行うことを目的とした所持、

（e)(a)から(c)の規定にいう行為のいずれかを行うことを目的としたカナダへの輸入

が、著作権侵害を構成するとしている。

これらの間接侵害の対象となる行為態様について、同委員会は利用許諾を与えることは

できない。しかしながら、同委員会の利用許諾に基づいて、適法に著作物の複製物等が作

成された後に、これらについて(a)ないし(e)の行為を行うことについては、直接侵害が成立

していない以上､間接侵害も成立しないので､適法に行うことができると考えられている438。

③許諾の条件・申請手続

(a）許諾の条件一「合理的な努力」について

著作権委員会が、利用許諾の申請者が著作権者の所在を確認するために合理的な努力

（rsasonableeffbrts）を払ったが、権利者の所在を確認できない、ということについて確

信を得ることが要件となる。なお、英文と同様に法律の正文であるカナダ著作権法の仏文

では、同じ箇所をより詳しく「quellintもress6a錘tsonpossible,danslescirconStances，

437COpyrightBoardofCanada,‘RePRODUCrlONSEHI-BRASSARD（Jｎ位ⅦY）ｍＣ.,Montrea]１
Quebec，（30AuguSt2012）
2011．ＵＯ/画･O5<htmWwwwCb･cda､gc・Ｃａﾉunlocatable-intmuVab1eg/1icencesﾉ254．“)df>・
錨Ｊｅ”mydeBeerandMarioBouChard,Supranote426‘ｐ,224.
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pourleretrouver」と規定しており、合理的な努力とは、「当該状況下において権利者を発

見するためのできる限りの努力をすること」を意味していることが分かる。

同委員会事務局のMarioBouChard氏が共薪となっている論文の説明では、次の点が強

調されている。まず、同委員会は、身元が判明している限られた当事者の中で誰が苓作権

を有しているのか不明である場合について､それを判断する権限を有していない483｡また、

同委員会は、単に権利者から回答がない場合も、利用許諾を与える権限を有しない440。「合

理的」であるということは、著作権者を見つけ出すために可能なすべての方法をとること

を要求するものではなく、またその判断について同委員会は相当な裁埜（signiEcantlee‐

way）を有しており、第77条には同委員会が考愈するべき特別な基準は示されておらず、

同委員会も公式な規則を設けていない441．申謂者の合理的な努力に加えて、誠実さ又は不

誠実さ（bonaormalaEdes）は要件とされていないが、申請者の意図は同委員会の裁錘の

範朋で判断に与える可能性がある．}'2．調査の妥当性に関しては事案ごとに評価し、要求さ

れる努力の程度も郡案ごとの塑惰に大きく影響を受ける“3．この点については、Vancise

議長もその講演の中で、「当委員会は常に変動基準アプローチ（slidingscaleapproaCh）を

適用している。予定されている利用方法の性礎、申請者の知織の程度、潜在的な著作権者

の知調度といったすべてが、追加的な努力が要求される範囲に影響を与えるであろう」と

述べている444。また、申諦者は著作権者が外国にいる可能性が商い場合には、国境を越え

た調査も必要とされる仙応。なお、適切な段取りを経たということについて宣誓供述書を提

出するという実務が過去にあったが、現在は廃止されたとのことである･246．合理的な努力

に関する過去の調査データの利用に関しては、申諭者自身が過去に行った鯛充をアップデ

ートしたものに依拠することは認める慎行があるが、他の者による過去の利用許諾に関す

る合理的綱査のデータに依拠することができるかどうかについては、今のところ、そうし

た内容の申諮を扱ったことがないという“7侭

４３９Copy］gightBoardofCanada,ReNationalFilmBoardofCanada,VIUeSaint･Laurent,Ｑｕ･becP（１３
September2005）2005．ＵＯ/T１．３４

<http:"wwwbcb･cda・gc･Ｃａ/unlocatable-introuvables/btherautre/５．b､pdf＞（ロシアの作曲兼Georgy
SviｪidoVのある帝楽作品の一部を映両祭で上映する短調アニメの中で利用しようとしたところ、著作権の
帰属について争いがあり、耕作権について著作権の帰娩を争う当平者間で訴訟が係瓜中であったところ、
よかれ悪しかれ藩作椛の冊胤を争う瀞が全て判明しており、椛利者の所在が不明な状況では厳いとして申
§冊が拒絶された事例）”

拠０JeremydeBeerandnIarioBouChard,sUpranote426,ｐ､２２６．
４４１１bid.,ｐ､226.227．

“２１bid.,ｐ､227．
“３１bid，

444CopyrightBoI1rdofCanadn,’SpeechgivenbytheHonourableJu8ticeWiI1iamJVtmcisc,Chairman
oftheCopyrightBoardofCanadaj（SeminarjointIysponBorcdbythelntenectualPropertylnstituteof
CanadaandMCGillUniver8i域MOntreal,Quebec,15Augu8t2007）５

<ht功:"www8Cb･cda・gc､Ca/fibout･apropos/bpeeches･discourB/20070815.pd炉．
4‘l5JEremydeBeGrnndMarioBouclmrdjsupranote426,ｐ､227．
ｲ‘I6Ibid.,ｐ,227.
4471bid．
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の綱在

著作権委員会は､合理的な努力に関して､特定の場合における｢般良の効率的な手法(beBt

practice)」のリストは公表していないし、そうした手法を採ることを禰極的に推進するこ

ともしていないようである448．他方で、ｌ司委員会のウェブサイト上では、申諭者が同委員

会に申請する際に準備する識類として、「著作権者の所在を突き止めるために行ったすべて

の努力に関する詳細な説明とその結果。通信文書のやり取りを含む、関連資料のコピーを

提供する」ことを求めている。また、申諦の前に確認しておくべきことについて、以ドの

ように述べている郷，。

「著作樵者を探すためにできるあらゆることをしましたか？

籍卿作権委員会は、著作権者を探すためのすべての合理的な努力を行っている場合にの

み利用許諾を与えます。したがって、申講者は徹底的なサーチをしなければなりませ

ん．著作権者の所在を突き止めることができる方法は多数あります。当委員会に申錆

する前にできるかぎりの方法を試してください。蒋作権者の名前や住所が不明である

場合でも、サーチは思っているよりも簡単かもしれません。まずあなたが関係する利

用方法について取り扱っている耕作樋集中管理団体にコンタクトをとることから始め

ましょう。その中に当該著作権者を代理しているものがあるかもしれませんし、権利

者の名前や住所を提供したり、権利者が死亡しているとか外国に住んでいるのかとい

うことを教えることができますｂ

他の方法としては、インターネットの利用、出版渚、図書館、大学、博物館、州の

教育省へのコンタクトがありますｂ薯作者が既に生存していない場合、薪作椛を相銃

した者あるいは遺産を管理している者を探しましょう。当委員会では、蒋作権符理団

体のリストとそれらの関連する任務その他の瞭報源を錐供することができます。詩作

権集中管理団体のリストは、当委員会のウェブサイト上でもみることができます。

wwwbCb-cda・gc・Ｃａ/societies-societes/index-e・ｈｔｍｌ」

(b）申請手続

利用許諾を希望する者は、著作権委員会に対して申請を行う。同委員会は、発行された

薪作物、固定された実演、発行された録音物、固定された伝送信号に関して、その申請者

が著作権の保有者の所在を確認するために合理的な努力を払っておりかつ同保有者の所在

が確認できない旨の確信を得た場合には、一定の要件の下で利用許諾を付与することがで

きる（第７７条(1))。同姿員会は、かかる確信を得ることができない場合には、申納を拒絶

する権限も第77条に基づいて有していると解されている450。

錦３１bid.,ｐ､229.

4⑲COpyrightBoardorCannda,8upranote421．
掴JEremydeBeGrandnfnrioBouChard,Bupmnote426‘ｐ229‘
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薪作椛委員会の手続は、蛾判所に適用されるルールとは異なるが、行政稀判所として、

司法又は地司法機能を行使する柵合の同然的正錐の原則、及び公正原則に従うという条件

に服している．'５１．第７７条の申諦手続に関して、法律上は、「著作権委員会は、(1)の規定に

基づく利用許諾の発行に関する規則を制定することができる」と定められているが、いま

だにかかる規則は定められていない。

他方で、第77条の要件をすべて満たすからといって、著作権委員会に利用許諾を発行す

る義務が生じるわけではない。Vhnci8e議長の発言によると、「著作権法は、すべての条件

を満たしている鳩合に､委員会は利用許諾を発行｢することができる(may)」としている。

換言すれば、たとえすべての要件を充足していたとしても委員会は利用許諾を発行する厳

格な義務のドにあるわけではない。一般的に、申請がこの段階に達した場合、同委員会は

不在の著作権者の立場を引き継ぐものとして状況を考える。この所定の利用方法は著作権

者が当然に利用許諾を与えるものなのであろうか？」と述べるとともに、商業的性質をも

つ利用方法や、例えば、「アルバータ牧誘業者協会に頑固な菜食主義者の作曲した歌の利用

を許職するべきか」という蔀例を挙げて、「こうした主観的判断が必要となった場合、委員
会は主として産業の恢習に依拠する」と述べている．152。

しかしながら、これは同委員会の採用する唯一のアプローチの仕方というわけではなく、

同委員会は、所在不明の権利者のために行動するというよりも、一方当副諸手続における

裁判所のアプローチと同じように、申諭を判断する上で中立的な立場を採るものであると

も説明されている．“Vbmcise議長の説明は､所在不明の権利者における主観的な判断要素

が、利用許論付与の是非の亜要な要素と考えられる場合には、同委員会はそのような婆素

もある程度自山に参酌して判断できるということを示していると考えるべきであろう。

同委員会は、申論の際に準備する書類について、ウェブサイト上で以下のように述べて

いる掴。

「申諭の準備について

出願は審而によって提出してください。これに関して決められた番式はありません。

しかし、耕作椛委貝会は（もしそれが人手可能である溌合）以下の情報を甲諦の処理

のために必要とします：

●著作物に関する説明（種類、題名、作成年)；

･刺作者(事備に応じて､著作者､実減家､製作者､放送局)､著作権者､及び出版
者の名前と国癖；

･I511bid・Ｏｐ､280．

蝉CopyrightBoardofCanadn,‘SpeechgiyenbytheHonoumbleJnSticeVⅧlia】nJVhnci8e,chairman
oftheCopyrightBoardofCanada｡（Seminarjoinuysponsored町thelntもnectualPmpertyIngtituteof
CnnadaandMcGillUnivexBi城諏ont工eal,Quebec,１５錘guSt2007）５

<httpWWwwECb･cda･郡.Ｃａ/about･aprOpo3ﾉspeeChes･discourSﾉ20070815.pd企．
"３ＪorcmydeBoGr皿dM1rioBouchnrd,Bupranote426,ｐ､231.
4脚CopyrightBoardofCanndnosupmnotc421．
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円澗化制度の調査

●創作者が死亡している場合、その死亡日；

●当該著作物を使用する目的できるだけ詳細を明確にして､提供してください。例

えば、所定の本において、文書の資料を入れたいと考えている場合、テキストの

長さ、当該書籍の長さ、どのように利用するのか、そしてもし販売する予定があ

る場合、考えている販売価格可能である場合、使用する予定の資料のコピーを提

供してください；

●いずれの時期にその著作物を使用することを考えているのか、どの程度の期間使

用する予定なのか；

●類似する著作物に関する類似の利用態様について、あなたが支払っているか又は

支払ったことのある利用料に関する情報；

●著作権者の所在を突き止めるために行ったすべての努力に関する詳細な説明とそ

の結果・通信文のやり取りを含む、関連する資料のコピーを提供してください；

●利用許諾の申講を準備した人物の糸前、肩撫、住所、電話番号、ファクス番号、

電子メールアドレス、利用許諾を請求する個人又は組織が利用許諾の申請を準備

した者以外の者である場合には、その者の身元証明｡」

(3)効果

①利用許諾の条件の決定

著作権法第77条(2)は、第77条(1)の規定に基づき発行される利用許諾は、非排他的なも

のであり、かつ委員会が定める期間及び条件に従うとしている。条件としては、許諾され

た利用方法（例えば、コピーの分鼓、その配布先や目的)、利用許諾の満了日、利用料とい

った条件が付される“句。

著作権委員会の許諾には、利用許諾の満了日が示される4蕊満了後にも使用をしたい場

合、追加で申請を行うことが可能である457。また、地理的範囲に関して、同委員会は、カ

ナダ国内においてのみ有効な利用許諾を付与しており、そのことが利用許諾に記載されて

極Ｉbid、

4鈴１bid．

‘157CopyrightBoaxdorCanada,‘ReUO瞳Cenationaldu風ｍｄｕＣａｎａｄ域（ﾕ８JUne2003）
2003．ＵＯﾉT１．１５＜ht切:"WwWCb･cda・gc・Ｃａﾉun】ocatable･introuvable8niCenceSﾉﾕ22．fpdf参;copy五ght

BoardofCanada,‘ReUO屋cenationaldu団ｍｄｕＣａｎａ“(8Apxil2008）2008.Ｕ０，．０３
<httpWWww;cb･cda・gc・Ｃａ/unlocatable･intrOuvablesﾉ1icence8ﾉ221．fpdか（ドキュメンタリー映画において
権利者の所在不明な漫画を利用するためのカナダ国立映画制作庁の申舗で、2003年６月１８日に2008年
12月３１日までの利用許諾が与えられ、その後、2008年４月８日に2013年12月３１日を満了日とした利
用許諾が与えられている）。
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いる458．過去の事例459では、権利者の保護を図りながら、申請者の必要を満たす臨時の利

用許諾を発行してきたとされる‘'６０．

同委員会は、既になされた行為に遡及適用される利用許諾を発行できるかどうかについ

て、可能であるとの判断を下しているf61,462。ただし、この決定は、当該事案の事実関係も

よく検討したこで判断がなされているとともに、詳細な反対意見も付されている。また、

過去には遡及効は認めるべきではないことを示唆する決定もある4631,

②利用料と支払方法：対価支払の要否・決定方法・支払方法

著作権委員会は､いずれの場合においても、利用料をゼロとする決定は行っていないが、

他方で、議案をめぐる郡情を考慮した上で弔目的な金額を設定することも多いといわれて

おり、又は利用料の前払を要求せずに一定の条件に基づいて事後的に支払うことを内容と

する利用許諮を出すこともあるという‘'"・金額の決定には、利用許諾を得る目的などの事

情も影響を与えている。例えば、博物館がある展示会で使用するパネルに使用するために

襟籍の抜粋を複製して利用することに閲して申講があったという事案において、「委員会は、

本件の事傭によると、利用料を２５ドルとする正当な理由があると判断する。委員会は、２８

頁を超えない範囲で利用されること、これらのページについてたった１部のコピーしか作

4詔『Thelicenceisnon･exC1usiveandvalidon1yinCanada・Forothercountries,itisthelawof通at
counbrythatappliesj（本利用許諾は非排他的なものであり、かつカナダ国内においてのみ有効である。
他の国に関しては、適用される当該国の法律による）と記峨されている。

4審CopyzightBoardofCanada,‘Ｒ‘ReMadeanHunterLimited，（24Augustl990）1990．ＵＯｍ-3,2
t8b1e-in杜ouvable8ﾉncencesﾉﾕーb・pdf＞(1928年から1938年の冊に<httpWwwWKCb･Ｃ｡a･Rc‘Caﾉunloca

Chatelaineという女性麓に用いられた表紙について、当該雑時の予約購競者へのインセンテイブとして兵

科に配布するためのカレンダーとして利用するための申請であった。著作権委員会は、興味深い問題が多
数あるものの、「申鯖人が計画しているように本日1990年８月２４日金踊日までに印刷所に行くにはそれ
らを十分に取り上げることができない」と述べた上で、詳細を保留しつつ即座に判断を下すための理由付
けや条件について述べている）。

｡'釦ＪＣ虻℃mydeBeerandMarioBouchard,Bupmnote426,ｐ､231.
461Cop”ghtBoardofC8nada,‘ReBreakthroughFilms＆唖1evisioゴ（6Maxch2006）2004．ＵＯｍ･331
7-8＜ht”抑wwwもCb･cda､gc・Caﾉ１ｍ]ocatable･introuvablesﾉ1icencesﾉ156r-b・pd心.申講者のBmBkthmugh社
は、権利者不明の者の自叙伝の抜粋を含めたテレビドキュメンタリーを制作し、放送するために、オフカ
メラでのナレーションにおいて権利者が所在不明であるチャールズ・モンロー・ジョンソン軍曹の自叙伝
からの８つの抜粋を複製して利用したドキュメンタリーを作成することと、ドキュメンタリーに謹み入れ
られた当該書籍の抜粋を公衆への伝遠するための利用許諾を得ようとしたが、ドキュメンタリーの制作そ
のものは既に完了していたため、遡及効が争点とされた。多数意見は遡及効を認め、「B魂akthmugh社
に対して、オフカメラでのナレーション通してドキニメンタリ－を作成する状況においてチャールズ・モ
ンロー・ジョンソン莱暫の書籍から８つの抜粋を複製することを許誌する」こと、また、「ドキュメンタ
リーにおいて利用する状況において、当綾ドキニメンタリ－に組み入れられた当該書籍の抜粋を公衆への
挺示及び電気逝伯を通して公衆への伝達するため、及びドキュメンタリーそのもののコピーを作成するこ
とをBrsakthrOughに許諾する」との判断を下した。少数意見は遡及効に反対する意見を述べた。
4錘RogermHugGs,SusanJ､PeacoCk,NealArmstrong,HughesonCopyright＆Indus瞳alDesign，
SecondEdition,LexisNexi8,2012,ｐｐ,341.342．

ｲ６３CopyrightBoardofCanada,'ReBreakthｴＤｕｇｈ”ｍｓ＆画evi8ion，（３０Nbvembex,1992）
1992．ＵＯ/TI-10,2＜http:"Ｗｗ蝿Cb℃da.gc・ＣａﾉUnlocatable･introuvableSnicencegﾉ14．bpdf＞，
妬４ＪＥｒｅｍｙｄｅＢｅｅｒａｎｄＭａ工ioBouchnrd,supranote426,ｐ､284.235.
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調壷

成されないこと、そして、特に、展示会は入場料がかからない予定であることなど、叩舗

者は本件利用許諾からいかなる実磁的な利益をも得ようとしていないことを考倣してい

る」と述べている拓廟。

また、条件付の支払については、CanadianInstitutefbrHistoricalMicroreproductions

（CIHM）によるマイクロフィッシュ（マイクロフイルムを何コマも収めた整理用シート）

へのカナダの古い印刷物の保存に関する申諦に対して出された一連の利用許諾にその例が

みられる486.ＣＨＩＭは1978年に設立された非営利団体であり、マイクロフィッシュを利用

してカナダの古い歴史や文化に閥する文審を保存、カタログ作成、i記布等を行っている組

織である。著作権委員会は複製の許諾を与えたが、利用料に関して次のように述べて条件

付きの判断を行った。

「CIHMは既に所在不明の著作権者を追跡するために相当の資源を消燕した。恐らく

そのほとんどが現れることがないであろう。さらに、すべてではないが、コンタクト

をとった大部分の耕作権者は薪作物の複製を対価の論求なしに同意した。峨後に、

ＣｌＨＭは、危険な保存状態にある印刷盗料を保存し、典味をもつ公衆に利用可能とす

ることによって、カナダの遺産を保存しようと試みている。収入は単にコピーを生産

するコストを補うために用いられる。そして、同機関の運営は交付金、寄附金及び助

成金からの資金提供を受けている。これらのすべての著作物にある著作権の経済的価

値は、今後利用可能となり時の破壊から保存される著作物の著作者の利益によって、

大部分が相殺される。

］L996年８月２３日と９月１０日付の警備において、CanadianCopyrightLicensing

Agency(OANCOPY）は、噸案の状況から、１作品１コピーあたり１０セントの利用料

が適切であろうと提案した。当委員会は同意する。ＣＩＨＭは、１作品１コピーあたり

１０セントを、２００４年１２月３１日以前に、この利用許諾が含む所定の著作物の著作権

の権利保有者に対して支払うものとする467ｂ

通常の場合、本件のような利用許諾に関する利用料は、集中符理団体に対して支払

われ、同団体が利用許諾の満了脚から５年以内に藷作権考から巡綴がない珊合にはそ

れを保管することになる毎本件の場合、砦作物の時代と．その多数が恐らくもはや薪

侭COpyzightBoaｴdofCanada,硯eROyalCanadizmArtillexyMu8eum,（１４Junel991）

1991-ＵＯ/TI･９＜httpWwwwkcb-cda・深CaﾉunlocntableﾏinlmuvableSnicencosﾉ４．b､ｎ.仁．

$鰯copyｴightBoaz1dlofCanada,ReCanadianlnstituteibrHi8toric81Micmmproduction8'<18Sep
l996）1993.Ｕ0画･5<httpWwww8cb･cdEl・gc･Caﾉunlocatnble･inbrouvnbles/ljiCenccSﾉ４．b・pd炉.他に
'997･ＵＯ/TI今2,1997-ＵＯﾉT1.12,1997．ＵＯﾉTI･ﾕ7,1998-ＵＯ/TI-4il998･ＵＯﾉr1.1101998．ＵＯﾉTI･18,

1999．ＵＯ/TI-411999.Ｕ0,.14,2000．ＵＯ/r1.1,2000･ＵＯﾉTI-30がある。

砿ちなみに、その後の一連の申請（1997-U0,.2,1997．ＵＯｍ･12,1997.ＵＯﾉｎ．17,1998．ＵＯ/T1.4,

1998．ＵＯ/T１．１１球1998．UO/11.18,1999℃OﾉT1.4,1999-ＵＯ/TI-14,2000．ＵＯ/TI-1,2000．ＵＯ/唾30）につい
ては、マイク画フィッシュ又はプリント形式での保存のために複製した場合１作品あたりユ0セント、

CD丑O八Iに複製した蝿r合15セントとされて、それぞれコピーされた数を乗じるとされ、区別が加わっ
た。

ﾛﾛ都0
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作椛によっては保謹されていないという癖実を考職して、ＣＩＨＭは、所定の者によっ

て舗求がなされた藩作物に閲してのみ支払をすべきであると当委員会は判断する｡」

このように諮作権委員会による利用料の決定には各種の要素が考慮されるが、基本的に

は、集中管理団体に対して問題となる著作物について保有する作品群に利用許諾を出す場

合に徴収する金額に関する最新倍報を問い合わせることが多く、また、集中管理団体が存

在しない市場に関しては、市場で一般的に受け入れられている悩行を確定することがしば

しば行われる唖。

蒋作権委員会は、利朋料を決定した場合、それを当該権利者について通常の場合に代表

することになる集中将理団体に支払うように決定することが多い｡なお､第77条(3)により、

利用許諾の期間満了後５年以内は、著作権者による利用料の支払請求が可能である。同委

員会のウェブサイトー上では、この点について以下のように述べている（原文の当該箇所は、

イタリック体で祷かれている）･'69。

「当委員会は通端の掛合、利用許溌により定められた利用料の支払について、所在

不明の耕作椛者を逝術であれば代表するだろう薪作椛集中播理団体に直接支払うべき

ものと命じることが多い。そのために、蕃作権者は著作権集中管理団体にアプローチ

すれば利用料を受けることができることになる。

委員会は蒋作権集中管理観体がその構成員の一般的な利益のために適切であると考

える方法によって利用料を処分することを認めている。

しかしながら、籍作怖集中衝理団体は、利用許諾が満了した後の５年以内に、利用

許諾に含まれる当該薪作物の鵜作権の権利保有者に払い戻す義務を保証する｡」

著作椛梨中笹理団体に支払われた権利者不明著作物に係る利用料の答理の実務（管理口

座の種別や５年経過後の取扱い等）はまちまちのようである470・

オタワ大学法学部准教授のJeremydeBeer氏と著作権委員会でゼネラルカウンシルを担

当するMarioBouchard氏の共薪請文における調壷によると、１９９０年から2008年の間に

蒋作桶委員会の発行した許諾に関して支出され又は支出される予定の利用料は７万カナダ

ドルを下回っている（69,622.68カナダドル）・血肉

463ＪeremydeBeerandMarioBouchaXd,supranote426,ｐ､235‘
4”COpyrightBoardorCanada,supmnote42L

47oJemmydCBeerandM“oBouchard,suPmnote426,Ｐ､236.
4711bid,,ｐ､242.
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

③利用者／橋利者の異議申立続等の有無、擬要

(a）利用者の異議申立手続

著作権委員会は、発行された著作物、固定された実演、発行された録音物、固定された

伝送信号に関して、その申請者が著作権の保有者の所在を確認するために合理的な努力を

払っておりかつ同保有者の所在が確認できない旨の確信を得ることができない場合、申請

を拒絶する椛限も有していると解されている472°著作権委員会の決定は、連邦控訴裁判所

（FederalCourtofAppeals）による司法審査の対象となるため、申諦者は同裁判所に控訴

することができる。著作権委員会は著作権及び技術的な率項をめぐる専門的な課題につい

て幅広い経験を有するため、連邦控訴裁判所が同委員会の決定を再霧査するに当たっては

相当程度の敬譲をもって判断するという観点から、いわゆる明白な不合理性の基準

（standardofpatentunreasOnableness）473に基づいて決定の適法性を審査することにな

る‘'74。

(b）後になって現れた著作権者の支払請求

薪作権者は、利用許諾の期間満了後５年以内であれば、利用許諾において定められた利

用料を徴収することができる（第77条(3))。著作権集中管理団体は、利用許諾が満了した

後の５年以内に、利用許諾に含まれる当該著作物の著作権の権利保存者に払い戻す義務を

保証する475．支払に不履行が生じた場合には、管轄権を有する裁判所において、その回収

を求める訴訟を開始することができる（第77条(3))。

（４）実施状況

①所管官庁による制度のウェブページの概要

詩作権委員会はウェプサイトを用意しており476、同委員会の権限に属する他の任務に閥

する備報に加えて、所在不明の著作権者に関して、同制度の案内書（Brochure）のほか、

４７２１bid.,ｐ,229.

4泡FederalCourtAct,Ｒ､S､C､1985,αＦ･7,8.28,劃Ｓａｍ・同基準は、ReseauxP妃mie型Choixlnc.vも
Canndianmblevih8ionAssn-（1998），８０ＣＥＥ．（3.）２０３ａｔ211,223（Fed‘ＣＡ.）において採用されて

いる。

4別ＳｕｘｍｙＨａｎ血,CopyxightLawinCanada,巴utte癖prths2002）355.
475CopyrightBoardofC型ada,supranote坐1.

476COpyrightBoardofCanada,UnlocatableCOpyZightOwner8，
<htm:"www$Cb･Cda･Rc・Ｃａ/Unlocatable垂tmwableSfinde錘･ehtml＞、
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実施状況について、これまでのすべての「利用許諾を付与した決定」及び「拒絶された申

請」を、決定及び拒絶の理由を付して提供している。

②標準処理期間

JeremydeBeer氏らによる論文では、カナダの強制許諾制度に関する実証研究の結果と

して、２００８年末までのデータに基づく同制度の運用に関わる数値が紹介されているので、

以下そのデータと分析の一部を紹介する477．同制度が施行されてから、著作権委員会は

12,640件の薪作物を含む441件の申請について処理されており、1990年と2006年とを比

較すると、毎年提出される申請数は４倍以上になっている478.1990年から2008年末まで

に付与された利用許諾は２３０件であり、申請の約半数に利用許諾が与えられている479．そ

の他の申諦については、同委員会又は集中管理団体の援助により権利者の所在が判明した

場合が多く、また、途中で取り下げ、又は完全に放棄してしまった場合があるため、正式

に申諦が拒絶された例は非常に少ないとされる4806

約半数の申請は許諾の決定まで８週間以上かかり、４分の１は１６週まで要しているが、

２週間で決定された事案も１２％程度あるとされる掴。著作権委員会の作業愛は増加してい

るものの、審理期間が実質的に変化していることを示す証拠はないという482．

手続の期間には、事例証拠の霞点からは、［1］作品数、［2］保護期間存続の有無、［3］

作鹸・著作者の知名度、［4］権利者の人数等や関連する市場における取引の複雑さ、［5］

申諦者の著作権に関する知識の程度、［6］意図する利用の重要性、［7］委員会からの問合

せに対する集中管理団体や申請者の対応の迅速さ、［8］委員会のその他の作業負荷といっ

た要因が影響を与えるとされるが、手続の遅延は、追加的な糖報の獲得のような著作権委

員会の要諦に対して申請者が対応しないことに起因することも多いとされる483．非商業的

な利用の申請の手続の平均期間は４７日であり､４分の３は９８日未満で決定が出されるが、

商業的な申請の手続の平均期間は６３日であり、４分の３は126日未満で決定が出されると

いう484。

緬７JCrcmydcBcorandMarioBouChard,sUpranote狸6,ｐ‘242.
4781bid.,ｐ､242.

4791biCL,ｐ､243.
4駒Ｉbid，

８８１１bid.,ｐ,245.

4821bid.,ｐ､246.
4831bid.,ｐ､247-248.
4晩Ｉbid.,ｐ,247.
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第２部権利巻不明時における薪作物等の利用円滑化制度の調査

③利用件数

JeremydeBeer氏らによる論文の計算によると、前述したように、2008年末までに付与

された利用許諾が２３０件である485。なお、著作権委員会のウェブサイトに掲雌されている

股新のデータによると488、付与された利用許諾に関しては、１９９０年から2012年１０月２５

日まで266件の利用許諾に関する文愁が掲戦されている。しかし、JeremydeBeer氏らの

説明によると、このウェブサイトに掲救されている数値(266件）には、利用許諾の修正や

卿定的な利用許諾､あるいは１件に機数の利朋許諾が含まれているものもあるというので‘'87、

必ずしも利用許諾の件数とは一致しないといえる。

(5)識者等の評価

カナダの強制詐諾制度に対しては、過唆の行政的な負担を課すことや時間がかかる棚に

利益が少ないという批判i88や、耕作縮委員会の椛限がカナダにおける利用に関する強制許

諾に限定されることや未発行著作物に適用されないので効果が限定的であるという批判489

（特に古い写真のような著作物について発行されたかどうかが不明な場合が出てくること

が指摘されている490)、利用料が築中管理団体に支払われる実務に対する批判的な見方491

（多くの場合に樋利宥は現れないにもかかわらず利用料を集中櫛理団体に支払うことの不

効率さ）がある。染中篠理団体に対する支払の実務については､DEwidlVbLver教授はこれを

批判し、「著作椛委風会は申諦者に対して利用許諾を取得する条件として慈善的な帯附をさ

せることを要求することはできない。著作権集中管理団体に金銭を自己のものにしてしま

う権限を与えることは、更に妥当性を欠く。利用料は著作権委員会において保管し、同委

員会は仮に権利者が利用許諾の満了後５年以内に請求をしなければ、それを当該利用者に

返金できるようにするのがよいであろう」と述べている“。

4“Ｉbid.,ｐ,248.

486CQpy工ightBoardofCanada,Decisions‐UnlocatableCopyrightOwner8（２５０ct2012），

<httP:"www8Cb･cda・gc・Ｃａ/unlocatable･mtrouvable8nicences．c･hbml＞、
487JbremydeBeerandMmdoBouChard,Bupranote426,ｐ､243.

4鍋Ｕ､Ｓ,CopyrightO班cc,Repo辻onOrphanWbrks:ＡＩＩeportoftheRegi8terofCopyrights,（2006）
83,ｏｎline:<http:"wwwlcOpyright・gov/orphnnﾉb】rphan･report,pdf>，

4鋤BritishScreonAdviSoryCouncn,Ｂｕｐｍ】mote460pp,1０．１１．
●■

4”MvmlEechoud,PBHugenholtz,LGuibault,ＳｖａｎＧｏｍＩ]G】,＆NHclberg“Ｈｎｒｍｏｍ血m

EuropeanCoPyrightLnw:TheChallongesofBottcrLawmaking,280(Wblte麺皿uwe】rb200鋤at284.こ
の場合、未発行かどうかについて、モラルライツに配職した運用が必要となるが、カナグの著作術委員会
の逆用では発行されたことの決定的な証拠がない場合でも発行を推定するような運用がなされているとい

う（Ibid.)。

491Ｕ､Ｓ・CopyrightOffice,supranote488,ｐ､114.
492DzwidVtw“IntenectualPropertyLzlw:Copyright,Patent8,班ade･Mark８（恥ronto:IrwinLawb
2011〉，ｐ､263.
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他方で、同制度には、権利者不明著作物を利用する場合の法的安定性が高いことや、権

利荷不明薪作物の権利者の法的利益が不必要に害されることがないことなど、椛利者不明

籍作物の間題を解決する上でそのメリットを評価する見方もある‘193ｂ

３．立法及び近時の動向等

現行の制度を変更する動きは特にみられない”

４．日本法への示唆

カナダの例は、我が国と同様の強制許諾の枠組みをもつ国の例として示唆的である。

我が国の利用実績について、文化庁が過去の裁定実績としてウェブサイト上で公表して

いる蜜料によると、現行法の裁定制度が1970年に創設されてから、2011年１月２６日まで

に８２件の裁定による利用許諾が出されている494.1件の栽定による利用許諾により、多数

の作品を対象とすることができるため､同期間において､作品数(題号数)でいえば158,601

件がその対象となっている。これについて、裁定による利用許諾の対象となった作品数で

みた場合、近代デジタルライブラリーを通じて権利者不明署作物を含むデジタルアーカイ

ブのインターネット公開を行っている国立国会図警館がこの制度の最大の利用者である。

すなわち、利用許諾の件数では国立国会図審館によるものは８件であり、全体の１０％程度

を占めるにすぎないが、作品数ベースではﾕ53,986件であり、全体の９８％以上を占めてい

る。他方、カナダでは、2008年末までに付与された利用許諾が230件であったとされるの

で、少なくとも申請件数の上ではカナダの方が我が国よりも多いことになる。しかし、

JeremydeBeer氏らの調査によると、著作権委員会は12,640件の著作物を含む411.件の

「申請」について開催されているとのことであった（利用許諾が出された題号数は示され

ていなかった）‘“薪作物の作品数で比較した場合、（大部分が国立国会図譜館による実級

ではあるとはいえ）ｌ:1本の方が多くの作品を裁定制度により処理しているといえる。

他方で、カナダの著作権委員会には我が岡の裁定制度の運用に見られない良い点もある。

それは、同委員会は利用許諾に関する決定の内容を比較的詳しく公表しているということ

である496ｂ我が国の裁定に関して公表されているデータは、文化庁のウェブサイト及び官

報で細介される告示内容も含めて、結論しか述べられておらず、どのような判断を通して

“MvanEeChoud‘PBHugexlholtzbLGuibault,ＳｖａｎＧｏｍｐｅｌ,＆NHc1bGrgG功Hnrmoni戒ng

EuropeanCopy畝ghtLaw:meChanengesofBetterLawmaking,２８０（WbItersKlUwerb2009），ｐ､285.
49名文化庁「苓作権者不明瞭の場合の銭定制度の過去の利用実縦」

<ht”Wwwwbunka､go・jPﾉｴtyosaku/b･1陸sults聖ast・htm]>もなお、本稿では便宜上、文化庁がウエプサイ
トで公表しているデータだけを確認したが、法律上、裁定については官報において告示の形式で公表され
ている（苓作樋法第70条第６項)。
･195ＪもremydeBeerandMarioBouchard,supranote426,ｐ､242.
496CopyrightBo唾dOfCanada,supranote476．
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

そのような決定に至ったのかが必ずしも明らかではない。少なくともカナダと同程度の情

報公開を実現していくことも、考えてよいのではないだろうか。もっとも、日本の方が、

申請者のために公表されている「裁定の手引き」f97が充実していることは確かである。ま

た、申請儀式．記入要領498も公表されている点はカナダよりも充実しているともいえる。

ただし、我が国の申請書式の内容499も、カナダにおいて申請の際に用意するべきとしてい

る情報と、さほど違いがあるものではないのも事実である。

カナダにおいて利用料を著作権集中管理団体に支払うという実務については、参考にな

る部分がある。我が国の場合、補償金として支払った供託金の還付請求権が時効により消

滅した場合、供託金は国庫に帰屡することになるが、供託した補償金が国庫帰属でなく共

通目的基金となるような新たな裁定制度を考えてはどうかという議論もある５００・カナダで

は、著作権集中管理団体がその構成員の一般的な利益のために適切であると考える方法に

よって支払われた利用料を処分することを認める運用を行っている。しかし、実際のとこ

ろ権利者が現れる可能性は低いため、結果的に制度の利用者に「慈善的な寄附」を強要す

ることになっている、とするカナダの有識者の批判的な見方には一理あるようにも思われ

る。そのため、共通目的基金のようなものを設定するという議論を行う場合には解決する

べき様々な問題もあるのではないかと思われる。また、国庫に帰属するという現在の我が

国の運用に対しても、利用料として支払われた金額を著作物の利用者である申請者に返金

できるようにすべき、とするカナダの一部の有識者が述べる議論は参考になる部分もある。

非営利目的か、営利目的かなどの区別も必要かもしれないが、例えば、我が国の国立国会

図書館が公益的な任務を実行する過程で支払わざるをえなかった供託金が国家に没収され

るという運用は、一連の手続に要するコストを考慮すると、不合理な部分もあるように思

われる。

我が国の文化庁の「裁定の手引き」の説明によると、「補償金額については、文化審議会

著作権分科会使用料部会に諮問。答申の結果、補償金額が決定。申請から補償金額の決定

までの標準処理期間は３か月だが、１～２か月程度で処理されることもある」とある。これ

とは別に、文化庁から利用者への通知と補償金の供託にかかる時間がスケジュールの例で

は１３日程度で見積もられていた。カナダの例では、非商業的な利用の申請の手続の平均期

間は４７日であり、４分の３は９８日未満で決定が出されるが、商業的な申請の手続の平均

期間は６３日であり、４分の３は１２６日未満で決定が出されるとのデータが示されていた。

697文化庁長官官房著作権課くht句〕:"Ｗ榊らbunka・gojpﾉ1tyosaku/b･I/downJoad､html>石

498同上。

4”著作物の著作権に関する申訪の場合、’、著作物の題号、２.著作者名、３.薪作物の種類及び内容又は休

様、４.薯作物の利用方法、５補償金の額の算定の基礎となるべき事項、６.著作権者と連絡することができ
ない理由、７.著作権法第67条の２第１項に基づく申請の有無（同上）。

500文化審議会苓作権分科会過去の藷作物等の保護と利用に関する小委員会(第８回)議本録・溌付資料参
考溌料２「１．過去の薯作物等の利用の円滑化方策についてＩ・前掲注37｡
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我が国の数値は飽くまで概算であろうから、単純には比較できないが、少なくとも、日本

の方が時間を要しているという印象を与える程度の数値ではなかった。

裁定中の著作物の利用については、日本は制度的にこれを認めている。これに対して、

カナダでは制度的にこれを認めてはいないものの、事案の状況に応じて著作権委員会が迅

速に利用許諾を与えるという実務があると報告されている。

文化審議会著作権分科会過去の著作物等の保設と利用に関する小委員会では、『ある作品

について裁定手続が終了した後に、後から同じ作品を利用する第三者が、再度、調査等の

手続を経ることは不経済である。利用目的の公益性が商い場合、利用態様が権利者を害し

ない場合には、料金の支払のみで裁定を認めるべき」との議論も存在した釦'・カナダの有

識者の間にもこれと同様の問題意織はあるようだったが、いまのところ薪作権委員会の運

用における実例はないようである。

Ⅱ、権利者不明著作物の利用後に活用可能な制度（侵害訴訟におけ
る救済等）

カナダには、権利者不明特作物の利用の問題を武接的に解決するため、事後的に侵害訴

訟において権利者の損害賠償や差止め等の救済を制限するといった制度は特に存在しない

ようである。ただし、上述のように、著作権委員会は、既に行われた行為に対しても遡及

的に適用される利用許諾が発行できるかどうかについて、可能であるとの判断を下してお

り、ある意味で、利用者による過去の違法な行為を或後的に適法にするものともいえる。

しかし、事例をみるかぎり、個別の事惜を考慮して同委員会の裁逓の範囲でなされる判断

であって、反対意見も付されていたことも考えると、こうした措腫が制度として術に保障

されているとまでは評価できないだろうａ

“ユ同上。
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第８章韓国

Ｉ・権利者不明著作物の利用前に活用可能な制度

１．はじめに～法定許諾制度の概観

権利者不明著作物の利用前に活用可能な制度として、法定許諾制度がある。韓国薪作椛

法の第５節「薪作物利用の法定許諾」には３種類の法定肝諾が定められていて、『著作財

産権者が不明な著作物の利用（第50条)｣、「公表された箸作物の放送（第51条502)』そし

て「販売用レコードの製作（第５２条503)」である。

第５０条の「著作財産椛者が不明な著作物の利用」規定により、「著作物の利用者が頼当

な努力をしたにもかかわらず、公表された著作物（ただし外国人の藷作物は除外する）の

蒋作権者の居所が不明であるため、その著作物の利用許熊を受けられない勤合に、文化体

育観光部長官の承認を得て、文化体青観光部長官が定める基地による補俄金を供託して、

それを利用することができるので、韓国においては、権利者不明著作物の利用に本規定が

適用されるといえる。以下では、「著作財産権者が不明な著作物の利用（第５０条)」を中

心に．韓国における権利者不明著作物利用制度を紹介する。

２．現行法制度

(1)制度の趣旨

①立法塗旨

韓国における権利者が不明な著作物を利用するための法定許諾制度（第５０条）は、薪

作物の利用者が相当な努力をしたにもかかわらず、公表された藩作物（ただし外国人の薪

作物は除外する）の著作権者の居所が不明であるため、その著作物の利用許溌を受けられ

ない場合に、文化体育観光部長官の承認を得て、文化体育観光部長官が定める基準による

釦２第５１条（公表された著作物の放送）公表された著作物を公益上の必要により放送しようとする放送聯

業者がその著作財産権者と協誌をしても協誠が成立しない場合は、大統領令で定めるところにより、文化

体育観光部長官の承認を得た後、文化体育観光部是官の定める韮鋤による補償金を当骸苓作財産椛老に支
払い、又は供舵してこれを放送することができる。すべての法令怖報（旧法及び製行法・施行令・施行規

則）は、郷国国家法令婿報センター<httpWWwwJaW8go.kr/main・html>で入手した悩報を繁者が仮釈した
ものである。

麺第52条（販売用レコードの製作）販売用レコードが我が国において最初に販光されてから３年を経過

した場合において、そのレニードに録音されている著作物を録音して他の販売用レコードを製作しようと

する者がその著作財産権者と懐謎をしても協議が成立しない場合は、大統領令で定めるところにより、文

化体育観光部長官の承認を得た後、文化体育観光部長官の定める基郡による補償金を耕作財産権者に支払
い、又は供託して他の販売用レコードを製作する二とができる。

II6f8
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怖倹金を供託して、それを利用できるようにする制度である。利用許総を得て薪作物を利

用しようとしているのに耕作椛者が不明であるため利用できないことのないようにする

ことで、箸作物の円滑な流通を担保するための制度であるといえる。現行の規定は以下の

とおりである。

現行の灘国著作権法（法律第11110号）

第50条（蒜作財産椛者が不明な薪作物の利用）

①何人も、大統傾令で定める韮遡に該当する相当の努力を払っても、公表された籍作物

（外国人の耕作物を除く。）の薪作財産権者又はその居所を知ることができないために

その藩作物の利用許諾を得ることができない場合には、大統領令で定めるところによ

り、文化体育観光部長官の承認を得た後、文化体育観光部長官の定める基準による補償

金を供髄して、これを利用することができる。

②第①菰の規定により鵜作物を利用する荷は、その旨及び承認年月日を表示しなければ

ならない。

③第①項の規定により法定許諾された著作物が再び法定許諾の対象となるときは、第①

攻の規定による大統領令で定める基準に該当する相当の努力の手続を省略ことができ

る。ただし、その著作物に対する法定許諾の承認の前に、著作財産権者が大統領令で定

める手続に従って異誰を提起するときは、この限りでない。

④文化体育鯉光部長官は、大統領令で定めるところにより、法定許諾の内容を楕報通信
網に掲示しなければならない。

②立法経緯

(a）１９５７年著作権法

椛利者不明の薪作物の利用に関する内容は、比較的早い､認腕から韓国薪作椛法に規定さ

れてきた。韓国最初の著作樵法（法律第432号、1957年１月制定、施行）の第20条公演

権釦4の中で著作者の不明な著作物の利用を規定していた。1957年著作権法は法定許諾制度

を設けていたI:１本の旧蒋作権法（明治32年３，４口法律第39号）を参考にしており、第

20条第２項で「詩作者不明の未公表薪作物ｊを、同条第３項で「著作椛者の居所不明の公

5081957年蒋作描法第２０条（公波描）

①薪作者はその薪作物を公波する権利を有する。

②薯作者の不明な著作物でまだ発行又は公菰していないものは、大銃領令の定めるところにより、これを
発行又は公演することができる。

③蒋作椛者の居所が不明、又は蒋作権考と協雛できないときには大蕊領令の定めるところにより、相当な
補償金を供託してその薪作物を発行又は公波することができる。
①前攻の捕侭金の額に関して出離がある番は法院に出所できる鐘

l【SIS：

■

■
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表された著作物」及び｢著作権者と協議が不可能な著作物」を、第22条第３項で「公益目

的の放送」の場合に対する法定許諾を認めていた。

(b）１９８６年全部改正

現在のような「著作財産権者の不明な著作物の利用」という見出しでの条文が規定され

たのは1986年の著作権法全部改正（法律第３９１６号、1986年１２月全部改正、1987年７

月施行）からである。この全部改正において、「第９節薪作物利用の法定許諾」という節

が新設され、第４７条（著作財産権者の不明な著作物の利用）と第４８条（公表された著作

物の放送）が追加された505．

第４７条は数次にわたって改正されたが、２００６年以前の改正は、政府組織改請による部

名の修正であった。1989年改正では、文化公報部長官を文化部長官に変え、1993年改正で

は、文化部長官を文化体育部長官に変更した。1995年改正では、翻駅権に対する文化体育

部長官の強制許諾制度を廃止した。また、2000年改正では、文化体育部長官を文化観光部

長官に変更し、『第82条第１号による補愉金の基準により定めた」を「文化観光部長官が

定める基準の』に変更した”

(c）２００６年全部改正

2006年の全部改正（法律第8101号、2006年12月全部改正、2007年６月施行）では、本

条を第47条から第50条に移動し、内容にも更に修正が加えられた506ｂこの著作権法全部改

正は、1957年の著作権法の制定以来、頻繁な改正で乱れてきた法体系を正し、デジタル技

術の発達、放送と通信の融合などにより新たに登場した著作物の利用形態に対する規範を

5“1986年著作権法第47条（著作財産権者の不明な著作物の利用）

①何人も相当な努力をしたにもかかわらず、公表された著作物の薯作財産推者やその居所を知ることがで

きず、その著作物の利用許諾を受けられない場合には、大統領令で定めるところにより文化公報部長官の
承認を得て、文化公報部長官が第82条第１号による補悩金の基地により定めた補償金を供託してこれを利

用することができる．

②第，哀の規定により藩作物を利用する者はその旨と永龍年月日を設示しなければならない。
6062006年薪作権法第50条（著作財産権者が不明である藩作物の利用）

①何人も、大蔵領令で定める基準に該当する相当の努力を払っても、公表された薪作物（外国人の藩作物

を除く。）の苓作財産権者又はその居所を知ることができないためにその薯作物の利用許諾を得ることが
できない場合には、大統領令で定めるところにより、文化観光部長官の承認を得た後、文化観光部奨官の

定め為基準による補憧金を供群して、これ為利用するこ↓ができ為｡

②第，哀の規定により著作物を利用する者は、その旨及び承認年月日を表示しなければならない。
③第，項の規定により法定許諾された著作物が再び法定許諾の対象となるときは、第１唖の規定による大

統領令で定める基準に該当する相当の努力の手続を街路ことができる。ただし、その薪作物に対する法定
許諾の承認の前に、著作財産権者が大統領令で定める手続に従って異議を提起するときは、この限りでな

い。

④文化観光部長官は、大統領令で定めるところにより、法定許諾の内容を精報通信網に掲示しなければな
らない公
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作るための改正であった507．法定許諾制度を改善して、法定許諾の対象から外国人の著作

物を除外し（第50条第１項)、以前に法定許諾されたことのある著作物の再許諾の手続を簡

素化した（同条第3項)。

法定許諾の対象から外国人の著作物を除外したのはかねてからの批判を考慮して改正

である。著作財産権者が不明な著作物であっても一定条件を満たせば利用できるようにす

るのが法定許諾制度であるが、国内法により外国人の著作物までも居所不明という理由で

行政命令により自由に利用させることは国際条約違反の可能性があり、また著作権者を探

すための相当な努力をするために法令により国内の日刊新聞や著作権審議調停委員会の

ウェブページ等に公告をするとしても、外国人である著作権者がこれを知ることができな

いため、外国人の薪作物までを法定許諾の対象に含むのは不当であるという批判があった。

第50条第３項に関しては、法定許諾された著作物は時間が過ぎても著作財産権者が現れ

る可能性が低く、著作権者を探すために同じ手続を繰り返すようにするのは時間と費用の

面で効率的ではないので、既に法定許諾されたことのある著作物に対しては、ｒ著作権者

を探す相当な努力ｊの手続を省略できるようにした。ただし、既に法定許諾された著作物

であるとしても、最終法定許諾の承認以前に著作財産権者が適法な手続により異議を申し

立てた場合には、藩作権者の許諾を得てから利用するようにした。

またインターネットの普及にあわせ、紙媒体の官報だけでなく、備報通信網508も行政情

報掲示の手段として認め、第４項では法定許諾の内容を情報通信網にも掲示するようにし

た。

(d）２００８年全部改正

2008年改正では、文化観光部長官を文化体育観光部長官に修正した。第50条に関しては

2008年改正が簸後であり、現行規定となっている。

507本改正でＷＩＰＯ実菰レコード条約などの国際条約加入のために著作隣接権が強化された。ネット上の

広範囲な著作権俊誓を防止するために、Ｐ２Ｐなど狩殊類型のオンラインサービス提供者に対して技術的措
憧等を義務化し、不法複製物の押収座乗及び削除命令権の導入、営利常習的な著作権侵害に対しても非親
告罪を拡大適用、薪作擢認証及び寄剛制度導入、権利特理制度及び技術的保護措置等に関する政策等を通
じて、著作物の利用活性化及び文化産業の発展を回る目的の改正である。
508悩報通僧網利用促進及び傭報保護等に関する法律（法律第11322号､2012.2.17.-部改正､2013.2.18施
行)の第２条によると､『精報通信網｣とは｢誼気通信事業法第２条第２号により電気通信設術を利用､又は電
気通俗設備とコンピュータ及びコンピュータの利用技術を活用して情報を収集-加工.貯蔵.検索.送信又は
受信する情報通信体制をいうｌとしている,，
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(2)要件

①実施主体

(a）許諾を出す機関

大統領令で定めるところによる申諭番をもとに、文化体育観光部長官の承紹によって利

用することが可能である。第130条は、「文化体育観光部健官は大統領令で定めるところ

により、この法による権限の一部を特別市長・広域市長・道知事・特別自治道知或に委任

するか、委員会又は著作権関述団体に委託できる」と規定している。本来の法定許雛手続

の主管は文化体育観光部長官であるが､委任･委託が可能であるとしている施行令により、

現在法定許諾業務は韓国著作権委員会(KoreaCopyrightCommission)が主播している“9。

(b）適用を受けられる者

法文は「何人も」と規定しており、基本的に、要件さえ満たせば、法定許諾制度は誰で

も利用できる。

②対象となる著作物・利用態様

(a）対象となる著作物～公表された著作物

本条の適用対象となる著作物には、「公表された著作物」という以外に制限がないため、

第４条第１項に例示された著作物はもちろん、公表されていれば、すべての薪作物が対象

になる。

現在のような『著作財産椛者の不明な著作物の利用」という見出しでの条文が規定され

たのは１９８６年の著作権法全部改正からであるが、当時から「公表された薪作物」を対象

としている。第５１条（公表された著作物の放送）も「公表された著作物」を要件として

いる。1957年著作権法は未公表著作物までも対象としていたが、これは著作者人格権の公

表権（第11条）を侵害するという批判があり、1986年改正で公表された薪作物に限定さ

れた。

公表された著作物であるとしても、著作者が自分の作品の利用をそれ以上望まないこと

が明白な場合がありうる。そのような場合にまで法定許諾により利用を強制するのは薯作

者の人格権との関連で問題になりうる。これは著作者の撤回権として議絵される問題であ

”韓国著作膳委員会の法定許鮪案内ページで、木制度の概喪を砿認できる（卿国語）

<htt初Wwww8copyright・orJ亜bGrviceJbompulso辱ｄｏ?hm-Beq=83託
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り、ドイツ耕作椛法蛾鋪４２条に明文規定がある。雌国蒋作権法は撤回権を認めてはいな

いが、赫凶蒋作椛法施行令蛎22条館１頃鋪３号（後述）に、法定許諮の承認申諦の莱却

戦山のひとつとして、「耕作財産権者が著作物の出版やその他の利用に提供されないよう

に、著作物のすべての複製物を回収した場合」を規定し、間接的にこれを認めている。

また､2006年の薪作椛法全部改正により、法定許諾の対象から外国人の著作物を除外し

た（第５０条第１項)。国内法により外国人の箸作物までも居所不明という理由で行政命令

により間由に利用させることは国際条約迩反の問題があり、また薪作権者を探すための相

当な努力をするために国内の日刊新聞や耕作椛蒋総澗停委員会のウェブページ等に公告

をするとしても、外国人である著作権者がこれを知ることができないため、外国人の著作

物までを法定許諾の対象に含むのは不当であるという批判があったからである〃

(b）対象となる利用態様

第５０条（薪作財産機者が不明な薪作物の利用）の場合、第51条（公表された薯作物の

放送）や第５２条（販売用レコードの製作）とは異なり、利用許諾の対象となる権利の制

限がないため、複製権、放送権など著作財産権者に認められる第２章第４節第１款のすべ

ての権利を含む。実際の事例においてこの条項により薪作物利用が承認された権利の種類

は、二次的著作物創作権、複製権、娠送権、放送権など様,4『である。対象権利の制限がな

いため、翻訳も法定許諾の対象となるため、国内薪作物を外国語に翻訳しようとするが、

耕作財産椛考やその居所が不明な場合には、木条により利用承認を得て翻訳できる6'qo

2006年改正前は外国著作物であっても､著作財産権者やその居所が不明な場合には翻訳

権に対する法定許諾を得ることができると解釈されていたし、実際に外国人の語文著作物

に対する翻駅権に対して法定許諾が承認された事例もあるという５１'‘、

③許諾の条件・申請手続

法定許誌のための蕊件として､(a)相当な努力をしたが､(b)公表された著作物の著作権者

やその居所をしることができないこと、(C)文化体育観光部長官の承認を得ること、(d)補償

金を供託すること、⑤承認趣旨及び承認年月日を表示することが挙げられる唇

(a）相当な努力

著作物の利用者が相当な努力をしたとしても、公表された著作物（外国人の著作物を除

く）の著作財産権者やその居所を知ることができず、その著作物の利用許諾を受けられな

5１０ジョン．サンジヨ鯛「許作揃法注解」（岬英社、2007年）687頁。
51】ジョン畑・前掲注５１０．６９０頁。
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い場合でなければならない。「相当な努力」とは、ベルヌ条約附属書第4条第１項の「due

diligence」に該当するもので、法定許諾に対して世界的に共通する要件であるといえる。

2000年改正の前には、「相当な努力」に対する基準がなく、当事者が過剰に努力するか、

そもそも権利者不明箸作物の利用をあきらめる事例もあった。それで2000年改正法は、相

当な努力の基準を大統領令で定めることにした。「相当な努力ｊをしたか否かの判断基準

に閲して、2010年当時の著作権法施行令は以下のような基準を提示していた。

著作権法施行令（２０１０年当時）

第18条（相当な努力の基準）

法第５０条第１項でいう「大統領令で定める基準に該当する相当な努力」とは、以下各

号の要件をすべて充足するものをいう。

１．等作物を取り扱う法第105条第１項による著作権信託管理業者（著作物が属する分

野の著作物を取り扱う著作権信託管理業者がなし､場合には､法第105条第１項による

薪作権代理仲介業者又は該当著作物に対する利用許諾を受けた事実のある利用者の

中から２翁以上）に、著作財産権者の氏名又は名称、住所又は居所を照会する確定日

付の文襟を送付したが、これを知ることができないという返信を受けたか、文書を発

送してからlか月が過ぎても返信がないこと

2．「新聞等の振興に閥する法律」第９条第１項によって普及地域を全国として登録した

一般日刊新聞又は文化体育観光部と法第112条により韓国著作権委員会（以下「委員

会」という｡）のインターネットホームページに、文化体育観光部令に定めるところ

により第１号による照会事項等を公告した日から１０日がすぎたこと

上記の基準は、２０１２年の施行令改正により、以下のように要件が細分化された，

現行の薪作権法施行令（大統領令第23721号）

第18条（相当な努力の基準）

①法第５０条第１項でいう「大統領令で定める基準に該当する相当な努力」とは、以ド

各号の要件をすべて充足するものをいう。

１.法第55条第３項による著作権登録簿の閲覧又はその写本の交付申請を通じて該当著

作物の著作財産権者やその居所を照会すること

２.著作物を取り扱う法第１０５条第１項による著作権信託管理業者（著作物が属する分

野の薪作物を取り扱う作権信託管理業者がない場合には､法第105条第１項による著

作樋代理仲介業者又は該当著作物に対する利用許諾を受けた事実のある利用者の中

から２糸以上）に、著作財産権者の氏名又は妬称、住所又は居所を照会する確定日付

の文諜を送付したが、これを知ることができないという回信を受けたか、文書を発送
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してから１か月が過ぎても返信がないこと。

３.著作財産権者やその居所等､文化体育観光部令で定める戦項を、次の各目のいずれか

に公告した日から１０日がすぎたこと

ガ512.「新聞等の振興に関する法律」第９条第１項によって普及地域を全国として登

録した一般日刊新聞

ナ．文化体育観光部のインターネットホームページや第７３条第２項による権利者が

不明な著作物等の権利者探し慨報システム（以下「権利者探し情報システム」とい

う｡）

②法第50条により利用しようとする著作物が法第２５条第８項（法31条第６項で準用

する場合を含む）による補償金分配の公告をした日から３年が経過した未分配補償金関

連著作物、その他の著作財産権者やその居所が明確でない著作物に該当し、文化体育観

光部長官がその著作物に対して次の各号のすべての努力をした場合には､第１項各号の

相当な努力のすべての要件を充足したものとみなす。

１.第５５条による著作権登録簿を通じた該当著作物の蒋作財産権者やその居所の照会

２.第52条第３項により著作権委託管理業者が報告した蔀項を通じた該当著作物の著作

財産権者やその居所の照会

３.権利者探し備報システムに著作財産権者やその居所等文化体育観光部令で定める事

項を公告した日から３か月以上すぎたこと

補償金分配の公告をした日から3年が経過した未分配補悩金関連薪作物等に対して文化

体育観光部長官が著作権登録部を通じて権利者の居所を照会し、籍作物等の権利者探し情

報システムに著作物等の権利者の居所を探すために3か月以上公告するなど努力した場合

には、権利者不明の著作物等を利用しようとする者が法定許諾を受けるためにすべき「相

当な努ﾉLJ」の要件を満たしたとみなす。この「相当な努力」は当該薪作物を利用したい者

が直接行うこともできるが、韓国著作権委員会に代行を申識することも可能である５１３．

本改正により権利者不明の著作物等の利用の便宜性が噸し、利用が活性化すると期待さ

れる。

なお、新設第２項第３号の『文化体育観光部令で定める班項」は施行規則に詳しく提示さ

れている罰

5鰹日本法の「イロハ．．．』のように、韓国法では「ガナダラマパサアジヤチヤカクパハ・・・」の顕で
つけていく。

５１S韓国誇作権委員会の「苓作権者検索及び相当な努力の申諦」ページ（糠国語）
<http:"ｗｗ睡麺dcop麺ghtp正lロゾm1sInfMiccSmhInfbO1jsp>。
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薪作樋法施行規則（文化体育観光部令第ﾕ34号）

第３条（公告の内容）

令第ﾕ8条第１項第３号各個外の部分及び第２項鋪３号で「文化体育観光部令で定める

事項」は次の各号のとおりである。

１．著作財産権者を探すという趣旨

２．著作財産権者の氏名又は名称、住所又は居所（知ることができる場合に限る）

３.著作物の題号

４．公表時に表示された薯作財産権者の氏名（突端又は異名）

５.著作物を発行又は公表した者

６.著作物の利用目的

７.複製物の表示写真等の資料（可能な場合に限る）

８.公告者及び連絡先

(b）著作財産権者の不明又は居所の不朋

上記のように相当な努力をしたにもかかわらず、①著作財産権者が誰であるかわからな

いか、②著作財産権者が誰であるか把握したとしてもその居所を知ることができないこと

が要求される｡著作雌瀧者を知ることができないことが要件であるため､籍作者が誰で
あるか知ったとしても、現在の著作財産椛者を知らない以上、本条の適用を受けることが

できる。

著作財産権者が誰であるか知ることができないという点に関連して、若作財産権者と称

する者が２人以上であるときどうなるのかが問題となる。債権者と称する者が複数いて、

誰に返済すればいいかわからない場合に、韓国民法第487条後段の「過失なく偵権者を知

ることができない場合」に該当するというのが判例の立場5Mであるが、薪作物の場合、そ

の利用者が誰であるかによって薪作財産権者の利益に大きく影響する可能性があるので、

民法同様に解釈するのは適切ではなく、このような場合には法定許諾はできず、間述団体

に対する事実照会や訴訟手読等を通じて明らかになった正当な権利者から利用許誌を受

けるべきであるとの意見もある5'5。

「居所」とは、人が多少の期間継続して居住する場所で、その場所との密接度が住所よ

り劣るものをいう。韓国民法第１９条は居所を住所確定における補充的な概念として使用

しているが、薪作物利用許諾において煎要なのは、本人に磁接述絡して協縦できるかの可

能性であり公簿上の住所は箆要でないこと、住民登録上の住所はわかっても薪作財産権者

がそこの実際に居住せず連絡できない場合があることを考慮して、住所の代わりに居所を

基準にしたのである。

３１４大法院1994.4.28.宣告９３ダ24223全員合悪体判決ｂ
６１５ジョン編・前掲注５１０．６９１頁。
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(c）文化体育観光部長官の承認

(i）承麗申請

文化体育観光部憂官の承認を得て法定許諾制度を利用しようとする者は、文化体育観光

部令の定めるところによる「薪作物利用申諦誉」を作成し、文化体育観光部長官に提出し

なければならない（施行令第19条）。申洲諜の提出の際には、水認甲諦明細襟、補償金鱒

定内訳諜当核蒋作物鎌が公表されたことがわかる瞥類、蕪作財産権者・苓作隣接椛者又

はデータベース製作者やその居所を知ることができなかったことが分かる諜類、協誰が成

立しなかったために承認申諭をする場合には、協謎に関する経過書類等を添付し（施行規

則第4条）、手数料を納付しなければならない（著作権法第132条第１号）。

藩作梅法施行令（大統恢令第23721号）

第19条（薪作物利用等の承認申餓）

法第５０条から５２条までの規定により藩作物の利用､放送又はレコード製作に関する承

認を得ようとする者は、文化体育観光部令に定めるところにより著作物利用申請書を文化

体育観光部長官に提出しなければならない。

薪作椛法施行規則（文化体脊概光部令第134尉

第４条（譜作物等利用承認申諦襟）

令第１９条により承認を得ようとする者は、別紙第ユ号諜式による利用承認申請書に次

の各号の譜類を添付し文化体育観光部長官に提出しなければならない。

１.別紙第２号響式による利用承認申請明細普（薯･作物・実演・レコードー放送・データ

ベースの形態及び内容が明確でない場合にはその見本又は写真等を添付しなければ

ならない）

２.補戯金金額猟定内訳響

３.薪作物等が公表されたことがわかる書類

４.著作財産権者･著作隣接権者又はデータベース製作者やその居所を知ることができな

かったことが分かる書類（上記事由で承認申請する場合に限る）

５.協織に関する謹過帯類（協議が成立しなかったために承認申諦をする場合に限る）

６．当骸レコードが我が国において販売されて３年が経過したことがわかる審類(薪作権

法第５２条及び第８9条により承認申舗する場合に限る）

1７７

■



■

第２部権利者不明時における薪作物等の利用円滑化制度の調査

現行著作権法（法律第１ﾕ110号）

第132条（手数料）

この法により次の各号のいずれかに該当する事項の申瀦等をする者は、文化体育観光部

令に定めるところにより手数料を納付しなければならない。

Ｌ第50条ないし第５2条の規定による法定許諾承認（第89条及び第９7条の規定によ

り準用される場合を含む）を申講する者

２．．３．（略）

著作権法施行規則（文化体育観光部令第134号）

第23条（手数料）

①法第132条により納付しなければならない手数料の金額は別表のとおりである。

②国家及びその所属機関と地方自治団体が法第53条及び法第54条(法第90条及び９８

条で準用する場合を含む）により藩作権等を登録する場合で、苓作権等に対する権利の

持分を５０パーセント以上所有する場合には第１項にもかかわらず、その手数料を免除

する。

③削除

(別表）手数料の金額（第23条関連）＜改正2012.4.5＞

区分

1.法第50条ないし第５2条(第

89条及び第９7条で準用する

場合を含む）の規定による箸

作物の利用承認申諭

(2.及び3.は省ﾛ粉

手数料

曜算傭報処理システムで申 電算情報処雲システムで申

誌（申告）しない鵡合 諸（申告）した場合

10000ウォン（2013年１月現在の為替で約850円）

(省酪）

(ii）官報掲示（ホームページ掲示）

著作権法第５０条による法定許諾手続では薪作財産権者が不明であるため、意見提出の

機会を付与する対象者がいない‘，そのため意見提出の手続の代わりに、申請内容を官報に

１５日間公告することで、意見提出の機会を付与したことに代える（施行令第２０条第１項

第１号）。

I脳＆

第８章韓国

著作権法施行令（大統領令第23721号）

第20条（意見提出等）

①文化体育観光部長官は第１９条により承認申請を受けた場合、次の各号による措置を

しなければならない。

１.法第50条による著作財産権者が不明である著作物利用承認申請の場合には１５日間申

請内容を官報及び椎利者探し備報システムに公告すること

２.法第51条又は第５2条により放送又はレコード製作の承認申請の場合には当該薪作財

産権者やその代理人に７日以上３０日以内の期間を定めて意見を提出する機会を与える

こと

②第１項第２号により意見提出の機会を与える際には７日前に当該著作財産椛者やその

代理人に書面により知らせなければならず、期間内に意見を提出しない場合には意見提

出の機会を放棄するとみなすという旨を明示しなければならない。

③法第50条第３頑ただし襟により異雛を提起しようとする著作財産権者は､異議申請響

に次の各号の資料を添付して文化体育観光部長官に提出しなければならない。

１．自分がその籍作物の権利瀞として表示された著作権等の登録証写本又はそれに相当す

る資料

２．自分の氏端や名称（以下「氏名等」という｡）又は芸翁、雅号、略称等（以下「異名」

という｡）として広く知られたものが表示されている著作物等の写本又はそれに相当す

る資料

(iii）雲香

文化体育観光部長官は意見提出（ホームページ掲瓶）の手続を経た後、承謬可否を検討

しなければならない。施行令第22条第１項は申舗棄却事由を規定している。棄却事由のい

ずれかに該当する場合には、長官は著作物利用の承認申諭を棄却する。文化体育観光部長

官が申請を棄却する場合には、その蔀曲を明示して申請人に知らせなければならない（施

行令第22条第２魂）。

著作権法施行令（大統領令第23721号）

第22条（承認申講の棄却）

①文化体育観光部長官は第１９条による著作物利用等の承認申請が次の各号のいずれか

に該当する場合、これを棄却する。

１.法第５０条から第52条までの規定による著作物利用申請要件を備えてない場合

２.著作物利用の承認前に著作財産権者やその居所が確認されたか協議が成立した場合

３.箸作財産椎者が薪作物の出版やその他の利用に提供されないように､著作物のすべて

1７９
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の複製物を回収した場合

４.当該藩作物でなくてもその側的を達成できると認定されるか､耕作財産椛者が薪作物

の利用を許諾できないやむを得ない班由があると認定される場合

②文化体育観光部長官は第１項により承認申請を棄却した場合には、その郡由を明示し

て申請人と著作財産権者に知らせなければならない。ただし、著作財産権者やその居所

を知ることができない場合には申請人にのみ知らせる。

法定許賠制度の本衡上、第50条による幹作物利用は補充的であるべきである。他の薪作

物の利用方法により、当該著作物利用の相応する効果を得られる場合には、あえて強制許

諾を擬制する必要はない。そのため、上記第22条第１項第４号で、「当該著作物でなくても

その目的を達成することができると認められる場合」には、承認申請を棄却できるとして

いる。

(iv）承認通知及び条件付加

文化体育観光部長官が法定許諾を承認する場合には、その内容を申請人と当該薪作財産

権者に知らせなければならない。著作財産権者やその居所を知ることができない場合には、

官報及び権利者探し情報システムに公告しなければなら雄い･（施行令第21条第１項）

明文の規定はないが、文化体育観光部長官が法定許講を承縄する際に利用条件を付加す

ることもできると解釈されている６１q，

著作権法施行令（大統領令第23721号）

第２１条（承認の通知等）

①文化体青観光部長官は法第50条から第52条までの規定による承認をする場合には、

その内容を申読人と当該薪作財産権者に知らせなければならない。この場合、藩作財産

権者やその居所を知ることができない場合には、官報及び権利者探し備報システムに公

告しなければならない。

②文化体育観光部長官は法第５０条第１項による承認をした場合には、法第５０条第４

項により、次の各号の内容を文化体育観光部のインターネットホームページと権利者探

し情報システムに１か月以上掲示しなければならない。

１.薯作物の題砦及び公表年〃日

２.著作者又は著作財産権者の氏名

３.利用承認を受けた者の氏名

５１６イ・ヨンロクーチエ・ジンウオン『法定許酷制度改善方案研究｣輔国薪作栂委員会研究用役報告許〈2010
年）１１０頁。

I恥、

4.籍作物の利用承総条件（利用群諾期間及び補悩金）

5．薪作物の利州方法及び形態

(d）補倹金の供託

第８章韓国

利用承認を得た者は補償金を供舵しなければならない。供託も法定許諾の要件であるた

め、文化体育観光部長官の承惚があったとしても、補倹金を供託せずに籍作物を利用する

と耕作椛侵雷になる。椛倫金供託が薪作物利用に先行しなければならないということで、

薪作物利用後に祁俄金の支払義務が生じる講学上の法定許諾（第25条「学校教育目的等へ

の利用」など）とは異なる。

補償金の供託は、当該著作財産権者の住所が韓国国内である場合には当該住所地の管轄

供託所に、その他の場合には補横金を供託する者の住所地の脊糖供託所にしなければなら

旗い（施行令第23条第２菰）。補縦金を供託した者はその獅実を文化体育観光部令に定め

るところにより公告しなければならない（同条第4項）。

蕪作権法施行令（大統領令第23721号）

第23条（補僕金の供託）

①法第50条から第52条までの規定により補償金を供託できる場合は次の各号のとおり

である。

’・薪作財産椛者やその居所を知ることができない場合

２．蒋作財産権者が補縦金受領を拒否するか受領できない場合

３・当該著作財産権者の権利を目的とする質権が設定されている場合(著作爾産権者が当

該衝権を有する者の承諾を受けた場合は除く｡）

②第１菰による補償金の供託は当該薪作財産権者の住所が大韓民国内にある場合は当該

住所地の徹輔供託所に、その他の溺合には補償金を供託する者の住所地の管総供託所に

しなければならない。

③第１項第２号及び第３９．により補償金を供託した者はその事実を供託物を受領する

者に知らせなければならない。

④第１項第１号により捕倹金を供託した者はその事実を文化体育観光部令に定めるとこ

ろにより公告しなければならない。

1８１
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著作権法施行規則（文化体育観光部令第134号）

第５条（補償金供託の公告）

令第２３条第４項により供託蛎実を公告しようとする者は、次の各号の事項を「新聞等

の振興に関する法律｣第９条第１項により普及地域を全国として蕊録した一般日刊新聞に

掲載するか、文化体育観光部のインターネットホームページや、令第７３条第２項による

権利者が不明な著作物等の権利者探し精報システム（以下「椎利者探し情報システム」と

いう｡）に掲示しなければならならない。

１.著作物の題号（題号がない場合にはその内容を要約記戦しなければならない）

２.著作者及び著作財産権者の氏名(薪作者及び著作財産権者を知ることができない場合

にはその旨を記戦しなければならない）

３.著作物利用の内容

４.供託金額

５．供託所の瑞称及び所在地

６.供託根拠

７．著作物利用者の住所・氏名

(e）承認趣旨及び承認年月日の表示

利用者は承認により利用するという旨と承認年月日を表示しなければならない。著作財

産権者が直接その利用許諾をしたものでないことを明らかにし、著作財産権者に生じうる

不利益を事前に防止するための要件である。

その方法に対しては、出所明示に関する著作権法第87条第２項に関連して、施行令に以

下のように規定されているが、具体的な方法は提示されていない,、

著作権法施行令（大統領令第23721号）

第17条（出所明示の方法）

文化体育観光部長官は、法第37条第２項による著作物の利用状況による合理的な出所明

示方法に関する指針を定めて告示することができる。

表示義務の不履行に対して別途の制裁規定はないが、承認趣旨の表示義務を利用承認時

の条件として付加した場合、承認条件の述反として利用承認を撤回するか、後に違反者か

ら再度利用承認の申請がある場合に承認を拒絶するなどの方法で履行を担保するしかな

い。

承認の旨と承認年月日の表示以外に、著作者の氏名も表示されるべきでることは、著作

者の氏名表示権（第12条第ﾕ項）との関係からも当然である。2006年改正により実演家に

も氏名表示権が認められるので（第66条）、実演に対して法定許諾を得る場合にも（第8９

nH8陽
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条）実演家の氏名を表示しなければならない。氏名を表示しない場合、承認表示をしなか

った場合とは異なり、著作者人格権の侵害になる。ただ、居所を知らない場合と異なり、

著作財産権者そのものを知らない場合には、「著作財産樵者不明を理由として承認により

利用する」という旨の表示で、著作者表示をしたものとみなすべきであろう。

（３）効果

①著作物の利用

文化体育観光部長官の定める蕊池による（上記「要件」で説明）法定許諾の承認は、著

作財産権者による利用許諾と同一･の効力を有する。利ﾊ坤請者は、著作財産権者の利用許

諾があったものと同じように、対象の薪作物を自由に利用することができる。

どこまでの利用が承認の範囲に含まれるかに閲しては、利用許諾契約の範囲に関する既

存の解釈論がそのまま適用されるだろう。利用承認の範囲が不明な場合には、著作財産権

者に権利が留保されたものと解釈されるべきだろう617。

、法定許諾の結果、当躯者の間には自発的な利用許諾と同じような債権関係が成立するが、

当事者間の合意によるものではないので、約定恢権関係とみることはできず、法定憤権関

係と解釈される。

②利用できる地位の非排他性・非譲渡性

法定許諾による利用者の権利は使椛の一般的効力に照らしてみて、非排他的な効力を有

し、原則的に他人に譲渡することはできない。承認時に条件を付けた場合には、その条件

の範囲内でのみ合法的な利用が可能である。国内の法定許諾決定例の中で、海外での利用

までを明示的に承認した蔀例はない518。

③当事者の救済手段

(a）違法な利用承認・承認申請の拒否の淫合

法定許諾制度を利用しようとする者が法で求めている相当な努力及び申請手続を適切

に履行したにもかかわらず妥当な理由なく利用承認申請が拒否された場合や、又は法に規

定された要件に該当しないにもかかわらず承認された場合はどのように当率者を救済で

517大法院1996.7.30.宣告９５ダ29130判決を参照。

５１８イーチェ・前掲注５１６．，２頁。
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きるかが問題となる。文化体育観光部長官の利用承認申諦拒否や利用承認は、行政処分に

滅当するので、この場合は行政訴訟により処分の暇癌を争うことができる619。

(b）補侭金に対する不服

法定許諾の際に決まった補償金の額に関して不服する場合には、承認処分全体を対象に

争わなければならない520。しかし、実際の利用状況をみると、当事者が補償金算定の具体

的な賛料及び内祇瞥を提示し、これに対して著作椎委員会がその当否を検I付する方法で手

続が行われている62'ので、補償金による紛争は多くないと予想される。

(4)実施状況

①標準処理期間

現行法上、権利者不明の著作物を利用するための法定許諾を受けるための手続は、紙媒

体の手続と電子的手続（インターネット）が混在しており、その所要期間は比較的長いと

いえる。まず権利者を探すために相当な努力をしなければならないが（施行令第18条）、

信託管理団体又は代理仲介業者に照会して1か月が経過しなければならず、新聞又はイン

ターネットホームページに公告して10日が経過しなければならない。また文化体育観光部

長官はその承認申請内容を15日間、官報に公告しなければならない（施行令第20条第１項

第１号）。文化体育観光部長官は承認処分の場合これを公示しなければならないが、官報

に公告し、インターネットホームページに1か月以上掲示しなければならない（施行令第

21条）。結局現行法上、法定許諾を受けるためのかかる時間は、最短で2か月15口以上に

なり、実際には承認審査の期間も含まれるので、それ以上の時間がかかることになる。

②利用件数

韓国で法定許諾制度により利用許諾を受けたのは､2010年末までに総計33件にすぎない

522.2008年以降に法定許諾の申請件数が増加したものの、いまだ年間6-7件にとどまって

5１０ジョン綱・前掲注５１０．６８５頁。

520一方、日本の蒋作椛法第72条（補償金の額についての排え）では、補倹企の金額についてのみ争うこ
とができる。

62ｌジョン編・前掲注５１０．６８６頁。

5222000年著作権法改正で法定許諾に関する権限が著作椎審議調停委員会.(現薯作権委員会）に委託され
た（藷.fi三権委員会ウェブベージ「薯作権委貝会の歩み」

<http:"wwwLcopyright,orJpgIin位oIintmﾉhiBto率do?hm-seq=134>)。それまでに２件の承認事例があり、
その後２００４年までに合計８件の事例があった。これらはすべて1986年薯作梅法第47条(現第50条）を
,恨拠に承禰されたものであった。

鷹亜’

第８章韓国

いる。これらは出版、放送、映画、上揃、レコード製作などの方法で利用されたが、201Ｃ

年までに利用された33件はすべて著作権者又は薪作権者の居所が不明なものであった523。

③利用事例

(a）映画「タチマワLee」利用事例5劃

本映画｢タチマワLee戸悪人よ､地赦行き急行列車に乗れ(2008年、リユ･スンワン監督)」

は、2000年にインターネット上に良い評価を得たオンライン短編映画を原･作としている。

しかし、原作の著作者を見つけることができず、映画製作に苦労していたところ、法定許

諾制度により著作権侵害への懸念を解消し、映画製作を終えて公開することができた。

(b）映画「黒い髪」利用事例525

韓国映像資料院は、韓国古典映画を保全するために、2004年から古典映画コレクション

DVD化事業を行っているが、古典映両の特性上、著作権者やその連絡先の把握が難しいと

いう限界があった。2010年にDVD製作を準備中であった映画「黒い髪（1964年、イ・マ

ンヒ監督）」も薪作権者が見つからずDVD製作が難航していたが、韓国映像資料院は、法

定許諾制度を利用してDVDを製作することができた。本映画「黒い髪］は、釜山国際映画

祭の回顧展にて上映するために､既に2005年と2009年に法定許諾を受けたことがある映画

であった。法定許諾制度により利州承認されたことのある著作物に関しては立証手続を省

略できるようにしているため、３度目の利用は容易であったと言われる。法定許諾制度を

活用して、著作権者が見つからず利用できなかったかもしれない映画が3度も世の中に公

開されることになったといえる。

(5)識者等の評価

法定許諾に関する著作権法上の規定(第50条）は2008年以来に改正されていないが、施

行令と施行規則は2度にわたって改正されている。特に「相当な努力」に関しての改正に

よって、権利者不明の著作物の利用を容易にする努力をしていると評価できる。2012年の

623イーチエ・前掲注516．ユユ３頁。

624イ．ヨンロク『法定許濫を通じて生まれ変わった‘タチマワLee，」蒋作権文化170号（2008年)14-15
頁｡法定許諾業務を主管している著作権委員会は、「法定許諾が活発になると、文化遺産が死蔵されずに、
国民に広く瞥及される。著作物に奏埼る薯作権者の自発的未利用許諾に対する補充的な手段としての法定
許誇制度の趣旨を秋極的に広報し、その利用を活性化し、薯作権侵害から自由に利用環焼を助成していく
計画である」としている。

525キム・グンテ｢法定許維を通じて３回蘇った映両‘黒い髪，』韓国耕作権饗員会報道涜料(2010.3.15.)。
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施行令改正で、相当な努力の基準（施行令第18条）を細分化し、祁当な努力の基準の明確

にした。また、施行規則の改正により、公告すべき内容等も明確にした。

このように近時の改正によって、「相当な努力」の要件を明確にし、利用の活性化を図

ってはいるものの、現行法上の手続が更に改善されるべきであるという意見も見受けられ

る。現行の法定許諾手続は権利者を探すための「相当な努力」の要件として、信託管理団

体又は代理仲介業者に照会するか新聞・インターネットホームページに公告するようにし

ている。しかし、権利者を探すためのこのような伝統的な方式は、時間や費用の側面で必

ずしも簸善とはいえず、その結果を完全に信頼できるともいえない。近時のＥＵ孤児薪作

物指針案やドイツの法改正の準備過程で雛論されたように、箸作権者を探すための相当な

努力の具体的な基準や水準は、技術の発展を考慮したものにならなければならない。例え

ば、集中管理団体又は関連公共磯関のデータベースに照会するだけで、相当な努力の要件

は原則的に満たされたと見ることもできるというのである。

韓国においても、各著作権信託管理団体で著作物及び籍作:権消報に関するデータベース

を構築していて、韓国著作権委員会では、著作物及び著作権精報に関する総合的なデータ

ベースを構築している。今のところもっとも信頼性が高いといえる韓国著作権委員会の著

作物及び著作権情報データベース(著作権探しサイト型6)で権利者を検索することで、「相

当な努力」の要件を満たすようにすることも、今後考えられるだろう。

現在、権利者不明著作物の利用許諾制度の利用件数はそれほど多くない状況である。し

かし、利用甲請が容易になると、利用件数は更に増えると期待され、その意味でも「相当

な努力ｊの認定基準に関しては今後も引き続き談稔されるべきであると思われる。

３．立法及び近時の動向

(1)立法動向

文化産業の奨励等を主要政策のひとつとしていた政府の姿勢もあって、インターネット

上の著作権侵害の取締り、デジタル著作物流通の活性化のための様々な試みがされている。

それに関連してデジタル著作権取引所も数年前から推進されている。

権利者不明著作物の利用に関しても法改正がされていて、２０１２年４月に改正された苓

作権法施行令では、権利者不明著作物の利用活性化のため、前述の権利者不明の薯作物等

の法定許諾の手続の簡素化（第18条第２項新設）のほか、以下の改正が行われた。

526輔国詩作権委員会苓作権探しサイト<http:"www垣ndcopyright,orLkｴmain/ｍａｉｎ,do>･

IH8I6
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①著作権委託管理業者の著作物等の権利情報等の報告義務の新設（第52条第３項新設）

権利者不明の著作物等の権利者探し事業を効果的に遂行するために、著作権委托智理業

者が信託管理・代理・仲介する著作物等の権利情報等を毎月文化体育観光部長官に報告す
る,、

著作権法施行令（大統領令第23721号）

第62条（報告）

①法第’08条第’項により著作権信託管理業者は文化体育観光部令に定めるところに

より、毎年前年度の事業実績及び当該年度の事業計画を報告しなければならない。

②著作権代理仲介業者は、文化体育観光部令に定めるところにより、毎年前年度事業実

績を報告しなければならない。

③法第108条第１項により、著作権委託管理業者は、次の各号の事項を毎月末日を基準

に作成して、翌月１０日までに文化体育観光部長官に報告しなければならない。ただし、

報告事項が前月と同じである場合には、その事項に限定して報告しなくてもいい。

１．第５０条各号による管理著作物の登録

２.信託管理するか代理又は仲介する著作物等の権利情報

３.著作権委託管理業者の連絡先に関する情報

著作権法施行規則（文化体育観光部令第134号）

第20条（報告）

①．②（賂）

③著作権委託管理業者は､令第５２条第３項各号の事項を､権利者探し情報システムを通
じて文化体育観光部長官に報告することができる。

②権利者不明の著作物等の権利者探し事業等の委託(第６８条第１項第３号から第５号まで
新設）

権利者不明の著作物等の権利者探し事業等の業務を効率的に遂行するために、事業及び

システムの構築・運営、権利者不明の著作物等の権利者探しの努力の履行、著作権委託管

理業者の報告事項の受付及び処理業務を韓国著作権委員会に委託する。

著作権法施行令（大統領令第23721号、2012.4.12改正、2012.10.13施行）

第68条（業務の委託）

①文化体育観光部長官は法第130条により次の各号の業務を委員会に委託する。
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第２部権利者不明時における著作物等の利用円滞化制度の調査

１.法第50条から第52条までの規定により著作物利用の承瀧及び補償金の基準の決定

２.法第55条による薪作椛の蕊録（法第９０条及び第９８条で準用する場合を含み、第２

項により登録受・付に関する業務は除外する）

３.法第134条により健全な著作物利用環境助成事業のうち第73条第１項第６号による

著作物等の権利者探し事業及び同条第２項による権利者探し情報システムの構築運営

４.第18条第２項各号による著作物の著作財産権者やその居所を探すための努力に履行

５.第52条３項による著作権委託管理業者の報告到噸の受付及び処理

②文化体育観光部長官は法第ﾕ30条により、法第５５条による薯作椛の畿録申諦の受付

業務(法第90条及び第９8条で準用する場合を含む）を委員会と文化体育観光部長官が

指定して告示する著作権信託管理業者に委託する。

③文化体育観光部長官は法第130条により､法第135条第１項による著作財産権者等の

権利の寄贈を受けることに関する業務を同条第２項により指定された団体に委托する。

③権利者不明の著作物等の権利者探し事業等の推進及び情報システムの椛築・運営（第７３

条第１項第６号、同第２項新設）

蓑作権法施行令（大統領令第2372ﾕ号）

第73条（著作物の公正な利用のための事業）

①法第134条第１頃で「薪作物の公正な利用を図るために必要な撫業」とは、次の各号

の泰業をいう。

１.保護期間が終わった著作物等に対する情報提供等のために必要な蔀業

２.公共機関著作物の共同活用体系の構築事業

３.標準契約書開発等、利用許諾制度改善のための事業

４.著作物の公正利用基準策定のための指針及び勧奨事業

５.著作物等に対する利用許諾表示制度の活性化班業

６.権利者が不明な著作物等の利用活性化のための藩作物等の椛利瀞探し事業

７.その他文化体育観光部長官が著作物の公正な利用のために必要であると認定する聯

業

②文化体育観光部長官は第１項第６号による事業を効率的に遂行するために､権利者が

不明な著作物等の権利者探し傭報システムを構築・遮徴できる。

(2)その他近時の動向～米韓FTA等権利強化の動きとの関係

韓国においては､]６ｍＡの合意事項の反映のためだけでなく、デジタル環境に対応するための更

なる法改正も行われている。前述したように、2012年１０月ユ３日には､権利者不明の籍作物等

I舵偲

第８章韓国

の法定許縦手続を簡素化内容の蒋作椛法施行令(大統領令第23721号､20ﾕ2.4.12-部改正）

が施行され、椛利瀞不明薪作物の利用が更に活性化されると期待されている。

また、①デジタル教科譜の伝送許券（案第２５条第１項)、②授業ロ的の免責対象規定の

盤備（案第25条第２項)、③公演権制限規定の整備（案第２９条)、④信託範囲選択制の導

入（案第106条の２，第142条)、⑤撤権細停制度の導入（案第114条の２、第117条）を

内容とする耕作椛法一部改正案（文化体育観光部公告第2012-151号、2012年６月２５日

立法予告）及び藩作椛産業の透明性と競争力を商めるために、著作権信託管理業者の役員

盗格の要件を強化する内容の薪作権法一部改正案（文化体育観光部公告第２０１２．１７３号、

2012年７月１０，立法予告）が立法予告527されている｡

４．日本法への示唆

椛利者不明帯作物問題を解決するためには、蒋作椛者の硫認・発見を容易にすること、

蒋作椛者の碓認・発兄が不可能な場合には一定の要件のもとで利用許諾を得られる仕組み

を用意しなければならない。そのような側面では、韓国においては文化体育観光部及び韓

国著作権委員会の主導で、著作権登録及び著作権者探しデータベースの整備がなされてい

て、著作権者の確認・発見を容易にするための体系を整えている。我が国においては、そ

のようなデータベースの盤術は政府の主導によっては行われておらず、韓国政府の取組は

大いに参考になるものと思われる。

また、第50条を中心とする権利者不明藩作物の利用許諾制度の遡備により、著作権者の

砿認・発見が不可能な場合には一定の要件のもとで利用許諾を得られる仕組みも整えてい

る。特に近時の「著作権者を探すための相当な努力」要件に関する改正は、本制度の利用

を更に活性化すると期待されており、我が国の裁定制度の在り方を検討する上でも参考に

なると思われる。

薪作物の利用を活性化するための権利者不明藩作物の法定許諾制度は、デジタル薪作権

取引所５蝿との関係も湾慮されるべきである。現在韓国のデジタル薪作権取引所で取引でき

る著作物は、「公表された薯作物で、薯作権信託団体により笹理されている著作物」に限

定される。そのため、著作権者が不明であるとか、薯作権者が誰であるか知ることができ

たとしてもその所在を把握できず利用許諾を得られない権利者不明著作物は、デジタル著

作権取引所においても取引できないという限界がある。

627「立法予告」とは、国民の雅務又は日常生活の密接に関連する法令を制定・改正・廃止する陳に、立法
案の趣旨及び主要内容をあらかじめ公告し、立法案の問題点を検討し、国民の意見を反映することで国民
の立法への参加槻会を拡大するための制度で､行政手統法第42条を扱拠としている。立法予告をしたから
といって、一定期間が過ぎれば自動的に法令が成立するわけではなく、国会において法案が通過し、政府
が公布しなければならない。立法予告されている法律の最新傭報は韓国法制処ウェブサイトで確認できる
（紳国路）＜http:"www;molog・go､krﾉIawiniMaWNbtfce>ｂ
５郵仰国耕作権委良会デジタル蒋作権取引所ウェプサイト<htmWWwWkdce.o笈k]G/うち

1８９

､

曲



Ｉ

凸■

第２部権利者不明時における著作物等の利用円滑化制度の調査

しかし、デジタル薪作権取引所において権利者不明著作物の取引ができるような仕組み

が整伽されると、著作物の流通がより活発になり、更なる創作活動の奨励にもなると思わ

れる。権利者不明著作物の利用に関して適切な補償金を著作権者に支給するという条件の

もとで、デジタル著作梅取引所を介して権利者不明著作物を利用できるようにすることも

今後の課題として検討されることが予想され、我が国において権利者不明著作物の取扱い

を検討ｳｰる際の参考になるものと考えられる。

Ⅱ、権利者不明著作物の利用後に活用可能な制度（侵害訴訟におけ
る救済等）

韓国には、権利者不明著作物の利用の問題を直接的に解決するため、事後的に侵害訴訟

において権利者の扱害賠償や差止め等の救済を制限するといった制度は特に存在しない。

ただし、利用者が権利者不明著作物の利用許諾制度の存在を知らずに、若しくは許諾は不

要と判断し、許諾なく権利者不明著作物を利用した場合に、利用様態によっては、2011年

１２月２日の著作権法改正で新設された箸fiﾖ物の公正利用規定（第35条の3）により、著作権

侵害を免れることができる可能性がある。
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